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はじめに

近年め情報技術 の進展 に伴 い、グローバルな規模 で情報社会が急速 に進展 して いる。特

に、情報技術 を基盤 に して、あ らゆる経済活動 を電子的に置 き換える ことができる、従来

とは様相 を異 にす る 「デジタル経済」 と呼ぶべ き新 たな経済 の時代を迎えつつある。 これ

らの新 しい技術や変革 については、わが国政府 を含 む先進主要国政府 において もこの 「デ

ジタル経済」 に対応する柔軟で迅速な情報技術政策 の展開が求め られている。

本事業 は、欧米な らびにアジアの情報化の進展や関連制度の整備状況等を一定の基準で

国際比較 し、評価するベンチマー クを実施す ることによ り、 日本の進んでいる分野 、ある

いは 日本の遅れている分野をあきらか にするとともに、これ らのデータに基づき、その背

景や要因を明確 にした。また、併せて、欧米やアジアの国々のrr政 策の最新動向について

も調査を実施 した。

本資料に記載 した欧米 ・アジア諸国のIT進 展度やIT政 策 によって、世界的にどのよ うな

課題が生 じているのかについて、関係者の ご参考 になれば幸いで ある。

平成17年3月

財団法人 日本情報処理開発協会
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総
論両田

本調査 は、 日本 と以 下の欧米 の9カ 国 ・地域 、そ して アジア ・オセアニ アの17カ 国 ・地域

にお ける情 報化 の進 展 を分 析 し、世界 にお ける 日本 の位置づ けを把握 す る ことを 目的 として い

る。また、 「1.情 報技術 のアクセス と利用」、 「2.電 子 政府」、 「3.e－ ラ一二 ング」、 「4.e－ ヘ

ルス」、 「5.電 子 商取 引」、そ して 「6.ITセ キュ リテ ィ」 の6つ の項 目の 中か ら代表 的な指標

を取 り上 げて いる。

欧米諸 国

・米国

・カナ ダ

・英国

・ドイ ツ

・フラ ンス

・ス ウェーデ ン

・フィ ンラン ド

・イ タ リア

・アイ ル ラン ド

アジア ・オセ アニ ア諸 国 ・地域

・オ ー ス トラ リ ア

・ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド
、

・中 国

・韓 国

・香 港

・台 湾

・イ ン ドネ シ ア

・マ レー シ ア

・フ ィ リ ピ ン

・シ ン ガ ポ ー ル

・タ イ

・ブ ル ネ イ

・ベ トナ ム

・ラ オ ス

・カ ン ボ ジ ア

・ミ ャ ン マ ー .

・イ ン ド

まず始 め に、各国 ・地域 での 「1.情 報技 術 のアクセス と利 用」 を表す 主要 な指標 と して、

イ ンター ネ ッ ト普及 率 、PC普 及率、ブ ロー ドバ ン ドの人 口普及率、低 速 ブ ロー ドバ ン ド(ダ

ウ ンロー ドのス ピー ドが256'-1,024kbps)接 続の月額利 用料金、そ して携帯 電話普及 率 を用 いて

いる。続 いて 「2.電 子 政府 」の項 目では、各 国 ・地域 の電子政府 の進展 状況 を反映 す るデー

タ として、政府 の公式 ポ一 夕ルサ イ トの有無 と、オ ンライ ン確 定 申告 の可 ・不可 の2項 目を取

り上げて いる。

「3.e－ ラーニ ング」 につ いて はコ ンピュータ1台 当た りの生徒数、 また 「4.e－ ヘルス」

につ いては各 国政府 が指 摘す る電子 カルテ導 入 に携 わ る障壁 を分析 して い る。 「5.電 子商 取

引」 の項 目では、電子 商取 引市場規模 、国民1人 当た りの電子 商取 引額 、そ してオ ンライ ン ・

シ ョッピングの利用率 の3指 標 にお ける各国比較 を行 ってお り、 「6.rrセ キ ュ リテ ィ」 では、

コ ンピュー タウ イル ス に遭遇 もしくは感 染 した ことのあ る機関の割合 を分析 してい る。
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1.情 報技術のアクセスと利用

各国 ・地域における情報技術のアクセスと利用の現状を把握するため、インターネ ット普及

率、PC普 及率、ブロー ドバ ンドの人 口普及率、ブロー ドバン ド接続月額利用料金、そ して携

帯電話普及率を主要な指標 として用いている。

イ ンターネッ ト普及率(日 本と欧米)

国際電気通信 連合(lnternationalTelecommunicationsUnion:rrU)}ま 、人 口1万 人 あた りのイ

ンター ネ ッ ト利用者 数 を用いて各国 ・地 域別 におけ るイ ンターネ ッ ト普及率(2003年 デー タ)

を報告 して いる。今 回調査の対象 とな って いる 日本 と欧米 諸国を示す図1-1で2003年 のデ

ータを比較す る と、50%以 上 のイ ンター ネ ッ ト普及 率(人 口1万 人あた りイ ンター ネ ッ ト利用

者5,㎜ 人 以上)を 有す るスウェー デ ン(5,731人)、 続 いて米 国(5,514人)、 カ ナダ(5,128人)、

フィンラン ド(5,089人)が 第1グ ルー プ を形成 して いる。

イ ンターネ ッ ト普及率 が30%以 上 ・50%未 満 の第2グ ルー プには 日本(4,827人)、 ドィ ッ(4,727

人)、 英国(4,231人)、 フランス(3,656人)、 イタ リア(3,367人)、 そ して アイル ラン ド(3,130

人)が 入 ってお り、同率が30%未 満 の第3グ ル ー プ に入 る国はな い。全体 的 に、PC普 及率や

ブロー ドバ ン ド普及 率が高 く、 ブロー ドバ ン ド接 続 月額利 用料金が低 い国で、イ ンターネ ッ ト

普及率が高 くなってい る。
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同 じrruに よるデータで 日本とアジア諸国 ・地域を比較すると、図1-2か らもわかるよう

に、インターネッ ト普及率が最 も高いのは韓国(人 口1万 人当たり6,097人)で 、欧米諸国で

最高のイ ンターネッ ト普及率を誇るスウェーデンを3.7ポ イ ン ト上回り、今回の調査対象国の

中で、唯一60%以 上のイ ンターネッ ト普及率を達成している。

ア ジア ・オセ アニ ア諸 国 ・地域 では、イ ンターネ ッ ト普及率5割 以上の韓 国、オース トラ リ

ア(5,667人)、 ニ ュー ジー ラ ン ド(5,263人)、 シ ンガポール(5,088人)が 第1グ ル ー プを形成

してお り、 日本(4,827人)は 香港(4,718人)、 台湾(3,906人)、 そ してマ レー シア(3,453人)

の3カ 国 と共 に第2グ ル ー プに入って いる。

人 口1万 人あた りのイ ンター ネ ッ ト利 用者数 が3,000人 未満で 第3グ ル ー プに入 る国は 、ブ

ルネイ(1,023人)、 タイ(965人)、 中国(632人)、 フィ リピン(440人)、 ベ トナム(430人)、
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イ ン ドネシア(376人)、 イ.ン ド(175人)、 ラオス(27人)、 カ ンボジ ア(25人)、 ミャ ンマー

(5人)で 、これ らが東南 アジア諸国 ・地域連合(AssociationofSoutheastAsianNations:ASEAN)

にお けるイ ンターネ ッ ト普及率が他 の アジア ・オセ アニア地 域 と比べ て低 い ことが読み取れ る。
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図1-2人 口1万 人 当 た り の イ ン タ ー ネ ッ ト 普 及 率(日 本 と ア ジ ア ・オ セ ア ニ ア)

PC普 及率(日 本と欧米)

イ ンター ネ ッ トや オ ンライ ン ・シ ョッ ピングの利用等、市 民 による情報技術 の利用 を把握 す

る指 標 として、pcの 普及率 を挙 げ る ことがで きる。rruの2003年 デ ー タによ ると、 図1-3

の とお り、PC普 及率(人 口100人 あた りのPCの 数)は 米 国が最 も高 く65.9%と なってお り、

続 くス ウェーデ ン(62.1%)の2カ 国 が、PC普 及率50%以 上 の第1グ ル ープを形成 して いる。

カナダ(48.7%)、 フィンラ ン ド(44.2%)、 ドイ ツ(43.1%)、 アイル ラン ド(42.1%)、 英 国(40.6%)、

日本(38.2%)、 フランス(34.7%)は 、PC普 及率 が30%以 上 ・50%未 満 の第2グ ル ープの構成

国で、PC普 及率が30%未 満 の第3グ ルー プにはイタ リア(23.1%)の みが 入 って いる。

2002年 から2003年 の間、日本と欧米諸国におけるPC普 及率に大きな増減は見 られてお ら
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ず、上記の国でのPC普 及率が一定値 に到達 していると考えられる。また、 日本、イタリア、

英国といった国では、モバイル技術が発展 してお り、PCよ りもイ ンターネッ ト機能 を持つ携

帯電話等がよ り広範に市民によって受け入れ られている可能性が高い。
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図1-3PC普 及率(日 本と欧米)

PC普 及率(日 本 とアジア ・オセアニア)

図1-4か らもわか るよ うに、 アジア諸国 ・地域 にお けるPC普 及 率 は、ASEAN諸 国(シ

ンガポール を除 く)と そ の他 のア ジア諸 国に格差が見 られて いる。PC普 及 率が50%以 上 の第1

グルー プには シ ンガポール(62.2%)、 オース トラリア(565%)、 韓 国(55.1%)の3カ 国が入

ってお り、台 湾'(47.1%)、 香港(422%)、 ニ ュージー ラン ド(41.4%)、 日本(38.2%)がPC

普及 率30%以 上 ・50%未 満 の第2グ ルー プを形成 して いる。

一 方 で
、PC普 及 率 が30%未 満 の 第3グ ル ー プ に は 、マ レ ー シ ア(14.7%)、 ブ ル ネ イ(7.7%)、

タ イ(4.0%)、 中 国 、 フ ィ リ ピ ン(両 国2.8%)、 イ ン ドネ シ ア(1.2%)、 ベ トナ ム(1.09。)、 イ

ン ド(0.7%)、 ミ ャ ン マ ー(0.6%)、 ラ オ ス(0.3%)、 カ ン ボ ジ ア(0.2%)と 、ASEAN諸 国 が 集

中 し て い る 。
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シンガポールを除くASEAN諸 国と中国、イン ドでは、貧困の差が激 しく経済 も不安定で、

市民の生活や ビジネス環境 にお ける情報化を促進す るインフラ構築も他国と比較 して遅れて

いるため、 日常生活におけるPCの 必要性が低いと推測できる。
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図1-4PC普 及率(日 本とアジア ・オセアニア)

ブロー ドバ ンドの人 口普及率(日 本と欧米)

i

ブ ロ ー ドバ ン ドの 統 一 さ れ た 定 義 は 設 定 さ れ て い な い が 、 今 回 の 調 査 で はrruの 報 告 書 「ポ

ー タ ブ ル ・イ ン タ ー ネ ッ ト(ThePortableIntemet)」 に 基 づ い て 「通 信 速 度 が256kbps以 上 の も

のjを ブ ロ ー ドバ ン ド と し て い る 。(参 照:ブ ロ ー ドバ ン ドの 定 義:rrU「rrUlnternetReports:The

PortableIntemetＬSeptember2004,A-58.(ハ ー ドコ ピ ー))

図1-5はrruに よ る2003年 の データで ブロー ドバ ン ド接続の人 口普及率(人 口loo人 当

た りのプ ロニ ドバ ン ド加入者 数)を 表 した もの であ るが 、同率が最 も高 いのはカナ ダ(14.7%)、

次 いで 日本(11.7%)と ス ウェーデ ン(10.8%)が 、 ブロー ドバ ン ド接続の人 口普 及率10%以 上

の第1グ ループ を形成 している。続 くフィ ンラン ド(9.4%)、 米 国(9.3%)、 フランス(5.6%)、
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ドイ ツ(5.5%)が 同率5%以 上 ・10%未 満 の第2グ ルー プ、そ してイ タ リア(4.0%)、 英 国(3.1%)、

アイル ラン ド(0.8%)が 同率5%未 満 の第3グ ル ープに入 って いる。

`

ブロー ドバ ンドは、月額利用料金がよ り安い日本やカナダで普及率が高くなっているといえ

る。しか し、日本政府やカナダ政府は、よ り広範なブロー ドバン ド接続サービスの提供に向け

て、ブロー ドバ ン ド市場 の競争や民間か らの投資を促進 している。同2カ 国では特に、投資先

として民間企業か ら除外 されがちとなる都市部か ら離れた地域でのインフラ構築 ・拡張につい

て、具体的な目標が設定 されてお り、資金提供プログラムといった形でブロー ドバン ド普及へ

の取 り組みが見 られている。
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注:総 務 省 「平 成16年 度 版 情報 通信 白書」p、5に よ る と、 日本 の ブ ロー ドバ ン ド接続 の 人 口普 及率 は2003

年 末 時点 で20.4%と 推 計 され て い る。

出 典:(2003年 デ ー タ):m「ITUInternetReports:ThePortablelnternet」(2004)『BroadbandSubscribersper100

inhabitants,2003』A28-A31.(ハ ー ド コ ピ ー)

図1-5ブ ロー ドバン ド接続の人 口普及率(日 本と欧米)

ブロー ドバ ンドの人口普及率(日 本とアジア ・オセアニア)

日本におけるブロー ドバ ンド接続の人口普及率をアジア ・オセアニア諸国 ・地域で比較する

と、図1-6の とおり韓国(23.3%)が 今回の調査対象国のうち、ブロー ドバ ンドの人 口普及
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率20%を 上 回る唯一の国 とな って お り、韓 国 に続 いて香港(18.0%)、 台湾(13.4%)、 日本(11.7%)、

そ して シ ンガポール(10.1%)が 普 及率10%以 上 の第1グ ルー プを形成 して いる。

同率5%以 上 ・10%未 満 の第2グ ル ー プに入る国 はアジア ・オセ アニ ア地域 にはな く、5%未
'

満 の第3グ ルー プにオース トラ リア(3.09。)、 ニ ュー ジー ラ ン ド(2.1%)、 中国(0.8%)、 マ レ

ー シア(0 .4%)、 フィ リピン(0.03%)、 タイ(0.03%)、 イ ン ドネ シア(O.029.)、 ベ トナ ム(0.01%)、

イ ン ド(0.Ol%)、 カ ンボ ジア(0.00%)が 位置 づ け られ てお り、 シンガポール を除 くASEAN

諸 国、イ ン ド、中国のブ ロー ドバ ン ド人 口普及 率が 目立 って低 い ことがわ かる。

今回 の調査 で圧倒的 なブ ロー ドバ ン ド普及率 を見 せて いる韓国 では、1995年 か ら既 に包 括的

な情報イ ンフ ラの構 築が計画 され てお り、韓国政府 は、民間事業者 による投資 を促進 し、ハイ

ス ピー ド ・イ ンターネ ッ ト ・ネ ッ トワー ク を全国 的に導 入す るた め、多 大な投資 を早 くか ら実

施 して いる。(参 照:KoreaMinistryofInformationandCommunication「BroadbandinternetService:

Korea'sExperienceＬFebmary2002.p.6)
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図1-6ブ ロー ドバン ド接続の人口普及率(日 本とアジア ・オセアニア)
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ブロー ドバ ンド接続月額利用料金(日 本と欧米)

図1-7は 、rruが 各国 のブ ロー ドバ ン ド接続 月額利用料金 を低速 ブロー ドバ ン ド(ダ ウ ン

ロー ドのス ピー ドが256"1,024kbps)と 高速 ブ ロー ドバ ン ド(ダ ウ ンロー ドのス ピー ドが1,024

kbps以 上)で 比較 した もの ある。高速 ブロー ドバ ン ドの料金が提 示 されて いな い国 もあ るため、

以下では、低速 ブ ロー ドバ ン ド接続の月額利用料金 を用いて比較 を行 って いる。

低速 ブロー ドバ ン ドの月額 利用料金 で各 国のグルー プ分 け をす る と、同料金 が最 も安 い 日本

(16.80ド ル)と ドイ ツ(27.70ド ル)の みが 、月額 利用料 金30ド ル以下 の第1グ ルー プ を形

成 して いる。月額利 用料 金が30ド ル以上 ・40ド ル未 満の第2グ ルー プにはカナダ(34.10ド ル)、

フランス(36.10ド ル)、 ス ウェーデ ン(38.50ド ル)が 入 ってお り、同料金が40ド ル以 上の英

国(43.60ド ル)、 イ タ リア(44.60ド ル)、 米国(45.00ド ル)、 フィンラン ド(45.80ド ル)、 ア

イル ラン ド(48.20ド ル)が 第3グ ループの構成 国 となって いる。今回調査 の対 象 とな った欧

米 諸国 にお ける低 速 ブ ロー ドバ ン ドの月額利用料金 の平均 は40.40ド ル で、日本 の料金 の約2.4

倍 となって いる。

ブロー ドバ ンド接続の月額利用料金は、高速 ・低速に関わ らず、プロバイダー間の競争があ

る国(日 本、フランス、 ドイツ等)で は低料金化が進んでお り、市場が独占的な国(フ ィンラ

ンド)で よ り料金が高 くなっている。
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出 典lITU「ITUIntemetReports:ThePortablelnternet」(2004)『BroadbandPrices』A34.(ハ ー ドコ ピ ー)

図1-7ブ ロー ドバ ンド接続月額利用料金(日 本と欧米)

ブロー ドバ ンド接続月額利用料金(日 本とアジア ・オセアニア)

日本 とアジア ・オセ アニア諸 国 ・地 域 にお けるブ ロー ドバ ン ド接続 の月額利用 料金を低速 ブ

ロー ドバ ン ドで比較す ると図1-8の とお り、料金が30ド ル未満の 中国(9.70ド ル)、日本(16.80

ドル)、 台湾(19.40ド ル)、 オース トラ リア(21.20ド ル)、 韓 国(23.90ド ル)、 香港(25.40ド

ル)、 マ レー シア(26.10ド ル)が 第1グ ルー プに入 る。月額 利用料が30ド ル以上 ・40ド ル未

満 のニ ュージー ラン ド(31.20ド ル)、 タイ(34.00ド ル)、 イ ン ドネ シア(38.40ド ル)は 第2

グルー プ、同料金が40ド ル以上 のイ ン ド(43.10ド ル)、 フィ リピン(50.10ド ル)、 シ ンガポ

ール(87 .20ド ル)、 ブルネイ(173.30ド ル)、 カ ンボ ジア(199.00ド ル)、 ラオス(300.00ド ル)、

ミャンマー(4,794.50ド ル)は 第3グ ルー プの構成国 とな る。

アジア ・オセアニア諸国と比較 しても日本のブロー ドバ ンド接続月額利用料金は安 く、オン

ライン ・ゲーミングや動画のス トリー ミング等が人気でハイ ・スピー ド接続のニーズが高い韓
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国よ りも、 日本 の料金 の方 が安 くな っている。一方 で、イ ンター ネ ッ トや ブ ロー ドバ ン ドの需

要 が低 く、そ れぞれの普及率 も低 くな ってい るASEAN諸 国、特 に ミャンマー、 カ ンボジア、

ラオス、 ブル ネイで、 ブロー ドバ ン ド接続 月額利用料金が 目立 って高 くな って いる。

ド ノ レ6849
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上 の も の 、 を 指 す 。

出 典:nU「ITUInternetReports:ThePortablelnternet」(2004)『BroadbandPrices』A34.(ハ ー ドコ ピー)
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図1-8ブ ロー ドバ ンド接続月額利用料金(日 本とアジア ・オセアニア)

携帯電話普及率(日 本と欧米)

ITUは 、2003年 末 の携帯電話契 約者数(Cellularmobilesubscribers)は 全世界 でおよそ13億6,752

万 人で、1998年 の3億1,851万 人か ら3倍 以上 に増加 して いると報 告 している。

n'u調 査 に基 づいて 日本 と欧米諸 国の携帯電 話普及率を示すのが 図1-9で あ るが 、携帯電

話普及 率80%の 国を第1グ ル ープ、40%以 上 ・80%未 満の国 を第2グ ル ー プ、40%未 満の国 を

第3グ ル ー プに振 り分 ける と、イ タ リア(101.8%1)、 フィ ンラン ド(90.1%)、 スウ ェー デ ン(88.9%)、

アイル ラン ド(84.5%)、 英国(84.1%)が 第1グ ルー プに入 り、ドイツ(78.5%)、 フ ランス(69.6%)、

日本(68.0%)、 米 国(54.3%)、 カナ ダ(41.7%)が 第2グ ル ープ に入 る。今 回調査 の対 象国 と

lmJ調 査では、登録されている携帯電話の数を人口で割ったものとなっている。

一11一



なった欧米諸国で第3グ ループに入る国はない。

北欧諸国では、携帯電話を使った物品の購入や、公共料金の支払い等が可能となっているこ

と、また国内に大手モバイル製造企業(エ リクソン社やノキア社)が あることか ら、市民の日

常生活ツール として、広範に携帯電話が利用されている。また、イタリア等、固定回線のイ ン

フラ拡張が他 と比べて遅れていた国では、新規の投資がモバイル ・インフラに充て られること

により、携帯電話の普及率が高くなっていると考えられる。
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出 典:(2003年 デ ー タ):「 皿JlnternetReports:ThePortableInternet」(2004)『CellularMobileSubScribersper100

1nhabitants』A8-All.(ハ ー ド コ ピ ー)

図1-9携 帯電話普及率(日 本と欧米)

携帯電話普及率(日 本とアジア ・オセアニア)

図1二10は 、日本 とアジア ・オセ アニア諸国 ・地域 の携帯電話 普及率 を表 した ものであ る。

アジア諸国 ・地域 を グルー プ分 けす る と、携帯電 話普及率 が80%以 上 の台湾(110.0%)、 香港

(107.9%)、 シ ンガ ポール(85.3%)が 第1グ ルー プ、同率 が40%⇔80%の オース トラ リア(72.0%)、

韓国(70.1%)、 日本(67.9%)、 ニ ュー ジー ラン ド(64.8%)、 マ レー シア(44.2%)、 ブルネイ(40.1%)

が第2グ ルー プを形 成 して いる。携帯電話 の普及率 が40%未 満の第3グ ルー プに入 るの は、フ
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イ リ ピ ン(27.0%)、 タ イ(26.0%)、 中 国(21.5%)、 イ ン ドネ シ ア(8.7%)、 カ ン ボ ジ ア(3.5%)、

ベ トナ ム(3.4%)、 イ ン ド(2 .5%)、 ラ オ ス(1.0%)、 ミ ャ ン マ ー(O.19。)と な っ て い る 。

ITUの 調査では、携帯電話普及率が携帯電話の登録件数を人口で割って算出されているため、

普及率が100%以 上の台湾や香港では、複数の携帯電話を有する個人の割合が他国よ りも高い

と考えられる。また、比較的安定 した経済 ・社会の中で、特に若い世代がインターネッ トを頻

繁に利用していること、またオンライン ・ゲームや 「着メロ」のダウンロー ド等といった携帯

電話のユニークで新 しい機能 を次々に受け入れていることによ り、アジア ・オセアニア諸国 ・

地域の携帯電話普及率が高くなっていると考え られる。特に、台湾では政府による首都台北市

の完全無線LAN化 計画、またオース トラリアでは通信市場で競争が生まれ始めていること等

が、携帯電話普及率向上の要因となっている。
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図1-10携 帯電話普及率(日 本とアジア ・オセアニア)
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2.電 子政府

各国 ・地域における電子政府整備の現状 を図る指標として、「政府の公式ポ一夕ルサイ トの

有無」と 「オンライン確定申告の可 ・不可」 を取 り上げている。

政府の公式ポータルサイ トの有無

政府の公式ポータルサイ トとは各国の中央政府が設置するホームページで、国によって構成

は異なるものの、政府省庁やその他機関への リンク、市民や企業向けの各種サー ビス ・情報提

供等が主な内容 となっている。多 くの国では二ヶ国語もしくは複数の言語で情報が提示されて

お り、特に電子政府に早い時期から取 り組んでいる国ではユーザー ・フレン ドリーな検索機能

や、頻繁に利用されるサービスの一覧等が見受け られる。

表2-1の とお り、今回調査の対象となった国の中で、政府の公式ポータルサイ トを有して

いない国はラオスだけであった。

表2-1政 府の公式ポータルサイ トの有無

日本

○

米国

○

カナダ

○

英国

○

ドイツ

○

フランス

○

スウェーデン

○

フィンラン ド

○

イタリア

○

アイルランド

○

オース ト

ラリア

○

ニュージー

ランド

○

中国

○

韓国

'○

香港

○

台湾

○

イ ンドネンア

○

マレーンア

○

フィリピン

○

シノガボール

○

タイ

○

ブルネイ

○

ヘ トナム

○

ラオス

×

カンボジア

○

ミャンマー

○

イ ンド

○

出典:ワ シ ン トンコ ア作 成

日本政府のポータルサイ ト 「電子政府の総合窓口」は、従来縦割 りの行政情報 リンク集とい

ったものとなってお り、オンライン上で提供されている情報やサー ビスは限 られていた。 しか

し2004年1月 に新 しく立ち上げ られたサイ トは、豊富な情報 と検索機能を持ち合わせてお り、

市民向けの手続き・サー ビスも充実されている。米国、韓国、オース トラリアのポ一夕ルサイ

トは、その情報量とサー ビスの使い易さが国際的に評価 されている。
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また、英国は以前か らオンライン上で市民による政治参加を促進 し、市民の日常生活に身近

な情報提供を行っているとして、欧州でもスウェーデンに次 ぐ電子政府優良国として知 られて

いる。同じ欧州の ドイツでは、2005年 のスター トを目標に 「オンライン化計画2005(BundOn血ne

2005)」 という電子政府イニシアチブが進められてお り、連邦政府や地方団体100機 関以上が

協力し、合計450種 類のサービスがオンライン上で提供される予定となっている。

オンライン確定申告の可 ・不可

各国では電子政府の改善が進み、様々なサー ビスがオンライン上で提供されているが、中で

も代表的な政府のサービスとして、オンライン上における税の申告を上げることができる。表

2-2は 、オンライ ン確定 申告の有無を国別に表示しているが、 「?」マークは、正式な公開情

報 によるオンライ ン確定 申告の可 ・不可の確認ができなかった国を意味する。

表2-2オ ンライン確定 申告の有無

・イルラン・1㌻

○ 〇

一ジ

ド
ー
ン

ユ
ラ

ニ

○

中国

○

韓国

○

香港

○

台湾

○

1… ネシア1・ ・一シア

○?

フィ・ピ・1・ ・ガポー・1タ イ

○ ○ ○

ブルネイ

ウ

・

ベ トナム

り
:

ラオス

n
!

・

1・ ・ポジア1・ ・ンマー1…

り
:

?

・
○

出典:ワ シ ン トンコ ア作成

2003年11月 の時点 で、 日本 、中国、マ レー シアの3カ 国 においてオ ンライ ン確 定 申告 は不

可であ ったが、2004年11月 現在 、これ ら3カ 国ではオ ンライ ン確 定 申告が可能 とな って いる。

また、以前か らオ ンラン確定 申告が可能 であった国では、 さ らにス ピーデ ィな対応 が 目指 され

ている。

オ ンライン確定 申告 システムの導入が進んでいる米国やオース トラリアでは、それぞれ

6,㎜ 万人、8,000万 人の利用者が既に存在 している。また、2004年 に入ってから電子申告が可

能 となった 日本では、税務署の閉庁時間外でも提出できる、またペーパー レス化が図られる、

といった市民による賞賛の声が上がっている。 しか し一方で、 日本では送付書類の一部は別途

提出を要する、また専用のソフトウェアが使いづ らい、といったオンライン確定申告における
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課題も利用者側か ら指摘されている。

3.e－ ラ ー ニ ン グ

調査対象国におけるe－ラーニングの進展状況を反映する指標 として、ここではPC1台 当た り

の生徒数を取 り上げている。但 し、e－ラーニングのデータに関しては、調査対象となる国 ・地

域がそれぞれ異なる文化や教育制度を有 している点、また国や地域によって社会における 「学

校」の位置づけや、データ収集の切 り口(公 立 ・私立、初等 ・中等、な ど)が 統一されていな

い点、さらに調査実施時が異なっている点 を考慮する必要があるため、単純に数値のみの比較

を行うことはできない。

PCI台 当た りの生徒数(日 本と欧米)

PCl台 当た りの生徒 数 を見 る と、米 国の初等 ・中等 を含 む公立学校 での生徒数(4.8人)が

最 も少な く、 ドイ ツ とイタ リア(14.3人)が 最 も多 くな っている。 また 、 日本で は公 立の小 ・

中 ・高 ・特殊教育諸学校 にお けるPCI台 当た りの生 徒数は88人 と報 告 されて い る。

日本や欧米諸国で教育目的の情報化を妨げる要因と考えられるPC購 入やその他の資金的な

問題・またrrと 授業を一体化する ことの難しさや、授業の中でPCの 利用を学ぶための時間が

十分ないこと、さらに教師のスキルや知識の不足 といった問題が、各国が直面 しているe－ラー

ニングに関する課題であるといえる。
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出 典:日 本(2003年 デ ー タ)1文 部 科 学 省 「学 校 に お け る 情 報 教 育 の 実 体 等 に 関 す る 調 査 結 果 」(2004)『 都 道 府

県 別 コ ン ピ ュ ー タ の 設 置 状 況 及 び イ ン タ ー ネ ッ ト接 続 状 況 の 実 体 』p.1.

米 国(2002年 デ ー タ):米 国 政 府 「internetAccessinUSPublicSchoolsandClassrooms:】994-2002」(2003)Figure3

『StudentSperinstmctionalcomputerwithinternetaccess』p .8.

英 国 、 ドイ ツ 、 フ ラ ン ス 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 フ ィ ン ラ ン ド、 イ タ リ ア 、 ア イ ル ラ ン ド(2002年 デ ー タ):EuroStat

「lnf・・mati・nS・ ・i・tySthti・ticsD・t・1997-2002」T・bl・7」rS・h・ ・1・with。・mP・t・・sandl・t・m・t・・nnecti・n・』2003 .P.72、

(ハ ー ドコ ピー)

図3-1PC1台 当た りの生徒数(日 本 と欧米)

PCI台 当た りの生徒数(日 本 とアジア ・オセアニア)

PC1台 当た りの生徒 数 を 日本 とアジア ・オセ アニ ア地 域で比較 した ものが 図3-2で あ るが 、

デー タ収集 が可能 であ ったニ ュー ジー ラ ン ド(7.0人)と 韓 国(6.1人)で は、 日本(8 .8人)よ

りもPC1台 当た りの生徒 数が少 な くなっている。

各国で1台 のPCを 共有する生徒数は減少の傾向にあると言えるが、アジアで も特 にPC1台

当たりの生徒数が少ない韓国では、政府による積極的な取 り組みが見 られている。韓国政府は、

情報技術 を教育に取 り入れることに限らず、教育や人材育成におけるデジタル ・デバイ ドを無

くす こと、また教育機関 におけるインフラを充実させること等をプライオ リティー として取 り

上げてお り、PCの 購入やインターネッ ト接続の利用、教員の トレーニング、また学校 におけ
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る効果的なrrの 導入方法の研究等に対 して助成金を提供するよう計画中となっている。

20人

15

10

5

0

露バ嚇叉鐸ジ緯 額 蚕
本 クケ

8.8

一

7.〇

三
「×

6.1

一

N/A
1

N/A ¶

占

〔

N/A NIA N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A N/A

出 典1日 本(2003年 デ ー タ):文 部 科 学 省 「学 校 に お け る 情 報 教 育 の 実 体 等 に 関 す る 調 査 結 果 」(2004)『 都 道 府

県 別 コ ン ピ ュ ー タ の 設 置 状 況 及 び イ ン タ ー ネ ッ ト接 続 状 況 の 実 体 』p.1.

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド(2003年 デ ー タ):ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド政 府 「ICTinSchools2003Report](2003)Graph13『StUdentS

perComputer(primary)』P.37.

韓 国(2003年 デ ー タ):韓 国 政 府 「BriefStatisticsonKoreanEducation」(2003)『ComputersinSchools』p.38

図3-2PCl台 当た りの生徒数(日 本とアジア ・オセアニア)

4.e－ ヘ ル ス

eヘ ル ス とは、医療 における情報技術 の利 用 を指す もので、電子カルテ 、専用 ネ ッ トワーク、

処方 の電 子化や 遠隔医療等 、医療 にお け る幅広 い情報技術 の応 用を意味す る。e－ヘル スは、ヘ

ル スrr(HealthInformationTechnology:mT)と も呼 ばれ ることがあ るが 、本報告書 で は医療の

場で情報 技術が応用 されている全て の メソ ッ ドを包括 的 にeヘ ルス と呼んで い る。

代表的なeヘ ルス と して電子 カル テ(ElectronicHealthRecords:EHR)を 挙 げる ことができ る

が 、 これ は個人 の医療 情報、例 えば投 薬歴 、病歴 、 また各種検査 の結果 等 を、電子 的 に記録 し

た ものを指す。電子 カルテの導入 は医療 ミスの予 防 とヘル スケア全般 の改善 に貢献す る と考 え
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られているが、未だ各国では電子カルテ導入の遅れが見られている。 ここでは、各国で電子カ

ルテの導入が困難 となっている要因について、その 「技術的」 「資金 ・政策的」 「人 ・組織的」

障壁 をまとめている。

技術的障壁

ロ 医療機関における患者のデータはそれぞれの機関で異種のシステムに保存されてい

ることが多 く、患者のデータは 「孤立状態」にあ り、他の機関やシステムで共有 さ

れることが不可能である

ロ 実際患者のデータが電子化されていても、外部から利用者がそれ らのデータにアク

セスす ることができる仕組みが整っていない

ロ 相互運用可能なデータ ・ネッ トワークを実現させるために必要な初期段階でのデー

タの標準化が進んでいない

ロ 医師や患者が必要な情報にアクセスできる設定を確立する一方で、個人の医療情報

を保護することが技術的に困難

資金 ・政策的障壁

ロe－ ヘルス導入によるメリットを示す 「証拠」がないため、官民セクターか らeヘ ルス

への投資が活発に行われていない

ロ 医療スタッフの トレーニングにコス トがかかるため、医療機関にとってeヘ ルス導

入へのインセンティブが弱い

ロ 政府 によるeヘ ルス促進のための政策、例えば官民か らのeヘ ルス導入へのグラン

トや投資が不十分

人 ・組織的障壁

ロ 医療現場のスタッフは、大規模なシステムの変化に対応する時間を有 しておらず、

余分な時間をそ ういった トレーニング等に費やすためのインセンティブも与えられ

ていない

ロ 電子カルテ導入が医療機関にとって組織的な大改革となるため、その複雑さやコス

ト等の リスクか らeAル ス導入は組織の トップか ら敬遠されてしまう

ロ トレ一二ングに割かれる時間が一時的なロス ・タイムとなるため、成果が特に保証

されていないeヘ ルス導入プロジェク トに対 して組織が消極的である
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5.電 子商取引

電子商取引の進展状況について各国の比較をするため、ここでは電子商取引市場規模、国民

一人当た りの電子商取引額、そ してオンライ ン ・ショッピング利用率の3指 標を取 り上げてい

る。

電子商取引市場規模(日 本と欧米)

各国 の電子 商取 引市 場は、企業間 の取 引(B2B)と 、企 業 ・消費者間 め取 引(B2C)を 合わ

せた もの となってお り、 これ らの市場規 模 を図5-1か ら見 ると、1位 の米国(2002年:1兆

1,570億 ドル)と2位 の 日本(2003年:7,641億 ドル)が3位 の ドイツ(2002年:450億 ドル)

と4位 の英 国(2002年:375億 ドル)に 大 き く差 をつ けて いる ことが わかる。 また、全体 的な

傾 向と しては、各国 の電子 商取引市場 のほ とん どをB2Bが 占めて いる ことが読み取 れ る。

億 ドル

::::::

1:::::'

:::::

2㍗

♂ β ≠ 鎗 ざ 力∵//〆/

注ll英 国 と フ ィ ン ラ ン ドの 数 値 はB2B、B2Cの 合 計 値 と な っ て い る 。

注2:ド イ ツ 、 フ ラ ン ス の デ ー タ は2002年 、 ス ウ ェ ー デ ン 、 フ ィ ン ラ ン ドの デ ー タ は2001年 の も の とな っ て い

る 。

出 典:日 本(2003年 デ ー タ)1経 済 産 業 省 、 電 子 商 取 引 推 進 協 議 会 、NTTデ ー タ 経 営 研 究 所(2004)「 平 成15

年 度 電 子 商 取 引 に 関 す る 実 態 ・市 場 規 模 調 査 概 要 」(2003年12月31日 時 点 で の 為 替 レ ー ト1米 ドル=107.13

円 で 換 算)p.1.

米 国(2002年 デ ー タ):米 国 政 府 「2002E-CommerceMulti-sectorReport」(2004)『USShipments,Sales,Revenuesand

E-commerce:2002and2001』p.2.
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カ ナ ダ(2003年 デ ー タ)1カ ナ ダ 政 府 「Highlightsfromthe2003SurveyofElectronicCommerceandTechnology」

(2003年12月31日 時 点 で の 為 替 レ ー ト1米 ドル ニ1.29加 ドル で 換 算)

英 国(2002年 デ ー タ):英 国 政 府 「UKOnlineAnnualReport」(2003)FiguresrFactsandFigures』(2002年12月

31日 時 点 で の 為 替 レ ー ト1英 ポ ン ド=1.61米 ドル で 換 算)p.24.

ドイ ツ 、フ ラ ンス(2002年 デ ー タ):電 子 商 取 引 推 進 協 議 会 「海 外 に お け る 電 子 商 取 引 推 進 状 況 調 査 報 告 書2002

年 」(2003)『 表1-9欧 州 の 電 子 商 取 引規 模 と 成 長 率 』p.1.

ス ウ ェ ー デ ン(2001年 デ ー タ):ス ウ ェ ー デ ン 政 府 「FactSaboutinforrnationandcommunicationstechnologyin

Sweden2003」(2003)表5.21『ValueoflnternetSalesinSEK,2001』(2001年12月31日 時 点 で の 為 替 レ ー ト1米

ドル=10.46ク ロ ー ナ で 換 算)p.150.

フ ィ ン ラ ン ド(2001年 デ ー タ):NordicCouncilofMinistersrNordicInformationSocietyStatistics2002」

(200i年12月31日 時 短 で の 為 替 レ ー ト1米 ドル=O.89ユ ー ロ で 換 算)p.141.

図5-1電 子商取 引市 場規 模(B2B・B2C:日 本 と欧米)

電子商取引市場規模(日 本 とアジア ・オセアニア)

今 回の調 査 で公 的機i関公 表 の2003年 デー タ収集 が可能 で あった アジ ア諸 国 と 日本(2003

年:7,641億 ドル)を 比較す る と、 日本 の電子 商取 引市 場が最 も大規模 とな ってお り、2位 の韓

国(2003年:1,491億 ドル)の およそ5倍 にあたる。

日本 に比べ る と市場規 模が小 さ くな って はいる ものの、韓 国 は2002年(367億 ドル(参 照:

韓 国政府 「lnformatt乙ationWhitePaper」))か ら2003年 まで電子 商取 引市場規 模 を4∞%拡 大 して

お り、rrバ ブル崩 壊後 も 目覚 しい成長 を見せて いる。2002年 の数値 では あるが 、韓 国に続 いて

はシ ンガポ ールの電子 市場 が661億9,000万 ドル と、 アジア諸 国では 日本 、韓国 、シ ンガポー

ル が リーダー 的存在 とな って いる。,
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注1:中 国 、 シ ンガポ ール 、 マ レー シ ア、 タイ 、 フ ィ リ ピン、 イ ン ドネ シア のデ ー タは2002年1香 港 、台 湾 の

デ ー タは2001年 の もの とな って いる。 ま た 、香 港 、 台湾 、 イ ン ドネ シア 、マ レー シ ア、 フ ィ リ ピ ン、タイ の 電

子 商取 引規 模 は、B2BとB2Cの 内訳 が 公表 され て いな い ため 、 合計 の数 値 とな って いる 。

注2:韓 国 政府 によ るデ ー タのB2Bに は 、B2G(BusinesstoGovemment189億 ドル)と そ の他(Others4億

ドル)が 含 まれ て いる。

出典:日 本(2003年 デー タ):経 済 産業 省 、 電子 商 取 引推 進 協議 会 、N'ITデ ー タ経 営研 究 所(2004)「 平成15

年 度電 子 商取 引に関 す る実 態 ・市 場 規模 調 査 概 要 」(2003年12月31日 時点 で の為替 レー ト1米 ドル=107.13

円で 換算)p.1.

中国 、 シ ンガポ ール(2002年 デ ー タ)、 台 湾(2001年 デ ー タ)1電 子 商 取 引推 進協 議 会 「海 外 にお け る電子 商

取 引推進 状 況調 査報 告 書2002年 」(2003)『 表1-9欧 州 の 電子 商 取 引規 模 と成長 率 』IDC,EuropeanInformation

TechnologyObservatory.P1.

韓 国(2003年 デー タ):韓 国 政府 「E-commercein2003」(2003年12月31日 時 点の 為 替 レ「 ト1米 ドル=1,192

ウオ ンで換 算)

香 港(2001年 デ ー タ):香 港 政 府 「BusinessReceiptSFromSellingGoods,ServicesorInformationThroughElectronic

Means2001」

マ レー シ ア、 タイ 、 フィ リ ピン、イ ン ドネ シ ア(2002年 デ ー タ)1中 国電 子 商取 引年 鑑 編 集部 「中国電 子 商 取 引

年 鑑2003」 『B2C電 子 商 取 引市 場規 模 』(2002年12月31日 時 点 で の為替 レー ト1米 ドル=8.28人 民元 で 換 算)

(ハー ドコ ピー)

図5-2電 子 商取 引市場 規模(B2B・B2C:日 本 とア ジア ・オセアニ ア)
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国民1人 当た りの電子商取引額(日 本と欧米)

電子商取 引 におけ る進 展状況 は、市 場規模 だ けで はな く、国民1人 当た りの電子 商取 引額 に

も反映 されて い る と考 え られ る。図5-3は 、前述(図5-1)の 電子商取 引市場 の数値 を米 ・

中央情報局(CentralIntelligenceAgency:CLa)が 報告 して いる各 国の人 口で割 って 算出 したデー

タで ある。中央情 報局 は、国勢調査局 によるデ ータを基 に 「ワール ド・フ ァク ト・ブ ック(World

FactBook)」 を公 開 して お り、世界 各国の統 計的な情報 を包 括的 に取 りま とめて いる。

データ を比較 す ると、国民1人 当た りの電子 商取 引額 が最 も高 いのは 日本(6,001ド ル)で 、

米国(4,011ド ル)、 ス ウェーデ ン(751ド ル)、 英 国(622ド ル)、 フランス(544ド ル)、 そ し

て フィンラ ン ド(453ド ル)を 大幅 に上回って いる。特 に 日本 では、カ タ ログ通 信販売 や宿泊

予 約 などの旅 行 関係 、 またエ ンターテ イ ンメ ン トといった分野 が、個人 によるイ ンター ネ ッ ト

上 の消 費に寄 与 して いる。(参 照:経 済産 業省、電子商 取引推進協議会 、NTrデ ー タ経 営研究

所 「平成15年 度電子 商取 引に関す る実態 ・市場規模 調査 概要」2004年6月11日 、2ペ ー ジ)
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注1:各 国 の数 値 は、 図5-1の 数値 を人 口(米 中央情 報 局公 開 数値)で 割 って計 算 した もの。

図5-3国 民1人 当たりの電子商取引額(日 本 と欧米)
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国民1人 当た りの電子商取引額(日 本 とアジア ・オセアニア)

国民1人 当た りの電子商取 引額 を 日本(6,001億 ドル)と ア ジア ・オセ アニ アで 比較する と、

図5-4か らもわかるよ うに、電子 商取 引市 場規模 で 日本を6,000億 ドル ほ ど下 回 って いた韓

国で、国 民1人 当た り3,068ド ル の電 子商取 引が行わ れてお り、 日本 との差 はほぼ3,㎜ ドル

とな って いる。個人の電子商取 引額 で見 る と、 日本 と米 国に次 いで韓 国で取 引額 が高 くな って

お り、香 港(2001年:2,988ド ル)、 台 湾 、(2002年:1,283ド ル)シ ンガポール(2002年:1,126

ドル)が 続 いて いる。
＼

1人 当たりの電子商取引額は、電子商取引市場規模の大きい日本 と韓国が高 くなっている他、

香港 とシンガポールが欧米諸国を上回っている。また、 日本、韓国、香港、シンガポールの4

カ国は、B2C市 場を構成するオンライン ・ショッゼ ングの利用率も高 く、電子商取引が国民の

生活の一部として普及 していると考えられる。また、 これ ら4カ 国が、今回データ入手可能で

あったアジア諸国の中でも経済的に豊かであることか ら、個人の電子商取引額が比較的高いと

考えられる。
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注1:各 国 の数 値 は、 図5-2の 数 値 を 人 口(米 中央 情 報 局公 開数 値)で 割 って 計算 した もの 。

図5-4国 民1人 当た りの電子商取引額(日 本 とアジア ・オセアニア)
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オ ンライ ン ・シ ョッピング利用率(日 本 と欧米)

日本 と欧米諸国でのオンライ ン ・ショッピング利用率を表した ものが図5-5で あるが、日本

のオンライ ン ・ショッピング利用率は、「過去1年 間でインターネッ トを利用 した用途が 『商

品 ・サービス購入』であった人」で推計されているため、他の諸国で 「過去1ヶ 月」または 「過

去3ヶ 月」以内にオ ンライ ン ・ショッピングを利用 した人の割合よ りも高 くなっている可能性

がある。 しか し日本では2003・ 年、インターネッ トの用途として、オンライ ン ・ショッピング

が電子メールや情報の検索 ・入手に続いて多く挙げられてお り、今後も日本のオンライン ・シ

ョッピングの利用率は高まると予測できる。
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出 典:日 本(2003年 デ ー タ):総 務 省 「平 成15年 通 信 利 用 動 向 調 査 報 告 書 世 帯 編 」(2003)図 表4-21『 イ ン

タ ー ネ ッ トの 用 途 』p52.

ア イ ル ラ ン ド(2003年 デ ー タ)1ア イ ル ラ ン ド政 府 「lnforrnationSocietyStatistics-lreland2003」(2003)Table3.g

『Activitiesonh】temetinthepreviousthr㏄months』November2003 .p.22.

日本 、ア イ ル ラ ン ド以 外 の 国(2002年 デ ー タ):フ ラ ン ス 政 府 「E-CommerceScoreboardUpdate」(2004)Indicator

4.2『PercentageofIntemetusershavingshoppedonlineduringthepreviousmonth』p.65.

図5-5オ ンライン ・ショッピング利用率(日 本と欧米)
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オ ンライ ン ・シ ョ・ビング利 用率(日 本 とアジア ・オセ アニア)

日本のオ ンライ ン ・シ ョッ ピング利用率は過去1年 以内 にイ ンターネ ッ トを利 用 した 用途が

「商品 ・サー ビス購入」であ った人 の割合(36 .8%)、 また韓 国で は過去1ヶ 月以内 にオ ンライ

ン上で商品 ・サー ビスを購入 したイ ンターネ ッ ト利用者 の割合(31.09。)と 報告 されて いる。(図

5-6参 照)

一方で、 シンガポール政府 は15歳 以上 のイ ンター ネ ッ ト利用者 の うち、オ ンライ ン ・シ ョ

ッピングを経験 した ことが ある人の割合(20%)、 また香港 では過去1年 間にオ ンライ ンで 商'

品 ・サー ビスを購入 した ことのある15才 以 上の市 民の割 合(7.0%)が 推 計 されて いる。
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出 典:日 本(2003年 デ ー タ):総 務 省.「 平 成15年 通 信 利 用 動 向 調 査 報 告 書 世 帯 編 」(2003)図 表4-21『 イ ン

タ ー ネ ッ トの 用 途 』p.52.

韓 国(2002年 デrタ)1フ ラ ン ス 政 府 「E-CommerceScoreboardUpdate」(2004)Indicator4.2『PercentageofInternet

usershavingshoppedonlineduhngthepreviousmonth』p.65.

香 港(2003年 デ ー タ)1香 港 政 府 「lnformationTechnologyusageandpenetration」(2003)『Onlinepurchasingof

productSdeliveredviaelectronicmeans』p、8.

シ ンガ ポー ル(2003年 デー タ)1シ ンガポ ール 政府 「ExecutiveSu㎜ 融r㎞u訓SuweyonIn品co㎜Usagein

－26一



、

Householdsandbyindividualsfbr2003」(2004)Table6.1『UsageofInternetApplicationsandServices(asaproportionof

Internetusersaged15yearsandabove)』p6.

図5-6オ ンライ ン ・シ ョッピング利 用率(日 本 とア ジア ・オセ アニア)

6.ITセ キ ュ リテ ィ

電子商取引や医療の電子化等、国家の総合的な電子化にとって重要な課題であるrrセ キュ

リティを取 り上げている。以下では、各国におけるrrセ キュ リティの進展状況を示す指標 とし

て、コンピュータウイルスに感染 もしくは遭遇 した機関の割合を分析している。

コンピュータウイルスに感染 した企業 ・団体の割合(日 本と欧米)

電子メールやインターネッ トか らのダウンロー ドによってコンピュータに侵入するコンピ

ュータウイルスは、当事者が気付かない間にハー ドドライブの設定を変えて しまった り、既存

のファイルを削除してしまう悪質なコンピュータ ・プログラムであ り、その被害は社会問題 と

して捉えられつつある。

図6-1は 、 日本 と欧米諸 国 にお いて、2003年1月 か ら同年12月 の 間に コン ピュー タ ウイ

ルス に感染 した民間企業 ・政府 団体 、そ して遭遇 は したが感染 は しなか った企 業 ・団体 のそれ

ぞれ の割合 を示 して い る。 コ ン ピュー タ ウイル ス に感染 した企 業 ・団体 が最 も多 いの は米 国

(25.3%)で あ るが、 日本(22.2%)で も2割 以上 の企 業が コン ピュー タウイルス の感染 を報告

して いる。また 、ウィルス に遭遇 した企業 ・団体 が最 も多 いの も米 国(58.8%)で 、日本(47.4%)

や ドイ ツ(38.5%)で もかな り多 くの企業が ウィルス に遭遇 して い る。
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冷 冷 靭/!ジ 己

出典:日 本(2003年 デー タ):IPA情 報 処 理 推 進機 構 「国 内 ・海外 にお ける コ ン ピュ ー タ ウイル ス 被害 状況 調 査:

国 内 にお ける コ ン ピュー タ ウイル ス 被害 状 況 調査 報告 書 」(2004)図 表2.3.le『 コン ピュ ー タ ウイル ス遭 遇経

験 』P.15.

米 国、 ドイ ツ(2003年 デ ー タ):IPA情 報処 理 推 進 機構 「国内 ・海 外 にお け る コ ン ピュー タ ウ イル ス被 害状 況調

査:海 外 にお け る コン ピュー タ ウ イル ス被 害 状況 調 査 報 告書 」(2004)図2.4」 『コ ン ピュー タ ウ イル ス遭遇(感

染 また は発 見)の 有無 』p.26.
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図6-1コ ンピュータウイルスに感染 ・遭遇 した企業 ・団体の割合(日 本と欧米)

コンピュ一夕ウ ルスに感染した企 ・団 の割合(日 本とアジア ・オセアニア)

日本 とアジア ・オセアニ ア諸 国 において、2003年1月 か ら同年12月 の1年 間 にコ ンピュー

タ ウイル スに感染 または遭遇 した企 業 ・団体 の割 合 を図6-2で 比 較す る と、 「感染 した」 と

報告 した機 関の割合が最 も高 いの は韓国で 、50.2%と な って い る。 次 にコ ンピュータ ウイル ス

感染 を報告 した機関 の割合 が高 い のは 日本(22.2%)、 続 いて台 湾(11.1%)、 オー ス トラ リア

(10.9%)と なって いる。

総務省の調べによると、コンピュータウイルス対策の専門部署 を設けた り、担当者 を任命す

る、といった対策を行 っている機 関は欧米諸国(米 国 ・ドイツ)に 比較 してアジア ・オセアニ

ア諸 国で少 な く、特 に日本 と韓 国で 「コン ピュー タウイルス対 策 を特 に行 って いな い」 と答 え

た機 関がそ れぞれ31.5%、25.19。 程度 と、アジア ・オセアニア諸国 で、コン ピュータ ウイルス対
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策が遅れていることが読み取れる。
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出 典:日 本(2003年 デ ー タ):PA情 報処 理 推 進機 構 「国 内 ・海外 にお け る コ ン ピュー タ ウイ ルス 被害 状 況 調査:

国 内 にお け るコ ン ピュ ータ ウイル ス 被 害状 況調 査 報 告書 」(2004)図 表2.3.1-a『 コ ン ピュ ー タ ウ イル ス遭遇 経

験 』P」5.

米 国 、.ドイ ツ(2003年 デー タ):IPA情 報 処 理推 進機 構 「国 内 ・海 外 にお ける コ ン ピュー タ ウ イル ス被 害 状況 調

査 二海 外 にお け るコ ン ピュー タウ イ ルス 被害 状 況調 査 報告 書」(2004)図2.4.1『 コ ン ピュー タ ウ イル ス遭 遇(感

染 また は発 見)の 有無 』p.26.

図6-2コ ン ピ ュ ー タ ウ イ ル ス に 感 染 し た 企 業 ・団 体 の 割 合(日 本 と ア ジ ア ・オ セ ア ニ ア)
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第2部IT政 策編





総 論

情報技術(rr:㎞ 〔brmationTechnology)政 策は、欧米の先進主要国のみな らずアジア諸国や国

際機関等でも活発に議論 されてお り、今や特定な国のみの政策にとどまらずグローバルなテー

マとなった。また、世界的なrr不 況の中でも、各国並びに国際機関が経済発展の推進力として

情報技術に寄せる期待は変わっていない。

米 国で は、egovernmentがPresident'sManagementAgendaの5つ の優先課 題のひ とつ として取

、り上げ られ ている。2004年3月 、行 政管理予算局(OMB)が 、OMB発 案 によるe君ove㎜ent

イ ニ シアチ ブに対す る進捗状 況および課 題 につ いて調査報告書 を発表 した 。カナダで は、2004

年4月 、国家安全保障 に関す る初の包括 的声明 「開かれた社会 を守 る:カ ナダの国家安 全保障

方針」を発 表 し、国民全体 の安 全へ の脅威 に対応す る総合的な戦 略 と行動 計画 を示 した。また、

同年5月 、21世 紀経済 のデ ジタル環 境 のお ける信頼性 を構 築するた め に電子認 証原則 を発表 し

て いる。

一方 、欧州で は、2000年 以 降、欧州委 員会 を中心 に様 々な情報 社会 政策 を推進す るため の包

括 的イ ニシアチ ブ、eEuropeが 実 施 され ている。eEurope2005ア ク シ ョンプ ランは、電子 政府、

電子 学習(電 子 デジタル デバイ ドの解 消 を含 む)、 電子保健 な どの公共 サー ビス と、電子 ビジ

ネス、 さ らに、それ らの両方 を支 え るブ ロー ドバ ン ドの拡大 とセ キ ュ リテ ィの確保 を優 先政策

課題 として いる。英 国で は、2003年12月 、 「UKonline年 次 レポー ト2003年 」(第4版)が 発

表 され た。本 レポー トの評価 を受 け、e-Envoy局 は、2004年3月 、ukonline.gov.ukに 代 わる英

国政府 の新 しいオ ンライ ンサ ー ビスDirect.givを 発表 した。 また 、英国 の電子 経済全般 にわた

って発 展 を推 し進 めてい くた め、従 来 のeモnvoy局 にイ£えて電子 政府 局(eGovernmentUnit)

が設置 された。 アイル ラン ドでは、2002年3月 、 「新 しい関係の構 築 一情報社 会の潜在 的可能

性 を実現 す る戦略:NewConnections-AStrategytorealisethepotentialoftheInformationSo

ciety」 と題す る情報社会 政策が発表 され た。スウェーデ ンでは、2003年6月 、政府 はrr政 策

戦 略 グル ー プ(rrPoliticalStrategyGroup)を 選任 し、rr政 策 目標達成 への取 り組 みの 中で積

極 的役割 を果た して いる。 フィン ラン ドは、2003年9月 、情報社 会の発展 を方 向付 け、省庁

間 の協 力を調 整するため の組 織 として情 報社会評議会 を設置、 政府 の包括 的な情報社 会政策 プ

ログ ラムが策 定 され た。 またeEurope2005に 従 い、2004年1月 、国家 ブ ロー ドバ ン ド戦略 に関

す る決議が採択 され て いる。 ドイ ツで は、2003年12月 、情報社会 を 目指す最 初 のマスター プ

ランであ る 「21世紀の情報 社会 にお ける技術 革新 と雇 用」を受 け継 ぐ形で 、新 たなマ スター プ

ラン 「情報社 会 ドイツ2006」 が発表 され た。フ ランスでは2002年11月 に発表 され た 「情 報社
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会 に お け る デ ィ ジ タ ル 共 和 国 構 想:RE/so2007」 がrr政 策 の 柱 と し て 位 置 づ け られ 、 これ に

沿 っ た 様 々 な 施 策 が 実 施 さ れ て い る 。一ま た 、2004年2月 、 ラ フ ァ ラ ン 首 相 は 、 電 子 政 府 推 進 プ

ロ ジ ェ ク ト 「ADministrationELEctronique2004/2007-ADELEpourvoussimplifierla

vie」 を 発 表 し た 。

シンガポールでは、2003年7月 、第2次 電子 政府行動 計画(eGAPII)が 発表 され た。eGAPH

で は、①利 用者 の満足 度向上② 政府 と国民の連係強化③ 政府 のネ ッ トワー ク化 の3つ の達成 目

標 を掲 げてい る。マ レー シアでは 、1991年2月 、2020年 まで にマ レー シア を先進国 にす る と

い う 「ビジ ョン2020構 想」 が発表 され、1996年 、そ の具体 策 の一つ として マルチ メディ ア ・

スーパー ・コ リドー(MSC)が 発表 され た。MSC計 画 は3フ ェー ズに分かれてお り、2004年

7月 、 フェーズ2が 正式 に開始 された 。中国で は、2001年 か ら開始 され た 「十五」(第10次5

ヵ年計画)の もと、ハイ テ ク産業が 予想 を上 回るベースで発 展 して いる。 また、国家電子政 府

標準化総体 グルー プを組織 し、電子 政府 の発展 を推 進 して いる。香港特 別行政 区政府 は、2004

年3月 、 「2004デ ジタル21戦 略」を発表 し、情報社 会 にお いて香港 を前 進 させ ることに取 り組

んで いる。台湾政府 では、2002年5月 に承認 された 「チ ャ レンジ2008計 画」の一環 として 「e－

台湾計画」が実施 され て いる。また、2004年 ～2008年 に国家的 公共事 業計画 「新十大建 設計

画」の一環 として 、モバ イルイ ンター ネ ッ トの可能 性 を認 識 し、そ の競 争力 を高め るべ く、 「m－

台湾計画」が実施 され る。韓 国で は、2003年12月 、 「BroadbandrrKorea2007」 が発表 された。

同計画 の 目標 は、① 行政サ ー ビス の変 革 と効率性 ・透明性 の向上② 全業界 の情報化促進 の もと、

国際的競 争力の強化③ 新 しいIT部 門 を開拓す る基盤 として 広帯域統合 網(BcN:Broadband

convergenceNetwork)の 構築④ だれ もが知識基 盤情報社会 の恩恵 を享 受で きる 「デ ジタル 福祉

社会」 の建設⑤ グ ローバル なrr社 会へ 向けた国際協 力の 強化、 である。

OECDは 、近年 の情 報技術(rr)関 連製品 ・サー ビスの 国際的動向 と加 盟国の1青報 技術政策

を ま とめ た包括 的 な報告 書 「OECD情 報技術 アウ トル ック:2004年 版(OECDlnformation

T㏄㎞010gyOutlook2004)」 を発表 した。そ のほか 、スパ ム対策 、 ブ ロー ドバ ン ドの発展、電子

学習な ど、国際的な研究 ・分析、 政策提言 を行 っている。

表1に 主要国等における最近の情報技術政策の経緯を示す。
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表1主 要国等における最近の情報技術政策経緯

国・国際機関 発表時期 テ ー マ ・概 要

米 国 2002年2月 rANationOnline」

2001年9月 、1億4,3∞ 万 人(人 口 の54%)、 イ ン タ ー ネ ッ トを 使 用 。1

' 億7,400万 人(人 口の66%)、 コ ンピュ ー タ を使 用

2002年2月 「デ ジタル ・エ コ ノミー2002」

景気後退にもかかわらず、米国産業は国内のrr資 本ス トックを形成し

続け、経済基盤の持続的強化をもたらしていると結論

2002年2月 「E君・VernmentStrategy」

24の イニシアチブ(24の 行政サービス)を 電子政府構想の具体策とし

て発表
2003年2月 「サイバー空間セキュア化のための国家戦略」

3つ の戦略目標(① 米国の重要インフラに対するサイバー攻撃の防止、

②サイバー攻撃に対する国の脆弱性の低減、③サイバー攻撃発生時の

損害と回復時間の最小化)

カナダ 2002年3月 「2002-2003年 にお け る計画 ・優 先 的 政策 に関 す る リポ ー ト」

5つ の 戦略 目標(① 革新 、② 接続 性(CANARIEに よ るネ ッ トワー ク ・

インフラストラクチャの開発の支援等を通 して達成)、③市場、④投資、

⑤貿易)

2004年4月 「開かれた社会を守る:カ ナダの国家安全保障方針」

国民全体の安全への脅威に対応する総合的な戦略と行動計画を示す

2004年5月 「電子認証原則」
、

21世 紀経済のデジタル環境における信頼性の構築

欧州連合 2002年5月 「eEurope2005ア ク シ ョン プ ラ ン」

広範に利用可能なブロー ドバンド・インフラス トラクチャに基づいた

セキ ュ リテ ィ の高 いサ ー ビス 、 ア プ リケ ー シ ョン、 コ ンテ ン ツの 開発

の活 性化 。

2002年6月 「第6次 フ レー ム ワー クプ ログ ラム 」

研 究 開発 予 算総 額 は175億 ユ ー ロ。 第5次 と比較 して17%の 増加

英 国 2㎜ 年9月 rUKオ ン ライ ン」

5つ の目標提起。①人々の自信、②ビジネスとしての成功、③見本とし

ての政府等

2001年11月 「UKOnUne年 次 レポ ー ト2①01年 第2版 」

市場の近代化、国民の能力向上、企業の活性化、政府のオンライン化、

世界的水準のサービス提供という5つ の重要課題。3つ の目標を表明

2002年11月 「UKOnUne年 次 レポ ー ト2002年 第3版 」

3つ の目標(① 英国を電子ビジネスにおける世界のリーダーとして発展

させる。②2005年 までに全ての行政サービスが電子的に利用できるよ

うにする⑰005年 まで希望者全員がインターネットにアクセスできる

こ とを保 証す る。)

2003年12月 「UKOnline年 次 レポ ー ト2003年 第4版 」

ICTを 活用してサービス提供を変革 し、公共部門全体の運営効率を改善

することを将来の課題として特定し、こうした変革を支える5つ の原

則を提示

2004年3月 「Dir㏄ 乱9・v」

ukonline.gowkに 代 わ る英 国政府 の新 しい オ ン ライ ンサ ー ビス

アイルランド 2002年3月 「NewC・nnedi・m-A鏡rategyt・real屹ethep・tenti剖 ・fthe

InlbrmationSociety」

情報社会としての発展に不可欠な基盤としての 「重要なインフラ(Key

In仕astrucωres)」お よび 「情 報 社会 の発 展 を 支援 す る枠 組 み(Supponing

廿ameworks)」 を2つ の 柱 とす る

2003年2月 「NewCo㎜ections-A&rategytore創 屹ethepotentialofthe

InformationS㏄iety」 の 実 施 報 告 第1版

一33一



2004年4月 「NewConnections-AStrategytoreal屹ethepotentialofthe

InformationSociety」 の 実 施 報 告 第2版

ス ウェー デ ン 2000年6月 「情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案可決」

3つ の優先政策、①情報技術への信頼を高めるための政策、②情報技術

の能力を高めるための政策、③情報技術へのアクセスを高めるための

政策
フィ ンラ ン ド 2001年6月 「情報社会諮問委員会による2001年 レポー ト」

2000年6月 に発 表 され た 「情 報社 会 としての フ ィ ン ラ ン ド」 の 評価 と

2つ の政策分野(① 社会における情報通信技術の幅広い活用②全国民が

利用可能な情報社会のサービスと機会の実現)に おける新たな提言

2003年9月 「情報社会政策プログラム」

情報社会の提供する機会の活用に焦点を当てており、その目的は、①

競争力と生産性の向上②社会的 ・地域的平等の促進③情報通信技術の

効果的な利用を通じた市民の幸福と生活の質の向上

ドイツ 2002年2月 「1㎡・rmati・nSocietyGermany」

1999年9月 に 発表 され た 「21世紀 の 情報 社会 に お け るイ ノベー シ ョン

と雇用」の7つ の中心的アクション ・プログラムの進捗状況を評価

2002年2月 rlTLResearch2006」

2002年 か ら2006年 まで に、総 額15億 ユ ー ロ を研 究 プ ロ ジェ ク トの助

成に投じ、さらに15億 ユーロを研究機関への支援として投資

2003年3月 「Agenda2010」

労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成長の推進を

めざす包括的な政府プログラム

2003年12月 「情 報社 会 ドィ ッ2006」

①電子経済② テクノロジーの研究開発③教育 と訓練④電子政府⑤
eCARDイ ニシアチブ/デジタル署名⑥電子保健⑦rrセ キュリティの各

分野でそれぞれ具体的な達成目標と達成期限を設定

フランス 2002年11月 「情報社会におけるディジタル共和国構想:班SO2007」

二大目標。(①フランスの情報化の遅れに終止符を打つ、②全国民のた

めの情報社会の実現)

2004年2月 「電 子 政 府推 進 プ ロジェ ク ト:ADministrationELEctronique200412007

－ADELEpourvoussimpl近erlavie」

国家が広範かつ革新的に情報技術を利用するという先駆的役割を果た
,

す こ とで 、 フ ラ ンス 市民 の生 活 の簡 素化 をめ ざすE-Govemment実 現 の

ための長期にわたる統一的共通枠組み

シンガポール 2003年3月 「ConnectedSingap・re」

世界的な 肋co㎜Capi凶(情 報通1言拠点)と しての‡也位確保を目指す

2003年7月 「第2次 電子 政府 行 動計 画(eGAPII)」e

3つ の達成目標:① 利用者の満足度向上②政府と国民の連係強化③政府

の ネ ッ トワー ク化

マ レー シ ア 1995年8月 「マ ルチ メデ ィ ア ・ス ーパ ー ・コ リ ドー(MSC)計 画 」

サ イ バ ー ジ ャヤ を 中央 に配 し、 シ ティ セ ン ター 、 プ トラ ジ ャや 新行 政

都市、クアラルンプール新国際空港を結ぶ東西に15㎞ 、南北50㎞ の

地域で、マルチメディア技術を活用した都市開発を行 う

中 国 2001年 「第10次5カ 年 計画 」

ハイテクとその産業化の発展を重点的におしすすめ、情報技術、バイ

オテクノロジー、先進的な製造技術、新素材技術、航空および宇宙開

発技術、新エネルギー技術、海洋技術などの発展を目指す

香 港 2004年3月 「2004Digita1211TStrategy」

イ ンター ネ ッ トで接 続 された 世界 にお いて、世 界有 数 のe上usinessコ ミ

ユニティかつディジタル都市としての地位確立を目指す

台 湾 2002年6月 「e－台 湾 プ ロ ジ ェク ト」

最 適 な ハ イ テ ク 「グ リー ン ・シ リコ ン ・アイ ラン ド」 を実 現 し、・ア ジ ア

のe－リー ダー の一 国 に 生まれ 変 わ る ことを め ざす
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、

韓国 2003年12月 「BroadbandITKorea2①07」

5つ の目標:① 行政サービスの変革と効率性 ・透明性の向上②全業界の

情報化促進のもと、国際的競争力の強化③新 しいrr部 門を開拓する基

盤 と し て 広 帯 域 統 合 網(BcN:BroadbandconvergenceNetwork)の 構 築 ④

だれもが知識基盤情報社会の恩恵を享受できる 「デジタル福祉社会」

の建設⑤グローバルなrr社 会へ向けた国際協力の強化

OECD 2002年7月 「情報システム及びネットワークのセキュリティのためのガイ ドライ

ン」

新たな9つ の原則(① 認識 ②責任、③対応、④倫理、⑤民主主義、

⑥ リスクアセスメント、⑦セキュリティの設計及び実装、⑧セキュリ

テ ィマ ネ ジメ ン ト、⑨ 再 評価)

1.米 国

ク リン トン政権(1993年1月 ～2001年1月)は 、政権発足当初か ら、国内経済の活性化に

向けた情報技術(rr)を 重要政策課題 として位置付け、その強化に積極的に取組んできた。

ブ ッ シ ュ 政 権 が 誕 生 し て か ら は 、2002年2月 に 「ANationOnline」 、 「デ ジ タ ル ・エ コ ノ ミ ー

2002」 、 「E-governmentStrategy」 が 発 表 さ れ た 。

「ANationOnline」 は米 国民 におけるrr普 及状況調査 の レポー トであ り、2001年9月 時点、

米 国民の54%が 、イ ンターネ ッ トを使用 し、66%が コ ンピュー タ を使用 していた ことが述 べ ら

れ てい る。

「デジタル ・エコノミー2002」 はITと マクロ経済を分析した レポー トであり、景気後退 に

もかかわ らず、米国産業は国内のrr資 本ス トックを形成 し続け、経済基盤の持続的強化をもた

らして いると分析 している1

「E-governmentStrategy」 で}ま24の イ ニ シ ア チ ブ(24の 行 政 サ ー ビ ス)が 電 子 政 府 構 想 の 具 体

策 と し て 明 ら か に さ れ た 。(① レ ク リ エ ー シ ョ ン ・ワ ン ス ト ッ プ:内 務 省(Departmentofthe

lnterior)、 ② 受 給 資 格 支 援 オ ン ラ イ ン:労 働 省(DepartmentofLabor)、 ③ ロ ー ン ・オ ン ラ イ ン:

教 育 省(DepartmentofEducation)、 ④USAサ ー ビ ス:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)、

⑤EZ納 税:財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartmentofTreasuryAnternalRevenueService)等 の 行 政 サ

ー ビ ス)

2001年 の同時多発テロ攻撃をきっかけに、情報システムの保護等のサイバーセキュリティの

強化を国家戦略に挙げている。2003年2月 、ホワイ トハウスは 「サイバー空間セキュア化のた
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めの国家戦略」を発表 した。戦略目標 として、以下の3項 目が挙げられている。①米国の重要

インフラに対するサイバー攻撃の防止、②サイバー攻撃に対する国の脆弱性の低減、③サイバ

ー攻撃発生時の損害と回復時間の最小化。

2.カ ナ ダ

2002年3月 、カナダ産業省(IndustryCanada)は 、 「2002-2003年 におけ る計画 ・優先的 政

策 に関す る リポー ト」(2002-03Estimates-ReportonPlansandPriorities)を 発表 した。以下 の5つ

の戦 略 目標 に重点 を置 いてい る。

① 革新 一カナダ の革新達 成能力 を向上 させ る

② 接続性 一カナ ダをイ ンター ネ ッ ト接続性 が世界で最 も高い国 にす る

③ 市場 一公正 かつ効 率的な競 争力の ある市場を構築す る

④ 投資 一カナダを国内お よび 国外 の投資 に適 した場所へ と向上 させ る

⑤ 貿 易 一世界貿易のカナ ダのシェ アを増やすた めカナダ国民 と共 に一丸 とな って努 力す る

2003年10月 、カナダ産業省 は 「「2003年 カナダ国民 の生活 の質の向上 に関す る レポ ー ト」

を発表 した。これは 「1998-1999年 における計画 ・優先 的政策 に関す る リポー ト」、さ らに 「2002

-2003年 におけ る計画 ・優 先的政策 に関す る レポー ト」を引き継 ぐもので 、上 記5つ の戦 略 目

標 を通 じた 国民生活 の質の向上 を示 して いる。

2004年4月 、カナダ政府は国家安全保障に関する初の包括的声明 「開かれた社会を守る:カ

ナダの国家安全保障方針」を発表 し、国民全体の安全への脅威に対応する総合的な戦略と行動

計画を示した。

また、2004年5月 、カナダ産業大臣は21世 紀経済のデジタル環境における信頼性を構築す

るために電子認証原則 を発表 した。

3.欧 州連合

EUに おける情報社会への取 り組み としては、1993年 に欧州委員会が、発表 した 「成長 ・競争

力・雇用に関する白書」 において情報通信イ ンフラの重要性が指摘された ことが出発点といえ

る。
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さ らに、1994年 に は、 「欧州 とグ ローバル 情 報社 会」(バ ンゲ マ ン ・レポー ト(Bungemam

Reportと 呼 ばれ て いる。 同氏(欧 州委員会委員(産 業 問題/情 報電気通信技 術担 当)(当 時))

を委員長 とす るタス クフ ォースの レポー ト)が 発表 され 、rr政 策の基本的方 向性が提 示 され た。
c

1996年 に は、 「グ ロー バル情報社 会の最前線 欧 州:ロ ー リングア クシ ョンプ ラ ン」、1997

年 には、 「電 子商取 引に関す る欧州イニ シアチ ブ」、 「第5次 フ レーム ワー ク プログ ラム」 が発

表 され、1999年 には、 「eEuropeイ ニ シアチ ブ」、 「電子署名指 令」、2000年 に は、 「欧州委員 会

と米国商 務省 によ るセ ー フハーバ ー協 定」、 「電子 商取 引指令」、 「eEurope2002ア ク シ ョンプ

ラン」、2002年 には 「第6次 フ レーム ワークプ ログ ラム開始 」、 「eEurope2005ア ク シ ョンプ ラ

ン」等 の主 要な政策 を打 出 してきた。

4.英 国

1996年2月 、英 国政府 によ る最初 の包括 的な情 報技術(rr)政 策 であ る 「情報社 会イ ニ シア

チ ブ」が発表 され た。ビジネス、保健医療 、教育 、行政等 の分野 をカバ ー、5か 年計画(1996-2000

年)と して 開始 した。

そ の後 、 「情報 社会イ ニ シアチ ブ」 は、2000年9月 に新た に 「UKOnline」 とい うrr政 策 に

置 き換わ り、現 在 では この 「UKOnline」 が、英国政府 にお ける包括 的なrr政 策 と位 置付 け ら

れ て いる。

2001年11月 、 「UKOnline年 次 レポー ト2001年 」(第2版)が 、発表 された。① 市場 の近

代 化、② 国 民の能 力向上 、③ 企業の活 性化、④ 政府 の オ ンライ ン化、⑤ 世界 的水準 のサー ビス

提 供 という5つ の重 要課題 を取 り上げて いる。3つ の 目標 を表明 した。

①2002年 までに英国を電子商取引の世界でもっとも整備された安全な環境にする。

②2005年 まで希望者全員がイ ンターネットにアクセスできることを保証する。

③2005年 までにすべての行政サービスが電子的に利用できるようにする。

2002年ll月 には、

標 を表 明 した。

「UKOnline年 次 レポー ト2002年 」(第3版)が 、発表 された。3つ の 目

① 英国を電子 ビジネスにおける世界のリーダーとして発展させる。
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②2005年 までにすべての行政サー ビスが電子的に利用できるようにし、重要なサー ビスにお

いては高いレベルでの使用を実現させる。

③2005年 まで希望者全員がイ ンターネ ットにアクセスできることを保証する。

2003年12月 、 「UKOnline年 次 レポ ー ト2003年 」(第4版)を 発 表す る とと もに、従来

のeEnvoy局 に代 えて電子 政府局(eGovemmentUnit)を 設置す る考 え を明 らか に した。 ま

た、2004年3月 、本 レポー トの評価 を受 け、eEnvoy局 はukonline.gov.ukに 代わ る英国政府

の新 しいオ ンライ ンサー ビスDirect.govを 発表 した。

5.ア イル ラン ド

アイル ラン ド政府 の情報社 会政策 は、1999年1月 に発 表 した 「アイル ラ ン ドにお ける情報 社

会の実現 に向けた アク ション ・プ ラン」"lmplementingThelnforrnationSocietyinlreland:AnAction

Plan"を 総 理府が主管 とな って実施す る ことによ り開始 された。

そ の後 、このアク シ ョン ・プラ ンの実施 結果 を基 に、その課題 に取 り組 むべ く2002年3月 、

「新 しい関係 の構 築 一{青報社会の潜在 的可能性 を実現 する戦略」"NewConnections-AStrategy

torealisethepotentialofthelnformationSociety"と 題す る情 報社会政策 を発表 した 。 この実 施結果

について、政府 は2003年2月 に第1版 を、また2004年4月 に第2版 を発表 した。

6.ス ウェー デ ン

2000年3月 、政府 は情報技術 の急速 な発展 に対応す るため、 「全 国民のた めの情報 社会」(rr

B沮:"AnlnformationSocietyforAll"、1999/2㎜:86)と 題す る法案 にお いて 、将来 の情報技術 政

策 案 を発表 した。(ス ウェー デ ンの国会 は2000年6月 、 「全 国民のため の情 報社 会」 を可 決 し

た。)

「全国民のための情報社会」では、スウェーデ ンの情報技術政策の新 しい目標として、「す

べての国民が参加できる情報社会を世界で初めて実現する国になる」 という構想を設定してい

る。スウェーデンは、世界で最も情報化が進んだ国の1つ として知 られているが、それでも、

スウェーデンが世界初の 「万人のための情報社会」 として国際的に認知されるためには、まだ

多 くの領域で幅広い取 り組みが必要 とされている。
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「全国民のための情報社会」では、3つ の優先政策(①1青報技術への信頼を高めるための政策、

②情報技術の能力を高めるための政策、③1青報技術へのアクセスを高めるための政策)を 示 し

ている。

現 在は、 この地位 を維持 し、かつ将 来的 にも強化す る ことが求 め られ てお り、2003年6月 、

IT政 策 戦略 グル ー プ(rrPoliticalStrategyGroup)が 設立 され た。

7.フ ィン ラン ド

1994年 末、フィンラン ド政府は、同国最初の情報社会戦略 「情報社会に向かうフィンランド

ー国家戦略」を発表 した。(後 の1997年 の春に、この戦略は国民ではなく技術や競争力に重点

を置きすぎているという批判を受け、幅広く見直された。)

2000年6月 、情 報社会諮 問委 員会(ISAB:1㎡formationSocietyAdvisoryBoard)は 「情報社会

としての フィ ンラン ド」(FinlandasaninformationSociety)を 発 表 した 。 この報告書 の 目的 は、

フィ ンラン ドにお ける情 報社会 の発展 の全体的な展望 を示 し、開発お よびア クシ ョンのため の

プ ロポーザル を作成す る ことで ある。 この レポー トで は、フィ ンラ ン ドの情報社会 の利点 、問

題及 び課題が述 べ られ てお り、優 先対応策が提起 され た。(① 教育 、知識 および研究 の強化 、

②通 信イ ンフ ラ、③ 運用 およ び規制環境 、④ 情報社会 か らの疎 外 の防止 、⑤ 公共部 門のサー ビ

ス とカス タマ ー としての公共部 門)

2001年6月 、情 報社会諮 問委員会 は 「情報 社会諮 問委員会 による2001年 レポー ト」(ReportOf

theInfommationSocietyAdvisoryBoard2001)を 発 表 した。 同 レポー トで は、 「情報社 会 として の

フィ ンラン ド」 にお ける提 言の実施状況 の評価 と新たな 政策提案 を行 って いる。情報 社会諮 問

委員 会は2つ の政策分野(① 社会 にお ける情報 通信技術 の幅広 い活用 、② 全国民が利 用可能な

情報社 会のサー ビス と機 会の実現)に おいて新 た に提言 を行 った。

2001年12月 、情報社 会諮問委員会 は、電子 政府 計画 に関す る レポー ト、 「新 世紀 の公共サー

ビス ・オ ンライ ン政府推進 のため の2002～2003年 アクシ ョン ・プログ ラム」(PublicServicesin

theNewMMennium-ProgrammeofActiontoPromoteONLINEGOVERNMENT,2002-2003)を 発表

した。 同 レポー トでは、オ ン ライ ン政府 の実現 を妨げる4つ の 問題 領域(① オ ンライ ン ・サー

ビス の開発 、実装 、配信 、② オ ンライ ン ・サー ビス への需要 とサー ビス 品質、③ ア クセ ス性 、

有用性 、利 用者 のサ ー ビス活 用能力、④ オ ンライ ン ・サー ビス 開発 の先導 と調 整)と オ ンライ
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ン政府推 進 のた めの行 動計画(2002年 ～2003年)に つ いて記 して いる。

2002年 末、情報社会 諮問委 員会 は、2003年3月 の選 挙後成立す る次期 政府 にお いて、'一人

の閣僚の監督下 で情報社会 プ ログラム を実施 す る ことを提言 した。これ を受 けて、2003年9月

4日 、 マ ッテ ィ ・ヴ ァンハ ネ ン内閣 は、首相官 邸 にお ける情報社 会評議会(lnformationSociety

Council)の 設置 を決定 した。

また、マッティ ・ヴァンハネン首相 によるフィンランド政府は、2003年6月 、政府プログラ

ムを策定 し、省庁横断的に関連する最も重要な分野として下記の4つ の政策プログラムを立ち

上げた:

・ 情報社会政策プログラム(担 当機関:首 相)

・ 雇用政策プログラム(担 当機関:労 働大臣)

・ 起業政策プログラム(担 当機関:通 商産業大臣)

・ 市民参加政策プログラム(担 当機関:法 務大臣)

8.ド イ ツ

1999年ll月 、連邦経済技術省(現 連邦 経済労働省)が 、連邦教育研究 省 と共 同で 「21世

紀 の情報社会 におけるイ ノベー シ ョンと雇用(lnnovationandjobsintheInformationSocietyofthe

21stCentury)」 というアクシ ョン ・プログ ラム を発表 した。 これは2005年 まで の5か 年計画 で

あ り、30億 ドイ ツマル クの予算が配分 された。

2002年2月 、連邦経済技術省(現 連邦経済労働省)と 連邦教育研究省は 「llformationSociety

Gemany」 を発表 した。 この報告書では 「21世紀の情報社会におけるイノベーションと雇用」

の7つ の中心的アクション ・プログラム(① 新 しいメデ ィアへのアクセス、②教育におけるマ

ルチメディア、③機密性とセキュリティ、④革新的雇用 一 新しいアプリケーション、⑤技術

とインフラス トラクチャにおける先導的地位、⑥近代的行政に向けた電子政府、⑦欧州および

国際協力)に おける進捗状況を評価 している。

2002年2月 に、連邦教 育研 究省 は、情報 通信技術分野 の研 究助成 プログ ラム 、ITResearch2006

(mLForschung2006)を 発表 した。 連邦教育研 究省 は、rrResearch2006プ ログ ラムの枠 内で、

2002～2006年 の5年 間 に、総額15億 ユー ロを研 究 プロジェク トの助 成 に投 じるほか 、さ らに

15億 ユー ロを研 究機関へ の支援 として投 資す る予定 である。
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2003年3月 、シュレーダー首相は、ドイツ連邦議会で 「Agenda2010」 を発表 した。これは、

経済成長の推進、長期的な社会保障体制の確立、ビジネス拠点としての ドイツの地位強化を目

指す包括的な政府プログラムである。このプログラムは9つ の主要分野に分けて具体的な政策

を実施してお り、産業、医療保険及び年金、統合及び移民、教育及び研究、官僚主義の削減の

分野で、rr政 策 に関連 した政策を実施している。

2003年12月 、連邦政府は、「21世紀の情報社会における技術革新と雇用」を受け継 ぐ形で

新たなマスター プラン 「情報社会 ドイツ2006(informationsgesellschaftDeutschland2006)」 を

発表 した。 この計画 は、① 電子 経済②テ クノロジーの研究 開発③ 教育 と訓練④ 電子政府

⑤eCARDイ ニシアチブ/デジタル署名⑥電子保健⑦rrセ キュリティの各分野でそれぞれ具体的

な達成 目標 と達成期限を設定 しており、経済労働省 と教育研究省が共同でマスタープランの実

施を主導する。

9.フ ランス

1997年8月 、リオネル ・ジョスパン(LionelJospin)首相(当 時)が 「野心的なアクション ・プ

ラン」を発表した。ジ ョスパ ン首相は 「政府は一連の提言を通 じて、行政機関やその他の社会

組織のために優先度 を設定 し、具体策を実施 し、基準 を用意して、国家の側か ら目的のはっき

りした持続的な介入 を実現する」 と述べた。同首相はさらに 「技術的なレベルの問題に加え、

情報社会の出現は政治的にも大きな意味を持ってお り、政府 にとっても重要な課題になる」 と'

指摘した。'～

1998年1月 、最初 の情報社会 のため の省庁 間委員会が 開かれ、 「情報社 会のため の政府 アク

シ ョン ・プログ ラム(PAGSI:Programmed'ActionGouvemementalpourlaSoci6t6de1'lnformat▲on)」

が 発表 された。 国家が はた す役割 として、・触媒 として の役割 。企 業や 国民 に情報 社会 の重要

性 を伝 え る。・規 制機関 と して の役割 。情報社 会 にお けるル ール を確立 し、実施す る。・主要 な

プ レーヤー と しての役割 。公共 サー ビス と国民の間の関係 を一新 し、サー ビス提 供 のや り方 を

最新 の もの にすQ。 をあげて いる。また、6つ の分 野 を優先事項 とした。① 教 育、② 文化、

③ 公共 サー ビス 、④ 企 業、⑤ 産業 の現 代化 と技術 革新、.⑥規 制の枠組み 。

2002年6月 、シ ラク大統 領 の直 系 と言われる右 派の ジャン ・ピエ ール ・ラファラン(Jean-Pierre

Raffarin)氏 を首相 とす る第2次 ラフ ァラン内閣が発足 した(ラ フ ァラン首相 は、大統領選 挙の

翌 日2002年5月6日 に任 命 され た。 同年5月7日 に組 織 された第1次 内 閣は、左 派の ジ ョス
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パン前首相辞任に伴 う暫定内閣であり、同年6月17日 の国民議会選挙後 に新たに組閣された)。

この政権交代によ り、 「情報社会のための政府アクション ・プログラム(PAGSI)」 はその役害1」

を終えた。,

2002年11月 、ラフ ァラン首相は、"ElectronicBusinessGroup(EBG)"に 向 けた演説 の 中で、

新 しい情 報技 術 政策 、 「情 報社 会 にお け るデ ィジ タル 共 和 国構 想:RE/SO2007」(Pourune

REpubliquenum6riquedanslaSOci6t6de1'information)の 概 要 を発表 した。 この構想 は、従来 の

PAGSIを 引 き継 ぎなが らそ の問題点 を改め、 フランス社 会の情報化 に新 たな活 力を与 える こと

で、 「フ ランス の情報 化 の遅れ に終止 符 を打つ」、 「全 国民 のため の情報 社会 を実現 す る」 こと

を二大 目標 としている。

2004年2月9日 、 ラ フ ァラ ン首 相 は 、電 子 政 府 推 進 プ ロジ ェ ク ト:ADministration

ELEctronique2004/2007-ADELEpourvoussimplifierlavieを 発 表 した。上記 「情報社会 にお ける

デ ィ ジ タ ル 共 和 国 構 想(RE/SO2007:pouruneRepubliquenum6riquedanslaSOci6tede

l'information)」 の延長線 上 に位置 付 け られ 、国家が広 範かつ革新 的 に情報技 術 を利 用す る とい

う先駆 的役割 を果 たす ことで フラ ンス市 民の生活 の簡素化 をめ ざすE-Govemment実 現 のため

の長期 にわ たる統 一的共通枠組みで あ る。

10.シ ンガポール

シンガポール政府のrr政 策は、1980年 代 という世界的に見ても早い時期か ら実施されて

いる。 これは、歴史的に通商が盛んで、長期的に国が繁栄するためには、製造業 とサー ビス業

を軸とす る知識集約型産業 における世界のハ ブとしての地位 をいち早 く確立する ことが不可

欠であるとの認識に基づくと考えられる。

最初 のrr政 策 として は、1980年 に 「国家 コン ピュータ化計画(NationalComputerizationplan)」

が実施 され、rrの 利 用 による行 政の改 善 とい う本来 の 目的 のほかに、ITへ の認 識の拡大 、rr

能 力の養 成促進、地方 にお けるrr産 業 の需 要 につ なが った。

こ の 後 、1986年 か ら 「国 家rr計 画(TheNationalITPIan)」 が 、1992年 か ら 「IT2㎜ 」 が 、

2000年 か ら 「infocomm21」 が 実 施 さ れ 、 現 在 は 「ComectedS㎞gapore」 と い う 名 称 で 実 施 さ れ

て い る 。

一42一



ま た 、 シ ン ガ ポ ー ル の お け るe-Govemment政 策 は 、 国 家rr計 画 と 同 時 期 に 開 始 さ れ 、 歩 調

を 合 わ せ て 数 々 の プ ロ グ ラ ム/イ ニ シ ア チ ブ を 実 施 して い る 。 最 初 のe-Government政 策 と し て

は 、 国 家 コ ン ピ ュ ー タ 化 計 画(NationalComputerizationPlan)の 一 環 と し て1980年 に 立 ち 上 げ

ら れ たCSCP(CivilServiceComputerisationProgramme)カS挙 げ られ る 。こ れ は 、2㎜ 年 、lnfocomm

21の 一 環 と し て 開 始 さ れ た 第1次e-GovernmentActionPlanに よ っ て 置 き 換 え ら れ た 。 そ の 後 、

第1次e-GovemmentActionPlanカs成 功 裡 に 終 了 した こ とか ら 、2003年 か ら 第2次e-Government

ActionPlanが 実 施 さ れ て い る 。

11.マ レ ー シ ア

1991年2月 、マハテ ィール首 相(1981年 、首相就任 、2003年10月 同退任)に よ って マ レー

シ ア政府 の長 期経済 計画 であ るVision2020が 発表 され た。 これ は2020年 まで にマ レー シアを

先進工業 国にす る ことを 目的 と した経済社会 開発構 想である。このVision2020の 具体策 のひ と

つ と して,1996年8月 、rr産 業 育成 を 目的と した国家 プロジ ェク ト、マルチ メデ ィア ・スーパ

ー ・コ リ ドー(MSC:MultimediaSuperCorridor)が 発 表 され た。MSC計 画 は、1996年 ～2003

年の フェー ズ1、2004年 ～2010年 のフェーズ2、2011年 ～2020年 の フェーズ3に 分 かれて いる。

2004年7月 、MSC計 画 のフェーズ2が 正式 に開始 された。バ ダウ ィ(AbdullahBadawi)首

相 は、2004～2010年 に主要分野 での優位性 を拡 大 し、新 たな投 資喚起 と革新的技術 の開発 を 目

指 す 中核 プ ログラム 、NextLeap(新 たな飛躍)プ ログラム を発表 した。同プ ログ ラムの具体 的

な 数値 目標 として、科学 ・技術 ・革新 大 臣は雇用約24万5,000件 の創出 も明言 して いる。

12.中 国

中i華人民共和 国政府のrr政 策 は、1986年 の 「七 五」(第7次5ヵ 年 計画)か ら開始す る。 こ

の計画 にお いては、12の 全 国的1青報 システム の構 築が決定 され た。そ の後 、1991年 か ら 「八

五」(第8次5ヵ 年計画)、1996年 か ら 「九五」(第9次5ヵ 年 計画)を 実 施 し、現 在は 、2001

年 か ら開始 された 「十五」(第10次5ヵ 年計画)を 実施 中である。

香 港のrr政 策は 、1998年ll月 に公布 され た1998Digita121rrStrategyか ら開始 され る。 こ

れ は、行 政長 官 のrr発 展 に関す る ビジ ョン 「未 来の情報世界 における リーダー と しての香港 の

地位確 立」を実現 す る 目的で実施 され た。そ の後 、このITStrategyは 各イ ニ シアチ ブの成果 を

基盤 として新た な課 題 に取 り組むべ く2001年5月 に更新 され 、2001Digita121rrStrategyと し
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て 公布 された。 この2つ のrrStrategyに よ り、公共部 門 ・民 間部 門双方 がrrお よびe-business

を活用す るための能 力を修得 し、イ ンフラ、環 境が整備 され た。

香港特別行 政区政府 は、1998年 の初 のデ ジタル21戦 略発表 以来生 まれた気運 を維持 し、rr

の利点 をさ らに活 用す るた め、2001デ ジタル21戦 略の見直 しを進 めてきた。2003年10月10

日か ら同年12月10日 にか けて は、新戦略 「2004デ ジタル21戦 略」 の草案 について意見 を募

集 し、 これ に86件 の意見 が寄せ られた。 同戦略 は2004年3月24日 に正式 に発表 された。 ま

た,2004年9月,情 報技術 な どに関す る主要諮 問機 関 と して 「デ ジタル21戦 略諮 問委員 会

(D21SAC:Digital21StrategyAdvisoryCommittee)」 を新設す る ことを発表 した。 これ は、工 商

業 ・科 学技 術局長が委員 長 を務 め、デ ジタル21戦 略 に定 める 目標 を達 成す るため の戦略 、 プ

ログラム、施策 に関 して、政府 に助言す るための機関で ある。

13.台 湾

2002年5月 、行 政院 は2002年 か ら6年 間の国家発展 計画 を定 めた 「挑戦2008年 一6カ年 国

家発展計画」を策定 、そ の一環 と して 「e－台湾 計画(e-Taiwanproject)」 が実 施 され て い る。

ま た 、2003年11月 に 発 表 され た 「新 十 大 建 設 計 」 の な か で 、 モ バ イ ル イ ンタ ー ネ ッ

トの可 能 性 を認 識 し、 そ の 競 争 力 を 高 め るべ く、 「m－台 湾 計 画 」 が 提 案 され 、2004年

～2008年 の5年 間 で370億 新 台 湾 ドル(約1,187億 円)の 特 別 予 算 が 配 分 され た 。

14.韓 国

1999年3月 、本格的な国家rr戦 略 「サイバーコリア21(CyberKorea21、 第二次情報化促進

基本計画)」 を発表 し、21世 紀が知識基盤経済へ移行するという認識のもと、次の4年 間で注

力する3っ のテーマとして、①知識基盤社会のための情報基盤の強化②1青報基盤を活用した国

の生産性の向上③1青報基盤上の新規事業の育成、を掲げた。 このrr戦 略のもと、2002年 まで

ブロー ドバ ンド普及計画が実施され、目標よ りも2年 早い2000年12月 には全国普及を実現 し、

ブロー ドバ ンド普及率で世界1位 に立った。

2002年4月 、reKoreaVision2006(第 三 次情報化促進基 本計画)」 を発表 し、電子 政府 、デ

ジタルデバイ ドの是 正、スパ ムメールや ウイルスの撲滅 、個 人情報保護 の 問題な どに取 り組 ん

だ。
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2003年2月 、盧武鉱(ノ ・ム ヒョン)政 権 が発足後 、同年12月 に発 表 され た 「Broadbandrr

Korea2007」 では、開かれ た電 子政府、国際競 争力、グ ローバルな情報社 会、北東 アジアrrハ

ブ国構想 、デ ジタル 福祉社会 な どが謳 われた。

'

2004年7月 発 表の 「rr839」 戦略で は、ユ ビキ タス化 と経 済発展方案 として、8大 サ ー ビス 、

3大 イ ンフラ、9大 成長動 力 に全力 を注 いで いる。

15.OECD

国 際経 済協 力機構(OECD:OrganiZationforEconomicCo-operationandDevelopment)は 、経済 ・

社会 のあ らゆる分 野の問題 について国際的な研 究 ・分析、政策提言 を行な って い る。情 報技術

(rr:InformationTechnology)に つ いて も例外 ではな く、そ の対 象範囲はデ ジタル経済 、セキ ュ

リテ ィとプ ライバ シー、電気 通信、イ ンターネ ッ トな ど、多岐 にわ た り、2004年 もそれぞ れの

分 野で多数 の報告書 が発 表 された。

そ のなか で、近年 の情報 技術(rr)関 連製品 ・サー ビスの国際 的動 向 と加盟 国の情報技 術政

策 をま とめ た包 括的な報告 書 「OECD情 報技術 アウ トル ック:2004年 版(OECDInformation

Technologyoutlook2004)」 で、2004年12月 初 め に発行 され た。 これは1997年 版 、2000年 版 、

2002年 版 に続 く最新版 で、それ以前 を含 める と8冊 目となる。

、
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1米 国

1.米 国連邦政府における情報技術政策

1.1経 緯

ク リン トン政権(1993年1月 ～2001年1月)は 、政権 発足当初か ら、国 内経 済の活性化 に

向 けた情報技術(rr)を 重要 政策課題 と して位 置付け、その強化 に積極 的 に取組 んで きた。1993

年2月 、 「国家情報 イ ンフ ラス トラクチ ャ」(Nn:NationalInformationInfrastructure)を 発表 し

て、米 国産業 の競 争力 を強化 す るため には、情報スーパーハイ ウェイの重 要性 を強調 した。 さ

らに、1994年3月 、 ゴア副大統領(当 時)は 、rrU(internationalTelecommunicationUnion)の

会合で 「世界情報 イ ンフ ラス トラクチ ャ」(GII:GlobalInformationInfrastmcture)を 発表 して、

世界規模 のネ ッ トワー ク推進 の重要 性 を述べた。

イ ンターネ ッ トの普及 と伴 に、これ を利 用 した電子商取 引の動 きが急速 に活 発 にな って きた。

1997年7月 、 「グ ロー バル な電子 商取 引 に向 けた枠 組」(AFrameworkforGlobalElectronic

Commerce)が 発表 され た。電子醐 引発 展のための民 間主導 による、政府規制 を最低限 とする

以下 の5原 則 を打 出 した。

①

②

③

④

⑤

民間部門が主導する。

政府は電子商取引に関する過度の規制を避ける。

政府の関与が必要な場合、その目的は、予想可能で最低限の、一貫 した、簡素な法的環境

を支え、実現することとする。

政府はインターネッ トに特有の性質を認識する。

イ ンターネ ッ トを利用 した電子商取 引を世界的に促進する。

この 「グローバルな電子商取引に向けた枠組」発表以降、米国連邦政府における電子商取引

に関連する政策が活発化 してきた。

例 えば 電 子商取 引の推 進の一環 として、米国連邦 政府内 に 「電子 商取 引WG」(Electronic

CommerceWorkingGroup)が 設 置 され、1998年11月 、 「電子商取 引WG年 次報 告書(第1版)」

(U.S.GovernmentWorkmgGroup6nElectronicCommerce/FirstAnnualReport)を 発表 した。 「グ ロ

ーバルな電子商取 引に向 けた枠組」 の進 捗状況 の報告 と5つ の新 たな課題 を提示 した
。① イ ン

ターネ ッ ト・アクセ ス の有 効性 の向上 、② 消費者 保護、③ 途上国 にお けるイ ンターネ ッ トや電
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子商取引の利用拡大、④インターネッ トや電子商取引の経済的影響の理解、⑤中小企業や起業

家のインターネットや電子商取引の利用促進。

さらに、1999年12月 、 「電子 商取 引wG年 次 報告書(第2版)」("TowardsDigitaleQuality"The

U.S.GovernmentWorkmgGrouponElectronicCommerce2ndAnnualReport,1999)を 発表 した。3

つの課題、① 平等なデ ジタル機会 、② 質 の高い効 率的な 政府サ ー ビスの提 供、③ 遠 隔医療や遠

隔学習な ど、社 会的利益 をもた らし うる他の用途 へのイ ンターネ ッ トの利用促進 、を提示 した。

そ し て 、2001年1月 、ク リ ン トン 政 権 と し て 最 後 の 報 告 書 と な っ た 「電 子 商 取 引WG年 次 報

告 書(第3版)」("LeadershipfortheNewMillemium,DeliveringonDigitalProgressandProsperity,"

thethirdannualreportoftheElectronicCommerceWorkmgGroup)を 発 表 し た 。 次 の3囎 を 今 後

の 課 題 と し て い る 。 ① デ ジ タ ル 機 会 、 ② 電 子 政 府 、 ③ 遠 隔 医 療 ・遠 隔 学 習

一方、商務省 、経済 統計管理局(ESA:EconomicsandStatisticsAdministration)が 、 中心 とな

って、情報技術 、特 に、電子商取 引が経済 に与 え る影響 につ いて の調 査 を行 って きた。

まず 、1998年4月 、最初 の レポー ト「台頭す るデジタル ・エ コノ ミー 」(TheEmergingDigital

Economy)が 発表 された。前年 の1997年7月 に発表 された 「グ ローバル な電子商取 引に向けた

枠組」(AFrameworkforGlobalElectronicCommerce)で 示され たク リン トン雌 の電子醐 引に

対す る取組 みの一環 と して作 成 され た。本 レポー トでは、情報技術 が経済 に与え る影響 として、

①情報技術産 業のGDPに 占め る比率 、85年 の4.9%か ら98年 の8.2%、 ② 全 ビジネス機 器投資

に占め る情報 技術投資 、96年 には45%。 ③1青報技 術製 品の価格低 下、イ ンフ レ抑制 に効果有 り、

等 と分析 した。

1999年6月 、第2回 目の レポー ト「台頭す るデ ジタル ・エ コノミーn」(TheEmergingDigital

EconomyH)が 、発表 された。本 レポー トで は、電子商取 引と情報技術 業 界は、驚 くべ き速度

で成長 と変容 を続 け、米 国の生産 、消費 、通 信及び娯楽 の手段 を根 本か ら変化 させて いる と分

析 した。米国GDPの 約8%を 占め る にす ぎないrr産 業(ハ ー ド、通信機 器、 ソフ ト、サー ビ

ス)が 、95年 ～98年 にか けて経済 成長 に平均35%寄 与 して いる と分析 して いる。

2000年6月 、第3回 目の レポー ト 「デジ タル ・エ コノミー2000」(DigitalEconomy2000)

が発表 された。今回の レポー トか ら、 「Emerging」(新 興)の 言葉 が消 えて いる。 これは、デ ジ

タル ・エ コノミーが今や 経済全体 の駆動 力 とな って いることを反 映 して いる。本 レポー トでは、
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IT関 連産業は、米国経済の第一の駆動力であり、インターネットは、経済再生の原因で もあ り

結果でもある。さらに、技術進歩によりコンピュータと通信のコス トが劇的に低下 したと分析

レた。なお、 このレポー トが、クリントン政権での最後の報告書 となった。

2002年2月 には、ブ ッシ ュ政権 での最初の レポー ト、本 シ リーズ第4番 目、 「デ ジタル ・エ

コノミー2002」(DigitalEconomy2002)が 発表 された。

2002年2月 、行 政管理 予算庁(OMB:OfficeofManagementandBudget)は 「E-Government

Strategy」を発表 し、以下 の24の イニ シアテ ィブを電子 政府構想 の具体策 として明 らか に した。

(24の イニ シアティブ とは以下 の24の 行政サー ビス を構 築す る ことを意味す る。)

(1)レ ク リ エ ー シ ョ ン ・ワ ン ス ト ッ プ:内 務 省(Departmentofthelnterior)

(2)受 給 資 格 支 援 オ ン ラ イ ン:労 働 省(DepartmentofLabor)

(3)ロ ー ン ・オ ン ラ イ ン:教 育 省(DepartmentofEducation)

(4)USAサ ー ビ ス:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

(5)EZ納 税:財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartmentofTreasury/lnternalRevenueService)

(6)オ ン ラ イ ン ・ル ー ル 制 定 管 理:運 輸 省(DepartmentofTransportation)

(7)納 税 ・賃 金 報 告 の 簡 素 化 と 統 一:

財 務 省/内 国 歳 入 庁(DepartmentofTreasury/lnternalRevenueService)

(8)連 邦 政 府 資 産 販 売:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

(9)貿 易 手 続 き 合 理 化:商 務 省(DepartmentofCommerce)

(10)ワ ン ス トッ プ ・ビ ジ ネ ス ・コ ン プ ラ イ ア ン ス 情 報:中 小 企 業 庁(SmallBusinessAdministration)

(ll)統 合 医 療1青 報 サ ー ビ ス:保 健 ・福 祉 省(DepartmentofHealthandHumanServices)

(12)地 理 空 間 情 報 ワ ン ス ト ッ プ:内 務 省(DepartmentoftheInterior)

(13)電 子 補 助 金:保 健 ・福 祉 省(DepartmentofHealthandHumanServices)

(14)災 害 支 援/危 機 対 応 ポ 一 夕 ル:連 邦 緊 急 管 理 庁(FederalEmergencyManagementAgency)

(15)緊 急 時 通 信 用 ワ イ ヤ レ ス ・ネ ッ トワ ー ク:財 務 省(DepartmentofTreasury)

(16)電 子 個 人 デ ー タ 交 換:社 会 保 障 庁(SocialSecurityAdministration)

(17)電 子 ト レ ー ニ ン グ:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(18)政 府 職 員 求 人 ワ ン ス ト ッ プ:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(19)統 合 人 事 管 理:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(20)電 子 出 張 管 理:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

(21)統 合 調 達 環 境:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdn血istration)
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(22)電 子 記 録 管 理:国 立 公 文 書 館(NationalArchivesandRecordsAdministration)

(23)電 子 賃 金 台 帳:人 事 管 理 局(OfficeofPersonnelManagement)

(24)電 子 認 証 と 電 子 署 名:連 邦 調 達 庁(GeneralServicesAdministration)

2001年 の同時多 発テ ロ攻撃 をき っか けに、情報 システムの保 護等 のサイバーセ キュ リテ ィの

強 化 を国家戦略 に挙 げている。2003年2月 、ホ ワイ トハ ウスは 「サ イバー空 間セキ ュア化 のた

め の国家戦 略」(NationalStrategytoSecureCyberspac)を 発表 した。戦 略 目標 は以 下の通 りである。

(1)米 国の重要インフラに対するサイバー攻撃の防止

(2)サ イバー攻撃に対する国の脆弱性の低減

(3)サ イバー攻撃発生時の損害 と回復時間の最小化

さらに、重要優先課題を次のように定めている。

)

)

)

)

)

1

(∠

3

4
丁

5

(

(

(

(

(

国家サイバー空間セキュリティ対応システム

国家サイバー空間セキュリティ脅威 ・脆弱性低減計画

国家サイバー空間セキュリティ意識 ・訓練計画

行政サイバー空間のセキュア化

国家安全保障及び国際的サイバー空間セキュリティ協力

表r-1に 米国政府 における主要情報技術政策の経緯を示す。
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表1-1米 国連邦政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1993年2月 「国 家情 報 イ ン フラス トラクチ ャ」 米国産業の競争力を強化するためには、情報スー

パーハイウェイの重要性

1994年3月 「世 界情 報 イ ンフ ラス トラクチ ャ」 世界規模のネットワーク推進の重要性

1997年7月 「グローバルな電子商取引に向けた枠組」 電子商取引発展のための民間主導による、政府規

制を最低限とする5原 則

1998年4月 「台頭 す るデ ジ タル ・エ コ ノ ミー」 インターネットとデジタル技術の発達とマクロ経

済、今後のインターネットと電子商取引の経済的

恩恵

1998年11月 「電子商取引WG年 次報告書(第1版)」

一

1997年7月 の 「グローバルな電子商取引に向けた

枠組」を発表し、それ以降の進捗状況の報告と5

つの新たな課題、①インターネット・アクセスの有

効性の向上、②消費者保護等

1999年6月 「台頭 す る デ ジ タル ・エ コ ノ ミーH」 米 国GDPの 約8%を 占 める にす ぎ な いrr産 業(ハ
ー ド、通 信機 器 、 ソ フ ト、サ ー ビス)が 、95年 ～

98年 にか けて 経 済 成 長 に平 均35%寄 与

1999年12月 「電子商取引WG年 次報告書(第2版)」 3つ の課題、①平等なデジタル機会、②質の高い

効率的な政府サービスの提供、③遠隔医療や遠隔

学習

2㎜ 年1月 「デ ィ ジタ ル ・デ バ イ ド」
.

ク リン トン大 統 領 、00年1月 の 一般 教書 演 説 で 、

デ ィ ジタル ・デ バイ ドの 消滅

2㎜ 年6月 「デ ジ タル ・エ コ ノ ミー2㎜ 」 IT産 業、米国経済の第一の駆動力

2㎜ 年10月 「FallingthroughtheNet:TowardDigitaI

Inclusion」(年 刊)

米 国 民rr普 及調 査 、 イ ンター ネ ッ ト世帯 普 及 率、

98年12月 の26.2%か ら00年8月 に は41.5%、58.4%

の 増加

2001年1月 「電子商取引WG年 次報告書(第3版)」

(クリントン政権最後の報告書)

3項 目を今後の課題、①デジタル機会、②電子政府、

③遠隔医療 ・遠隔学習
2002年2月

、

rANationOnline」

(前 記 「FaUingthroughtheNet:Toward

DigitalInclusion」 の 後 継)

(プ ッ シ ュ 政 権 最 初 の 報 告 書)

2001年9月 、1億4,300万 人(人 口 の54%)、 イ ン

タ ー ネ ッ トを 使 用 。1億7,400万 人(人 口 の66%)、

コ ン ピ ュ ー タ を 使 用

2002年2月 「デ ジタル ・エ コノ ミー2002」

(プ ッシ ュ政 権 最初 の報 告書)

景気後退にもかかわらず、米国産業は国内のrr資

本ストックを形成し続け、導入したrr資 本基盤を

より生産的にする人的スキルやrrサ ービスを結集

して、経済基盤の持続的強化をもたらしていると

結論'

2002年2月 「Eぺ拓vemmentSrategy」 電子政府戦略に関する24の イニシアティブ

2003年2月 「サ イ バ ー 空 間 セ キ ュ ア 化 国 家 戦 略 」

(NationalStrategytoS㏄ureCyberspace)

3つ の戦略 目標、①米国の重要インフラに対するサ

イバー攻撃の防止、②サイバー攻撃に対する国の

脆弱性の低減、③サイバー攻撃発生時の損害と回

復時間の最小化

Source:米 国連 邦 政府 発表 資 料 か ら作 成
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1.2行 政機構

米国のrr政 策は、長年、各省庁独 自のイニシアチブ、多機関にまたがるイニシアチブ、連

邦政府、地方政府およびその他 自治体の施策などによ り、広範な分野にわた り縦横に交錯 して

実施されている。2005年 度の予算提案 において も、一昨年以降、国家の3つ の優先課題として、

継続して 「テロとの戦いに対する勝利」、「国土の安全保障の強化」に取 り組むことが示されて

いる。 この関連から、昨年に引き続き国防省および国土安全保障省が主導的役割を果たすこと

が伺える。rr政 策においても、これ らの優先課題 に積極的に取 り組むため、国防関連の研究お

よび開発への予算を手厚く確保している。以下に米国政府の行政機構図を示す。

、

大統領

国 防 省 国土安全保障省
一

エネルギー省
一

OMB
一

一 一

一

一

ー

一

運 輸 省 保健 ・福祉省 教 育 省
一

NASA

財 務 省 住宅 ・都市開発省 労 働 省

一

一

国 務 省

一

ー

一

内 務 省 復員軍人省
一

NSF
－

一
商 務 省 農 務 省 司 法 省

一
環境保護庁

Source:米 国 政府 発表資 料 な ど

図1-1米 国政府の行政機構(IT関 連)

【注 釈】

・OMB(行 政管 理予 算局)は 、大 統 領官 邸(OfficeoftlePresident)に 属 す る。

・NASA(米 国 航空 宇宙 局) 、NSF(全 米科 学 財 団)の ほか に、 多数 の独 立 した 行 政機 関 が設 置 され て いる。

・ 各 々の 省庁 に は、NIST(国 立 標 準 技術 研 究 所 、商 務省 内)、NOAA(国 立 海 洋 大気 庁 、 商務 省 内)、USGS

(国立地 質 調査所 、 内 務省 内)な ど、R&Dに 重要 な 役割 を果 た して いる 下部 機 関 も数多 く存在 す る。
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2.2005年 度政府 予算

2.1概 要

2004年2月 、2005年 度(2004年10月 ～2005年9月)の 予算案が 発表 され た。このBudgetof

theUnitedStatesGovernment,FiscalYear2005[OMB(行 政管理予 算局)が 発表】によれ ば2005年

度 の予算案 として、歳 入 は2兆360億 ドル(約225兆2,924億 円、2004年6月1日 為替 レー ト:

1米 ドル 二約110.9円 。特記 がな けれ ば、以下 の円換 算額は左記 の レー トに基 づ く)、 歳 出は2

兆4,000億 ドル(約266兆1,600億 円、同上)を 計上 し、各 々前年度比 約13.2%増 、約3.5%増

とな って いる。

歳入 に関 しては、2001年 度か ら減少傾向 にあったが2004年 度 に増加 に転 じ、特 に2005年 度

の歳入 の伸 びは、前年度 比+13.2%と 顕著で ある。

歳 出に関 しては、前年度 よ り0.7ポ イ ン ト低 いものの、+35%と 漸増傾 向 にあ る。

一方、財政赤字は3,640億 ドル(約40兆3,676億 円、同上)を 見込み、国土の安全保障の強

化に手厚い予算を確保し、2001年 に承認 された減税対策を促進 し経済拡大政策を継続する一方

で、特に国土の安全保障の強化に直接関連 しない予算をインフレ上昇率以下の1%の 伸びにと

どめることにより、徐々に赤字幅を縮小させる意向である。2004年 度の財政赤字は5,210億 ド

ル(約57兆7789億 円、同上)を 計上する見込みであるが、2009年 までに2004年 のGDPに 占

める割合を4.5%か ら1.9%に 減少させ、今後5年 間で半減させる計画である。

表1-2米 国政府の財政見通し

(単位:10億 ドル)

2003年 度 2004年 度 2005年 度 2006年 度 前年度比
増減額

前年度比
増減率

歳入 1,782 1,798 2,036 2,206 +238 +13 .2%

歳出 2.1581 2,319 2,4①0 2,473 +81 +3.5%

財政黒字 弓75 一521 364 立68 +157 +30.1%

実質GDP

成長率(%)

一 4.4 3.6 34 一 －

Source:BudgetoftheUnitedStatesGovemment,FiscalYear2005
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2.2優 先課題

2005年 度 も、昨年度および一昨年度同様、以下の3項 目を国家の優先事項として掲げている:

・ テロとの戦いに対する勝利

・ 国土の安全保障の強化

・ 経済成長および雇用創出の促進

予算額との関係では、世界中に駐留している米軍への支援、訓練および装備の充実のための

米軍の改革費として、防衛費を7%増 額、また、今後のテロ攻撃防止のための強化策として、

国土安全保障費を10%増 額する提案である。この防衛費は、レーガン政権時代におけるテロと

の戦い以来の大幅な増加となっている。

さらに、経済成長および雇用創出の促進のための6つ の計画 として、以下を掲げている:

・ 医療費の低料金化および予想可能化

・ 経済に対する訴訟費の負担軽減

・ 低料金での信頼性のあるエネルギーの供給

・ 規則および報告要件の簡素化

・ 米国製品の市場参入

・ 減税政策の恒久化による、家庭および企業における将来計画の確実な策定

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

BudgetoftheUnitedStatesGovemment,FiscalYear2005:http:〃www.whitehouse.gov/ombんudge晦2005/pdfitbudget.zip

AnalyticalPersp㏄tives,BudgetoftheUnitedStatesGovernment,FiscalYear20051

http://www.whitehouse.gov/omb/budget/fy2005/pdffspec.pdf

3.研 究開発予算

2005年 の予算案で は、R&D予 算 として、前年度 比5%増 の約1,320億 ドル(約14兆6,388

億 円、同上)の 拠出 を計画 して いる。 これ は、ブッシュ政権発 足以来 、過去4年 間で44%に あ

たる410億 ドル(約4兆5,469億 円、同上)が 増額 され た ことを示 す。 この内訳 を見 る と、防

衛 関連予算 と して全R&D予 算の54%を 計上す る一方、非防衛 関連予算 として は残 る46%を 配

分 して いる(詳 細 にっ いては、 「表1-3連 邦 政府 の研 究開発予 算」 を参照)。
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本予算案 では、全米 科学財 団(NSF)、 エネル ギー 省 の科学局 、商 務省の国立標 準技術研 究所

(MST)、 および 国立衛 生研 究所(NIH)を 含 む全 ての政府機 関 にお け る重要 な基礎研 究 に対

し、前 年度比0.6%増 の約268億 ドル(約2兆9,721億 円、同上)を 拠 出す る。なお、2001年 か

らの比較 では、29%増 額 とな っている。

また 、2005年 度 の連邦 政府のrr(情 報技 術)予 算 としては、前年度 比1.1%増 の約598億 ド

ル(約6兆6,318億 円、 同上)を 拠出す る(詳 細 につ いては、 「表1-4連 邦政府 のIT(情

報技 術)予 算」 を参照)。

一方 、1995年 に全米 科学 アカデ ミーか ら提案 された 、新たな知識 および技術 の創 造 を 目的 と

す る連邦 政府 の科学技術 【FederalScienceandTechnology(FS&T)】 へ の予算 に対 しては、 前年度

比04%減 の604億 ドル(約6兆6,984億 円、同上)を 計上す る。ただ し、2∞1年 か らは、27%

増額 して いる。なお 、FS&T予 算 は、防衛 関連 の開発 、試験およ び評価 に関す る予 算が含 まれ

て いな いため、全R&D予 算額 の半分 以下 を占める程 度である。

3.1多 機関 によるR&D

連邦政府は、科学技術政策室(OSTP)、OMB、 様々な連邦機関および科学界との協議によ り、

以下のR&D最 優先分野を明 らかにするとともに、高 レベルの財政支援を継続する:

・ テロとの戦いに勝利す るためのR&D

・ ネッ トワーキングおよび情報技術(NITRD)

・ ナノテクノロジー

・ 気候変動

・ 水素エネルギー

こ こ で は 、 ネ ッ トワ ー キ ン グ お よ び1青 報 技 術(Nrran:Networking .andlnforrnationTechnology

ResearchandDevelopment)に 対 す るR&Dに つ い て 詳 説 す る 。

連邦 政府 は、多機関 にわ た るネ ッ トワーキ ングお よび1青報技術 に対す るR&Dプ ログ ラム予

算 と して、約20億 ドル(約2,218億 円、 同上)を 拠 出す る。 これ は、前年度予算 か ら1,500万

ドル(約16億6,350円 、同上)減 額 された。2005年 度 は、特 にハイエ ン ド ・コ ンピュー ティ

ングに焦点 を当て、 これ まで以上に関係機 関相互の協 力関係を強化 し、予算 内で多 くの成果 を

上 げる ことが期待 されて いる。
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最 近のNITRDプ ログ ラム の成果 として は、以 下が挙 げ られ る:

・ 国土の防衛お よび安 全保 障 といった国家 の最 優先分野 にお けるR&Dの 進歩 に寄与(具 体 的

には、 ワイ ヤ レスネ ッ トワー ク用のマイ ク ロセ ンサー の開発、グ リッ ド ・コ ンピューテ ィ

ングの 開発 な ど)

・2003年 、ハ イエ ン ド ・コ ンピュー テ ィングに関係 す る諸機 関は、ハイエ ン ド ・コ ン ピュー

テ ィング再 生化タス クフォース(High-EndComputingRevitaliZationTaskForce)を 設立。 こ

れ によ り、ハイエ ン ド ・コ ンピュー ティ ングの核 とな る技術、そ の能 力および アクセ ス性

に関わ る連 邦政府 の改善計画 、同政府 のハイエ ン ド ・コ ンピュー ティ ング ・システム調 達

に関す る提 言 につ いて、関係機関相互 の ロー ドマ ップを共 同で作成

・NITRDイ ンター エージ ェンシー ・ワーキ ング ・グル ー プは、上記 タス クフォー ス による提

言 の実現 に向けた取 り組 みを開始 。 さらにハイ エ ン ド ・コン ピューティ ングに関わ る事 業

お よび投資 へ の諸機 関相互の協 力関係 を強化(こ れ は今 後 も継続)

3.2機 関毎のFS&T(連 邦政府の科学技術)予 算

2005年 度のFS&T予 算は、約604億 ドル(約6兆6,984億 円、同上)と 、前年度よりわずか

に下回っている。予算額が減少した結果、各政府機関に配分される予算額 も概ね減額 され、特

に国防省(開 発、設備関連への予算 を含まない基礎および応用研究を対象 とするため減額)、

農務省、商務省および環境保護庁への予算割当てが大幅に減少 している。

主な政府機 関に配分 され るFS&T予 算 は以下の とお りである:

・ 国立衛生研 究所(NIH):286億 ドル(約3兆1
,717億 円、同上)、 前年度比:2.6%増

・ 米 国航空宇宙 局(NASA):94億 ドル(約1兆425億 円、 同上)、 前年度比:1.3%増

・ 全米科学財 団(NSF):57億 ドル(約6
,321億 円、 同上)、 前年度比:3%増[こ の うち、長

期の コン ピュータ ・サ イエ ンス の研究 および応 用 に関わ るN【TRD予 算 として、7億6,100

万 ドル(約844億 円、同上)を 割 当]

・ エネルギー 省:54億 ドル(約5
,989億 円、 同上)、 前年度比:2%減

・ 国防省:52億 ドル((約5
,767億 円、同上)、 前年 度比:11%減

・ 農務省:19億 ドル((約2
,107億 円、同上)、 前年 度比:9%減

・ 商務省:8億3
,200万 ドル((約923億 円、 同上)、 前年度 比:14%減

・ 環境 保護庁:7億2
,500万 ドル(約804億 円、同上)、 前年 度比:12%減

・ 教育 省:3億7
,000万 ドル(約410億 円、 同上)、 前年度 比:6%増

一56一



なお、昨年度同様、民間部門のR&Dへ の投資を推進する目的で、課税優遇策を継続する。

また、2005年 度 もR&E(研 究および実験)へ の税控除を恒久化することを提案 し、今後5年

間で約300億 ドル(約3兆3,270億 円、同上)を 拠出する予定である。

、

表1-3連 邦政府の研究開発予算

(単位:百 万 ドル)

2003年 度

実 績

2004年 度

推 定

2005年 度

提案

2004-2005

増 減 額

2004-2005

増 減 率

対象機関別予算

国防省 58,838 65,484 69,856 4,372 7%

保健 ・福祉省 27,411 28,275 29,381 1,106 4%

航空宇宙局 10,681 10,893 11,308 415 4%

エネルギー省 8,312 8,835 8,893 58 1%

全米科学財団 3,972 4,115 4,252 137 3%

農務省 2,334 2,308 2,105 203 一91淫

国土安全保障省 737 1053 1,216 163 15%

商務省 1,200 1,126 1,075 〔51 与%

復員軍人省 819 824 772 δ2 6%

運輸省 701 701 749 48 7%

内務省 643 675 648 一27 4%

環境保護庁 568 575 577 2 0%

その他 1,223 1,092 1,034 一58 一5%

小計 117,439 125,956 131,866 5,910 5%

基礎研究 25,306 26,675 26,847 172 0.6%

応用研究 26,624 28,348 28,494 146 0.5%

開発 59,983 66,573 71,729 5,156 8%

施設および機器 5,526 4,360 4,796 436 10%

Source:AnalyticalPerspectives-BudgetoftheUnitedStatesGovemmen輻FiscalYear2005
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⑨

表1-4連 邦政府のIT(情 報技術)予 算

(単位 二百 万 ドル)

機関名 2003年 度 実 績 2004年 度提 案 2005年 度 提案

米国空軍
5,253

5,593 6,348

米国陸軍
6,495

5,687 5,388

米国海軍
4,986

5,791 5,763

国防省内諾機関
9,930

9,967 9,948

国防省合計 26664 2/038 2ス447

米国陸軍技術部隊
379

296 277

商務省 1,259 1,414 1,560

エネルギー省 2,549 2,684 2,703

国土安全保障省 4,384 4,098 4,428

内務省 696 735 799

司法省 1,950 2,074 2,199

労働省 399 399 407

国務省 824 879 831

運輸省 2,392 2,834 2,718

教育省
400

636 581

環境保護庁 389 447 463

保健 ・福祉省 4,722 4,895 5,111

住宅 ・都市開発省 302 428 336

一般調達局 508 513 506

国立公文書館 69 95 98

米国航空宇宙局 2,144 2,062 1,904

原子力規制委員会 69 76 80

全米科学財団 33 38 84

人事管理局 139 126 132

社会保障局 727 887 808

中小企業用 29 39 37

スミソニアン協会 58 58 61

財務省 2,819 2,845 2,734

国際開発局 101 108 126

農務省 1,704 1,908 1,746

復員軍人省 1,364 1,503 1,610

民間の機関向け合計 30,409 32ρ77 ・32
,339

▼

　 　

連邦政府の1T投 資総額 ,ち 。731,兄 、、5 59,786

Source:ReportonInfomationT㏄hnology(IT)SpendingIbrtheFederalGovemmentForFisc訓Years2003,2004,and

2005(UpdatedFebmary2005)
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4.電 子政府

2005年 度、連邦政府の電子政府に関わる政策には新たな変化はないが、OMBは2004年3月

現在における、OMB発 案による251牛 のegovemmentイ ニシアチブに対する進捗状況および課

題 に関する調査報告 を発表した。その内容は以下のとおりである。

4.1背 景

2002年 、E-GovernmentActカ9施 行 され たの に加 え、大締 は 、egovemmentをPresident's

ManagementAgenda(PMA)の5の 優先課題 の1と して取 り上 げ、 イ ンター ネ ッ トの利 用促進 に

よる政府 の情報 およびサ ー ビスの改善 をめざす こととした。 これ を受 け、OMBの 指導 の下、

E-GovernmentTaskForceは 、特 に藪 なegovemmentイ ニ シアチ ブを支援す る ことを決 定 した

(現在は 当初 よ り2件 増え25件 とな った)。 これ は、米国民 にとっての価値 、政府機 関の業務

効率 の改善、18か ら24ヶ 月以 内で の実 施の可能性 を基 に選択 され、2002年5月 、 当該25件

のイ ニ シアチ ブ に対 して合計で91項 目の 目標 が設定 された。今回 、 この25件 のイニ シアチブ

にお ける91項 目の 目標 の達 成状況お よびそ の課題 につ いて調査が実施 され る こと となった。

OMBのeGovernmentイ ニ シアチ ブの管 理体 制 を図1-2に 示す 。
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ITお よびe・Government担 当

アソ シエー ト ・デ ィ レクタ ー

GtoC担 当(注)

ポ ー トフ ォ リオ ・

マ ネ ジ ャー

R㏄readonOne&op(内 務 省)、IRSFr㏄Fmng(財 務 省)、

GovBenen鳳gov(労 働省)、e4ρans(教 育 省)、USASeIvices(一 般 調 達 局)

e-Rule㎜king(環 境 保 護 庁)、BusinessGateway(中 小 企 業 局)、

FederalAssetSales(一 般 調 達 局)、

InternadonalWadeh㏄ 鰯S仕 〔泡mn垣ng:(商 務 省)、

Expan《 田ngEl㏄tronicTaxPmductsfbrBusiness(貝 オ務 省)、

ConsoUdatedHealthInlbrmatics(CHD(保 健 ・福 祉 省)

GtoB担 当

ポー トフ ォ リオ ・

マネ ジ ャー

Geo8patね10ne・Stop(内 務 省)、e・Vita1(社 会保 障庁)、

Gra皿t&gσv(保 健 ・福 祉 省)、SAFECOM(国 土 安 全保 障省)、

D趣ter]』age皿ent(国 土 安 全保 障 省)

GtoG担 当

ポー トフォ リオ ・

マネ ジ ャー

e-Tra㎜g(人 事 管 理 局)、e・Pay■oU(人 事 管理 局)、e・血ave1(一 般 調 達局)

Re㎝ 亘tmentOne・Stop(人 事 管 理 局)、e・Clearanoe(人 事 管理 局)、

e'Reoord8(国 立 公 文書 館)、IntegratedAcqu面tionEnvimnment

、

(一 般調 達 局)、Entelp由eHRIntegratio竺(EHRD(人 事 管 理 局)

1

IEE担 当

ポー トフォ リオ ・

、 、"

マ 不 ン ヤー

省庁横断型

ポー トフォリオ ・

マネジャー

e・Authentication(一 般 調達 局)

(注)GtoC:政 府 か ら国 民 へ、GtoB:政 府 か ら企 業 へ 、GtoG:政 府 か ら政府 へ 、IEE:政 府 内 の効 果 ・効

率化 向上

Source:GAOandOMB("ElectronicGovernmentInitiativesSponsoredbytheOfficeofManagementandBudgetHave

MadeMixedProgressか ら の 抜 粋)

図1=20MBに お け るe-Governmentイ ニ シ ア チ ブ の 管 理 体 制
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4.2概 要

OMBは2004年3月 現 在 に お い て 、25件 の イ ニ シ ア チ ブ の 側 面 か ら見 る と 、 目標 達 成 状 況 は

以 下 の と お りで あ る:

・ 全 目 標 を 達 成:Grants .govお よ びInternalRevenueService(IRS)FreeFileイ ニ シ ア チ ブ

・ 概 ね 目 標 を 達 成:e-℃learance
,e■)a)Toll,e--Training,e-Travelお よ びhltegratedAcquisition

Environmentの5件 の イ ニ シ ア チ ブ

・ 一 部 目 標 未 達 成 ま た は ほ と ん ど 進 展 な し:18件 の イ ニ シ ア チ ブ

一方、各イニシアチブの目標:91項 目の側面から見ると、その目標達成状況は以下のとお り

である:

・ 完全に、またはほぼ大部分 において 目標 を達成:33項 目

・ 一部を除き目標を達成:38項 目

・ ほとんどめだった進展が見 られない:17項 目

なお、残る3項 目についてはすでに、実際的でないかまたは不適切であるという理由で目標

か ら除外されている。

4.3個 別のイニシアチブの評価

4.3.1目 標を達成 したイニシアチブ

目標 を達成 した項 弓の具体例 と しては 、Grants.govが 挙 げ られ る。同イニ シアチ ブでは、 ウ

ェブ上のポー タル サイ トを設 置 し、2004年2月 現在で29の 助成金 を交付す る機関 に対 して合

計835件 の助 成金 申請が あ った。 また、GovBenefitsイ ニ シアチ ブ もポー タル サイ トを設立 し、

現 在、22の 政府機 関にお ける500件 の給付金 付与プ ログラム に関す る情報 を提供 して いる。IAE

(IntegratedAcquisitionEnvironment)イ;シ アチ ブにお いては、そ のプ ロジェク ト・チームが プ

ロバイダ の登 録お よび検 証のた めの単 一窓 口を設置 し、 また、1 .6万 件 に上 る諸機 関相互 の契

約 に関する指示書 を作 成 し導入 した。

4.3.2目 標を達成できなかったイニシアチブ

目標未達成の具体例 としては、国土安全保障省が主に実施しているSAFECOMプ ロジェク ト

が挙げられる。これは、連邦政府、州政府、自治体な ど様々なレベルの政府機関において相互
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互換性のある通信基盤を構築するという広大な 目標を掲げていること、および2年 前のプロジ

ェク ト開始時期か ら4回 プロジェク トの管理チームが入れ変わったことが起因して、開始時期

か らほとんど進展がない。e-Loansイ ニシアチブも、未だに融資情報に関する単一のポータルサ

イ トを運用させてお らず、2年 間であまり進展がない。

4.4目 標達成のための共通課題

OMBは 、各目標達成の鍵 となるのは、以下に示す5項 目の共通する課題をクリアできるか

否かであると分析 している:

・ 顧客ニーズにあった達成可能な 目標実現への積極的な取 り組み

・ 幹部のコミッ トメン トによる安定 した管理体制の維持

・ パー トナーとなる機関および関係者 との効果的な協力関係の確立

・ 転換期におけるビジネス ・プロセスの変革の推進

・ 効果的な資金調達戦略の実施

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

E-government:http:1/www.whitehouse.gov/omb/egov/downloads/2003egov _reportpdf

－62一



カナダ



「



Hカ ナダ

1.カ ナダにおける情報技術 政策

1.1経 緯

カナダは、1999年 に世界で初めて、国内の全ての公立学校 、公共図書館 をイ ンターネ ッ

トに接続するな ど、世界有数のIT先 進国である。

そ して、カナダをIT先 進国へ と導 いた情報技術政策を主に推進 して いるのはカナダ産業

省(IndustryCanada)で ある。カナダ産業省の職務は主 に、情報技術産業 を含 むカナダの

産業の促進、研究開発 の促進、電気通信政策 の策定、投資や貿易の促進、カナダの市場の

サポー トなどである。

カナダ産業省が主に推進 してきた情報技術政策の経緯は以下の通 りである。

1997年9月 、 「接 続 性 の課題 」(connectednessagenda)が 、連邦 政 府 に とって非 常 に優 先

度 の高 い 政策課 題 と して 発 表 され た 。この情報 技術 政策 で は 、2000年 まで に情報 知 識基 盤

をす べ て のカ ナダ 国 民 に と って ア クセ ス 可能 な もの にす る こ とに よ って 、 カナ ダ を世界 中

で もっ とも接続 された 国 にす る との 目標 を定 めた 。

1998年9月 、情報技術政策の一環である電子商取引の推進 として、「カナディアン電子

商取 引戦略」が発表 された。 この戦略 は、①ディジタル市場 における信頼 の確立② 市場ル

ールの明確化③情報基盤の強化④ 機会の実現 といった4つ のテーマか ら構成 されている
。

1999年10月 、 カ ナ ダ 産 業 省 は 、 包 括 的 な 情 報 技 術 政 策 で あ る 「コ ネ ク テ ィ ン グ ・カ ナ デ

ィ ア ン ズ 」(ConnectingCanadians)を 発 表 し た 。 こ の 政 策 は 、 ①CanadaOnline、 ②Smart

Co㎜unities、 ③CanadianContentOnline、 ④ElectronicCommerce、 ⑤GovernmentOnＬine、

⑥ConnectingCanadatotheWorldの6つ の 柱 か ら構 成 さ れ て い る 。

2002年3月 、 カ ナ ダ 産 業 省(IndustryCanada)は 、 「2002-2003年 に お け る 計 画 ・優 先

的 政 策 に 関 す る リ ポ ー ト」(2002-03Estimates-ReportonPlansandPriorities)を 発 表 し た 。

以 下 の5つ の 戦 略 目 標 に 重 点 を 置 い て い る 。
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「2002-2003年 における計画 ・優先的政策 に関する リポー ト」

① 革新 一カナダの革新達成能 力を向上させる

② 接続性 一カナダをイ ンターネ ッ ト接続性が世界で最 も高 い国にす る

③ 市場一公正かつ効率的な競争力のある市場を構築す る

④ 投資 一カナダを国内及び国外 の投資 に適 した場所へ と向上 させる

⑤ 貿易一世界貿易のカナダのシェアを増やすためカナダ国民と共 に一丸 となって努力す

る

5つ の戦略 目標のうち、「接続性」はCANARIEに よるカナダにお けるネ ットワーク ・イ

ンフラス トラクチャの開発 の支援 な どを通 して達成 される。

2003年10月 、カ ナダ 産業 省 は 「「2003年 カナ ダ 国民 の生活 の質 の 向上 に関す る レポー ト」

を発 表 した。 これ は 「1998-1999年 にお け る計画 ・優先 的 政策 に関す る リポー ト」、 さ ら

に 「2002-2003年 にお け る計画 ・優 先 的 政策 に関す る レポー ト」 を引 き継 ぐもので 、上記

5つ の戦 略 目標 を通 じた 国民 生活 の 質 の向上 を示 して い る。

2004年4月 、カナダ政府は国家安全保障に関す る初の包括的声明 「開かれた社会 を守 る:

カナダの国家安全保障方針」 を発表 し、国民全体 の安全への脅威 に対応する総合的な戦略

と行動計画を示した。

また、2004年5月 、カナダ産業大臣は21世 紀経済のデジタル環境 にお ける信頼性 を構

築するために電子認証原則を発表 した。
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表H-1カ ナダ連邦政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 テ ー マ ・概 要

1997年9月 「接続性の課題」

2000年 までに情報知識基盤をすべてのカナダ国民にとってアクセス可能

1998年9月 「カナディアン電子商取引戦略」 、

4つ の戦略 目標

1999年10月 「コ ネ クテ ィ ング ・カ ナ デ ィ ア ンズ 」

1997年9月 発表の情報技術の基本政策を更新。世界クラスの情報インフラ、ディジタル・

コンテンツの開発、電子商取引においてカナダを世界の指導者にすること等

2002年3月 「2002-2003年 にお け る 計 画 ・優 先 的 政策 に関 す る リポ ー ト」

5つ の戦 略 目標(カ ナ ダ産 業 省 が1998年3月 に発 表 した 「1998-1999年 にお け る 計 画 ・

優 先 的 政 策 に 関 す る リポ ー ト」(199899Estimates,AReportonPlansandPriorities)で 示 し

た 同様 の5つ の 戦 略 目標 を 引 き継 い で い る。)

2003年10月 「2003年 カ ナ ダ 国 民 の 生活 の 質 の 向 上 に 関 す る レポ ー ト」

「1998-1999年 にお け る計 画 ・優 先 的 政 策 に関 す る リポ ー ト」、「2002-2003年 に お け る

計 画 ・優 先 的 政 策 に 関す る リポ ー ト」 か ら 引 き継 いだ 、技 術 革 新 、接 続 性 、 市 場 、投 資 、

貿 易 と い う5つ の 戦 略 目標 を通 じた 国 民 生 活 の質 の向 上 を 示 す

2004年4月 「開かれた社会を守る:カ ナダの国家安全保障方針」

国民全体の安全への脅威に対応する総合的な戦略と行動計画・を示す

2004年5月 「電子認証原則」

21世 紀経済のデジタル環境における信頼性の構築

Source:カ ナ ダ 産 業 省 発 表 資 料 等 か ら作 成

1.2行 政機 構

マーチィ ン新内閣では、政策 の成果および、よ り効果的で責任 を明確 にした行政 を実現

するために、政府の組織 の一部が再編 された。国民の安全を守 り、国家危機、 自然災害、

緊急事態に備え対応す るために新たに公共安全緊急対策大臣が指名 され、伝染病な どの公

衆衛生問題への対応を改善 し、重大な医療問題へ の国家の対応を調整するため に公衆衛生

庁が設立されたほか、人的資源開発省が人的資源技能開発省 と社会 開発省に、外務国際貿

易省が外務省 と国際貿易省にそれぞれ分割 された。
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マーチ ィン首相

農務省 産業省

カナダ民族遺産省 国際貿易省

環境省 司法省

市民権移民省 国防省

財務省 天然資源省

漁業海洋省 公共事業政府サー ビス省

外務省 社会開発省

保健省 運輸省

人的資源技能開発省 復員軍人省

イ ンディアン北方開発省 西部経済多様化省

公共安全緊急対策省 一

Source:カ ナ ダ 政 府 発 表 資 料

図ll-1カ ナダの行政機構
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カナ ダ のIT政 策 は、主 にカ ナダ産 業 省(IndustryCanada)が 推 進 して いる。 以 下 にカ ナ

ダ産 業 省 の組 織 図 を示 す 。

一
国務大臣

カナダ産業大臣 産 業 ポ ー トフ ォ リオ

カナダ産業副大臣'

監査及 び評

価局

事業法 及び

法律顧問

コ ミ ュ ニ ケ

ー シ ョ ン 及

び マ ー ケ テ

ィ ン グ局

競争推進局

産 業ポー トフ

ォ リオ局

産業部門局

政策部門局

SITT(周 波数 ・

情 報 技 術 電 気

通信局)

副大臣補 事務部長

監査及び評価 人事管理局一

一
CIO

(主席情報官)

消費者問題局

業務部F幅

通信研究

センター TPC(技 術 パ ー

ト ナ ー シ ッ

プ ・カ ナ ダ)

一

一 法人監査役
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Source:カ ナ ダ 政 府 発 表 資 料 な ど

図H-2カ ナダ産業省 組織図

2.2004年 度予 算

2.12004年 度 予 算 の概 要

ポール ・マーチィン首相 は2003年12月12日 に新内閣を発表 し、次の3つ の主要分野で

成果 を上げることに焦点を当てると強調 した。

・ 医療や生涯学習など国民生活の向上にとって重要な事柄 を守るために社会の基礎 を強

化する。
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・ 経済成長 を図 り、高品質で十分 な報酬を得 られ る雇用を創出す るために21世 紀の経済

を構 築す る。

・ カナダ国民の価値を高め、カナダ独 自の見解 を海外 に広 めるため に誇 りと影響力をも

って世界 においてカナダ独 自の役割 を果たす。

3月24日 発 表 され た2004年 度 予 算 で は、2003年 に経 済活 動 を鈍化 させ た 一連 の シ ョ ッ

クの後 、成長 率 が2003年 の1.7%か ら2004年 には2.7%、2005年 に は3.3%へ と上昇 に転

ず る との民 間エ コ ノミス トの経済 予 測 を紹 介 して いる。また健 全 な財 政管 理 を 目標 に掲 げ、

2004-05お よび2005-06年 度 につ いて も黒字 予算 が見 込 まれ て い る。2004-2005年 度 に つ

いて は 、歳入 が1872億 ドル(約15兆3700億 円、以 下 、2004年6月1日 為 替 レー ト:1カ

ナ ダ ・ドル=約82.12円 に基 づ く)、 歳 出 が1833億 ドル(約15兆500万 円)と 見 込 まれ て

い る。

表ll-2カ ナダ政府 の財政見通 し

(単位:10億 カ ナ ダ ・ ドル)

2002-2003 2003-2004 2004-2005 2005-2006

歳入 177.6 181.1 187.2 195.8

歳出 170.6 179.2 183.3 19L8

財政黒字
'

7.0 1.9 4.0 4.0

Source:Budget2004-BudgetinBrief2004

2004年 度予算でカナダ政府は、保健医療、教育、知識 と商用化(研 究開発)、 地域社会、

世界 との関係(安 全保障)と いう5っ の優先事項 について、2004-2005年 度 に合わせて22

億1600万 ドル(約1820億 円)の 新たな投資を行 う。 このうち、マーチィン首相が首相就

任 に際 して掲 げた焦点分野 の1つ 、 「21世紀の経済」 を実現するための優先項 目が 「知識

と商用化」である。

2.2研 究開発関連予算

2004年 度予算の優先事項のなかで、マーチィ ン首相 が首相就任 に際して掲 げた焦点分野

の1つ 、 「21世紀の経済」 を実現す るための優先項 目が 「知識 と商用化」である。2004年

度予算では 「知識 と商用化」の優i先項 目のもとで2004-2005会 計年度に2億9300万 ドル

(約241億 円)が 配分 された(内 訳 については 「表ll-3研 究 開発関連予算」を参照)。
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以下では情報技術に直接 または間接に関連する項 目について説明する。

1997-98年 の均衡予算以降、カナダ政府は研究と技術革新 に積極的に取 り組み、研究開

発費は増大 し続 けてきた。2004年 度予算でも、新たに次 のような資金提供が行われ る。

・ カナダ医療研 究所、自然科学工学研究評議会、社会人文科学研究評議会 という連邦の3

つの助成評議会 に年間9000万 ドル(約74億 円)を 拠出す る。

・ カナダの大学や研究病 院の間接費(機 器や施設 の保守、情報管理システム、技術移転

および商用化サー ビス、知的財産権 の管理な ど)に つ いて資金提供 を行 う間接費プロ

グラムに2000万 ドル(約16億 円)を 拠出する。

・ ペ トロカナダの株式売却 によ り、環境テクノロジーの開発 と実証を支援 する持続可能

開発基金(SDTC:SustainableDevelopmentTechnologyCanada)に2億 ドル(約160億 円)
ご

を拠出 し、さらに、先端環境テ クノロジーを支援するため に7年 間で8億 ドル(約660

億円)を 拠出する。

・ ヒ トや動植物 の遺伝子 コー ドを研 究するゲ ノミクスを強化するためにゲノムカナダに

6000万 ドル(約49億 円)を 拠 出する。

2004年 度 予算 は一方 、研 究 成果 を市場 に持 ち 出す 「商 用化 」 に対 す る従 来 か らの カ ナダ

の 取 り組 み を延長 した。 商用 化 の過 程 は、新 た な市 場 を開 拓 し、 新 たな 雇 用 を創 出 し、よ

り優 れ た製 品 やサ ー ビス を通 じて カナ ダ国 民 の幸福 を促 進 して い る。商 用 化 の予 算 に は次

の ものが含 まれ る。
r

・ 大学 、病 院 、研 究施 設 で の商用 化 の能 力 を向上 させ るた め に5年 間で5000万 ドル(約

41億 円)を 拠 出 す る。

・ 研 究 の 商用 化活 動 を改 善す る こ とを 目的 とした科 学 関連 の連 邦 省 庁 の提 案 を支 援 す る

ため に5年 間 で2500万 ドル(約21億 円)を 拠 出す る。

・ 国家研 究 評 議会(NRC;NationalResearchCouncil)が 資 金 援 助す る地 域技 術 革新 計画 に

対 す る産 業研 究 支援 プ ロ グ ラム(IRAP:IndustrialResearchAssistanceProgram)の 支 援

を強化 す る ため 、同 プ ログ ラム に新 た に年間500万 ドル(約4億1000万 円)を 拠 出 す

る。

2004年 度 予算 は また 、有 望 な研 究 を新 しい製 品や サ ー ビス へ と結 実 させ て いる新 興企 業

に とって活 力源 と も言 うべ きベ ンチ ャーキ ャ ピタル の利 用 を促 進 す る措 置 を取 って いる。

この 中に はカ ナ ダ ビジネ ス開 発 銀行(BDC:BusinessDevelopmentBankofCanada)と 農場 信

託銀 行(FCC:FarmCreditCorporation)が 提供 す るベ ンチ ャ ーキ ャ ピタル につ いて 拠 出す る
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2億7000万 ドル ,(約220億 円)が 含 まれ、その内訳は次の通 りである。

・ 新 しいテクノロジー をその次の段階のベンチ ャーキ ャピタル資金調達へ とつなげるた

めに、それ らのテクノロジー に1億 ドル(約82億 円)を 直接投資す る。

・ 最先端のテクノロジーへの新たなプライベー トエクイティ投資を活用する特別 ファン

ドを創設するために1億 ドル(約82億 円)を 拠出す る。

・ テクノロジーの商用化 のさらなる支援 を行 うために革新的な新興企業 に5000万 ドル

(約21億 円)を 直接投資す る。

・ 特 に有望な農業および農業食品企業にベ ンチャーキャ ピタルを提供するため に2年 間

で2000万 ドル(約16億 円)を 拠 出す る。

カナダの小規模事業部門は、雇用創出へ とつながる革新 的アイデアの主な源である。2004

年度予算では、次の支援 を新たに実施す る。

・ 小規模事業の法人税控除限度額(標 準 よ り低 い12%の 税率が適用される事 業所得金額)

を、予定 よりも1年 早 い2005年 までに、30万 ドル(約2500万 円)に 引き上げる。

・ 小規模事業が科学研究実験開発(SR&ED)投 資に対する35%の 税額控除 を十分に活用

することを妨げている障壁を取 り除 く。

・ 損失の繰越期間を10年 に延長する。これは特に、新 しいテ クノロジーや製 品の開発 中

に財務上の損失を経験す る革新的な新興小規模企業にとって有利である。

・ 政府の調達機会に応募す るすべての企業 に公正、平等、安価 なアクセスを提供す るた

めに新 しい政府電子入札 システム(GETS:GovernmentElectronicTenderingSystem)を

導入する。

・ 政府が小規模事業に求める情報 を明確 にし、無駄 な繰 り返 しを省 くなど、小規模企業

が直面す る書類作成 の負担を軽減す るために、政府 に小規模事業グループ と共同作業

を行 うように義務付 ける。

カ ナダ は北米 、欧州 、 ア ジア太 平 洋地 域 の 中で 最 も事 業 コ ス トの低 い国 で あ る。2004年

度予算 で は、 この競 争上 の 優位 性 を強化 す る新 た な税 制 上 の優 遇 措置 と して 、資 本 資産 控

除(CCA:CapitalCostAllowance)制 度 につ いて 次 の よiうな 変更 が 提案 され た 。

・ コ ンピュー タ機 器 に適 用す る控 除 率 を30%か ら45%に 引 き 上 げ る。

・ ブ ロー ドバ ン ド、 イ ン ター ネ ッ ト、そ の他 のデ ー タネ ッ トワー クイ ン フ ラ機 器 に適 用

され る控 除 率 を20%か ら30%に 引 き上 げ る。

これ らの変更 によ り企業は、情報通信技術への投資 をよ り短期間に償却 し、税制が投資
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に適 した 環 境 を準 備 で きる よ うに な る。 これ らの控除率 変 更 の財 政 コ ス トは、2004-2005

年 が1億1000万 ドル(約90億 円)、2005-2007年 が2億5500万 ドル(約209億 円)と 見

込 まれて いる。2004年 度 予算 の資 本 資産 控 除率 引き上 げは 、税 制 の大 幅 な改 善で あ り、現

在 で も控 除 率 につ いて検 討が 重ね られ て い る。

2.3安 全保障関連予算

カナダ政府は2004年4月27日 、国家安全保障 に関する初 の包括 的声明 「開かれた社会

を守る:カ ナダの国家安全保障方針」 を発表 し、国民全体 の安全へ の脅威 に対応す る総合

的な戦略 と行動計画を示 した。 この方針で打ち出 された新たな投資は、カナダ政府の安全

保障に関する責任と活動を遂行するために政府全体にわたってツールや能力の向上が必要

とされて いる状況に対応す るものである。情報化時代にあっては、物理的な脅威ばか りが

脅威 ではな く、場合 によって攻撃 はインターネッ トや、それ に接続 されて いるシステムに

向けて開始され る。こうした状況のなかで、危機的なイ ンフラや国際的な競争に対応する

方法 を見直す必要が出てきている。国家安全保障方針は、 これ らの問題 に対応する国家的

なサイバーセキュ リティの枠組みの策定 について も定め、新たな主要措置 として、情報技

術に関連 していくつかの措置が発表された。

カナダ政府 は、その最 も進んだ技術 的専門性 を生か して、サイバー攻撃の予知 と防止の

能 力を強化す る。 このためにサイバーイ ンフラの脅威状況 と脆 弱性が大幅 に改善 され、ネ

ッ トワーク保護能 力や早期対応能力が強化 される。 これ らの計画 の優先事 項には次のもの

がある。

・ 脅威や脆弱性の評価の拡張

・ 危機対応能力

・ 米国と協力 し、北米のサイバー脅威早期警備 システムを設置する。

この計画を遂行す るため に国防省に8500万 ドル(約70億 円)が 配分 される。

カ ナ ダ連 邦 警察(RCMP:RoyalCanadianMountedPolice)の リアル タイ ム識 別(RTID:Real

TimeIdentification)プ ロ ジェ ク トで は、指 紋 を電子 的 に記 録 し、転 送 し、 瞬時 にデ ー タ ベ

ー ス と照 合 で き る。またRCMPは 、将 来 の処 理 の遅 れ を回 避 し、犯 罪 記録 と指 紋識 別 プ ロ

セ ス を近 代 化す る。 この プ ロジェ ク トは 、指 紋 をキ ャ ブチ ャ し、電子 的 にRCMPに 送信 す

る ライ ブス キ ャ ン ・テ クノ ロ ジー の導 入 と利 用 に とって は不可 欠 で あ り、現 在 お よび将 来

の需 要 を満足 す る効 果 的 で継 ぎ 目のな い ペー パ ー レスな プ ロセ ス を適 時 提 供 す る。RTH)
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は5年 間の計画 であ り、初年度に提案の評価 と契約、その後の4年 間で開発 と実装を行 う。

RCMPへ の資金提供総額は9978万 ドル(約82億 円)で ある。

2003年5月 、 国際 民 間航 空機 関(ICAO:InternationalCivi1AviationOrganization)は 、 生

体 認証用 の電子 チ ップ を埋 め込 ん だパ スポ ー トを利 用す る世 界 中で相 互運 用 可 能な 新 しい

パ スポー トと仕 様 を採 用 した。ICAOが 選択 した 生体 認 証 は顔 認識 で あ る。 カ ナダ は 、生

体 認証 を導入 し、パ ス ポ ー ト申請 プ ロセス の機 密保 持 を拡 張 し、 生体 認 証 に対 応 した ス マ

ー トチ ップ内蔵 パ スポ ー トを2005年 初 めに発 行 す る予 定 で あ る。外 務省 は戦 略 実施 に1031

万 ドル(約8億5000万 円)を 限度 に資金提 供 を受 け る。

サイバーセキ ィリティは、カナダの国家安全保 障方針や 、国家的緊急事態への首相の取

り組みにとって重要な部分である。国家的なサイバーセキュ リテ ィ戦略を策定するために、

自律性が高 く、民間部 門、公共部門双方の代表 者で構成されたタスクフォース を組織 し、

公共安全緊急対策省内に設置 された事務局の支援 を受 けなが ら、次の点 について検討 を行

う。

・ カナダのサイバー スペースの受ける脅威の性質 と範囲を記述する。

・ 国家的サイバーイ ンフラの在庫不足部品'

・ サイバー攻撃 と闘 う準備 と復 旧計画の状況につ いて記述する。

・ 国家サイバーイ ンフラの盲点や弱点に対応す る行動計画 について勧告を行 う。

公共安全緊急対策省は、タスクフォースの実施 と戦略策定 に500万 ドル(約4億1000万 円)

を限度 に資金提供 を受ける。

上述の新たな計画 を含 めた 「国家安全保障方針」の各措置に投入 される合計6億9000

万 ドル(約570億 円)は 、2004年 度予算で も一部追加 された安全保障のための予備費か ら

捻出される。2004年 度 予算では、5年 間で6億500万 ドル(約500億 円)の 予備費 を確保

し、諜報活動、国境警備、海上輸送の安全 とサイバーセキュ リティの確保、 システムの調

整、情報収集、脅威 の強化 、緊急事態対応な どの安全保障上の優先事項に充てている。
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表II-3研 究開発関連予算

(単位:100万 カ ナ ダ ・ ドル)

9

項 目 2004-2005 2005-2006

研究基盤の構築

連邦助成評議会 90 90

研究間接費 20 20

ゲノムカナダ 60

中核 的 研 究 拠 点(COE)ネ ッ トワー ク 5

小計 170 115

研究の商用化

連邦から資金提供を受ける研究の商用化 10 10

連邦の研究所で実施され る研究の商用化 5 5

国家研究評議会(NRC) 5 5

小計 20 20

ベンチャーキャピタル資金調達

革新的新興企業への投資1 (250)
農業および農作物の革新への投資

農場信託銀行2 (5) (15)
小計 0 0

沿岸開発への投資 7 7

小規模事業支援

政府電子入札システム(GETS) 35

書類作成の省力化 1 1

小規模事業への優遇税制

法人税控除限度額引き上げの前倒し3 20

科学研究実験開発への優遇税制3 一 一

損失の繰越期間延長3 一 一

小計 1 24.5

カナダの税制の優位性強化

情報通信技術資産の資本費用控除3 110 255

公平で効果的な税制の確保3 一15 一55

合計 297 367

1.連 邦 の 支 援 は カ ナ ダ ビ ジ ネ ス 開 発 銀 行(BDC)へ の エ クイ テ ィ 投 入 の 形 で 行 わ れ る た め 、 予 算 に は

計上 され な い。

2.連 邦 の支 援 は エ ク イ テ ィ 投 入 の 形 で 行 わ れ る た め 、 予 算 には 計 上 され な い。

3.税 制 措 置

Source:Budget2004-BudgetPlan

関 連 ウ ェ ブ サ イ トF

Budget2004:http:〃www.fin.gc.ca/budtoce/2004/budliste.htm
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3.カ ナダ産業省の情報技術 政策

3.1生 活 の質と接続性

カナダ産業省が2003年10月 に発行 した 「2003年 カナダ国民の生活 の質 の向上 に関する

レポー ト」は、産業省が どのよ うに国民の生活の質(ク オ リテ ィオブ ライ フ)の 向上を図

っているかについて説明すると同時 に、生産性の向上、雇用の拡大、所得 の増大、持続的

発展 という同省の優先事項を提示 し、それ らがダイナミックな経済の拡大 にどのよ うに寄

与 し、他国 と比較 して、これ らの分野でカナダが どのように成功 しているか、について検

証 している。このレポー トはまた、カナダ産業省が、過去の 「1998-1999年 における計画 ・

優先的政策に関するリポー ト」、 さ らに 「2002-2003年 における計画 ・優先的政策 に関す

るレポー ト」か ら引き継いだ、技術革新、接続性、市場、投資 、貿易 とい う5つ の戦略 目

標を通 じた国民生活の質の向上を示 している。

3.2電 子政府 と電子商取 引

カ ナダ 政府 はオ ンライ ンで の 政 府 サー ビス提 供 にお いて も重 要 な 役割 を果 た して いる。

カナ ダ政府 の 「政府 オ ン ライ ン(GOL:GovernmentOn-Line)」 計画 は 、国 民が 利 用で き る

幅広 い洗 練 され たサー ビス の拡 大 へ の取 り組 み を定 めて い る。GOLは 、カ ナ ダ国 民 に対 し、

いつ で も どこで も希望 す る言 語 で 、統 合 され た ク ライ ア ン ト中心 サ ー ビス を2005年 まで に

提 供す る こと を 目的 とし、2001年12月 発 表 の予 算 で、2002-2006会 計 年 度 に6億 ドル(約

490億 円)が 配 分 され た。

GOL計 画のもとで、カナダ産業省の主なサービスは、既 にオンライ ン上で大きなプレゼ

ンスを占めて いる。事実、産業省 は、主要なサー ビスをすべてオ ンライ ン上で提供す ると

いうGOLの 目標を政府全体よ りも2年 早い2003年3月31日 まで に達成 した。

産業省の17の 主要なオ ンライ ンサー ビスは、データベースの検 索、オ ンライン取 引、

E－ペイメン ト、認証など、統合 された情報 と電子サービスを提供 している。 これに関連 し

て産業省は、個人情報や機密情報 の提 出と管 理が、オ ンライ ン上で安全 に行われ、連邦の

プライバシー関連の法律や規則に準拠す るよ う、継続的に取 り組 んでいる。2003年 か ら

2004年 にかけて個 人情報保護 に関す る法律の実施が前進する一方で、スパ ム対策、電子認

証 に関 して具体的な動 きがあった。
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個 人情 報 保護 電 子 文書 法(PIPEDA:PersonalInformationProtectionandElectronic

DocumentsAct)は カ ナダ 規格 協 会 の個 人情 報保 護 モデル 法(CAN/CSA-Q830-96)を 基 に し

て作成 され 、2001年1月1日 に発効 した。PIPEDAの 主 な 内容 は次 の通 りで ある。

・ 組 織 は、 個 人情 報 の 収集 ・使 用 ・開示 の 前 に個 人 の 同意 を 得 る こ とが 求 め られ る。

・ 組 織 は 、情 報 の機 密性 に応 じたセ キ ュ リテ ィ手段 によ って個 人 情 報 を保護 しな けれ ば

な らな い。

・ 個 人 は、 組 織 の保 有 す る、 自分 自身 に関 す る個 人 情報 にア クセ スす る こ とが で き、 ま

た必要 に応 じ訂 正 す る ことが で きる。

PIPEDAの 適用範囲は 当初、銀行、通信な ど、連邦政府の監 督下にある業界に限 られて

いたが、2004年1月1日 、州政府 の監督下にある企業にも適用 されるようになった。

一方、スパム(迷 惑メール)は 世界中のイ ンターネ ッ トユーザーに とって悩みの種 とな

っている。世界の電子メールの半数以上がスパムメールであるとも言われ、個人的にも商

業的にも生産性 の低下を招 くほか、電子商取引における信頼性 の低下にもつなが りかね な

.いとされている。 こうした状況に対応す るために関係者、消費者団体 との協 力、合意を進

めて きたカナダ産業省は2004年5月11日 、政府、産業界、マーケター、消費者 による一

連の措置を含んだスパ ム撲滅行動計画 を打ち出すとともに、省内タスクフォースの発足 を

発表 した。タスクフォースは、次の6点 か ら成る行動計画 の実施を監督する。

・ 既存の法律や規制措置の活用

・ 規制や法律の欠陥の見直 し

・ 現在の産業界の慣行の改善

・ 合法的な商業的コミュニケーシ ョンの検証へのテクノロジー活用

・ 消費者 の教育と意識向上

・ スパム対策の国際的枠組みの推進

またカナダ産 業大 臣は2004年5月13日 、21世 紀経済のデジタル環境 における信頼性 を

構築す るために電子認証原則 を発表 した。 これ は、カナダ産業省 と各種企業、業界 ・専門

家団体、消費者 保護活動家が協力 して作成 した もので、オ ンライ ン上で当事者の本人性確

認、電子通信の機密保持 と改 ざん防止に指針 を与え、電子商取 引やオ ンライ ンショッピン

グの発展 を加速 させる。 「原則」の骨子は次の通 りである。

・ 参加者の責任(参 加者 の責任は、参加者 について合理的 に予測で きる知識や権限の程

度 に比例する)
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・ リスクマネジメン ト(認 証プロセスの リスクは、適切、公正、効率的な仕方 で識別 、

評価、管理すべきである)

・ セキ ュリティ(す べての参加者は、健全なセキ ュリティ実施を通 じて リスクの軽減に

貢献する責任が ある)

・ プライバ シー(認 証プロセスにおける個人情報の収集、使用、開示を最小限にとどめ

るべきである)

・ 開示要求(認 証サー ビスを提供する参加者は、参加 に関連する リスク と責任を他の参

加者が認識できるよう、情報 を開示すべきである)

・ 苦情処理(認 識 プロセス を実施す る機 関は、効率的かつ効果的な苦情処理 プロセスを

利用できるよ うにすべ きである)

3.3イ ン ターネ ッ ト利 用 の促 進

カナダ産業省は、一般市民、企業、政府、地域社会 によるテクノロジーの採用 と利用 を

推進 し、多岐 にわたるパー トナー と共に、カナダ国民を結びつけるのに必要な情報通信技

術(ICT)を 学校、図書館、公衆 アクセススポ ッ トに導入 してきた。そ して、イ ンターネ

ッ トへの安価で公平なアクセスを実現す る上で 「コミュニティアクセスプログラム(CAP)」

「スクールネッ ト」 「コンピュータ ・フォー ・スクール」 「スマー トコミュニティーズ」な

ど産業省が実施するプ ログラムは中心的役割 を果た してきた。

カナ ダ産業 省 は一 方 、高 速 ブ ロー ドバ ン ドの普 及 率で カ ナ ダが世 界 の リー ダ ー にな る よ

う後押 しして きた。具体 的 に は国 家 ブ ロー ドバ ン ドタス ク フ ォース を設 置 し、2001年 に は

そ の報告 書 「国 家 の新 たな 夢:ブ ロー ドバ ン ドアクセ ス のた め のネ ッ トワー キ ング 」 を発

表 した。 そ の後 、産 業 省 は、 同省 所 管 の通 信研 究 セ ンター が実 施す る 「農 村 遠 隔地 ブ ロー

ドバ ン ドアクセ ス プ ログ ラム 」 を通 じて 、 ブ ロー ドバ ン ドサー ビス の値 ごろ感 や利 用 可能

性 を高 め る革新 的 テ ク ノ ロジー の研 究 開発 を促進 した ほか 、2005年 まで に大 容 量イ ンタ ー

ネ ッ トア クセ ス を カナ ダ のす べ て の地 域社 会 に提供 す る と い うカ ナ ダ政 府 の 目標実 現 の第

一歩 と して 、2002年9月5日 、「農 村 北 方 開発 の ため の ブ ロー ドバ ン ド(BRAND:Broadband

forRuralandNorthernDevelopmentpilotProgram)」 試 験 プ ロ グ ラムが 開始 され、3年 間で1

億500万 ドル(約86億2000万 円)が 配 分 され た。

また2003年10月5日 には、 この試験 プログラムによって補完 される産業省、イ ンフラ

省、カナダ宇宙局の共同プ ロジェク ト 「国家衛星イニ シアチ ブ」が発足 し、極北 ・中北部
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のコミュニテ ィにブロー ドバ ン ドサー ビスを提供する機関への割 り当ても進め られている。

関 連 ウ ェ ブサ イ ト

カ ナ ダ産 業 省:http:〃www.ic.gc.ca/

4.CANARIE

4.1研 究 開発

カナダの先端イ ンターネッ ト開発機関CANARIEInc.は 、その会員、プロジェク トパー ト

ナー、および、連邦政府 の支援を受 ける非営利団体であ り、よ り高速でよ り効果的なネ ッ

トワー クの広範な採用 を促進 し、その上で次世代の先進的なアプリケー ションやサー ビス

を稼動 させ る ことによってカナダの先進的イ ンターネッ ト開発 ・利用 を加速化 させるとい

うミッシ ョンを持つ。

CANARrEは 、1999年 開始 の高度 ネ ッ トワー ク ・ア プ リケ ー シ ョン ・サ ー ビス ・テ ク ノ

ロ ジー ズ(ANAST)プ ロ グ ラム を皮 切 りに、指 示 され た研 究 、E－ビジネ ス 、E－コ ンテ ンツ、

E－ヘル ス 、E・一ラ一二 ング といった 融資 プ ログ ラム を通 じて 、革新 的 ア プ リケ ー シ ョン とテ

ク ノ ロジー を先端 ブ ロー ドバ ン ドテ ク ノ ロジー へ と高 める様 々 な プ ロジ ェ ク トを支援 して

きた。 融 資 を受 け る プ ロジ ェク トは、 カ ナ ダ の組 織 が 中心 とな って進 め 、カ ナ ダ国 内 で実

施 され な け れ ば な らな い とい う条 件が あ り、 プ ロジ ェク トが 商 品化 に成 功 す れ ば、 融資 額

が 返還 され る 仕組 み に な って い る。(CANARIEの 融 資す る プ ログ ラム につ いて は 「表ll-

4CANARIEの 融資 す る プ ログ ラム」 を参 照)。

4.2CA*net4

CANARIEは1998年 、世界 初 の先端 光 イ ンター ネ ッ ト研 究 教育 ネ ッ トワー クCA*net3を

構 築 した 。CA*net3は 設 計 当時 、 世界最 先 端 の ネ ッ トワー クの1つ で あ り、研 究 ・教 育 分

野 と商 業 分 野 の 両方 で数 多 くの ネ ッ トワー ク運 営 者 の模 範 とな って き た。 しか し、ネ ッ ト

ワー ク トラ フィ ックの急 激 な 増大 、予 想 され る高帯 域利用 の拡大 、 超 高帯 域 の グ リッ ドプ

ロジ ェク トの 計画 によ り、カ ナダ の最 先端 の研 究 を支 える新 しいネ ッ トワー クCA*net4を

建設 す る こ とが 必 要 とな った。 このた め 、カ ナ ダ政府 は2001年 、CA*net4の 建 設 、構 築 、

運用 を 目的 と してCANARIEに1億1000万 ドル(約90億 円)の 拠 出 を発 表 した。
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CA*net4は 、CA*net3と 同様 、各 州 の研 究 ネ ッ トワー ク、お よ び 、そ れ らを経 由 した 大

学 、通 信研 究 セ ンター 、研 究室 、学校 な どを接 続 す るほ か、米 国のInternet2、 欧 州 のGEANT

な どを含 む 世界 中の ほ ぼす べ て の研 究 ネ ッ トワー ク に接 続 し、バ イ オイ ンフ ォマテ ィ クス、

高 エネル ギ ー物 理学 、 ゲ ノミクス 、 天文 学 、E－ラー ニ ング 、パ フ ォー ミン グアー トな どの

分 野で カナ ダが 最 先端 の地位 を維 持 す る こ とに貢 献 して い る。CA*net4は 、 ほ とん どが

OC-192(10Gbps)の 速度 で 提供 され る一連 の ピア ・ツー ・ピア(P2P)光 波長 を通 じて 、

CA*net3の4-8倍 の初 期 総ネ ッ トワー ク容 量 を実 現 す る。CA*net4は また 、ユ ー ザ ー の持

つネ ッ トワー ク リソー スの動 的割 り当て を行 う 「カス タ マー ・エ ンパ ワー ド ・ネ ッ トワー

ク」 の コ ンセ プ トを具現 化 し、 ネ ッ トワー クベ ー ス ア プ リケー シ ョンの 開発 でユ ー ザ ーが

技 術革 新 を起 こす 力 を高め る。 コ ンピュー タ とネ ッ トワー クの 利 用拡 大 を基 礎 と した これ

らの アプ リケ ー シ ョンは 、研 究 者 が必 要 とす る国 家 的、 国 際的 な共 同作 業 、 デー タへ の ア

クセ ス と分 析 、遠 隔 制御 にと って 不 可欠 で あ る。 さ らにCA*net4は 、次世 代 のWebサ ー ビ

ス の開発 を支 え 、遠 隔 診 断、電 子 カル テ 、仮 想 保 育 、 生徒 ・教 師 向 けオ ンライ ンマ ル チ メ

デ ィア、科 学 教 育 にお け る高等 学校 の新 た な役 割 、大 学 の ワンス トップポー タル 、オ ン ラ

イ ン許 可 証 申請 、電子 税 申告 、小規模 企 業 のE製 造、 スーパ ー コ ン ピュー テ ィ ング の リモ

ー トア クセ ス の分野 で カ ナダ 国民 の 生活 、 教育 、 ビジ ネス に劇 的 な変 化 を もた らす ことが

期待 され て い る。

2003年10月21日 、CA*net4イ ニ シ アチ ブ の一 環 と して新 た にCA*net4先 端 アプ リケー;一

シ ョンプ ログ ラ ム(AAP:AdvancedApplicationsProgram)へ の400万 ドル(約3億3000万

円)拠 出が 発 表 され た 。実 施期 間 は2003-2007年 で 、先端 ネ ッ トワー ク機 能 が要 求 され る

アプ リケー シ ョ ンの 開発 、普 及 を支援 す る こ と を 目的 と して い る。
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表ll-4CANARIEの 融資 す る プ ログ ラ ム

プログラム名 融資総額 実施期間 最高/一般的な利用金額 プログラムの目標

(単 位:百 万 (単 位1千 カ ナ ダ ・ドル)

カ ナ ダ ・ ドル)

先 端 ア プ リケ 4 2003-2007 500/250 CA*net4イ ニ シ ア チ ブの 一 環 と して
一 シ ョ ン 開発実装され る高度ネ ッ トワーキ

(AIAP) ング機能が要求 されるアプ リケー

、 ションの開発 および普及 を支援す

る 。

ANAST(*1) 8 1999.6.29一 500/350 ・ 高 性 能 の ネ ッ トワ ー ク 構 築 の た

2002.3.31 めの革新的なアプリケーション

開発
・ 教 育 、E－ビ ジ ネ ス お よ び保 健衛 生

サー ビスの新 しい提供方式を試

験な らびに評価するための同ネ

ッ トワー ク の利 用

CA*netlnstitute 0.9 2001.1.1一 100/80 最新かつ独 自の方法でイ ンターネ

2002.12.31 ッ トの能力を拡大

指 示 され た研 1.2 2002-2004 250/150 CA*net4の ネ ッ トワ ー ク を使 って ラ

究 イ トパ スを管理および制御 を可能

と す る 革 新 的 な ソ リ ュ ー シ ョ ン の

実施を奨励

E－ビジ ネ ス 28 1999-2004 2000/1000 最 新 のE－ ビ ジ ネ ス ア プ リケ ー シ ョ

ンおよびサー ビスの開発を促進す

る プ ロ ジ ェ ク トを 奨 励'

E－コ ンテ ン ツ .6 2001-2004 1000/200 双方 向メデ ィアの研究およびアブ

リケ ー シ ョ ン開 発 を 支援 し、 最 新 の

ネ ッ トワ ー ク で 接 続 さ れ る コ ン テ

ンツの開発 を促進

E－ヘ ル ス 5 1999-2004 500/200 最新 のネッ トワークによるす ぐれ

た遠 隔医療 アプリケー ションおよ

びサー ビスの採用および実施を促
、

進ず る研究開発プロジェク トを奨

励

E－ ラ ー ニ ン グ 29 1999-2004 2000/1000 教育お よび訓練におけるブ ロー ド

お よ びou'(・2) バ ン ド ・ネ ッ トワー ク の 開 発 な らび

に利用を奨励

(*1)ANAST:AdvancedNetworkApplications,ServicesandTechnologies

(*2)OLT:OfficeofLearningTechnologies

Source:CANARIEのR&DProgramウ ェ ブ サ イ トよ り

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

AboutCANARIE:http:〃www.canarie.ca/about!about.html

CANARIER&DPrograms:http:〃www.canarie.ca/funding/index.html

AboutCA*net4:http:〃www.canarie.ca/canet4!index.html
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皿 欧州連合

1.欧 州連合における情報技術政策

1.1経 緯

欧州連合(EU:EuropeanUnion)に お ける情報技 術(rr)政 策 は、主 に、欧州委 員会(European

Commission)の 情報社会 総局(lnformationSocietyDG)と 研究 総局(ResearchDG)が 中心 とな

ってその政策 を実施 して きてい る。前者が情報社 会 の推進、後者がrrを 含 む研 究 開発の推進 を

担 当 して いている。

EUに お ける情報社会へ の取 り組み と して は、1993年 に欧州委員 会が、発 表 した 「成長 ・競 争

力 ・雇用 に関す る 白書」 にお いて情報通信 イ ンフ ラの重要性 が指 摘 された ことが 出発 点 といえ

る。1994年 には、 「欧州 とグ ローバ ル情報社会」(バ ンゲマ ン・レポー ト(BungemannReportと

呼 ばれて いる。同氏(欧 州委員 会委員(産 業 問題/情 報電気 通信技術担 当)(当 時))を 委員長

とす るタス ク フォー スの レポー ト)が 発 表 され、rr政 策 の基本 的方向性 が提示 され た。1996

年 には、 「グ ローバル情報社 会の最前線 欧州:ロ ー リングア クシ ョンプ ラン」、1997年 には、

「電子 商取 引に関す る欧州 イニ シアチ ブ」、1997年 には、 「第5次 フ レー ム ワー クプ ログ ラム」

が 発表 され 、1999年 には、 「eEuropeイ ニシアチ ブ」、 「電子署 名指令」、2㎜ 年 には、 「欧州 委

員 会 と米 国商務省 によるセー フハーバー協定」、 「電子 商取引指令」、 「eEurope2002ア クシ ョ

ンプ ラン」、2002年 には 「第6次 フ レーム ワー クプ ログ ラム開始」、 「eEurope2005ア クシ ョン

プ ラン」等 の主 要な政策 を打 出 して きた。

表皿一1欧 州連合 主要情報技術政策

発表時期 情報技術政策

1993年12月 「成 長 ・競 争 力 ・雇用 に関す る 白書 」

1994年5月 「欧州 と グ ロー バ ル情 報社 会 」(バ ンゲ マ ン レポ ー ト)

1995年10月 「デ ー タ保護 指 令」(1995年10月 採 択 、1998年10月 発効)

1996年11月 「欧州におけるグローバル情報社会へのアクションプラン」

1997年4月 「電子商取引に関する欧州イニシアチブ」

1997年4月 「第5次 フ レー ム ワー ク プ ログ ラム」(1998年 ～2002年)発 表

1999年12月 「eEur・peイ ニ シ ア チ ブ 」

1999年12月 「電子 署 名指 令」(1999年12月 採 択 、2000年1月 発 効 、加 盟 国 は 、2001年7月19日 まで に

本 指令 を遵 守 す るた め に必 要 な法 律 、政 令 、規 則 を発効(第13条))

2000年5月 「欧州委員会と米国商務省によるセーフハーバー協定」'

2㎜ 年6月 「電子 商取 引指令 」(2000年6月 採 択 、2000年7月 発効)

2000年6月 reEurope2002ア ク シ ョ ン プ ラ ン」

2002年5月 「eEurope2005ア ク シ ョ ン プ ラ ン」 発 表

2002年6月 「第6次 フ レー ム ワー ク プ ログ ラム」(2002年 ～2006年)閣 僚理 事 会採 択

Source:EU発 表 資 料 よ り作成
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1.2欧 州連合の組織

欧 州 理事 会

EuropeanCouncil

閣僚 理事 会

CounciloftheEuropeanUnion

欧 州 議 会

EuropeanPai'liament

欧 州裁 判所

CourtofJustice

、

経 済 社 会 評 議 会

EconomicandSocial

Committee

欧 州 委 員 会

』

EuropeanCommission

会 計検 査 院

CourtofAuditors

そ の他 の諮 問機 関1

地方 評議 会(Commiロ ㏄oftheRegions)

金融 機 関 二 ・・
欧 州 中央 銀 行(EuropeanCentralBank)

欧 州 投 資 銀 行(EuropeanInvestmentBank)

図 皿 一1:欧 州 連 合 の 機 構 図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

TheEuropeanUnionataglance:http://europa.eu.inぴabc/index_en.htm

－82一



政策部門 対外関係部門 総合サービス部門
Policies ExternalRelations GeneralServices

農業総局 開発総局 欧州不正対策局
Agriculture Development EuropeanAnti・FrauaOf丘ce

競争総局 拡大総局 統計局
CompetiUon' Enlargement Eurostat

経済 ・金融総局 欧州援助協力局 報 道 ・コ ミ ュニケ ー シ ョ ン局

EconomicandFinancialAf£airs EuropeAidCo・operation PressandCommunication

教育 ・文化総局 Of丘ce 出版局
EducationandCulture 対外関係総局 PubhcationsOf6ce

雇用 ・社会問題総局 ExtemalRelations 事務総局
EmploymentandSocialA価a丘s 人道援助総局 SecretariatGeneral

エ ネル ギ ー ・運 輸総 局 HumanitarianAidOf丘ce・

EnergyandTranspon ECHO

企業総局 通商総局
Entelphse Trade

環境総局

Env丘onment
対内サービス

漁業総局
InternalServices

Fisheries
予算総局

保健 ・消費者保護総局
Budget

HealthandConsumer
政策ア ドバイザーグループ

Protection

情 報 社 会 総 局

GroupofPolicyAdvisers

イ ン フ ォ マ テ ィ ク ス 総 局
1愉mlationSociety

域 内 市 場 総 局

1㎡brmatiCS
、

内部監査局
・ hltemalMarket

InternalAuditSelvice
共同研究センター

通訳総局
JointResearchCentre

司 法 ・内 務 総 局

Interpretation

法 務 局
JusdceandHomeA∬a誌

地 域 政 策 総 局

LegalService

人 事 ・総 務 総 局
RegionalPolicy

Personneland

研究総局
Administration

Research
翻訳局

税制 ・関税同盟総局
Translation

TaxationandCustomsUnion

図皿一2:欧 州委員会の組織

上 に示 した欧州委員会 の部局一覧 は2004年8月 現在の もので ある。2004年11月1日 には、

ジ ョセ ・マヌエル ・バ ロー ゾ(Jos6ManuelBarroso)次 期委員長(ポ ル トガル 出身)の もとで新

体 制が発足す る。欧州委員会 はEUの 政 策執行機関で 「内閣」 に相 当 し、欧州委員 はその 「閣

僚 」 にあた るが、新体制 では、欧州委員 のポス トが加盟25カ 国 が平等 に配分 される1カ 国1

委 員制が採 られ 、すべて の問題 につ いて集 団で決定 を行 な う合 議体(CoUege)が 構 成 され る。
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新 体 制 で は 次 の 部 局 で 名 称 が 変 更 さ れ る ほ か 、 総 局 間 で 一 部 の 担 当 分 野 が 移 動 す る 。

① 企 業 総 局 → 企 業 ・産 業 総 局(EnterpriseandIndustryDG)

② 司 法 ・内 務 総 局 → 司 法 ・自 由 ・安 全 総 局(Justice,FreedomandSecurityDG)

③ 漁 業 総 局 → 漁 業 ・海 事 総 局(FisheriesandMaritimeAffairsDG)

④ 農 業 総 局 → 農 業 ・農 村 開 発 総 局(AgricultureandRuralDevelopmentDG)

⑤ 域 内 市 場 総 局 → 域 内 市 場 ・サ ー ビ ス 総 局(IntemalMarketandSeWicesDG)

⑥ 雇 用 ・社 会 問 題 総 局 → 雇 用 ・社 会 問 題 ・機 会 均 等 総 局(Empl・ymentSocialAffairsandEqual

Oppo血nitiesDG)

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Directorates-GeneralandServices:http:1/europa.eu.int/comm/dgs _en.htm

2.eEurope

欧州連合(EU:EuropeanUnion)で は、公共サービスか ら経済新興まで幅広い分野において

情報社会政策が実施 されている。そうしたさまざまな分野にまたがる各種政策を推進するため

の包括的なイニシアチブがeEuropeで ある。その 目標は、欧州の知識経済への以降を加速化し、

さらなる成長 と雇用拡大を実現 し、情報時代の新しいサービスをすべての市民が利用できるよ

うにすることである。

(1)eEurope2002か らeEurope2005へ

eEuropeの 第1段 階 は、2002年 末 まで に達 成すべ き64の 目標で構 成 され るeEurope2002ア ク

ションプ ランで あった 。目標の大部 分は成功裏 に完 了 し、2002年6月 にセ ビリアで開催 され た

欧州理事会 にお いて 、第2段 階のeEurope2005ア クシ ョンプ ランが採択 された。

eEurope2005ア クシ ョンプラ ンは、欧州 にお いて知 識 を基盤 とした経済 の発展 を促進す るた

め に200305年 に達 成すべ き各種 目標 を定め、特 に、① ブ ロー ドバ ン ド② 電子 ビジネス(eBus

iness)③ 電子政府(eGovemment)④ 電子保健(eHealth)⑤ デ ジタル デバイ ドの解 消(e-lnclu

sion)⑥ 電子学習(e-1.earr血g)⑦ セキ ュ リティー 一 とい った 「eEurope優 先政策課題(eEurope

policypriorities)」 へ の取 り組み に焦点 を当て ている。

(2)eEurope2005の 中間見 直 し

2004年5月 のEU拡 大 を契機 と して、eEurope2005ア ク シ ョンプ ランの一連 の見直 しが実施
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された。その意図は、拡大問題への対応だけに限らず、eEuropeの 目標と実施についての議論

をオープンにし、あらゆる関係者に政策提案の機会を提供することにあった。

まず欧州委員会 は2004年2月19日 、eEurope2005ア ク ションプ ランの 中期 進捗報告 と して、

「欧州 を高速 回線 で繋 ぐ:eEurope中 期 レビュー(Conn㏄tingEuropeatHigh-SpeedIntemet:e

EuropeMidtermReview、 以下 「中期 レビュー」)」と題す る コミュニケ を採択 した。 これ によ

れ ば、EU加 盟国お よび加 盟予定 国は 、ブ ロー ドバ ン ドアクセ スの拡 大 と公共 サー ビス のオ ン

ライ ン化 において良好 な進捗状 況 にあ る ものの、新 しいテ クノロジーや アプ リケー シ ョンの導

入 に とどま らず 、経験 の共有や利 用者 のニーズ に応 じたサー ビス提 供な どに一層の取 り組 み と

強 力な政治 的 リーダー シ ップが必 要 とされてい る。

さ らに欧州委員会 は2004年5月11日 、eEurope2005ア クシ ョンプラ ンの従来か らのア クシ

ョンに新た に追加すべ き15の アク シ ョンを提案する ことによ って 「中期 レビュー」 を補足 す

るコ ミュニ ケ 「eEurope2005ア クシ ョンプ ラン:ア ップデー ト(以 下 、 「ア ップデー ト」)」を発

表 した。た だ、後述す るよ うに、提案 された新 しいア クションは、eEurope2005ア ク シ ョンプ

ラ ンのバ ラ ンスや構造 を大 き く変 える ものではな く、アク ションプ ランの 目標 自体 は維持 継続

されて いる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

InforrnationSocietyPoliciesataGlance:http:〃europa.eu.intiinfor'mation .society/policy/index.en.h皿

3.公 共サー ビス

eEuropeイ ニシアチブはこれまで、オンライ ンで公共サー ビスを提供することを通じて、知

識社会へ向けた進展を促進 し、そうしたサー ビスの効率 と費用対効果 を高める公共政策の可能

性に重点を置いてきた。電子政府、電子学習、電子保健の3っ の分野では、 これまでに大きな

進展が見 られた。

「中期 レビュー」が示す よ うに、 こうした進展 は、基本的 な公共サ ー ビス をオ ンライ ンで利

用で きる割 合が2001年10月 か ら2003年10月 にか けて17%か ら43%へ と増加 した ことに端

的 に現れ て いる。
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関連ウェブサイ ト

Mid〈errnReview:

http:〃europa.eu.intlinformation _society/㏄urope/2005/al1 -aboutimid-tem-review/press-release/index -en.htm

3.1電 子 政府

(1)電 子政府閣僚会議

電子政府は、eEurope2002ア クションプラン当時から優先政策課題の1つ とされ、2001年11

月には第1回 電子政府閣僚会議が開催された。eEUrope2005ア クションプランでは こうした取

り組みをさらに押 し進め、①インタラクティブな公共サー ビス②公共調達③公共インターネ ッ

トアクセスポイン ト④ ブロー ドバン ド接続⑤相互運用性⑥文化と観光⑦公共サービス間の安

全な通信一一という目標を設定した。

2003年7月 には、第2回 電子政府閣僚会議で各国代表が進捗状況 について議論 した。その後、

同年9月26日 には、 この会議の 「閣僚宣言」を反映した、欧州の未来のために電子政府が果

たす役割に関するコミュニケが欧州委員会に採択された。欧州における国際的水準の行政の重

要性を示すこのコミュニケにおいて、電子政府は、 リスボン戦略の一環として、欧州のすべて

の市民と企業に新 しく、よ り優れたサービスを提供することによって、大きな経済的発展をも

た らす ものとして位置付けられている。

(2)電 子調達

電子政府は、各国政府が役割を果たすあ らゆる分野に関係し、そうした分野のいくつかで、

欧州全体での取 り組みが見 られる。たとえば電子調達は、EUの 規則と国際的な規則の双方に

従 って実施 される。公共サー ビスや公共機関による公共事業の発注や物品サービスの購入は、

EUのGDPの 約11%を 占めてお り、電子政府が こうした調達の効率性と透明性を高めるならば、

効率性改善と競争の促進というEUの 域内市場の目標の実現に貢献することになる。

2004年 になってEUの 電子調達の法的枠組みが採択 されている。この枠組みは、2006年 初め

までに実施され、欧州の調達エ ンティティはそれまでに、調達手続きを電子的に行 う準備を完

了すべきであるとされている。

(3)公 共 部 門 情 報

2003年11月 に 欧 州 議 会(Europeanparliament)と 閣 僚 理 事 会(CounciloftheEuropeanUni
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on)に よって採択された 「公共部門情報の再利用に関する指令」は、公共部門の生成 した情報

をコンテンツ製作者が利用し、付加価値を付けることを容易にし、情報社会の発展に役立つコ

ンテンツを提供すると同時に、よ り多 くの人々が公共部門のコンテンツを利用できるようにす

る。

関連ウェブサイ ト

e-Government:h叩:〃europa.eu.intiinformation
.society/oeurope/2005/all.aboutiegovernmentiindex .en.h血

3.2電 子 学習

電 子学習 もeEurope2002ア クシ ョンプラン当時か ら優先政策課 題 の1つ に挙 げ られ た。eEur

ope2002ベ ンチマー ク調査報告書 は、す べての学校 をイ ンターネ ッ トに接続す る とい うeEurop

eの 当初 の 目標 は2002年 までにほぼ達成 され 、接続 の改善 と教 育利用 の拡 大 に注意 を向けな け

れ ばな らな いとした。

このためeEurope2005ア クションプランでは新たに① 「電子学習イニシアチブ」から 竜 子

学習 プログラム」(200406年)へ の移行②電子学習の欧州市場の分析③すべての学生のための

仮想キャンパス④ ブロー ドバン ド接続⑤電子学習のためのグ リッ ド、などの 目標 を設定した。

(1)教 育訓練 と生涯 学習

2000年5月 に発 行 され た戦略ペーパ ー 「明 日の教育 のデザイ ン(DesigningTomorrow'sEduc

ation)」(電 子 学習イニ シアチ ブ)は 、教育訓練へ の新 しいアプ ローチ と、高品質 のマル チ メデ

ィア コンテ ンツサー ビスの継続的 開発 の必要性 を示 して いる。 このイニ シアチブ は、欧州 委員

会 の 「電子学習 アク ションプ ラン」(2001年 一2004年)の もとで実 施 され る政策 と、欧州 の教育

訓練 制度 の近 代化 への戦略 的関連性 に基 づいて選ばれた一連の優 先分野 に焦点を当て る 「電子

学習 プ ログラム」(2004-2006年)に よ って具体化 され る。

(2)ス キルの獲得 とデジタルデバ イ ドの解 消

eEurope2005ア ク ションプ ランで は、すべての欧州市民が、情 報社会へ の参加 に必要 なスキ

ル を身 に付 ける機 会 を与 え られ、幅広 いテ クノロジー とサー ビス を利用 できるよ うにするため 、

デ ジタルデバ イ ドの解 消(e-lnclusion)を その優 先政策 課題の1つ に掲 げて いる。

デジタルデバイ ドの解消は、前述の電子学習プログラムでも主な課題とされ、同プログラム
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のアクションライ ンの1つ 「デジタル リテ ラシーの推進」は、特に、地理的な距離や社会的状

況などによってテクノロジーをあまり利用できない人々を対象に、生涯学習のためのICT利 用

を促進 している。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

e-Learning:http://europa、eu.intiinforrnation.society/eeurope/2005/all.aboutielearningtindeX.en、htm

3.3電 子保健

2㎜ 年5月 に発表された 「EU保 健戦略(EUHealthStrategy)」 は、EUが 、加盟国や他の国

際機関の取 り組みとの重複を避けて真の付加価値を提供できるよう、保健関連の政策を統合 し、

リソースを集中させることを目的 としていた。

この戦略は、その後の保健関連の政策と活動に反映されてきた。2002年 、eEurope2005ア ク

ションプランが電子保健を優先政策課題の1つ に取 り上げ、欧州委員会 と加盟国の双方が実施

すべき政策として、①他のEU加 盟国で治療を受けるための電子保健カー ドを2008年 に導入す

る②2005年 末までにオ ンラインで保健サービスを提供する③病院、研究所、家庭を結ぶ保健情

報ネッ トワークを創設する一一を示 した:

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

e田e曲:http:〃e田opa.eu.inVin品 ㎜tionゴociety/㏄uropピ2005/al1.abOutiehealth/index-en.htm

4.電 子経済

eEurope2005ア クションプランの7つ の優先政策課題のなかで、電子政府、電子学習、デジ

タルデバイ ドの解消、電子保健の4つ は近代的な公共サー ビスを通 じて、すべての欧州市民の

生活を改善することを目標 としていた。これに対し、力強い電子 ビジネス環境を構築するとい

う優先課題への取り組みは、欧州の競争力強化と経済成長 を促進 している。そ して、以上のよ

うな近代的な公共サー ビス、電子 ビジネスの両分野の成長を支えているのが、アクションプラ

ンの残 りの2っ の優先課題、すなわち、セキュリティの確保 とブロー ドバン ドの拡大である。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

lnformationSocietyPoliciesataGlance:http://europa.eu.intiinformation.society/policy/index.en.h血
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4.1ブ ロー ドバ ン ド

ブロー ドバ ン ドの拡大 は公共サービスの提供 と電子 ビジネス環境の構築の両面で不可欠で

あることか ら、eEurope2005ア クションプランでは、「EUに おいて2005年 までに広い範囲でブ

ロー ドバン ドを普及させ、利用する」 という野心的な目標を掲げている。

欧州 委員会 が2003年2月11日 採択 したコ ミュニケ 「電 気通 信:知 識経済へ の道(Electric

Communictions:TheRoadtotheKnowledgeEconomy)」 は、eEurope2005の ブ ロー ドバ ン 門

標 を改 めて強調 し、2005年 末 までにすべての行政機 関が ブロー ドバ ン ド接続 にす る ことと、同

じ く2005年 末 までにすべて のイ ンターネ ッ ト接続の半分 をブ ロー ドバ ン ドにす る ことを要求

して いる。

2004年5月11日 、欧 州委員 会が発表 したコ ミュニケ 「欧州 を高速 回線 で結ぶ:ブ ロー ドバ

ン ド国家戦略(ConnectingEuropeatHighSpeed:NationalBroadbandStrategies」 による と、従

来 か らの加盟 国すべてが包 括的 ブ ロー ドバ ン ド戦 略の策定 を完 了 した。

eEurope2005ア クションプランの 「アップデー ト」(2004年5月 発表、前出)で は、ブロー ド

バン ドについても3つ のアクションが追加 された。第1に 、欧州拡大に伴い、加盟25カ 国が

国家ブロー ドバン ド戦略を策定することが 目指される。第2に 、ブロー ドバ ン ドの提供地域が

拡大するにつれ、人口が小さく市場の牽引力の弱い僻地や農村部にも注意が向けられるなかで、

2004年6月 にデジタルデバイ ドフォーラムが発足 し、必要に応じて対応する戦略を策定 してゆ

く。第3に 、ブロー ドバ ン ドでIPv6の 利点を活用しなければ、革新的サー ビスの応用範囲は著

しく制限されるであろうと考え られることか ら、欧州委員会は、各国のll⊃v6タスクフォースと

共に進捗の調査を行 う。

関連ウェブサイ ト

Broadband:http:/leuropa.eu.intfinformation .society/eeurope/2005/姐.about/broadband/index -en.htm

4.2電 子 ビジネス

電子 ビジネスの概念は、電子商取引(オ ンライン上の売買)の 概念を大きく超えて、企業の

ビジネスプロセスへのICTの 統合をも包含している。こうしたコンテキス トにおいて経営革命

や起業家精神は、技術的な打開策 と同様の重要性を持っている。 このため、eEurope2005ア ク
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ションプランは、「2005年までに欧州で力強い電子 ビジネス環境を整備すること」を目標の1

っに掲げ、欧州の企業、とりわけ中小企業が、新 しいテクノロジーの普及などの構造的変化に

適応できるよう支援 を行って いる。

(1)eBusinessW@tch

2001年 欧州委員会 が開始 した 「デ ジタル化(GoDigital)イ ニ シアチ ブ」に は、EUに お ける

ICTと 電子 ビジネスの利用度 評価 に関 する特 別な アクシ ョンが含 まれ、 この アクシ ョンかち 、

電子 ビジネスに関す る実態調 査 を行 う 「e-BusinessW@tchイ ニ シ アチ ブ」(欧 州委 員会 の企業

総 局[EnterpriseDirectorate-Genera1]が 担 当)が 生 まれた。

2003年 のオンライ ン販売についてe-Businessw@tchは3つ の動向を明 らかにした。第1に 、

オンライ ン販売は数年前に予想された水準には達 していない。2003年 にオンライ ンで販売を行

った企業の70%以 上で、オ ンラインの売上が総売上の10%に 満たない。第2に 、電子調達は1

990年 代末よ り急速に発展した。第3に 、Webに 関連した売上は、一部の小売分野(中 古車な

ど)で 非常に大きな役割を果たしているが、オンライ ン販売に関するほとんどの統計では対象

になっていない。

(2)社 内の電子 プロセ ス と企業 の変革

電子 ビジネスが最 も大 きな影響 を及ぼすの は、社 内の業務 プ ロセス(共 同作業 を行 うため の

文 書共有 な ど)で ある。 だが、社 内の ビジネス プ ラクテ ィス を支援す る、よ り高度 な電子 ビジ

ネスソ リューシ ョン(顧 客 関係 管理[CRM:CustomerRelationshipManagement]ソ フ トウェア

や 知識管 理ツールな ど)は 、 まだ広 く普及す るには至 って いな い。

企業間およびrrシ ステム間で一貫 したや り方で1青報を整理 し、交換する相互運用可能な電子

ビジネスソリューションのための欧州規格を策定することが重要な問題となっている。

(3)法 的枠組み

欧州委員会の報告書(2003年11月21日 付)に よると、2㎜ 年採択された電子商取引指令(2

000/31/EC)の 加盟各国における適用は、EU経 済にとってますます重要になっている。加盟国

がこの欧州指令を国内法化する期限は2002年1月17日 だったが、従来か らの加盟国ではすで

に12カ 国で国内法化が行われ、残 りはフランス、オランダ、ポル トガルの3カ 国となったほ

か、新規加盟国10カ 国中5カ 国がすでに国内法化を終えている。
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電子署名指令(1999/93/EC、2㎜ 年採択)と 著作権に関する欧州指令 、(2001/29/EC、2002年

採択)も 加盟各国で国内法化が進んでお り、電子サービスにおける消費者の信頼性を高めてい

る。特に、後者の著作権に関する欧州指令は、技術的な手法によってデジタルコンテンツの著

作権を保護するデジタル著作権管理(DRM:DigitalRightsManagement)シ ステムの採用を後

押 しするとともに、著作権保護のための業界の 自主的取 り組みと相互運用可能なシステムの確

保を求めている。

以上の欧州指令 に加えて、データ保護指令(2002/58/EC)が 国内法化されれば、電子ビジネ

スに関する法的枠組みが完成する。この欧州指令に関連 し、EUの データ保護当局を集めた独

立諮問機関 「第29条 データ保護作業部会」は2004年2月27日 、スパム対策 として 「欧州指

令2002/58/EC第13条 のもとにおけるマーケティング目的の迷惑通信に関する意見」を採択し

た。

このほか、欧州委 員会 は2004年3月12日 、現 行のSaferIntemetプ ログ ラム に続 くSaferInt

emetPlusプ ログ ラム に関す る提案 を採択 した。 この提案では、4年 間(200508年)に5㎜ 万

ユー ロ(約67億 円、2004年8月2日 為 替 レー ト1ユ ー ロ=134.17円)の 予 算がつ け られ、4

つの アクシ ョンライ ンの1つ 「希望 しな い有害 な コンテ ンツへの対応」 の もとで 、ユーザ ーが

有 害 コンテ ンツ の量 を制限 し、 フィルタ リング技術 の効果 を評価 で きる技 術的手法 に関 して資

金 が提供 される。

(4)電 子 ビジネススキル

企業側 と労働者側のICTス キルのミスマ ッチは縮小されてきているが、完全に解消されたわ

けではない。EUの 複数の政策や活動が、電子ビジネススキル(e-skills)の 向上と知識を基盤に

した社会における社会的資源や人的資源の構築を目標としている。この分野で大きな問題とな

っているのは、欧州において電子ビジネススキルの証明が相互認定されないことである。EU

の競争力評議会(CompedtivenesSCouncil)は2004年3月 、労働者が継続的に学習 し、最新の

スキル を習得するよう促す ことや、生産性向上のため、ビジネスプロセスへのICTの 統合を促

進することの必要性 を改めて強調した。

(5).euド メイ ン

欧州 全域 のウェブサイ トや電子 メール ア ドレス を示すEU独 自の トップ レベル ドメイ ン(TL

D)「.eu」 は、欧州 単一市場 を電子 ビジネスの世界へ と転換す る上 で鍵 を握 る要素 であ る。欧州

委 員会 は2003年5月 、.euド メイ ンの管 理機関 として、ベルギーの非営利機 関 「EURID(EUr
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opeanRegistryforIntemetDomains、 イ ンターネ ッ トドメイ ン名 欧州 レジス トリ)」 を指名 す る

ことを決定 した。.euド メイ ンの実施枠組 み を与 えるEU規 則(EURegulationNo.733/2002)

は、EU内 に居住す る個 人、EU内 に事務所や事業拠 点 を構 え る企業 、あるいはEU内 に設置 さ

れた機関が創 ドメイ ンを登録す る権利 を有す る、 と定 めて いる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Adynamicebusinessenvironment:http:〃europa.eu.intiinformation _society/ecowor/ebusiness/index_en.htm

DigitalRightSManagement:

http:〃europa.eu.㎞Vinfbrmation _s㏄iety/eeurope/2005/alLabout/digitaljghts_mantmdexLen.htm

FightingSpam:http://europa.eu.intiinformation .society/topicSiecomm/highlights/current-spodiglits/spam/index-en.htm

"
.eu":http:/leuropa.eu.int/information _society/topicslecomm/an_about!todays_framework/publi(三resour㏄s/names_addres

ses/eucreation!indexen.htln

4.3中 小企 業

従業員数250人 未満で、他の組織か ら独立した企業 として定義 される中小企業はEUに 約20

00万 社存在する。EUの 全企業の99%を 占め、約6500万 人の雇用 を提供している中小企業は

欧州経済のバ ックボー ンと言えるか もしれない。中小企業は、ICT、 特に電子 ビジネスを活用

することによって、イ ンターネッ ト上で売買を行い、コス ト削減 と生産性の向上を実現 し、変

化をよ り効果的に管理できるようになるなど、さまざまな機会を拡大することができる。EU

では、欧州委員会の企業総局を中心にして、中小企業の電子 ビジネスを支援する取 り組みが実

施されてきた。

2001年3月 、欧州委 員会 は、中小企業 が電子 ビジネスへ の第1歩 を踏み 出せ るよ うにす る こ

とを目的 と して 「中小企 業デ ジタル化支援(HelpingSMEstoGoDigital)」 イ ニ シアチ ブ を開

始 した。 このイニ シアチブの一環 と して、企業総 局は 「デ ジタル化意識向上キ ャ ンペー ン」 を

実施 した。

このキャンペーンの最終報告書 「デジタル化意識向上キャンペーン2001-2003」(2004年2月

発表)は 、中小企業のデジタル化支援が依然として政策課題であることを強調し、将来のアク

ションの方向性 に関連 して、①多 くの中小企業がICTと 電子 ビジネスに対 して懐疑的である②

競争の集中化(オ ークションや比較サイ トの出現)は 売 り手よりも買い手に有利であ り、電子

ビジネスは中小企業にとって必ず しも便益をもた らさない③多くのITソ リューションが高価
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すぎるか、または信頼 されていない一 といった点を指摘 した。

2003年3月27日 発表のコミュニケ 「変化する環境の中で電子 ビジネス政策を適応 させる(A

daptinge-BusinessPoliciesinaChangingEnvironment)」 は、最新 の統計と、将来の政策の数値

目標を含む政策枠組みを提案した。 この枠組みが指摘 したのは、ICTの 利用と電子 ビジネスの

推進を目的とした具体的な中小企業政策 に加えて、中小企業が①特に国際的な取引を対象とし

た安定 した法的 ・規制枠組み②電気通信市場の完全自由化③企業の間接費削減につながる電子

政府サー ビス一一を必要 としていることであった。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Sl>[EsandtheI(汀challenge:

a"thinksmallfirst'approach:http:〃europa.eu.intiinformation .society/ecowor/smeSiindex-en.htm

5.電 気通信産業

2004年2月3日 、 「欧 州 を高 速で繋 ぐ:電 気通信分野 の最近 の発展(Co㎝ ㏄ting'Europeat

HighSpeed:RecentDevelopmentSintheSectorofElectronicCommunications)」 と題 す る報 告

書 が採択 された。 この報告 書で は、EUに おけ るICTの 効 果的利 用 を促進す るため に持続 的な

政 治的コミ ッ トメ ン トが必 要 とされ る ことを強調 し、投資 の障壁 を取 り除 くた めのアク シ ョン

を示 して い る。

5.1電 気通信規制枠組み

欧州委員会は2㎜ 年7月 、電気通信部門の規制枠組みの大規模な改革を目的とした法案パ

ッケージを閣僚理事会 と欧州議会に提出した。18カ月にわたる集中的協議を経て2002年3月 、

①枠組み指令(2002/21/EC)② アクセス相互接続指令(2002/19/EC)③ 認可指令(2002/20EC)

④ユニバーサルサー ビス指令(2002/22/EC)⑤ 無線周波数決定(676/2002/EC)が 採択され、そ

の後、⑥ データ保護指令(2002/58/EC、2002年7月 採択、前出)⑦ 競争指令(2002/77/EC、20

02年9月 採択)が 追加された。これらの法令で構成 される新 しい電気通信規制枠組みは、電気

通信市場における競争を促進 し、国内市場の機能を高め、市場の力によって保証されない基本

的なユーザーの利益を保証することを目的としている。 この枠組みは2003年7月(デ ータ保

護指令は10月)か ら実施が開始 された。

一93一



新 しい電気通信規制枠組みは、通信に不可欠な希少資源の管理 も、その規制対象としている。

とりわけ重要な資源が、あらゆる無線通信に利用される無線周波数であり、規制枠組みの一部

として無線周波数決定が策定されている。ただし、電気通信規制枠組み全体が通信のネットワ

ークとサー ビスに焦点を当てているのに対 し
、無線周波数決定は、携帯電話か らテ レビ放送、

衛星を利用した位置確認システム、科学研究まで、あ りとあらゆる分野を対象としている。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

lnformationSocietyPoliciesataGlance:http:〃europa.eu.intiinforrnation .society/policy/indeLen.htm

Europe'sCommunicationslndustry:http://europa.eu.intiinformation .society/industry/co㎜s/index.en.htm

5.2モ バイ ル通信

(1)GSMか ら3Gへ

欧州で のGSM(GlobalSystemforMobileCommunications)規 格 の成功 は加 盟国間 の纏

一の貝易物 といえるか もしれな い。欧1幅 気 通信規徽 構(ETSI=EuropeanTelecommunicationsSt

andardsInstitute)が 欧州委 員会の支援 を受 けて策定 したGSM規 格は1987年 欧州 全域で採用 さ

れ 、ネ ッ トワーク、ハ ン ドセ ッ ト、サ ー ビスの間 の相 互運 用 を可能 に した。そ の結果 、現在 で

は、世界 の人 口の約6分 の1に あた る10億 人以上 の人々がGSM規 格 の携帯電話 を利用す るよ

うにな って いる。

第2世 代 のGSM規 格 、25世 代 のGPRS(GeneralPacketRadioService)規 格やEDGE(Enh

ancedDataGSMEnvironment)規 格 の後 継 にあたるのが、国際電気通 信連合(ITU)が 策定 し

た 第3世 代 のIMT-2000(lnternationalMobileTelecommunication2000)規 格で ある。第3世 代

(3G)の 規格 は複数 が存 在す るが 、いずれ も音声通話 とモバ イル ブ ロー ドバ ン ドイ ンターネ ッ

トが組 み込 まれて いる。

しかし、その後いくっかの障壁が3Gサ ー ビスの開始を遅らせた。特 に、ライセ ンスがさま

ざまな加盟国に分散 したことで、単一市場 となるはずだった欧州の携帯電話市場は分断された。

さらにライセンスのコス トとインフラの新たな設置は加盟国の電気通信事業者の重い財務的

負担を背負わせ、その状況が世界的な経済低迷によってさらに悪化 した。

こ う し た 状 況 の な か 、2002年6月 発 表 さ れ た 「第3世 代 携 帯 通 信 の 完 全 展 開 に 向 け て(Tow

ardstheFullRollOutofThirdGenerationMobileCommunications)」2002年6月)で は 、3Gの
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展開の資金、技術、規制面での主な課題を分析した結果、市場放任主義を取 り、安定 した規制

環境のなかで消費者中心の市場における競争を促進することが最 も望ましいとの考えを示 し

た。これは、同年7月 に採択 された新 しい電気通信規制枠組み、特に、無線周波数決定(676/

2002/EC、 前出)に も反映されている。

(2)モ バイル通信テクノロジー

欧州委員会は2003年10月 、 「モバイル通信テクノロジープラッ トフォーム」を設立、携帯

電話事業者、機器製造メーカー、コンテンツプロバイダのCEOが 一堂に会 し、業界の優先事

項について合意を目指した。

欧州委員会は2004年6月30日 、コミュニケ 「モバイルブロー ドバ ンドサー ビス」を発表 し、

EU全 域でいつで もどこで もデータにアクセスできるようにし、EUが この分野で主導的地位を

維持する計画を明らかにした。このなかで将来の課題として、サービスをさまざまな機器 にシ

ームレスに提供できるようにし、サー ビスを伝送するテクノロジーやネットワークを相互運用

可能にし、付加価値の高いコンテンツを使ったサービスに十分な知的所有権保護を提供するこ

とが挙げ られている。これ らの課題には、基礎研究と技術革新の促進の両面での研究開発が必

要とされる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

lnformationSocietyPoliciesataGlance:http:〃europa.eu.intiinformation .society/policy/indexエn.h皿

MobileandWirelessCommunications:http:〃 ㊥pa.eu.intiinformation .society/industry/co㎜s/mobile/index.en.htm

6.第6次 フ レーム ワー ク プログ ラム

欧州委員会 の研 究総局(ResearchDirectrate-General)を 中心 として実施 されて いる研 究技術

開発(RTD:ResearchandTec㎞ologicalDevelopment)政 策では、欧 州全 域の大 学、研究機 関 、

企 業、政府組 織な どの研 究実施機 関を結 んで 、欧州研究 圏(ERA:EuropeanResearchArea)を

創設する欧州 レベルの取 り組み に焦点 が 当て られて いる。'

これらの機関の研究を取 りまとめ、財政的に支援するのが、複数年度にわたるフレームワー

クプログラムである。現在実施されている第6次 フレームワークプログラムは200206年 を対

象とし、その予算総額 は175億 ユーロ(約2兆3500億 円)で ある。
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情報社会 を実現す るには情報 社会技術(IST:InformationSocietyTechnologies)の 継続的発展

が求 め られ る ことか ら、第6次 フ レー ム ワー クプ ログ ラムで は、ISTの 研究 に36億 ユー ロ(約

4800億 円)の 予算 が配 分 され 、資金 面で最大 の優先研究分 野 とな ってい る。

ここでは、多岐にわたるIST研 究 のなかか ら、次世代インターネ ットの動向を取 り上げる。

(1)ア ンビエ ン トイ ンテ リジ ェンス

ISTに 関す る研究活 動 は、特 に通 信技術 、組み込み ソフ トウェ アおよびネ ッ トワーク とい っ

た、欧州 の主な得意分野 を さ らに強化 して いるが 、そ こで焦点化 されて いるのは、 コン ピュー

タネ ッ トワー クが 日常 的な環 境 に統合 され、使 い勝手 の良 いイ ンター フェイ スを通 じて多 くの

サ ー ビスやア プ リケー シ ョンにアクセ スで きるよ うにす るテ クノ ロジー を開発 する ことであ

る。 こうした 「アン ビエ ン トイ ンテ リジ ェンス(AmI:Ambientintelligence)」 と‖乎ばれ るビジ

ョンは、すべての人 々のた めの知識社 会へ向 けた将来 の発展の 中心 に、個 々のユ ーザ ーを据 え

る ものである。

Amlの 一例 が、電子 ワー ク(e-Work)、 電子 学習 、電子娯 楽(e-Entertainment)の 中心 とな る

「AmlHome」 で ある。AmIHomeで は、公共 ネ ッ トワー クや 家庭 を非 常 に高 い帯域幅(数 十

メガ ビッ ト毎秒)で 高度 にネ ッ トワー ク化 し、接続す る。家庭 の中では、無線 ネ ッ トワークが

PCだ けでな く、 さまざまな器 具やデ ィスプ レイ、 さ らに、その家庭 の 中に住 む各個 人のパ ー

ソナル エ リアネ ッ トワー クを結ぶ。 また放送 と個人用 の両方の コ ンテ ンツがホー ムサ ーバー に

保存 され 、ネ ッ トワー ク経 由でア クセ スできる。

(2)セ マンティックウェブ

ウェブリソースを機械で読み取 りやす くすることを目的としたセマンティックウェブが登

場 している。セマンティックウェブは、情報のコンテキス ト(意 味=セ マンティクス)を 識別

し、解釈できるようにすることによって、ウェブに構造を与え、 リソースをよ り便利でユーザ

ーフレンドリーに変える
。

現在の第6次 フレームワークプログラムのもとで、この分野の研究は、知識ライフサイクル

を自動化することと、Webリ ソースとサービスの間の意味論的相互運用性 を実現することを目

的として、進化を遂げると同時に、その幅を広げている。 この研究に寄与しているのは、コン

テンツベースのマルチメディア分析、知識表現 と推論、情報/デ ータベース手法、マルチエー

ジェン トフレームワーク、実生活の制約のもとで動作する適応情報システム、機械学習、自然
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言語処理である。

(3)グ リッ ド

ワー一一.ルドワイ ドウ ェブ の 「発祥 の地」 で ある欧州 原子 核共 同研 究機 関(CERN:Conseil

Europ6enpourlaR㏄hercheNucl6aire)で 他 に先駆 けて 「ビッグサイ エ ンス」向けに開発 された

グ リッ ドは、科学的卓越 性 と産業 の競争 力にとって重要な テク ノロジーで あ り、そ の重要性 は、

EUの 第6次 フ レー ム ワー ク プロジェク トで も強調 され て いる。 同 プロジェク トは、 グ リッ ド

の研究 に配分す る予 算 を倍増 し、欧州 の取 り組 みを2つ の分野 に焦点化 した。そ の1つ が 、工

業 デザイ ンか ら環境 モデ リングまで多岐 にわ たる複雑 な問題 を解 くた めのグ リッ ドテ クノ ロ

ジーの構築 であ り、 もう1つ は、欧州がそ の科学的技術 的 リソース を蓄積 してお くのに役立 つ

強 力な研 究イ ンフラ(汎 欧州 ネ ッ トワー ク 「GEANT」 やグ リッ ドイ ンフ ラ 「Grids」な ど)で

ある。

(4)IPv6

1Pv6の 導入を加速化するための欧州委員会のアクションプラン(2002年)は 、政治的なコミ

ッ トメントによって欧州のIPv6研 究 を組織化すること、特に、①スキルベースの開発② 政策ア

プローチの調整③研究の維持継続④規格と標準の実装促進一一 に重点を置いている。 このアク

ションプランは、EUの 情報社会に関する研究活動を通じて設置された 「欧州IPv6タ スクフォ

ース」の取 り組みを拡張するものである
。

関連ウェブサイ ト

Research:h叩:〃e皿opa.eu.㎞ φn品 ㎜tion .society/topics/r臼e田cMndex.en.htm
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IV英 国

1.英 国政府における情報技術政策

1.1経 緯

1996年2月 、英国政府 によ る最初 の包括的な情報技術(rr)政 策で あ る 「情報社会 イニ シア

テ ィブ」が発 表 された。ビジネ ス、保健 医療、教 育、行政等 の分野 をカバー 、5か 年 計画(1996-2000

年)と して開始 した。

そ の後、 「情 報社 会イニ シアティ ブ」 は、2000年9月 に新た に 「UKOnline」 というrr政 策

に置き換わ り、現在ではこの 「UKOnline」 が、英国政府における包括的なrr政 策 と位置付け

られ て いる。.

1998年12月 、白書 「競争の未来:知 識集約型経済の構築」が発表された。政府の課題 を次

のよ うに設定 した。

①2002年 までに英国を電子 トレーディングにとって最適の環境にする。

② 皿 を活用することによって、英国の中小企業をG7の 中でも トップのレベルに引き上げ

る。

1999年3月 、「政府近代化 白書」が発表された。白書は、政府がrr戦 略を確立する予定であ

ることを明らかにした。この戦略のもとに1市 民や企業に電子サービスを提供 し、 「情報時代

に向けた中央/地方地方の協約」を設定する。さらに、データ標準、ディジタル署名、スマー ト

カー ド、ディジタルTV、Webサ イ ト、政府のゲー トウェイとポ一夕ル、企業向けのオンライ

ン ・サービスなど、さまざまなテーマについて枠組みとなる政策とガイ ドライ ンを導入する。

また市民と政府の間の決済についても電子化し、データの保護を図る。ターゲ ットは2008年

に定め られた。

1999年9月 、内閣府 の業務推進 ・刷新 部 門(Perfommanceand■movationUnitintheCabinetOffice)

は 、報告 「e℃ommerce@its.best.uk」 を発表 した。 この報告 には、上 記の 「競争 の未 来:知 鱗

約型経済 の構築」 白書 にお いて設定 され た、電子商取 引に関す る政府 目標達 成 のための戦略 を

明確 に した。

一99一



2000年9月 、 「UKOnline年 次 レ ポ ー ト2㎜ 年 」(第1版)が 、 発 表 さ れ た 。 こ の レポ ー ト

はeMmisterの バ ト リ シ ア ・ヒ ュ ー イ ッ ト(PatriciaHewitt)(2003年1月 現 在 、 貿 易 産 業 大 臣

(TheSecretaryofStateforTradeandlndustry)・eMinister)とeモ …nvoyの ア レ ッ ク ス ・ア ラ ン(Alex

AUan)(当 時)(2003年1月 現 在 、e-Envoyは 、 ア ン ドル ー ・ピ ン ダ ー(AndrewPinder))に よ

っ て 監 修 さ れ 、 政 府 や 産 業 界 の パ ー トナ ー と の 協 力 の も と に作 成 さ れ た 。 本 レ ポ ー トは 英 国 を

オ ン ラ イ ン 化 す る た め の 戦 略 を 詳 細 に 定 め 、 以 下 の5つ の ゴ ー ル を 提 起 して い る 。

5つ のゴール

① 自信に満ちた人々:情 報通信技術へのアクセスに加えて、情報通信技術を使 う上での

信頼、スキル、モチベーションが必要になる。

② ビジネスの成功:経 済の各分野で情報通信技術をビジネスに利用して成功している企

業。

③ 見本としての政府:公 共セクターにおける最先端のテクノロジーの活用。

④ 世界一級の供給センター:.rr、 電子、通信の供給セ ンター。イノベーティブでダイナ

ミックで常に成長していること。

⑤ 近代的な市場:消 費者(企 業や政府 との関係における個人)を 保護 し、企業の競争と

イノベーションを促進する市場の枠組み。

2000年9月 、 「UKOnlineキ ャンペー ン」が発表 され た。3つ のイニ シアテ ィブによって構 成

されている。(1)国民 をオ ンライ ンにつな ぐ(2)企 業 をオ ンライ ンにつな ぐ(3)政 府 をオ ンライ

ンにつな ぐ、で ある。この政策 にお いて、2005年 まで に政府 のサ ー ビス をすべて オ ンライ ン化

す ると目標 を定 めて い る。

2001年11月 、 「UKOnline年 次 レ ポ ー ト2001年 」(第2版)が 、 発 表 さ れ た 。(注:英 国 内

閣 府 のe-Envoy局(OfficeoftheeEnvoy)の サ イ トで は 、 本 年 次 レ ポ ー トは2001年12月 発 表

とあるが、実際のレポー トでは11月 発行 と記述 されている。本資料では実際のレポー トの記述

を優先した)① 市場の近代化、②国民の能力向上、③企業の活性化、④政府のオンライ ン化、

⑤世界的水準のサー ビス提供という5つ の重要課題を取 り上げてお り、下記の3つ の目標を表

明した。

①2002年 までに英国を電子商取引の世界でもっとも整備された安全な環境にする。

②2005年 まで希望者全員がイ ンターネットにアクセスできることを保証する。
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③2005年 までにすべての行政サー ビスが電子的に利用できるようにする。

2002年11月 、 「UKOnline年 次 レポー ト2002年 」(第3版)が 、発表 され、下記 の3つ の

目標 を表 明 した。

① 英国を電子 ビジネスにおける世界のリーダーとして発展させる。

②2005年 までにすべての行政サービスが電子的に利用できるようにし、重要なサービスに

おいては高いレベルでの使用を実現させる。

③2005年 まで希望者全員がイ ンターネッ トにアクセスできることを保証する。

2003年12月 、 「UKOnline年 次 レポー ト2003年 」(第4版)を 発 表す ると ともに、従 来

のeEnvoy局 に代 えて 電子 政府 局(eGovernmentUnit)を 設 置す る考 え を明 らか に した 。

また、本 レポー トの評価 を受 け、e-Envoy局 は2004年3月 、ukonline .gov.ukに 代 わ る英 国

政府 の新 しいオ ン ライ ンサ ー ビスDirect.govを 発 表 した。

表IV-1に 英国政府における主要情報技術政策の経緯を示す。
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表IV-1英 国政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要

1996年2月 情報社会イニシアティブ 英 国政 府 に よ る最 初 の包 括 的な 取 り組 み で あ り、 ビジ ネス 、保 健 医

療 、教 育 、行 政等 の分野 を カバ ー 、5か 年計 画(1996-2000年)と し

て 開始 、5,800万 ユ ー ロの予 算

1998年12月 「競争の未来1知 識集約

型経済の構築白書」

・2002年 まで に英 国 を電 子 トレー デ ィ ン グに と って最 適 の環 境 にす

る。
・rrを 活用 す る こと によ って 、英 国 の 中小企 業 をG7の 中 で も トッ

プの レベ ル に 引き 上 げる。

1999年3月 「政府近代化白書」 市民や企業に電子サービスを提供し、「情報時代に向けた中央/地方

地方の協約」を設定、ターゲットは2008年

1999年9月 e℃o㎜er㏄@its.besしuk 内閣府の業務推進 ・刷新部門による。上記の 「競争の未来」におい

て設定された、電子商取引に関する政府目標達成のための詳細な戦

略

2㎜ 年9月 UKOnline年 次 レポ ー ト

2㎜ 年 第1版

e大 臣のバ トリシア・ヒューイットとe公 使のアレックス ・アランに

よって監修され、政府や産業界のパートナーとの協力のもとに作成

5つ のゴール
・人々の自信:情 報通信技術へのアクセスに加えて、情報通信技術

を使ううえでの信頼、スキル、モチベーションが必要になる。
・ビジネスとしての成功1経 済の各分野で情報通信技術をビジネス

に利用して成功している企業
・見本としての政府1公 共セクターにおける最先端のテクノロジー

の活用
・世界一級の供給センター 二rr、電子、通信の供給センター。イノ

ベーティブでダイナミックで常に成長していること
・近代化された市場:消 費者(企 業や政府との関係における個人)

を保護し、企業の競争とイノベーションを促進する市場の枠組み

2㎜ 年9月 UKOnlineキ ャ ン ペ ー ン 3つ の イ ニ シア テ ィブ

・国 民 をオ ンライ ン につな ぐ:家 庭 や 職 場 か ら誰 もが ア クセ スで き

るオ ン ライ ン ・トレー ニ ング コー ス.「1eamdirect」 を設 置

・企 業 をオ ン ライ ン につ な ぐ:面 談 や オ ン ライ ン、 あ る い は電話 に

よ る専 門家 の ア ドバ イス を提 供 す る こ と によ り、 企 業 が新 しい テ ク

ノ ロジ ー を活用 す る のを助 ける。2㎜ 年 に1,650万 ユ ー ロ、そ の後2

年間 に2,490万 ユ ー ロを支 出(旧 名称:theInfbmationSocietylnitiative)
・政 府 をオ ンライ ンにつ な ぐ:2005年 まで に政府 のサ ー ビス をす べ

て オ ン ライ ン化 。 今 後3年 間 に17億 ユ ー ロの予 算

2001年11月 UKOnline年 次 レポ ー ト

2001年 第2版

市場の近代化、国民の能力向上、企業の活性化、政府のオンライン

化、世界的水準のサービス提供という5つ の重要課題。3つの目標を

表明

2002年11月 UKOnline年 次 レポー ト

2002年 第3版

3つ の 目標 を表 明。(① 電子 ビジ ネ ス 、② オ ン ライ ン行 政サ ー ビス 、

③ 国 民の イ ンタ ー ネ ッ ト ・ア クセ ス に関 す る 目標)

2003年12月 UKOnline年 次 レポー ト

2003年 第4版

ICTを 活用してサービス提供を変革し、公共部門全体の運営効率を

改善することを将来の課題として特定し、こうした変革を支える5
つの原則を提示

2004年3月 Dir㏄t.gov ukonline.gov.ukに 代 わ る 英 国 政 府 の 新 し い オ ン ラ イ ンサ ー ビ ス

玩ect9・vを 発 表

Source:英 国政 府等 発表 資 料か ら作 成
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1.2行 政機構

トニ ー ・プ レア 首 相

PrimeMinisterTonyBlair 、

'

財 務 省

HMTreasury

一

海外開発省－
DepartmentforInternationalDeveloP皿ent

内 務 省

HomeOffice

貿易産業省－
DepartlnentofTradeandIndustry

運 輸 省

DepartmentforTransport

環 境 食 糧 農 村 地 域 省－D
epartmentforEnvironment,FoodandRuralAffairs

教 育 技 能 省

DepartmentforEducation&Skills

文化 メデ ィアスポーツ省－
DepartmentforCulture,MediaandSport

保 健 省

DepartmentofHealth

労働年金省－
DepartmentforWorkandPensions

国 防 省

MinistryofDefence

憲法問題省－
DepartmentforConstitunonalAffairs

外 務 省

ForeignandCo㎜onwealthOlfice

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

GuidetoGovernment:hロp:〃www.number-10.gov.uk/Outputipage30.asp

図IV-1英 国の行政機構
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図IV-2 貿易産業省の組織
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2.UKOnline年 次 レ ポ ー ト

英国政府 は2000年9月 、新 しい経済革命 にお ける英 国の世界的優位 を確 立 しよ うとす る包

括的情報技術 政策 プログ ラム 「UKOnline」 を発表 し、以来 、英 国の市民、企業 、政府 に情 報通

信技術(ICT:InformationCommunicationTechnology)が もた らす利益 を拡大す る取 り組 みを続 け

て きた。ここでは、2003年12月15日 発行 の 「2003年UKOnline年 次 レポー ト(2003UKOnhne

AnnualReport)」 に即 して、2003年 末 まで の進捗状況 につ いて概 要を説明す る。

2.1全 市 民のイ ンターネ ッ トアクセス

ブ レア首相がテクノロジーのもたらす新たな機会の最大化 という目標を掲げ、e-Envoyを 任

命した1999年 当時、英国の電子経済はまだ未成熟な状態にあった。

しか し、電気通 信市場 の規 制緩 和 と定額制相互接続サ ー ビス(HRIACO:FlatRatelnternet

AccessCallOrigination)の 導入 が、電気通信事業者 間の競争 を刺激 し、ア クセス価格 の低下 を

もた らした結果 、2003年 には、英国 の家庭 の48%が イ ンター ネ ッ トに接続 で きるよ うにな っ

た。

英国のブロー ドバン ド市場は、急速に拡大 しつつある。2000年 には5万 人以下だった英国の

ブロー ドバン ド加入数は、2003年11月 末には300万 を突破 した。2003年 の調査 によれば イ

ンターネッ トに接続する家庭の18%が ブロー ドバン ドを使用し、 この数字は前年度か ら11ポ

イ ント上昇している。

もちろん英国政府は、市場の力やテクノロジーの多様化だけに頼ってきたわけではない。ブ

レア首相は2000年 、「2005年 までに希望者全員にイ ンターネッ トアクセスを提供する」という

目標を設定 し、すべての市民にデジタル時代の機会を提供する政府の取 り組み を打ち出した。

英 国政府 は、地域社 会 を拠 点 にしたイ ンター ネ ッ トアクセス を提 供す るた め、早 くか ら大規

模 な投資 を行 って きた。小売店 、コミュニティセ ンターか ら、学校、大学、公立図書館 まで6㎜

カ所以上 にUKOnlineセ ンター を設置 し、維持 するため、1999年 か ら2003年 にかけて総額4

億 ポ ン ド以 上(約790億 円、以下2004年7月1日 為替 レー ト、1ポ ン ド=約196.4円 に基 づ く)

が投資 され た。
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2.2電 子 ビジネス

(1)ブ ロー ドバ ンド市場の創設へ

英国では、ICTを 活用して企業の生産性と競争力を高めることが重要な課題 とされてきた。

従来型の ビジネスを変革する可能性を持つICTの1つ が、ブロー ドバ ンドである。ブロー ドバ

ンドの重要性は、英国政府が設定 した、 「2005年度までに先進7カ 国(G7)で 最も広範で競争

力あるブロー ドバ ンド市場を創設する」という目標に反映されている。

ブロー ドバ ン ド市場 は、1999年 のUKOnlineプ ログラム発足以来 、飛躍 的な成長 を遂 げ、2001

年10月 にはわず か18万 人にす ぎなか ったブ ロー ドバ ン ド加入 数は、2003年11月 末 まで に300

万 の大台 を突破 した。

ブロー ドバ ンドネットワークの導入を加速化するために助成金を出すよう提唱 している国

もあるが、英国政府はこれまで一貫 して競争を促進する戦略を取ってきた。2001年 か ら2003

年にかけてブロー ドバ ンドの卸売価格が下落すると、規制緩和 と業界のコス ト削減によ り、小

売市場に参入す る企業の数が増加 し、競争力ある価格でサービス提供が行われるようになった。

かつて世界で最 も高価だった英国のブロー ドバン ド価格は、今や世界で最 も低い水準まで低下

し、ブロー ドバンドとナローバ ンドの価格格差も縮小を続けている。

しか しながら、農村地域における商業的に存立可能なブロー ドバ ンドソリューションに関し

ては、まだ課題が残されている。このため貿易産業省のスティーブン ・ティムズ電子商取引担

当大臣は2003年11月 、2005年 末 までに英国のあらゆる地域でブロー ドバン ドが利用できるよ

うにする考えを明 らかにした。この実現 に向けて政府では、新技術、公共部門のブロー ドバ ン

ド需要の集約、地域間の協力という3つ の要素が重要であると見て いる。

(2)労 働者のICTス キル 向上

企業 の生産性や競争 力の向上の観点 か ら、 ブ ロー ドバ ン ド市場 の拡 大 と並 んで近年重視 され

て きたのが、企業で働 く人々のスキ ルの向上 である。2002年 のe－サ ミッ トで ブ レア首相 は、生

産 的で競争 力ある、テ クノ ロジーの世 界的 リーダー とな るとい うビジ ョンを実 現す るため、英

国のスキル基盤 を改善す る ことが重 要で ある と強調 した。2001年2月 に発行 された ホ ワイ トペ

ーパー 「変化す る世界 における全て の人 々のための機会(Oppo血nityForAUinaWorldof

Change)」 で、英国 を 「ICTス キル 提供で 世界第1位 の国にす る」 とい う目標 を設 定 した。
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(3)企 業活動を支える規制戦略

ICTを 活用 した企業の活動を、いわば側面か ら支えてきたのが、英国政府 による規制枠組み

や法的枠組みの整備である。

英国の規制戦略は、イ ンターネットを利用した ビジネスとオンライン行政サー ビスに対する

障壁 を取 り除くこと、また、ネットを信頼して安全に使用できるようにし、よ り高度な取引や

活動 に参加できるようにすることを目指している。

電気 通信部 門や放送部 門で は、そ のダイナ ミックで一 点集 中的な性質 によ り、規制 へのよ り

集 中的なア プ ローチが必要 とされて いた ことか ら、2002年 、通信 局(OFCOM:Offlceof

Communications)が 通信 局法}こよって 設置 され、2003年12月 同局は、電気通 信業界 の5つ の

規 制機 関の権 限を引 き継 いだ。

国境を超えた電子商取引が規制のパラダイムそのものを揺るがすなかで、国際的パー トナー

との協力はこれまで以上に重視されるようになっている。そうした共 同作業の初期の例は、

2000年6月 、 「EU電 子商取 引指令」が採択 され、欧州におけるオンラインサー ビスの新 しい規

制枠組みが確立されたことである。英国で2002年 発効 した同指令は、加盟国の企業がオンラ

イ ンで取引を行 う場を創設することに貢献し、技術革新と競争を促進 した。

国際的ア プ ローチが他 の どの分野 よ りも求め られて いるのが知的所有権 で ある。英国 で2002

年12月 に実施 された 「情 報社会 にお ける著作権法 に関するEC指 令」 は、EUと そ の加 盟 国が

「1996年 世 界知 的所 有権 機構(WIPO:orldIntellectualPropertyOrganiZation)条 約」 を批 准す る

道 を開いた。2003年10月 に発効 した英国の新規則 は、 「1988年 著 作権意 匠特許 法」 を このEC

指令 に沿 う形で拡 張 して いる。

オンラインの世界の規制に関して最も難 しい課題の1つ は、個人のプライバシー権 と電子商

取 引の推進、あるいは、犯罪か らの一般市民の保護 との間のバランスをどのように取るか、と

い'う問題である。2003年9月 、内務大臣は、RIPAの もとで通信データへのアクセスを規制す

る新 しい命令を議会に提出 した。新 しい措置では、公的機関の職員の中で通信データにアクセ

スできる者、および、利用できる情報の種類を制限することによって、プライバシーが保護 さ

れる。

プライバ シー保護 に関するもう1つ の動きは、貿易産業省が2003年9月 、「プラバ シーおよ
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び電気通信 に関するEU指 令」を実施するための規則 を議会に提出したことである。 このEU

指令では、企業がcookieな どの追跡技術 を用いるときに、ユーザーにそのことを知 らせ、拒否

する機会を与えなければな らない。重要なのは、企業が未承諾の電子メールやショー トメッセ

ージサービス(SMS)の テキス トメッセージを民間の個人に送信する多 くの場合に事前の同意

が必要となることで、電子メールの全 トラフィックの5割 を占めると言われる迷惑メール(ス

パム)の 撲滅に役立っ。

(4)電 子商取引か ら電子 ビジネスへ

電子商取引の世界では、1998年 にブ レア首相が英国を 「世界で最も電子商取引に適 した国に

する」計画を発表 して以降、大きな進展があり、2002年11月 のe－サミットでブレア首相は、

国際電子経済ベンチマーク調査で英国が電子商取引に適 した国として世界第2位 に位置付けら

れたと発表 した。

イ ンターネ ッ トを利用 した ビジネス は、1990年 代末 の急速 な成 長 を経て、よ り成 熟 した業界

を生み 出 しつつ ある。そ のなかで英 国の企 業 は、ICTを 活用 して 、企業そ の ものを変 革 して い

くこと、すなわ ち、効率性 、生産 性 を高 め、顧客 やパー トナー とのイ ンタ ラクシ ョンを根本 的

に変化 させ る ことが求 め られて いる。英 国政府 は、こうした変革 を 「電子 商取 引(e℃ommerce)」

か ら 「電子 ビジネス(ebusiness)」 への移行 として位置付 け、 「2002年UKOnline年 次 レポー ト」

では、英国 を 「電子 ビジネス にお ける世界 の リーダー」 にす ることを目標 の1つ に掲 げた。

英国政府 は2000年 、企業、特 に中小企業 によ るICTの ビジネス活 用を変 革す るための貿 易産

業省主導 のイニ シアチ ブUKonlineforbusinessを 開始 した。

2.3電 子 行政サー ビス

(1)主 要サー ビスへ の焦点化

1999年 当時英国では、ほんの一握 りの行 政サ ー ビス しか オ ンライ ンで提供 されて いな か った。

同年3月 ブ レア首相 は、 「政府近代化(ModemisingGovernment)白 書」 を発表 し、サー ビス提

供者の都合で はな く、市民のニー ズに基づ く公共サー ビスの未来 につ いて ビジ ョンを定 め、電

子化(e-Enablement)を この ビジ ョンの一部 に組 み込んだ。 ホワイ トペーパー は、2008年 末 ま

で にすべて の行 政サー ビス をオ ンライ ンで提 供す る とい う目標 を掲 げ、1999年9月 のeEnvoy

局設置 の土 台 とな った。
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2002年9月 、電 子サ ー ビス の提供 に関 して 「主 要サー ビス を2005年 まで に完 全 に電 子化 し、

高 い利用率 を実現す る」とい う新たな 目標 を設定 した 。この 目標 の実現 に向 けて加速す るため、

eEnvoy局 が罐 ・運 営 にあた る省庁 間の電 子政府提供 プログ ラム(e-GDP:eGovernment

DeliveryProgramme)が 創 設 された。e-GDPは 、次 の3っ の作業 を軸 とした戦略 的 アプ ローチ を

採 用 して いる。

・ オ ンライ ンでサー ビス を提供す るための能 力を構 築する
。

・ サ ー ビスを市民 のニ ーズ に基づ いて焦点化す る ことによ って
、サ ー ビス の利用率 を 引き上

げる。

・ 投 資 に見合 った価 値 を最適化す るため、サー ビス に関係 す る共通 の構 成要 素 を構 築す る。

(2)利 用率の改善

新 しい政府 目標の中で特に難 しい部分は、後半の高い利用率の実現である。現在、電子行政

サー ビスの全般的な利用率は依然として低い水準にとどまってお り、オンライ ンで政府省庁と

や りとりしたことがあると答えたのは、インターネッ トユーザーのわずか8%に しかすぎない。

低利用率の主な要因として考え られるのは、電子行政サービスが省庁側の考えで一方的に構築

される傾向があり、サー ビスの利用者に焦点が当て られていないことである。

英国政府 は、政府と、公共、民間、ボランタ リー部門の仲介機関が協力し、利用者のニーズ

をよ り満足する電子行政サービスを提供することを目標 としてお り、e-Envoy局 は2003年5月 、

仲介機関の参加の原則 と、 この政策を前進させるための支援を示 した政策枠組み草案を発表 し

た。

(3)信 頼性の構築

電子行政サービスはまた、それを使 う人々の信頼を得る必要がある。そのために取 られてい

る1つ の方法が、プライバシーとデータの共有に関するものである。大法官省(現 憲法問題省)

が この分野を担当し、次のよ うな進展があった。

・ 会合を開き、問題点と解決策 を検討するため、省庁間の≠一タ共有担当者グループ(DSPG:

DataSha血gPractitionerGroup)を 設置 した。

'・ 公共 サー ビス信 頼憲章(PublicServiceTrustCharter)に 関 して2回 の諮 問 を行 い、個 人デー

タ の処 理 にお いて一般市 民が公共部 門に期待す る水準 を明確 に示 した 。

電子行政サー ビスが信頼を得るもう1つ の方法は、電子政府の信頼ポ リシーに関するもので

ある。eEnvoy局 の信頼プログラムは、信頼の確保が、コス ト効果の高い行政サー ビスの提供
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や利用の障壁とならないようにするた め、ポ リシー と実施プログラムを採用 している。

(4)地 方政府 の電子 化

電子行政サ ー ビスの提供 では、地方 自治体が果 たす 役割 も大 き い。このた め、eEnvoy局 は、

副首相府(ODPM:OfficeoftheDeputyPrimeMinister)が 資 金提供す る地 方電子 政府 プログ ラム

(localegov)へ の支援 を行 っている。 このプ ログラムは、2002年11月ODPMが 発行 した 「地

旙 子 政府 に関す る国 家戦略(NationalStrategyforLocale-Government)」 のなかで定 め られ た。

localegovプ ログラムでは、2004年12月 まで に地方 自治体 に製品 、手 引 き、規格 、利用戦略 を

提供す る ことを目的 とした いくつか の国家 プ ロジ ェク トを策定 した。 これ らの プロジェク トは、

2005年 まで のサー ビス オ ンライ ン化 に向 けて地方 自治体 が前進す るの を支援す る。地方 自治体

の大多数 は、 この 目標 を完全 に達成 す る と予 想 され 、一部の 自治体 で はす で にすべて のサ ー ビ

スがオ ンライ ン化 されて いる。

(5)電 子化の効率の改善 、

行政サービスの電子化でもう1つ の大きな課題 となってきたのが、電子化の効率 を高めるこ

とである。各省庁のシステムが互換1生を欠き、統合されていないという問題点に対応するため、

e三Envoy局が発行する枠組みと指針は、ウェブサイ ト設計、認証、セキュリティな どの分野の

アプローチに一貫性をもたせてきた。

(6)電 子民主主義

最後 に、市民 の政治参加 にICTを 利用 する試み も広が りをみせて いる。2002年 英 国政府 は、

政策ペーパー 「民主主義 のため に(lntheServiceofDemoCracy)」 を発行 し、電子 民主主義 に関

す る初の政策的考 え を定 め、一般の意見 を求めた。電 子民主 主義政策 は、一般市民 と国家の 間

のコミュニケー シ ョンを電子 的に行 うことによって 、民主 主義 のプ ロセ スへ の参 加 を促進 し、

拡大 し、深める ことを 目的 と して いる。電子 民主主 義政策 は また、電子投票(e-voting)と 電子

住 民参加(e-participation)の2つ の異 なるが互 いに関連す る系統 に分類 され る。

電子投票では、選挙プロセスの近代化に取 り組み、2006年 以降の総選挙で、電子的に投票 を

行 うことを目指している。現在は、地方選挙で試験的プログラムを進めている段階である。

電子住民参加は、まだ揺藍期にあるものの、中央政府全体にわたる、いくつかの革新的事例

が実施されている。2002年 には、遺伝子組換食品、年金、EUの 未来について電子的に議論が

行われ、人々が情報をオンラインで得 られるようになった。
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3.政 府 の 業 務 変 革

3.1Direct.gov

(1)利 用者 中心 の電子行 政サー ビス

「2003年UKOnline年 次 レポー ト」は、電子 行政サー ビスの利 用率 を引き上 げるため に、サ

ー ビス利用者 のニー ズに基 づ いて
、 よ りユ ーザー フ レン ドリー なサー ビス を提 供す るこ とに焦

点 を当て る必 要が あると指 摘 して いる。

同レポー トによると、政府のオンライ ンサービスは、gov.ukというドメイン名の3000以 上の

Webサ イ トと900の 中央政府サイ トに分散 しているが、行政サー ビスの利用者 の好みを調査し

た結果、明確なブランディングと大々的プロモーションが行われるただ1カ 所での行政サービ

ス提供を求めていることが判明した。

電子行 政サー ビスの統合 化 の試 み として はす で に、英 国政府 のすべ ての情報 とサー ビスへ の

アクセス を提供す るポータルサイ トukonline.gov.ukが2000年9月 に立 ち上 げ られ、月間ペー ジ

ビュー300万 ペ ージ とい う実績 を上げて いる。 しか しなが ら、 このサイ トも、迷路 のよ うな政

府 系Webサ イ トをナ ビゲー トす る中心 的道標 とはな り得ても、サー ビス利 用者 に とっては、単

一 の行 政サ ー ビス提供ポイ ン トや統合化 されたサー ビス と呼ぶ には程遠 い もの だった、 と

「2003年UKOnline年 次 レポー ト」 は評価 して いる。

(2)ukonline.gov.ukか らDirect.govへ

「2003年UKOnline年 次 レポー ト」 の評価 を受けてeEnvoy局 は2004年3月1日 、

ukonline.gov.ukに 代わ る英国 政府 の新 しいオ ンライ ンサー ビスDir㏄tgovを 発表 した。このサ ー

ビスで は、多 くの政府省庁 の 「青報が1カ 所 に集 約 され ているため、利用者 が各 省庁 のサイ トを

検 索す る必 要がな い。 また、省庁別で はな く、学習 、健康、地域情 報 、旅行 な どの トピック別

に整理 され た政府情報 を提供 し、ユーザ ーが 自分 に関係 した情報 を見つ けやす くして いる。 コ

ンテ ンツは 、自動車 の運 転者、児童保護者 、障害者、介護者、国外居住 者 、50歳 以 上の高齢者

な ど、明確 に特定 された グルー プを対象 として いる。た とえば障害 児 を抱 え る保護 者が地域 の

普通校 に子供 を通 学 させ る場合 、 これ まで な ら、教育技能省や労働 年金省 のサイ トを個別 に訪

問 しな ければな らなかったが、Dicret.govな ら1カ 所で 、受け られ る支援 の種 類や レベルまで調

べ る ことがで きるよ うになる。

2∞4年3月 、100人 の イ ン タ ー ネ ッ トユ ー ザ ー にDirect.govとukonline.gov.ukの 両 方 を 使 用
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して一連 のタス クを遂行後 、評価 して もらう実験 を行 った ところ、8割 のユ ーザ ーがDicrect.gov

がUKOnlineよ りも優れ てい ると回答 した。さ らにeEnvoy局 は2004年4月28日 、D辻㏄tgov

がSky、Telewest、NrLを 通 じてデ ジタルテ レ ビ(DTV)ユ ーザー にもサ ー ビス を提供す る と

発表 した。これ によ り、1㎜ 万世帯近 くがDTV経 由で サー ビス を利 用でき るよ うになる。2004

年7月 現在 、ukonline.gov.ukの コ ンテ ンツはすべ てdirect.govに 移行 され ている。

「2003年UKOnline年 次 レポー ト」は、電子行 政サー ビス の利 用率を引き上 げるために、サ

ー ビス利 用者のニー ズ に基づ いて、よ りユーザー フレン ドリーなサー ビスを提 供す るこ とに焦

点 を当てる必要が あ ると指摘 してい る。

e-Envoy局 は2004年3月1日 、ukonline.gov.ukに 代わ る英国政府 の新 しいオ ンライ ンサ ー ビ

スDirect.govを 発表 した。 このサー ビスでは、多 くの政府省庁 の情報が1カ 所 に集 約 されて い

るため、利用者 が各省庁 のサイ トを検索す る必 要が ない。また、省庁別ではな く、学習 、健康 、

地域情報 、旅行 な どの トピック別 に整理された政府情 報 を提供 し、ユーザーが 自分 に関係 した

情報を見 つけやす くして いる。

3.2電 子政府局

(1)将 来の課題

すでに述べたように英国政府は、市民のイ ンターネ ットアクセス、電子 ビジネス環境の整備

の両分野において、eEnvoy局 を中心 として政治的リーダーシップを発揮し、大きな成果を上

げてきた。今やICTの 可能性 について政府全体に理解が浸透 し、各省庁は引き続き、英国の電

子経済全般にわたって発展を推 し進めてゆくものと考え られる。このような理由か ら 「2003年

UKOnline年 次 レポー ト」では、ICTを 活用してサービス提供を変革 し、公共部門全体の運営

効率を改善する ことを将来の課題 として特定し、こうした変革を支える原則として次の5っ を

示している。

・ 利用者を中心としたサー ビスの構築

・Webベ ースのサービス提供への移行

・ サービス提供のコス ト削減

・ テクノロジーを利用することで、サー ビス提供の前線 にいる人々が 自由に活動できるよう

にする。

・ これまでより多くのバックオフィス機能を自動化 し、統合する。
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(2)e-Envoy局 か ら電子 政府 局へ

上記 の課 題や原 則 に沿 って英国政府 は、そ の中枢部 か らの支援 を、政府 本体 の業 務変革 に焦

点化 してい る。そ の第一歩 と して 内閣府は、 「2003年UKOnline年 次 レポー ト」を発表 した2003

年12月15日 、従 来 のeEnvoy局 にlkえ て電子 政府局(eGovernmentUnit)を 設置す る考 えを

明 らか に し、そ の責任者(Headofe-Government)と してイア ン ・ワッ トモ ア氏 の名前 を挙 げた。

電 子政府局 の責任 者 は、内閣府内 に置かれ、内閣次官(CabinetS㏄retary)と 内閣府大 臣(Minister

fortheCabinetOffice)の 指揮 下 に入る。

ワッ トモア氏は2004年5月25日 、電子政府局の責任者に正式に任命された。電子政府局の

具体的担当分野は次の通 りである。

・ 戦略:サ ー ビス提供 と行政効率に関する政府 目標を実現するため
、政府内のICTに 関する

方針や計画を策定 し、実施に関するプログラム管理を行 う。

・ アーキテクチャ:中 央政府におけるICTに 関して方針
、設計、規格、統治、助言、指導を

提供 し、政府規模 のイ ンフラやサービスを外部委託 し、異なるレベルの政府(EU、 分離地

域の政府、地方自治体など)と のシステム統合の問題に取 り組む。

・ 技術革新:ICTに よって生まれる効率改善の革新的機会について政府機関に助言する
。

・rr関 連財務:政 府調達庁(OGC:OfficeofGovernmentCommerce)と 協力 して政府における

主要なrrプ ロジェク トを監視 し、主な投資決定について助言する。

・rr関 連人事:政 府におけるrr関 連職を統括 し
、専門家育成を主導する。

・'プ ロジェク ト:閣 僚、首相府、内閣府、大蔵省を支援するのに必要な特別政策 ・戦略研究

を実施する。

・ 調査:テ クノロジーに関する動向
、機会、脅威、 リスクを特定す る。

・ セキュリティ:政 府のrrセ キュリティ方針
、規格、監視 と保証、国家的インフラの緊急時

対応を監督する(従 来eモnvoyが 担当していた情報保証[lnformationAssurance]の 中心的

スポンサーの役割)。

・ サプライや管理:OGCと 協力 して、戦略的サプライヤとの関係を管理し、サプライや分析

を実施する。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

e-GovernmentUnit:http:〃e・government.cabinetof6ce.gov.uk/Homepage/fS/en

Directgov:http:〃www.clirect.gov.uk1Homepage/fs/en

2003UKonlineannualreport:

http:〃e君overnment.cabinetoffice.gov.uk/MediaCentre/NewOnSiteArticle/Wen?CONTENT
_D=4006060&chk=rlWVHj
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4.貿 易産業省の情報技術政策

貿易産業省は、e-Envoy局 の指導のもと、教育技能省、文化メディアスポーツ省、内務省な

どとともに情報通信政策の実施にあたってきた。 ここでは各種 目標 と予算配分の側面か ら貿易

産業省の情報通信政策について説明する。

(1)戦 略 目標 と優先分 野

ブレア首 相 は1998年 、2年 ごとに歳 出見 直 しを行 う予算制度 を導入 し、包括 的歳 出見直 し

(CSR:ComprehensiveSpendingReview)を 発 表 した。 このなかで1999-2002年 を対象 に した貿

易産業省 初 の公共 サー ビス協定(PSA)目 標 が設定 され た。2002年 歳 出見 直 し(2002Spending

Review)でPSA目 標は、2003年4月1日 一一2006年3月31日 を対 象期間 と して更新 ・追加 が行

わ れた。

2003年4月 には、PSA目 標 に基づ き、 「200306年 貿 易産 業省事業計画(DTIBusinessPlan

2003-2006)」 が 発行 された。以来 、貿易産 業省 は、 「すべて の人々のため の繁 栄」 とい う ビジ ョ

ンをいか に して実現す るか、 につ いて 詳細な事 業計画 を策 定 して きた。

貿易産 業省 は2003年9月 、 「貿易産 業省戦 略'(DTIStrategy)」 を発行 した。 これ は次 の戦略

目標を達 成す るための活動 を定 めて い る。

・ ビジネス の支援

・ 科 学 と技術 革新の推進

・ 公 正 な市 場の確保

「貿易産業省戦略」はまた、これ らの戦略 目標の達成と生産性の向上に最 も大きく貢献する次

の優先分野を定めている。

・ 知識の移転

・ 職場 における潜在力の最大化

・ 競争的市場の拡大

・ 地域経済の強化

・ よ り緊密な協力体制の形成

2004年3月 には、 「貿 易産業省戦略」の実施方法 を示す 「200407年 貿易 産業省事 業計画(DTI

BusinessPlan2CK)4・-2007)」 が発行 され た。 「貿 易産業省戦 略」とこの事業 計画 は併せて 、PSA目
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標を実現するための枠組みを提供 している。

「2004-07年貿易産業省事業計画」によると、貿易産業省は2004-05年 度、比較的重要性が低

い事業を縮小 し、すべての分野で効率性を高めた り、人員削減やコンサルタン ト費用の抑制な

どを行った りする一方で、知識の移転を含む、いくつかの優先分野へ、これまでよ り多 くの リ

ソースを配分 した。200405年 度の貿易産業省のプログラム支出総額44億2200万 ポン ド(約

8685億 円)の うち、前年度か ら約2億5㎜ 万ポン ド(約491億 円)増 額された 「科学と技術

革新」が612%を 占めている。

(2)ICT関 連 政策

2004年4月 には、2003-06年 の貿易産業省 の歳 出計画(ExpenditurePlan)を 示す 「2004年 貿

易産 業省報告(DTIDepartmentalReport2004)」 が発行 された。 同報告 では、2004-05年 度 の12

の事 業 目標 を定めて いるが、その うち特 に3つ め 目標 でICTに 関連 した政策 を取 り上 げてい る。

第1の 目標 は、 「ビジネス業績 を向上 させ 、国内外で競 争力を高め る」 とい う目標で ある。

2004-05年 度は この 目標 に2億2260万 ポ ン ド(約437億2㎜ 万 円)が 配分 され る。

この 目標の実現 にむけて貿 易産業 省 は これ まで、企業の電子 ビジネスへ の移行 を支援す るポ

ータル サイ トUKonlineforbusinessを 立 ち上 げた ほか、 ブロー ドバ ン ド、モバイル 通信、 デ ジ

タル分野 で も政策 を実施 して いる。

2004-05年 度 、貿易産業 省は、英 国企 業の国 内外 の市場におけ る一 層効 果的な競 争を支 える

通 信イ ンフ ラを整備す るため、 「ブ ロー ドバ ン ドブ リテ ィッシュ行動 計画(BroadbandBritish

ActionPlan)」 を実施 し、2005年 まで にG7で 最 も広 範で競争力あ るブ ロー ドバ ン ド市 場の実現

を 目指す。

アナ ログテ レビか らデ ジタルテ レビへ の移行 は、 まだ正式 には決定 して いな いものの、間違

いな く実施 され る と見 られ てお り、 問題 は移行 時期 に絞 られて きて いる。貿 易産 業省 はすで に

「デ ジタルテ レビ行 動計画(DigitalTelevisionActionPlan)」 を開始 し、放送業 者や メー カー と

デ ジタル化 につ いて 協議 を行 ってい る。2004-05年 度は、デ ジタル 化 に向 けて、 この行動 計画

を推 し進 め、少な くと も、現 在アナ ログテ レビに割 り当て られ て いるll2MHz周 波数帯 を解 放

す る。
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第2の 目標は、「英国の技術革新の成果を改善 し、科学技術のビジネス活用を加速化するた

めに効果的な知識移転を促進する」 という目標である。200405年 度は、この目標 に3億4120

万ポンド(約670億1㎜ 万円)が 配分される。、

この目標の実現に向けて2003年7月 にはマイクロナノテクノロジー(MNT)プ ログラムが

発表された。 これに投入される6年 間で9㎜ 万ポ ンド(176億8㎜ 万円)と いう資金は、業

界がMNTの 商業的機会を活用するのに役立つ。この資金は、MNr施 設の新しいネットワーク

(4000万 ポン ド[約78億6000万 円])と 共同研究開発(5㎜ 万ポン ド[約98億2000万 円])

の2つ の要素に分かれている。 ・

第3の 目標は、 「英国の科学技術の国際的成果 と政府と社会によるその利用を改善する」 と

いう目標であり、200405年 度は27億430万 ポンド(約5311億 円)が 配分される。

この 目標 の もとで貿易産業 省は、そ の科 学技 術 局(OST:OfficeofScienceandTechnology)を

通 じて、政府 の最 高科学顧 問(ChiefScientificAdvisor)を 補佐 し、優れた科学が 政府 省庁 によ

って効果 的に利用 され るよ うにす る とともに、EUの 科 学技術活動 への英国 の参加 、よ り一般

的 には、2国 間お よびネ ッ トワーク協定 を通 じた国外 における英国 の科学技 術活動 を推進 して

いる。OSTは 現在、毎年約25億 ポ ン ド(約4900億 円)を 科学 技術研究 に投 じて お り、主な投

資分野 には、研 究評議会(ResearchCo皿cil)の 中核的活動 、最優 先の新研究 プログ ラム、博士

課程学 生の支援、大学 のイ ンフラ整 備、知識移転 があ る。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

2()04BusinessPlan:晦:〃www.dti.gov.uk/about/businessplan2004.pdf

DepartmentalReport2004:http:11www.dti.gov.uk/expenditUreplan/report2004/pdfs/expenditure_plan_complete.pdf
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アイル ラン ド

 

V





Vア イル ラン ド

1.ア イル ランドにおける情報技術政策

1.1経 緯

アイ ル ラ ン ド政府の情報社 会政策 は、1999年1月 に発表 した 「アイル ラ ン ドにおける情報社

会 の実 現 に向けたア クシ ョン ・プ ラン」"implementingTheInformationSocietyinlreland:AnAction

Plan"を 総理府 が主管 とな って実施す る ことによ り開始 された。その後 、 このア クシ ョン ・プラ

ンの実 施結果 を基 に、そ の課題 に取 り組 むべ く2002年3月 、 「新 しい関係 の構築 一情報 社会 の

潜 在 的可 能 性 を実 現 す る戦 略 」"NewConnections-AStrategytorealisethepotentialofthe

InfbmationSociety"と 題 す る情報社 会政策 を発 表 した。 この実施結果 につ いて、政府 は2003年

2月 に第1版 を、 また2004年4月 に第2版 を発表 した。

表V-1に アイルラン ド政府 における主要情報技術政策の経緯を示す。なお、それぞれの政

策の詳細 にっいては、「4.情 報社会政策」を参照。

表V-1ア イルランド政府 主要情報技術政策経緯

発表

時期

政策1関連文書の発表 概 要

1999年

1月

Implementing

刊e㎞ 允㎜tionSociety

inIreland:AnActionPlan

・ 目的:政 府による包括的行動枠組みを示すことにより、アイルラン ド

が情報社会のもたらす恩恵を享受し国内の社会経済を引き続き発展

させること
・ アクション ・プランを構成する主要分野

》 電気通信インフラ

〉 電子商取引およびビジネス ・チャンスの拡大

〉 権限付与に関する施策

〉 法的措置

>ICTお よび公共サービスの提供

〉 アクション実施時の支援に関わる分野

〉 アクションを推進する分野

2002年

3月

NewCom㏄tions-

AStrategytorealise

thepotentialof

theIn五)㎜tionS㏄iety

・ この 情報 社 会 政策 の2つ の柱:

〉 重 要 な イ ン フラ

〉 情 報 社会 の発展 を支援 す る 枠組 み

・ 各 々 の主 要 分野

〉 重 要 な イ ン フ ラ1電 気 通 信 イ ン フ ラ 、 法 規 制 環 境 の 整 備

eGovemment

>情 報 社会 の発 展 を支援 す る枠 組 み:eBusiness、R&D、 生 涯教 育 、

elnclusion

2003年

2月

NewComec60nsの 実

施 報 告 第1版 を発 表

・14の プ ロ ジ ェク トが終 了、83の プ ロ ジェ ク トは 目標 どお り進 行 中 、

57プ ロジ ェ ク トが遅 れ気 味、4プ ロジ ェ ク トが 新設
・NewCom㏄donsで 掲 げた 主要7分 野 の 進捗 状 況:

〉 電気 通 信 イ ン フラ:2002年12月 、国 家 の優 先事 項支 援 のた め 、

電 気 通 信 管理 委員 会 を設 立 。19都 市 プ ロ ジ ェク トの大 都 市 ネ ッ

トワー ク調達 開始 。既 存 の電 気 通 信 イ ンフ ラの 積極 的 活 用 への
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検討
〉 法規制環境の整備:2002年 の電気通信規制法の施行など、法規

制関連のアジェンダの実施状況は、概ね良好

>eGovemment:2002年4月 か らReachserviceje、Basisお よ びOasis

サ イ トが 利 用可 能 。eCabinetプ ロ ジ ェク トは政 府承 認 を得 、2003

年 か ら事 業 を展 開 。eHeahh、ePaymenetも サ ー ビス改 善 を実施 。

今 後 の 課 題 と して は 、PublicServiceBrokerの 早 期 サ ー ビス 提 供 、

個 人サ ー ビス会 員 番 号利 用 に関す る 問題解 決eGovemmentに お

けるICTに よる政策決定および管理手続きの統合化など公共サ
一ビス提供のさらなる発展が指摘された

>eBusineSSl特 に中 小企 業 を対 象 と した数 多 くの イ ニ シア チ ブが

実 施 され て お り、現 在 知 識社 会 にお け るeBusinessの 問 題 が ク ロ
一ズアップされている中、For趣 および情報社会委員会による

問題への取り組みが待たれる
.

>R&D:経 済の低迷によりR&Dへ の投資の必要性が指摘されて

おり、現在情報社会委員会がR&Dお よび知識基盤型企業の発

展について検討中

ジ 生涯教育:2002年 における資格認定局による資格レベルに関す

る枠組みの発表、教育 ・科学省による初等/中等教育レベルでの

ICTを 使った教育カ リキュラムの拡大など、主要分野ですでに

進 行 中。今後 、情 報 社 会 政策 部 によ るLi允10ngTaskFor㏄ の提 言

実施、運営グループによる情報社会委員会の報告書および国立

教育技術センターによるIcr投 資に関する現状分析報告書の検

討が待たれる

ジeInclusion:Libranesイ ニ シ ア チ ブ 、ISPプ ロ ジ ェ ク トな どす で

に 終 了/評 価 段 階 に達 し た プ ロ ジ ェ ク トは 多 いが 、Universa1

P田ticipationイ ニ シ アチ ブ は2003年 初 頭 の開始 が 待 たれ る 。今

後、公的資金の利用に関する再確認の必要性、情報社会委員会

の第1回 報告書における情報社会の総合発展に関する調査結果

および数多くの提言についての総理府による検討の必要性が認

識されている

2004年 NewConnecUonsの 実 ・NewCom㏄tionsで 掲 げた 主 要7分 野 の進 捗状 況:

4月 施報告 第2版 を発表 〉 電 気 通 信 イ ン フ ラ:ブ ロ ー ドバ ン ド ・ア ク シ ョ ン ・プ ラ ン

(BroadbandActionplan)お よ び 地 方 に お け る ブ ロ ー ドバ ン ド ・

プ ロ グ ラ ム(Region瓠Broadb胆dProga㎜e)な ど に よ り著 し く

進歩
〉 法規制環境の整備:電 子商取引に関する信頼性があり予測可能

な法的枠組みの確立に向けて大きく進歩

>eGovemment:PublicServicesBrokerの 設 置 、サ ー ビ ス の オ ン ラ

イン化および統合化などで大きく進展

>eBusiness:中 小 企 業 に 対 し て 、eBusinessお よ びrrの 利 用 推 進 を

目的とした新イニシアチブの実施/支援を進めている

>R&Dl次 世代 イ ンタ ーネ ッ ト ・プ ログ ラムな ど によ り推 進

ジ 生涯教育:学 校へのブロー ドバンド提供イニシアチブなどによ

り推進

>elnclusion:今 後 の取 り組 み と して 、総理 府 によ る全 国/地 域 レベ

ルで のelnclusionに 関 す る最 善慣 行 の事 例研 究 な らび に戦 略 に

関す る情 報 の オ ンライ ン化 、LGCSBに よるICTイ ン フラ/サー

ビス に関す るパ イ ロ ッ ト ・プ ロジ ェ ク トの 開始 お よびMoBhaUe

プロジェク トの策定などを決定

Source:ア イ ル ラ ン ド政府 作成 資 料
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1.2ア イ ル ラン ド政府の行 政機 構

1.2.1行 政機構全 般

アイル ラン ドの情報技術 政策 は、総理府 が中心 とな ってその計画策 定、実施へ の主導的役割

を果 た して いる。 アイ ル ラン ド初 の情報技術政策で ある"■mplementingTheInformationSocietyin

Ireland:AnActionPlan"実 施 以降、情報社会 アジェ ンダの効率的 ・効果 的な実施 および管理強化

を目的としていくっかの政府機関が設立された。情報社会に関する内閣委員会、情報社会委員

会、情報社会政策部などがその例である。特に、総理府内に情報社会分野を担当する国務大臣

が設けられてお り、これ らの組織の支援を受けつつ、情報社会政策の推進に努めている。

関連ウェブサイト

GovernmentDepartmentS:http://www.irlgov.ie/

Taoisearch:http:〃www.taoiseach.gov.ieイindex.asp

DepartmentofCommunications,MarineandNaturalResources:http:〃ww、marine.gov.iel

lnformationSocietyCommission:http:/1www.isc.ie/

首 相(Taoiseach):BertieAhen

大統領

指名

総理府(こ の中に情報社会担当国務大臣を設置)

起 業 ・貿易 ・雇 用 国防省 財務省

外務省 教育 ・科学省 通信 ・海洋 ・天然資源省

健 康'・児 童 省 運輸省 司法 ・平 等 ・法 改 正省

環境 ・地方政府省 農業 ・食糧省 芸 術 ・スポ ー ツ ・観光 省

コミ ュニ テ ィ ・農 村部 ・ゲー ル語 問題 担
、

社会 ・家庭問題担当省

Source:ア イ ル ラ ン ド政 府発 表 資 料 な ど

図V-1 アイルランド政府の行政機構
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1.2.2情 報社 会関連組織

政府は、2002年5月 、情報社会分野の担当責任者として、総理府内に情報社会担当国務大臣

を配置 した。同大臣の業務は、全省庁 における情報社会アジェンダの実施推進、調整、国際社
ピ

会 における情報社会分野 でのアイル ラ ン ドの地位 向上 を目的 とす る。同大 臣の業務 を補佐す る

組 織 として、主 に以下 の組織 が各々担 当業務 を行 って いる。

・ 情 報社会 に関す る内閣委員会(CabinetComrnitteeontheInformationSociety):情 報 社会ア ジ

ェ ンダ の実施推進

・ 事 務局長 レベル のe戦 略 グルー プ(eStrategyGroup):国 家eStrategyの 問題 へ の取 り組みお よ

び上記委員会 の補 佐

・ 新 しい{青報社 会委 員会(lnformationSocietyCommission):2001年11月 に設立 された独立

した 政府 の諮問機 関。様 々な作 業部会 に分かれ 、首相 に直接、専 門的助言 を行 い、情 報社

会 の進捗状 況 につ いて調査報告

・ 情報 社会政策部(ISPU:lnformationSocietyPolicyUnit):eCabineti'ma報 社会基金 担当、

eEurope/eGove㎜enVeHea1醐 当、情報 管理担 当の3部 門 に分かれ 、各 政策 実施 を推 進

2.2004年 度政府予算

2.1概 要

近年、世界経済が低迷する中、アイルランドは失業率の改善、実質所得の倍増、インフラへ

の多額の投資、全国民の福祉のための社会的便益の向上など、さまざまな成果を達成した。特

にIMF(国 際通貨基金)は 、慎重な金融管理、税制改革、賢明な所得政策、教育分野への投資

などにより、失業率16%か ら4%へ の改善、競争力の強化、公的債務のGDP比100%か ら33%

への縮小といった成果を上げたと指摘 している。

このよ うな状況のなか、 アイル ラン ド財務省 は、2003年12月 、2004年 度 の予算案 を発表 し

た。そ の財政見通 しは、以下 の表V-2に 示す とお りで ある。
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表V-2ア イル ランド政府の財政見通 し

(単位:百 万 ユ ー ロ)

2002年 度 2003年 度 2004年 度 前年度比 前年度比
(暫定値) (概算値) 増減額 増減率

歳入 41,254 44,149 46,408 +2,259 +5.1%

経常収入 38,876 41,171 、43,994

資本的収入 2,377 2,978 2,414

歳出 41,499 44,743 48,044 +3 ,301 +7.4%

経常支出 34,663 38,170 4121①

資本的支出 6,837 6,573 6,834

収支 一246 一594 」,635 +1 ,041 +275.3%

経常収支 4,214 3,000 2,784

資本収支
r4,459 弓,595 4,420

実質GDP 6.9 2.2 33 一 一

成長率(%)

Source:NationalAccountsClassificationofGeneralGovernment

(注)端 数 計 算 に よ り 、 合 計 値 に 誤 差 が 生 じ る 場 合 が あ る 。

2004年 度 の歳入 は、前 年度比5.1%増 の46,408百 万ユ ー ロ(約6兆1,955億 円、2004年7月

1日 為替 レー ト:1ユ ー ロ=約133.5円 。特記がなけれ ば、以 下の 円換算額 は左記 の レー トに基

づ く)、歳 出は、前年度比7.49。増 の48,044百 万ユ ー ロ(約6兆4 ,139億 円、同上)を 計上す る。

財 政は、経常収支 のみ でみ る と、2,784百 万ユー ロ(約3,717億 円、同上)と 近年黒字 を維持 し

て いるが、資本 収支 を含 める と、1,63S百 万ユー ロ(約2,183億 円、同上)の 赤字 とな る。 「大

枠」の一般政 府予算 の財政赤字 は、今後3年 間GDP比34%以 下 とな り、これ はEU諸 国の 中で

第2位 の低 さを誇 る。

2.2優 先課題

2004年 度の経済および予算戦略は、経済成長の促進および完全雇用の実現、イ ンフラへの投

資拡大、競争力の確保 といった 目標を基盤とし、以下の重要政策により支えられている:

・ 競争力回復の基盤としての国家財政の健全な維持

・ 雇用および経済成長の促進

・ 公共サービスの質の改善、および低所得者層への実質的なサービス改善

・ 経済成長推進を目的とした、構造的および達成可能なインフラ強化策の継続実施

・ よ り均衡のとれた持続可能な経済成長をめざす地方の開発強化

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

予 算:h任P:〃www.budget.gov.ie
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2.3イ ンフラに対す る予算

2.3.1国 土開発計画2000-2①06か らの配分

国家 の経 済成長 にはイ ンフラ整備 が不 可欠で ある との認識 によ り、2004年 度 は国土 開発計画

2000-2006[NationalDevelopmentPlan2000-2006(NDP)】 を通 じイ ンフラ拡大 のための公共 投資へ

の増額 によ り、昨年度か ら1.3%増 に転 じる。

特 に重 要なイ ンフラへ の投資 は、国土 開発計画2000-2006に 基 づ く経済社 会イ ンフ ラ運 用 プ

ログラム(ESIOP:EconomicandSocialinfrastructureOperationalProgramme)に よ り実施 され る。

2004年 度末 までにおけるESIOPへ の総投資額 は、160億 ユー ロ(約2兆1,360億 円、同上)を

超 え、2004年 度 のみで も36億 ユー ロ(約4,806億 円、 同上)を 配 分す る。

電気通信に関しては、電気通信事業者 との共同融資により7件 のプロジェク トに取 り組むと

している。これ らのプロジェク トに対 しては、ERDFの 一部出資により2億 ユーロ(約267億

円、同上)を 引き当てる。これ らはブロー ドバ ンド・インフラの拡大をめざすプロジェク トで、

2003年 末の終了時には、国家の新 しい光 ファイバーによるバックボーン、広範囲のDSLサ ー

ビスの普及および全国における専用線の利用が期待される。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

NationalDevelopmentP]an2000-2006:http:〃www.ndp.ie/newndp/displayer?page=home _tmp

経 済 社 会 イ ン フ ラ 運 用 プ ロ グ ラ ム(ESIOP)2000-2006:

http:〃www.rnarine.gov.ie/modules/search/index.asp?q=National+Development+Plan

2.3.2情 報社会基金からの配分

情報 社会基金(lnformationSocietyFund、 注)は 、政府 の情報 社会政策 の 目標実現 をめ ざすイ

ニ シアチ ブに対 して迅速 に資金援助 を行 う ことを 目的 とす る。1999年 に設立 されてか らこれ ま

で207百 万ユ ー ロ(約276億 円、同上)を 拠 出 した 。現 在、融資 は2005年 まで延長 されて い

る。2004年 度 は、43百 万ユ ー ロ(約57億 円、 同上)を 拠出 し、そ の うち35百 万 ユー ロ(約

47億 円、同上)は 省庁 の特定 のイニ シアチブへ配分 され る。

(注)情 報社会基金は、総理府 と財務省 とのパー トナーシップにより運営される。
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関連ウェブサイ ト

lnformationSocietyFund:http://www.taoiseachgov.ie/index .asp

3.通 信イ ンフ ラ

通信イ ンフ ラに関 して は、通 信 ・海洋 ・天然資源省 を中心 として 、情報社 会基金 、欧州地域

開発基金(EuropeanRegionalDevelopmentFund)な どの支援 を受 けつつ、国土 開発 計画2000-2006

な どの下で様 々な取 り組 みが行 われて いる。通信イ ンフラ環境 の現状、お よびそ の改善 に向 け

た様々な施策 の具体 例 は以下 の とお りである。

3.1通 信インフラ環境の現状

・DSL 、 ケーブル モデム 、 ブロー ドバ ン ドによ る無線 アクセ ス を含 むブ ロー ドバ ン ド利 用加

入者数:約3万 人(2003年12月 現在)

・2003年12月 以降 、現 在 のDSL新 規加入者:毎 月約1 ,㎜ 人つ つ増加

・ 現 在国内で利 用 され る主 な ブロー ドバ ン ド通信技術:DSL
、 ケー ブルモ デム、 ブ ロー ドバ

ン ドによる無線 アクセ ス。 このうちDSLが 全体 の約80%

・ 衛星お よび無線LAN:利 用増加 の傾向

・2003年9月30日 現在 で、国 内の全電話回線数の約55%がDSLを 利用 可能 な交換機 に接続。

2003年 末 には90万 回線以 上 とな った(2004年 前半 までに は140万 回線以 上 に達す る こと

を目標 とす る)。

・ 国際専用回線 を世界で最 も低料金で提供す る国のひ とつ とな った

3.2通 信インフラ環境の改善に向けた様々な施策

(1)イ ンフラ拡 大イニ シアチ ブ(lnfrastmctureRolloutInitiatives)

これ は、 国土 開発計画2000-2006に 基 づ く電子 商取 引お よび電 気通信施策 で、世界 ク ラス の

普遍 的な通信サー ビス提供 を目的 とす るブ ロー ドバ ン ド ・イ ンフ ラ ・プロジェク トに2億 ユー

ロ(約267億 円、 同上)を 確 保 して いる。

(2)地 域 のブロー ドバ ン ド拡大 プ ログ ラム(RegionalBroadbandProgramme)

この一例が 、電子 商取 引お よび電気 通信施策 の主要なイ ニシアチ ブ:大 都市 ネ ッ トワー ク構

築プ ログラムで ある。この2002年3月 に発表 され たプ ログ ラムで は、19の 都市 の企 業、学校 、
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病院、一般消 費者に対 して高速 のブ ロー ドバ ン ドによる光 ファイバー通 信網 を提 供する計画で

あ り、2∞3年 一2004年 にお ける第 一段階 の プログ ラムに対 して、64百 万ユ ー ロ(約85億 円、

同上)を 拠 出す る。

(3)ブ ロー ドバ ン ド ・ア クシ ョン ・プラ ン(BroadbandActionPlan)

これは、2003年12月 に発表 され た通信 ・海 洋 ・天然資源省 の新 しいイ ニシアチ ブで、 人

口1,500人 以上 の全国の都市 に対 しオー プン ・アクセス による高速 ブ ロー ドバ ン ド ・イ ンフ ラ

の提供 をめ ざ し、2007年 までで140百 万 ユー ロ(約187億 円、 同上)を 投資す る。

(4)接 続性拡大 フ レーム ワーク契約(ConnectivityFrameworkDeals)

これ は、2003年12月 に通信 ・海 洋 ・天 然資源省が発表 した、 地域の高速 ブ ロー ドバ ン ド接

続 を推進す るイニシアチブで ある。 これ によ り、ESBTelecomsの 光 フ ァイバー ・ネ ッ トワー ク

上で、STM1(155Mbps)、100Mbpsイ ーサ ネ ッ トな どの高速 ブロー ドバ ン ドのサー ビスが利 用

可能 となる。

(5)バ ックボーン ・イ ンフラの拡充

国土開発計画2㎜ 一2006の電子商取引施策に基づくイニシアチ ブのひとつとして、地方にお

けるバ ックボーン ・インフラへの民間のパー トナーとの共同投資事業が挙げ られる。

(6)教 育お よびR&D目 的の ブロー ドバ ン ド ・イ ンフラの拡充

次世代 イ ンターネ ッ ト ・プログ ラム(NextGenerationIntemetProgramme)は 、欧米へ の通信

設備 の機能 向上、関係機 関のイ ンター ネ ッ ト・アクセス の高速化 および機 能改善 によ り、アイ

ル ラン ドを国際イ ンターネ ッ ト事業 の先進 国 に位置付 ける ことを 目的 と して いる。国家教育研

究ネ ッ トワーク を管 理するHEAnetは 、2001年11月 、 ネ ッ トワー ク ・リンクお よび高速 国際

回線 の設定 に着手 し、Pan-EuropeanGeantnetworkと の常 時接続 が可能 とな った後、2002年 には

そ の機能改 善、顧客 に対 する 当該 ネ ッ トワー クへの積極 的な接続 性改善 な どを行 った。 この結

果、 アイル ラン ドの全ての大学 、技 術協会 、高等教育お よび研究 機関 は、欧米のす ぐれ た大学

な らび に研 究者 との接続が可能 とな った。

(7)世 界に対する接続性

1999年 に締結された公共一民間機i関パー トナーシップによ り、アイルランドか ら欧米および

アジアへの低料金での接続が進み、特にICT分 野における海外直接投資が拡大する大きな要因

となった。現在、2.5Gb波 長およびIP機 器が利用でき、世界の50都 市以上との接続が可能と
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な っ た 。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

BroadbandlnterimReport:h叩:〃ww.dcmnr.ie/display.asp?pg・1273

4.情 報社会政策

4.1概 要

アイル ラ ン ド政 府 の|青報社 会政策 は、1999年1月 に発表 した 「アイル ラン ドにお ける情報社

会 の実現 に向 けた ア クシ ョン ・プラ ン」"lmplementingTheInformationSocietyinlreland:AnAction

Plan"を 総理府 が主管 となって実施す る ことによ り開始 され た。その後、 この アク シ ョン ・プラ

ンの実施結果 を基 に、そ の課題 に取 り組むべ く2002年3月 、 「新 しい関係 の構 築 一情報 社会 の

潜 在 的 可能 性 を実 現 す る戦 略」"NewConnections-AStrategytorealisethepotentialofthe

InfbmlationSociety"と 題す る情報社会 政策 を発表 した。 この実施結果 について、 政府 は2003年

2月 に第1版 を、また2004年4月 に第2版 を発表 した。

4.2各 情 報 社 会 政 策 の 内 容

4.2.11mplementingTheInformationSocietyinIreland:AnActionPlan

1999年1月25日 、 ア イ ル ラ ン ド 政 府 は 、 ア イ ル ラ ン ド の 情 報 社 会 化 を 実 現 す べ

く"■mplementingTheln」 〔brmationSocietyin丘eland:AnActionPlan"を 発 表 し た 。

このアクション ・プランは、以下の7つ の分野か ら構成される:

電気通信イ ンフラ

電子商取引および ビジネス ・チャンスの拡大

権限付与に関する施策

法的措置

ICTお よび公共サービスの提供

アクション実施時の支援に関わる分野

アクションを推進する分野

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

ImplementingTheInf()rmationSocietyinlreland:AnActionPlan:h廿p://www .taoiseach.gov.ie/index.asp
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4.2.2NewConnections-AStrategytorealisethepotentialoftheInformationSociety

2002年3月 、 アイル ラ ン ド政府 は、"NewConnections・-AStrategytorealisethepotentialofthe

InfbmationSociety"と 題す る情報社会 政策 を発 表 した 。 これ は1999年1月 に発表 され たア クシ

ョン ・プ ランの成果 と課題 を基 盤 として 、アイル ラ ン ドの1青報社会化 に向 けた新 しい戦 略的枠

組みを提供す る もので ある。

最初の情報社会政策が実施 されて以降、その情報社会アジェンダの効率的 ・効果的な実施お

よび管理強化を目的として、2001年6月 、政府は、以下に示す組織の設立に合意 した。

これ らの組 織 は総理府 の中 に設 け られ、特 に、政府 の高い レベルでのよ り包括 的かつ密接 な

取 り組み 、幅広 い分野 にわた る課題へ の政策策 定お よび実 施 を省庁横断的 に、 また 中央 一地 方

政府の枠 を越えて実施 す ることをめざす もので ある。

・ 情報社会 に関す る内閣委員会(CabinetCommitteeontheInformationSociety)

・ 事務 局長 レベル のe戦 略 グルー プ(eStrategyGroup)

・ 新 しい情報社会委員 会(lnformationSocietyCommission)

・ 拡大 した情報社 会政策部(informationSocietyPolicyUnit:ISPU)

政府 は、 これ らの新組織形成 の下で具体 的 目標 を掲 げ、情報社会 と して の発 展 に不 可欠な基

盤 として の 「重要 なイ ンフラ(KeyinfrastuctUres)」 お よび 「情報社会 の発 展 を支援す る枠組 み

(SupportingframeworkS)」 の2つ を柱 として 、2002年 以 降の情 報社会 政策 を実施す る ことと し

た。その具体 的 目標お よびその実現 に向 けた政 策実施 の概 要は以下の とお りで ある。

(1)今 後 の 目標

・2005年 まで に、ブ ロー ドバ ン ド接続 率 をOECD加 盟 国 中上位10位 以内 に位 置付 ける

・2005年 まで に、全国で企業 および国 民が、安価 でオー プン ・アクセス による常時接 続の ブ

ロー ドバ ン ド ・イ ンフラお よびサー ビス を利用 可能 とす る

・ 財 政支援 によ り、3年 間の 目標達 成 に向けイ ンフラを整備 し、長期 的 目標実現 のための基

盤 を確立

・ 公共 一民 間機関パー トナー シップを基 盤 とす る、オー プ ン ・アクセス によ る ローカ ル ・ア ク

セ ス ・ネ ッ トワー クへ の資金提供

・10年 以内 に、家 庭向 けには少な くと も5mb/s、 ビジネス ・ユーザ 向けに ははるか にそれ を

上回 るブ ロー ドバ ン ドの通信速 度 を標 準 とす る。 これ によ りアイル ラ ン ドを、広範 に利 用
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可能なブロー ドバン ドの通信 レベルを実現する欧州初の国として位置付ける

(2)政 策実施の内容

(a)重 要なインフラ(KeylnfrastructUres)

・ 電気通信イ ンフラ:最 新の電気通信サービスを提供するために必要な機能の開発

・ 法規制環境の整備:企 業および消費者双方に対 して信頼性のある電子商取引に関する信頼

性があり予測可能な法的枠組みの確立

・eGovernment:政 府 のビジネス ・プロセスおよびサービス提供を通 じ、さらに広範囲にICT

を利活用する政府 としての指導的役割を担う

(b)情 報社会の発展を支援する枠組み(SupportingframeworkS)

・eBusiness:新 しい競争環境の問題に対処する上で企業の競争力強化を支援

・R&D:知 識基盤型経済活動を支える科学技術を通して技術革新の基盤を確立

・ 生涯教育:知 識およびスキルの利用保障、変化への適用支援、ならびにICTの 潜在的可能

性を活用した新 しい学習方法の実現

・elnclusion:包 括的な情報社会化の保障、ならびにICTの 潜在的可能性を活用した社会的不

利益および阻害に関する問題への取 り組み

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

NewConnections-AStrategytorealisethepotentialofthelnforinationSociety:http:!ンwww.taoiseach.gov.ie/index.asp

4.3情 報社会政策の実施状況

アイル ラン ド政府 は、NewConn㏄tionsの 実 施報 告 として、2003年2月 に第1版 を、2004年

4月 に第2版 を発表 した 。以 下では、特 に後者 に基 づいて 同政策 の実施状況 につ いて記述す る。

NewCo㎜ ㏄tionsで 掲 げた7つ の主要分野 に関す る政策 実施状況 の概 要は以下 の とお りで ある。

(1)電 気通信 イ ンフラ

2003年 には、ブ ロー ドバ ン ド ・ア クシ ョン ・プラン(BroadbandActionPlan)お よび地 方 に

お けるブ ロー ドバ ン ド ・プ ログ ラム(RegionalBroadbandProgramme)な どによ り、著 しい進歩

が見 られ た。

2003年 にお ける具体的 な政策 は、以下の計画、 プログ ラムな どで実施 された。
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・ ブロー ドバ ン ド ・アクシ ョン ・プ ラン((BroadbandActionPlan)

・ 接続 性向上 フレー ムワー ク契約(Conn㏄tivityFrameworkDe副s)

・ バ ックボー ン ・イ ンフラ

・ 教育 およびR&D目 的 のブ ロー ドバ ン ド ・イ ンフラ

(2)法 規 制環境 の整備

通信 ・海洋 ・天 然資 源省、司法 ・平等 ・法改 正省、社会 ・家庭 問題 担 当省 およ び財 務省は、"Action

Plan"で 計画 された とお り、電 子商取 引 に関す る信頼性が あ り予測 可能 な法的枠組み の確 立に向

けて大 き く進歩 した。その具体例 は以下 の とお りで ある:

・ デー タ保護 、住 民登録の電子化 、デ ィジタル ・ハ ブ拡大 に関す る分野 の立法化 .

・ 電子通信 に関す るEU指 令 の国 内法化

・ ネ ッ トワーク ・セキ ュ リテ ィに関す る情報 提供 および注 意喚起 を 目的 とした ウェブサイ ト

(www.netSecure.ie)の 設立

(3)eGove㎜ent

2003年 は、以下 の具体例 に示す とお りeGovernment政 策 も大幅 に進展 した(eGovernmentVこ

関す る これ までの包括的政策 につ いて は、以下 の 「5.eGove㎜entに 関す る これ までの包i舌

的政策」 を参照)。

・ 公共 サー ビス ・ブ ローカー(PublicServicesBroker)

・2005年 を 目標 とす るサ ー ビス のオ ンライ ン化 およびサー ビス ・イ ンデ ックス の統合

・ サ ー ビスの統合化お よび児童 手 当付 与の改善

・ 自動 車税 のオ ンライ ン納入化

(4)eBusiness、

eBusinessに 関 して は、企 業 ・貿易 ・雇用省 の管轄 であ り、現在、中小企業 に対 して 、eBusiness

お よびrrの 利用推進 を 目的 と した新 イニ シアチ ブの実施 な らびに支援 のほか、その運営 グルー

プ(SteeringGroup)の 設立 を進 めて い る。

(5)R&D

R&Dに 関 して は、 上記 の3.2通 信イ ンフラ環境 の改善 に向 けた様 々な施策 の 「(6)教育

お よびR&D目 的 のブロー ドバ ン ド ・イ ンフラの拡 充」 を参照。
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(6)生 涯教育

2004年2月 、電気 通信業 界 、教育 ・科学省、および環境 ・海 洋 ・天然資源省 は、学校 への ブ

ロー ドバ ン ド提供イ ニシ アチ ブに対 して、18百 万ユー ロ(約24億 円、同上)を 拠 出す る と発

表 した。

(7)eInclusion

2004年 は、主 に以下 の取 り組 み を行 う こと とした:

・ 総理府 は、全 国、地域 お よび地方 の レベル で、elnclusionに 関す る最 善慣 行の事例研 究な ら

び に戦略 に関す る情 報 をオ ンライ ン化

・ 国立 アイ ル ラン ド大 学 は、 コミュニ ティおよび任 意機 関にお けるICTの 二「ズ分析 を受託

・ 地 方 政 府 コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビス理 事 会(LocalGovernmentComputerServicesBoard:

LGCSB)は 、コミュニテ ィおよび任意機 関にお けるICTイ ンフラな らび にサー ビスに関す

るパイ ロッ ト ・プロジ ェク トに着手

・ 地 方政府 コ ン ピュー タ ・サー ビス理事会 は、地 方 自治体 が収集管 理す るデータの国民 に よ

る利用推進 を 目的 とす るMoBhaileプ ロジェク トを策定

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

NewConnections,ProgressReport:http:/1www.taoiseach.gov.ie/index.asp

5.eGovernmentに 関す るこれ までの包括 的政策

アイル ラ ン ド政府のeGovernment政 策}ま、公共 サー ビス のオ ンライ ン化 、オ ンライ ン納 税制

度 の導入、電子裁 判所な ど早 くか ら取 り組 んで いる。e-EuropeActionPlanに おける第4回 評価

で は、20項 目の公共サ ー ビスの電子化 につ いて、スウェーデ ンに次 ぎ、デ ンマ「 クと第2位 に

位置す る ことか らもわか る とお り、諸外国 に比較 して かな り高 い発 展段階 にある。 同政策 の柱

お よびそ の概要 は以下の とお りである。'

(1)Reach

Reachは 公共 サー ビス の統 合化 お よび電子 政府の枠 組み構 築を 目的 と して、2㎜ 年9月 に政

府が設立 した機関で 、標準 的な公共サ ー ビスへ のアクセ スを実現す るPublicServicesBrokerの

確立 を委託 されて いる。2002年4月26日 、Reachは ウェブサイ ト(www.reachservices.ie)を 設

立 し、出生/死 亡届 出、パ ス ポー トお よび給付 金 申請な どオン ライ ン化 され た公共部 門の様 々な

情報およ びサー ビス の早期提 供が実現 した。今後は、 さ らに このサー ビスを拡大 し、顧客 が必
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要 とするサービス申込書のオンライ ンによる入手、電子決済システムの導入を可能とする。

ハ

(2)OASIS

OASIS(OnlineAccesstoServices,infommationandSupport)は 、Comhairle(社 会 サー ビス に関

す る1青報、助言 な どの提 供 を支援 す る国家 の支離 関)力 澗 発 した国賭 けのeGovernmentの

ウェブサイ トで ある。 このウ ェブサ イ トでは、出産 、消費者 問題 、文化お よび リク リエー シ ョ

ン、死亡、教育、雇用 、環境 、政治 、 医療保健、住 宅、 司法 、移住 、個 人資産 、公益事業 、結

婚 、退職、交通機関 に関す る情報が 入 手でき る。

(3)BASIS

BASIS(BusinessAccesstoStatelnformationandServices)は 、1999年 に 発 表 さ れ た"the

InformationSocietyinlreland:AnActionPlan"の 一 環 と し て 設 立 さ れ た イ ニ シ ア チ ブ で あ る 。

BASISウ ェ ブ サ イ トは 起 業 ・貿 易 ・雇 用 省 の 管 轄 す る こ の イ ニ シ ア チ ブ に よ っ て 設 立 さ れ 、 起

業 、 納 税 、 雇 用 、 事 業 拡 大 な ど企 業 向 け の 政 府 関 連 情 報 お よ び サ ー ビ ス の オ ン ラ イ ン に よ る 終

日 提 供 を 目 的 とす る 。

(4)ROS

ROS(RevenueOn-LineSercice)は 、国税局(Revenue)に よ る、企 業向 けのオ ンライ ン納税

を提供す る双方 向のイ ンター ネ ッ ト ・サー ビスであ る。法人税 の納入、VArの 還 付、事業主 の

所得 申告 な どの他、2002年11月 に はオ ンライ ンによる車輌登録 が可能 となった。2003年3月

現在 で、ROSを 通 じた納税 は118億 ユー ロ(約1兆5,753億 円、同上)、 また税還付 は992百 万

ユ ー ロ(約1,324億 円、同上)に 上 った。

(5)eTendersPublicProcurement(e-procurement)

こ れ は 、1999年 の"theInformationSocietyinlreland:AnActionPlan"の 一 環 と し て 、 リ ン ク お よ

び サ ー チ エ ン ジ ン の 設 定 に よ り 、EU官 報(omeu)、 政 府 お よ び 公 共 部 門 の 調 達 に 関 す る 情 報

を 簡 易 に か っ 理 解 しや す い 方 法 で 提 供 す る サ イ ト(www.etenders.gov.ie)で あ る 。 こ の サ イ トの

管 理 は 、財 務 省 の 国 家 公 共 調 達 政 策 部(NPPPU:NationalPublicProcurementPolicyUnit)が 行 う 。

(6)eCourts

これ は、2001年3月 に50百 万ユ ー ロ(約67億 円、同上)以 上の配 分が決定 された 、司法省

の業務お よび司法手 続 きな どを電子化 す る5年 間の戦略 的計画で ある。 この戦略 によ り、以下

の成果が期待 される:
1
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・ 刑事事件管理システム、民事事件管理システムなど主要な業務上のアプ リケーション導入

により、司法当局の業務のニーズおよび顧客のニーズ双方を満たす

・ サー ビスの電子的提供という一連のeGovemmentサ ービスの実現
。特 に、B2C(国 民およ

び弁護士向け司法サービスの提供)、B2B(司 法当局間の電子サービス利用)に おけるサー

ビス改善をめざす。具体例は、以下のとお りである:

B2C:eFiling(弁 護士による司法当局への電子的な文書送付)、eSubmission(事 件当事者に

よる起訴手続きの電子的申請)、ePayment(司 法当局との電子決済)

B2B:裁 判所一アイルランド警察間、刑務所内システム間などにおける電子的データ交換

・ePaymentの 実現により、罰金および裁判費用の清算の電子化的が可能 となる

・ 近代的な管理情報システムの導入によ り、業務上および運営上のニーズに即応 し、現在お

よび将来の業務拡大、ならびに大学および研究者による刑事司法制度の研究に役立つ

(7)eCab㎞et

これは、政府が2001年12月 に着手 したイニシアチブである。情報社会基金の財政支援 を受

けつつ、内閣においてICTを 活用した業務改善をめざす。主な実施内容は以下のとお りである:

・ 内閣内の文書の電子的配信および管理

・ICT技 術の利用により、内閣の会合を直接的に支援

・ICT技 術の利用によ り、内閣の込み入った問題の提示を改善

(8)LandRegistryDatabase[電 子 アクセス ・サー ビスElectronicAccessService(EAS)】

これは、土地 およ び資産 の登記、所有権 その他 関連 情報のデータベー スへのオ ン ライ ン ・

アクセス をめ ざすサー ビスで ある。このサー ビスは、1999年8月 に初 めて ダブ リン市 のデー タ

ベー スへ のオ ンライ ン ・アクセス を実現 した後 、2002年4月 か らは全 国で利用 可能 とな った。

(9)DrivingTestApplication

これ は、運 輸省 が提供 す る、運転 免許取得試 験 のオ ン ライ ン申請サー ビス であ る。すで に、

ウェブサイ ト(http://www.drivingtest.ie/drivingtest/HTMLContentiframeset.html)上 での 申請が 可能

とな って いる。 アイ ル ラン ドの住 民であれ ば、氏 名、住所 生年 月 日、メール ア ドレスな どを

記入 す るこ とによ り、 自分 の希望す る運 転試験場 、試 験 日を申請す る ことがで きる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

eGovernment:http:〃www.irlgov.ie

TheCiOvernmentActionProgramme:http://www.taoiseach.gov.ie/index.asp
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VIス ウ ェー デ ン

1.ス ウェーデン政府 における情報技術政策

1.1経 緯

スウェーデンは、情報技術、通信、ニューメディアで世界を リー ドしてお り、米国をもしの

ぎ世界最強の情報技術国と言われている。

1994年3月 、情報技術委員会が創設 された。首相を議長 とし、「国民の生活を豊かにし、ス

ウェーデ ンの国際競争力を強化するために、情報技術の利用を促進する」 ことを目的とした。

1994年8月 、情報技術委 員会 は 「情 報技術:人 間 の能 力を飛翔 させ るもの」 と題 す る レポー

トを まとめ た。 この レポー トは情報社 会へ 向けたス ウェーデ ンの ビジ ョンを明 らか に し、 「教

育 と研 究」、 「法制」、 「一般行 政」、 「保 健医療」、 「通信 ネ ッ トワー ク」、 「商工業 」 「情報 技術 リ

サ ーチ」 の7つ の領域 につ いて提言 して いる。

1gg6年3月 、情報技術委員会による提言に基づき、政府は議会に情報技術議案 を提出した。

これはスウェーデンとしての最初の情報技術戦略を定義するものであり、情報技術の普及 と発

展のための政策を提起 した。

1996年3月 、運輸通信大臣を議長 とする第三期の情報技術委員会がスター トした。1996年

の6月 には、政府の情報技術議案の結果 として、情報技術委員会に新 しい 「枠組み」が提起 さ

れた。

1998年 、第四期情報技術委員会がスター トした。委員会の議長 は産業雇用通信省が務める。

任期は3年 か ら5年 に延長 され、よ り長期的なベースで活動できるよ うになった。委員会は政

府と協議 して、年間プログラムを作成する。政府とは定期的に協議し、毎年活動 レポー トを作

成する。委員会事務局は各分野で活動する作業 グループを助け、協力する。最終 レポー トは2003

年5月 までにまとめる。

1996年 か ら1999年 にかけての1青報技術イニシアティブの主なものとしては、(1)教育におけ

る情報技術 「スウェーデ ンの学校に情報通信技術ICTを 導入するための国家アクション ・プラ

ン」、(2)文化 における情報技術 「カルチャーネット・スウェーデン」、(3)行政における情報技術
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「行政の電子化」 と 「24時 間 ×7日 の政府サ ー ビス」 等が ある。

2000年3月 、政府 は情 報技術 の急速 な発展 に対応す るた め、 「全国民 のた めの情 報社会」(rr

Bil1:"hnhiormationSocietyforM"、1999/2000:86)と 題す る法案 において、将来 の情報 技術

政策案 を発表 した。(ス ウェーデ ンの国会 は2㎜ 年6月 、 「全国民 のための情報社会」 を可決

した。)

2003年6月 、情報化社会の発展に向けて、戦略的なさらなる取 り組みの必要性を認識 し、rr

政 策 戦 略 グ ル ー プ(IrPoliticalAdvisoryGroup)を 選 任 し た 。 そ の 後 、2003年12月 、 同 グ ル ー

プは活動計画を発表 し、任期が終了する2006年11月 までの同グループの活動、役割、 ビジョ

ン、目標に関する方針、重点分野を提示した1。

表VI-1に スウェーデン政府における主要情報技術政策の経緯を示す。

1こ の計 画 は、 成長 政 策研 究 協会(m)S:lnstitutetfdrtillvaiXtpolitiskasttudier)のrr政 策 の評 価 、2003年10月 の

同 グルー プによ る2つ の公 聴 会rrr政 策 とは(VadhrlTppolitik)」 、 並 び にrr委 員 会 の最 終報 告書 「デ ジ タル ・

サー ビス ー そ の場 合 は(Dighalatjanster-hurda?)」 を特 に考 慮 して 作成 され た。な お 同計 画 は、任 期 中 に毎年

改定 され る予 定 で あ る。
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表VI-1ス ウェーデ ン政府 主

発表時期 政 策
】994年3月 情報技術委員会創設

1994年8月 情報技術委員会 「情報技術:人 間の能力を飛翔

させるもの」 レポー ト

1996年3月 情報技術議案提出

1996年3月 運輸通信大臣を議長とする第三期情報技術委

員会スター ト

1998年 第四期情報技術委員会スター ト

1999年 教育における情報技術
「スウェーデンの学校に1(汀 を導入するため

の国家アクション ・プラン」

1998年 文 化 にお け る情 報技 術

「カ ルチ ャー ネ ッ、ト ・ス ウェ ーデ ン」

1999年 行政における情報技術
「行政の電子化」

2㎜ 年1月 行政 にお ける情 報 技術

「24時 間x7日 の 政府 サ ー ビス」

2000年3月 情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案
シ

発表
2000年6月 情報技術議案 「全国民のための情報社会」法案

可決

Source:ス ウェ ーデ ン政府 等発 表 資料 か ら作成
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主要情報技術政策経緯

概 要

首相を議長とし、「国民の生活を豊かにし、ス

ウェーデンの国際競争力を強化するために、

情報技術の利用を促進する」ことを目的。

情報社会へ向けたスウェーデンのビジョンを

明らかにし、「教育と研究」、「法制」、「一般

行政」、「保健医療」、「通信ネットワーク」、
「商工業」「情報技術 リサーチ」の7つ の領域

について提言。

スウェーデンとしての最初の情報技術戦略を

定義。

優先課題
・法律制度

・教育

・社会全体に対する情報の提供

1996年 の6月 には、政府の情報技術議案の結

果として、情報技術委員会に新 しい 「枠組み」

が提起。

委員会の議長は産業雇用通信省。任期は3年

から5年 に延長され、より長期的なベースで

活動できるようになった。政府とは定期的に

協議し、毎年活動レポー トを作成する。最終

レポー トは2003年5月 。

2001年 まで続き、学校の通信インフラス トラ

クチャの強化を目的。
・政府の助成によって学校のインターネット

接続をより高速にする(特 に地方自治体の開

発努力を支援する)。
・生徒と教師が全員自分の電子メール ・アド

レスを持つようにする。
・義務教育と高校の教師60 ,㎜ 人(全 体の
40%)を 支援して、教育スキルの向上に努め

る。

実験段階を終了して、「スウェーデン文化に

関する全国協議会」が常設の 「カルチャーネ

ット・スウェーデン」を運営。
「カルチャーネット・スウェーデン」は1997

年一1999年にわたる3か 年のプロジェクトと

してスター トし、スウェーデンの文化資産へ

のおよそ5,㎜ のリンクが張ってある。

「スウェーデン行政開発庁」の監督のもとに、

各省庁はいっせいに行政の電子化に乗り出し

た。

全国民に開かれた 「24時間×7日 の政府サー

ビス」のプロジェク トをスター ト。

政府は情報技術の急速な発展に対応するた

め、将来の情報技術政策案を発表した。

3つ の優先政策、①情報技術への信頼を高め

るための政策、②情報技術の能力を高めるた

めの政策、③情報技術へのアクセスを高める

ための政策



1.2行 政組織

スウェーデ ンのrr政 策 は、主 にrr政 策戦略 グルー プ(ITPoliticalStrategyGroup)に よ って

実施 されて いる。これ は情 報社会 の発 展 に戦略的 に取 り組む作業 部会 として、2003年6月 に設

立 された。スウェーデ ンの内 閣、産業雇 用通信 省及びrr政 策戦 略 グルー プの組織 は以下 の通 り

で ある。

1.2.1内 閣

ヨ ー ラ ン ・パ ー シ ョ ン 首 相

PrimeMinjsterGOranPersson

一 農 業 食 糧 消 費 者 問 題 省

Minis仕yofAgriculture,FoodandConsumerAffairs

文 化 省

MinistryofCulture

国 防 省

MinistryofDefence

教 育 科 学 省

Mi㎡stryofEducationandScien6e

環 境 省

Mi㎡stryoftheEnv丘o㎜ent

財 務 省

Minis仕yofFinance

外 務 省

MinistryforForeignAffa廿s

保 健 社 会 問 題 省

MinistryofHealthandSocialAffairs

産 業 雇 用 通 信 省

Ministryoflndustry,EmploymentandCommunication

司 法 省

MinistryofJustlce

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

TheGovemmentO伍cesincludingministries:http:〃www.sweden.gov.se/sb/d/576

図VI-1ス ウェーデンの行政機構
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1.2.2産 業雇 用通信省

政治的任命職

産 業 貿 易 大 臣

Ministerforlndustry

andTrade

副 大 臣

StateSecretaries

通 信 地 域 政 策 大 臣

Ministerfor

Communicationsand

RegionalPolicy

副 大 臣

StateSecretarv

雇 用 大 臣

Ministerfor

Employment

副 大 臣

StateSecretary

男女共同参画政策調

整担当大臣★

革新システム庁及び

付随問題担当教育科

学大臣渋

*Ministerrespopsibleforcoordinationofthegenderequalitypolicy

**MinisterforEducationandScienceresponsiblefortheSwedishAgencyfor■movationSystems(VINNOVA)

andapPurtenantissues

行政職

事務局 部局

法 務 局

LegalSecretariat

研 究 分 析 事 務 局

SecretariatfbrResearch

andAnalysis

労 働 市 場政 策課

LabourMarketPolicy

運 輸 政 策 課

TransportPolicy

行 政 サ ー ビ ス 局

Secretariatfor

AdministrativeServices

情 報 広 報 事 務 局

Secretariatfor

InformationandPublic

Relations

欧 州 国 際 調 整 局

SecretariatfbrEuropean

andinternational

Coord㎞ation

調 整 局

CoordinationSecretariat

予 算 局

BudgetSecretariat

地 域 開 発 政 策 観 光 課

RegionalDevelopment

PolicyandTourism

エ ネ ル ギ ー 林 業 第1

次 産 業 課

Energy」Forestryand

PrimaryIndustries

公 営 企 業 課

State-Owned

Companies

IT研 究 開発 課

rrandR&D

男 女 共 同参 画課

GenderEquality

イ ン フ ラ 課

Infrastructure

労 働 法 労 働 生 活 課

LabourLawand

WorkingLife

事 業 開 発 シ ン プ レ ッ

ク ス 課

BusinessEnterPrise

Developmentand

S血pLex

図VI-2産 業雇用通信省の組織

関連ウェブサイ ト

Ministryoflndustry,ErnploymentandComm皿ication:h即:〃www.sweden.gov.se/contenti1/c6/01/84/56胴d976pdf
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2.全 国民のための情報社会

1999年 に新 しいrr法 案 「全国 民のため の情報 社会(AnlnformationSocietyforAll)」 に関

す る作業 が開始 された。同法案 は2000年3月 、議会 に提出 され、承 認 され た。このrr法 案 は、

成長、雇 用、地 域開発、民主主義 と正義 、生活の質 の向上、機会 の平等 、男女共 同参画、文化

的多様性 、効 率的行政、持続可能 な社 会 を促 進す る ことを 目的 として いる。政府 は特 に、①rr

に対す る一般市民の信頼 を高め る②ITス キル を高 める③ 青報社 会で利用 で きるサ ー ビスへ の

アクセ スを高める一一 ことに優先 的 に取 り組む。 これ らの優先分 野 は、rr利 用 の必 要条件で あ

り、重要 な一般政策 目標 の実現 に貢 献す る。

2.1信 頼

情報セキュリティの分野における政府のアクションは、セキュリティや情報の保護を改善す

る取 り組みを促進することによって新 しいユーザーの信頼を高めることを目的としている。ユ

ーザーの信頼の問題は国際的にも懸念されてお り、スウェーデンは、この分野の国際的取 り組

みに積極的に参加 している。

政府がインターネ ット利用の促進 と拡大に積極的に取 り組むなかで、特にイ ンターネットの

セキュリティは優先的な課題 とな っている。イ ンターネッ トは、電子銀行、電子政府など、国

家的に重要な多くのサー ビスにとって不可欠な手段である。さらに、効果的な小売ツールとし

ての電子商取引の発展は、安定 したイ ンフラを条件 としている。このため、イ ンターネ ットは、

その運用が円滑に行われ、信頼 されるような構成や管理を必要としている。

IT法 案 「全国民のための情報社会 」には、2001年 に新 た に公共安全 と国家 防衛 へ の取 り組 み

が定め られ、政府 はこれ に従 って信頼 性の問題ぺ の重点的取 り組み を継続す る。まずrr法 案の

もとで、国家郵便電気通信庁(PTS:NationalPostandTel㏄omAgency)、 ス ウェー デ ン緊急管

理庁(SwedishEmergencyManagementAgency)、 ス ウェーデ ン軍 国防資 材局(FMV、Defence

MaterialAdministration)、 国防電波局(NationalDefenceRadioEstablishment)の すべて に対 し

て、信頼性 に関す る義務が課 され た。 また2003年1月1日 にはスウ ェーデ ンrr事 故セ ンター

(Sitic:SwedishrrIncidentCenter)が 運営 を開始 した。そ の主 な課 題 は、中央省庁 と公共機関

の間 の事故 関連情 報交換 システ ム によってrrの 事故 か ら社会 を守 る取 り組 み を支援す る こと

であ る。Siticは、ITシ ステム を破壊 す る新 たな問題 に関す る情報 を迅 速 に配信す る ことがで き、

予防措置 に関する情報や指導 の提 供 も行 ってい る。
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2.2ス キル

rr法 案 「全国民のための情報社会」は、ITス キルを政府の優先政策分野の1つ に位置付けて

いる。スウェーデ ンが全国民のための1青報社会になるには、だれ もが情報を利用する手段 と能

力を持たなければな らない。 このため政府は、義務教育と高等教育におけるイニシアチブや、

職業生活、産業界でのrr研 修を通 じて、rrス キルの向上を促進 している。政府はまた、特殊

なニーズを持つ個人を対象にして、彼 らが情報社会か ら疎外されないようにrrス キルの向上を

促進 している。具体的には、高齢者や障害者がより簡単にサービスを使用 し、スキルを開発で

きるようにするための施策が数多く導入されつつある。スウ土一デンがrrの 開発 と利用で世界

のリーダーであり続けるには、専門家のスキルに対するニーズも、念頭 に置 く必要がある。

(1)義 務教育

義務 教育 にお けるrr利 用 を改善す る ことを 目的 と した主た る政策 は、1999年 に開始 された

「ス ウェーデ ンの学校 にICTを 導入す るための国家 ア クションプ ログラム(rriS:NationalAct

ionProgr-eforICTinSchool)」 で ある。このプ ログラム は7万 人 の教師(全 教Bifiの半分)、

1200人 の フ ァシ リテ一 夕、3500人 の学校責任者 に対 してスキル研修 を行 った。 また このプ ロ

グラム には、すべて の教師 ・生徒 のためのイ ンターネ ッ ト接続 と電子 メール とい う観 点か らの

イ ンフラ改善 を目的 と した施策 も含 まれ る。義務教育 におけるrrの 利用促進 の課題 は、2003

年 に国家教 育庁(NationalAgencyfbrEducation)の 一部 門と して設 置 され た国家学校改 善庁

(SwedishNationalAgencyforSchool㎞provement)に も引き継が れ、そ の任 務に は、rriSプ

ログ ラムの拡 大 と同 プ ログラムの経験 の継承 も含 まれ る。

(2)遠 隔 トレーニ ング

2002年1月1日 、ス ウェー デ ンフ レキ シブル学 習セ ンター(CFL:SwedishCentrefor

HeXibleLearr血g)が 運 営 を開始 した。 このセ ンターが課 題 として いるの は、rrが 支援す る遠

隔 トレーニ ングの分野 の教 育手法 を開発 する ことと、遠 隔 トレーニ ングの形で独 自のコース を

提供 して 自治体 のコース を補完す る ことである。

(3)高 等教育

IT専 門家の教育 の多 くは大学 レベルで提供 される。2003年3月1日 、政府機 関で あるス ウェ

ーデ ンネ ッ ト大学庁(SwedishNetUniversityAgency)が 設置 され 、高 等教育 におけ るrr支 援

遠隔学習 への アクセ ス を促 進する とともに、コースの幅 を広 げている。
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(4)企 業教育

企業 にお けるrr知 識 の普及 とnr利 用の促進 を 目的 と して 、スウェーデ ン産 業技術 開発庁

(NUTEK:SwedishBusinessDevelopmentAgency、 産 業雇用通信 省の外 局)に よ る特別 プ ログ

ラムが実施 されて いる。

2.3ア クセ ス

情報社会で利用できるサー ビスへのアクセスを改善す ることは、信頼性、スキルと並んで、

IT法 案 「全国民のための情報社会」の優先政策分野の1つ に挙げられ、スウェーデンのすべて

の地域の人々や地域が、向こう数年のうちに高容量rrイ ンフラにアクセスできるようにするこ

とが課題 とされた。

(1)ブ ロー ドバンド拡大プログラム

政府が責任 を負う取 り組みの1つ がブロー ドバ ンド拡大プログラムである。 これには、 自治

体や個人加入者への助成金交付や、すべての自治体への全国基幹通信網の拡大が含まれる。 こ

のプログラムは2000年 、皿 法案の成立 と同時に採択され、2㎜ 一〇5年に合計52億5000万 クロ

ーナ(約762億 円、2004年8月2日 為替 レー ト1ス ウェーデンクローナ=14.52円)が 配分さ

れた。ただし、この予算は推定総費用の一部 しか含 まず、市場主導の拡大を促進することが意

図されている。

ブロー ドバン ド拡大プログラムは、市場が最 も好調な時期に開始されたが、その後、市況は

変化 し、ブドー ドバン ドの拡大には当初予想された以上に時間がかかっている。政府は、ブロ

ー ドバ ン ドの発達と利用度に注 目し続けており、新 しい状況に応 じて資金提供プログラムにい

くつかの修正を行った。これまでのところ、ブロー ドバ ンドの拡大に自治体を参加させる方式

が奏効 し、2002年12月 までに、ブロー ドバン ドネットワークを介 してインターネッ トに接続

された家庭は65万4㎜ 世帯(全 世帯の15%)に 達 した。

とは いえ、2003年 末 の時点で は、 まだイ ンターネ ッ ト利用者 の70%が ダイヤル ア ップ接続

(公衆交換電話網[PSTN:PubhcSwitchedTelephoneNetworkS]が67%、ISDNカs' ,3%)を 利

用 し、固定接続(ADSL、 ケーブルテ レビ、LANネ ッ トワー ク)は 残 りの30%に とどまって い

る。

固定接続市場では、ADSLの 利用者が最も多 く、家庭向けインターネッ トアクセス市場全体
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(ダイヤル ア ップ接続 を含 む)の17%を 占め る。2003年1-12月 の1年 間 にADSLの 利 用世帯

数 は、37万1㎜ 世 帯か ら48万7000世 帯へ と31%増 加 した 。LANと ケー ブルテ レビはそれぞ

れ 、家庭 向 け市場 の6%、7%だ った。2003年 には、 これ らの3つ の アクセス形態 がほぼ同 じ

割合(約30%)で 増加 しつつ ある。

(2)デ ジタルテ レビネッ トワーク

デジタルテ レビネットワークは電気通信イ ンフラのもう1つ の重要な要素であり、今 日、ス

ウェーデン国民の約90%を カバーしている。議会の決定に従い、地上波の(ア ナログ)放 送は、

2008年2月1日 までにデジタル放送へ と完全に移行する。

(3)携 帯電 言舌

ス ウェー デ ンで は早 くか ら携帯電話 の普及が進 んだ。国民 一人ひ と りにサ ー ビス を提供す る

とい う伝統 の もとで、ス カ ンジナ ビア半 島のすべて の国が協 力 して携帯 電話 の規 格の標準化 に

取 り組み、1981年 か ら世界 初の国境 を越 えた携帯電話 サー ビスNMT(NordicMobileTelephon

y)が 開始 され た。その後 、エ リクソン と、そ のライバ ル会社 ノキ ア(フ ィン ラン ド)は 、GS

M(GlobalSystemforMobileCommunications)規 格 を開発 した。GSMは ヨー ロ ッパで幅広 い

支持 を得て 、いまでは世界 を制す る携帯電話規 格 とな っている。

携帯電話の加入数の伸び率は最近でも年10%の 水準 を維持 してお り、2002-03年 、加入数(契

約数およびプリペイ ドカー ド)は11%増 加し、2003年 末の時点で880万 に達 した。こうした比

較的大きな伸び率が続いている1つ の要因は、61-75歳 グループの伸びが最大だった ことから

も分かるように、これまで携帯電話を使 った ことのない人々が新たに加入 していることである。

もう1つ の要因は、1人 で2台 以上の携帯電話 を使うようになったことであ り、利用者の51%

が複数の携帯電話を使っている(家 庭や会社が電話代 を支払う場合も含む)。

第3世 代(3G)のUMrS(UniversalMobileTelecommunicationsSystem)携 帯電話 の展 開は、

ス ウェーデ ンの最 も野心的なイ ンフラプ ロジェ ク トで ある。国家郵 便電気 通信庁(PTS)は 、

最短期 間(2003年 末 まで)に 最大の普及 率(全 国民の99.98%)を 実現 す る ことを条 件 として、

4つ の ライセ ンスを付与 した。

3Gの 展開は、当初か らいくつかの困難 に見舞われている。第1に 、インフラ整備に不可欠な

マス トの設置は、自然環境や文化環境 に影響を及 ぼす可能性がある。第2に 、地方議会

(municipalcouncil)は 、互いに対立するさまざまな利害を比較検討 しなければな らない。第3
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に、携帯電話か ら発生する電磁波に関する事実が効果的に伝達され、十分に理解された上で議

論がなされるようにしなければな らない。この問題が発生した ことで、関連当局と3G事 業者

自身は、詳細な情報提供を行うようになった。

(4)公 共安全とセキュリティのための無線通信ネットワーク

一般市民はさまざまな種類の電気通信インフラを利用できるようになったが
、スウェーデ ン

には特定の目的を中心に利用されるネットワークも存在する。一例が、公共安全 とセキュリテ

ィのためのネッ トワークである。政府は、この目的のための新たな全国規模の無線通信システ

ムを導入するための資金を配分 した。このシステムは、従来のシステムを置き換え、特に、警

察、救急サービス、救命サー ビスの間の通信の効率 と信頼性を高めるように設計され、公共サ

ービスが これまでより効果的に事故、犯罪、その他の脅威に対応できるよ うにすることによっ

て、全国民の安全とセキュリティを強化することを目指している。このシステムは段階的に導

入され、第1段 階は2005年1月 の運用開始が予定されている。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Anllf()rmationSocietyf()rAU-apublicationabouttheSwedishrr-policy:

http:/fwww.sweden.govse/content/1/c6/Ol/84/48/99740a84.pdf

ICT-information&co㎜unicationst㏄hnologies:http://www.isa.sefuploadfenglish/Publications/ISA .ICT.pdf

TheSwedishTelecommunicationsMarket2003:

http://www.ptS.se/ArchiveDocuments/ENAheSwedishTelecommunicationsMarket2003、pdf

3.公 共サー ビス

これまでに見てきたように、情報技術を十分に活用するには、基本的なインフラ、セキュリ

ティ、ユーザーのスキルが不可欠である。全国民に便益 をもた らす情報社会はしかし、それ ら

の要素以外にも、特別なニーズを持つ人々のための使い勝手の良いサービスの開発を前提とし

ている。そのようなサー ビスの開発は、多くの分野で市場主導で行われるが、その一部は公共

部門の手に委ね られている。その1つ が 「24時間×7日 庁(24〃agency)」 と呼ばれる24時 間

対応の電子政府である。

(1)24時 間 ×7日 庁

1999年12月 、ス ウ ェーデ ン政府 は、 「24時間 ×7日 庁」のコ ンセ プ トの土 台 とな る基準 を作

成す るよ う、ス ウェーデ ン行 政開発庁(SAFAD:SwedishAgencyForAdministrativeDevelop
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－ment)に 委託 した。SAFADは 、rr法 案 「全 国民のた めの情 報社会」 の精 神 に基 づいて報告書

「24時 間 ×7日 庁 一市 民サ ー ビス におけ る中央 電子 政府 の基準(24/7Agency-Proposed

CriteriaforCentralE-GovemmentintheCitizen'sService)」 を作 成 し、2000年5月 に提 出 した。

この報告書 は、政府機 関がそ の利 用度 を高め、年中無休(24時 間 ×7日)で サ ー ビスを提供 で

きるよ うにす るため に、次 の4段 階に分けて開発 を行 うことを提案 して いる。

　

　

つコ

暗

暗

階

段

段

段

段階4

政府機関とそのサー ビスに関するパ ッケージ化された情報を含むウェブサイ ト

政府機関とそのサー ビスに関するイ ンタラクティブな情報を含むウェブサイ ト

訪問者が個人情報を提出 ・取得できるウェブサイ トとコミュニカティブなアプロ

ーチ
。

複数の政府機関による共同サー ビスのためのウェブサイ トとネ ットワーク機能。

2002年10月 、国 際経済 問題 金融市場大 臣に任命 されたグ ンナー ・ル ン ド(GumarLund)氏

は、行 政(PublicAdministration)政 策 も担 当す る ことにな った。 同氏 は、 この分 野 にお いて

「24時 間 ×7日 庁 」 に優 先的 に取 り組 む考 えを繰 り返 し明言 して いる。

これに関連 して財務省では、公共電子サービスに関する委員会が設置されている。ζの委員

会は、公共部門における電子サービスの開発 と利用を積極的に促進することと、中央、地域、

地方政府間、および公共部門とその他のプレーヤーの間のよ り緊密な協力を実現す るよう設計

された新 しいアプローチを試験することを課題としている。

(2)電 子政府の規格策定

スウェーデ ンの電子政府の規格策定を担当する新 しい諮問グループが2004年1月1日 、そ

の作業を開始 した。複数の省庁の代表で構成されるこのグループには、行政機関、市民、企業

の間の電気的通信およびサー ビスの技術運用規格を策定する責任が課される。同グループはま

た、相互運用枠組みの策定と、合意した規格に準拠 したラベル付与 も行 う。

(3)イ ンフラコス トの削減

2004年 春、スウェーデンでは、「インフラサー ビスに関する枠組み合意」が締結された。 こ

の合意で対象となったのは、行政における電子サービスにとって不可欠な2つ の重要なイ ンフ

ラサー ビス、すなわち、電子IDや 電子署名の検証 とセキュアなメッセージングのほか、これ

らに関連 した追加支援サービス(事 例管理や実装など)で ある。この枠組み合意に従 うと、選

択 したサー ビス レベルと トランザクションの量によってサー ビスコス トが決定 されるように
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な り、複数の役割やプロバイダと、複数の公共機関の間で契約ベースの関係が結ばれるように

なる。 こうしたアプローチは、比較的小さな政府省庁、および、それか ら独立 して管理される

政府機関で構成されるスウェーデンの政府組織に適してお り、また、機能やソリューションを

市場主導で開発する方針にも合致 している。

(4)民 主的な意思決定 プロセ ス

ス ウェーデ ン政府 は、法案 「新 世紀 にお ける民主主義(DemocracyintheNewCentury)」 に

お いて 、ITは 民主主義 の発展 にとって不 可欠で あ り、人々が情報 を検 索 し、知識 を獲 得 し、イ

ンター ネ ッ ト上で対話す る能 力は、将 来の意思 決定 プロセ スに参 加す る上 で重 要 にな る、 との

評価 を示 した。 こうした評価 を受 けて、ITを 利用 した民主的 プロセ スの開発 を監視 し、促進す

る 目的で、司法省内 に特別作 業グル ー プが設 置 された。 このグル ー・一プは、 これ まで に2つ の報

告書(1つ は電子 投票、 もう1つ はデ ジタルデバ イ ドに関する)を 作 成 した。 またス ウェーデ

ンの政 治家た ちのrr利 用の方法 に焦点 を当てた共 同プ ロウジェ ク トも進行 中で ある。政府 の特

別 ウェブサイ トwww.demokratitorget.gov.seは 、民主主義 を主題 と したデ ィベー ト、 ディスカ ッ

シ ョン、学習 のため の仮想 フ ォー ラム を創設 す ることを 目指 して いる。

(5)保 健

'保 健分野では
、より多 くの時間とリソースを患者に割けるよう、主として管理業務を簡素化

するのにrrが 利用されている。このほか、人員配置の問題を解決し、スキルをよ り広く共有で

きるようにするために、rrを 利用 した遠隔アプ リケーションも設計されている。またrrは 、

患者が介護部門にアクセス しやすくし、患者 と保健医療プロバイダとのコミュニケーションを

促進するためにも使用されている。その一例が電子処方(e-prescriptions)で ある。

(6)電 子調達

政府は、電子商取引の発展において果たすべき役割を持っている。公共部門の電子商取引は、

国家郵便電気通信庁(PTS)そ の他 によって、電子商取引全般の普及における重要な要素とし

て取 り上げ られている。 この分野では、発展を促進するために、さまざまなイニシアチブが開

始されている。

(7)環 境

政府は、rrと 環境という主題への一貫 した政策アプローチの必要性を宣言している。環境へ

の影響を減 らし、生態学的に持続可能な開発を促進するためにrrを 利用する方法について、提

案書を作成するための特別なフォー ラムが設置された。
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関連ウェブサイ ト

勺1・f・ ・mati・nS・ ・i・ty和 ・A11・h仰 ・〃www・w・den .9帆 ・e/・・nteM/・6/01/84/48/99740・84 .pdf

The24〃Agency:Criteriafbr24/7AgenclesintheNetworkedPublicAdmlnistration:

http:"www・stats1(ontoretse/pdf7200041 .pdf

SwedishgovemmenUoworkoute-governmentstandardsand霊abels:h就p:〃europa .eu.intiida/en/documenti1999/344

1nf「aSe「vice・"・Swedi・hW・y・ ・Fa・ili・ ・t・P・bli・E-s・rvice・Deve1・pmen・ ・

hnp:〃www.statSkontoret.scシpdff2004120 .pdf

4.IT政 策の実施体制

4.1産 業雇用通信省

産業雇用通信省は、電気通信、ブロー ドバン ドインフラ、などの問題について、あるいは、

他の省庁の検討課題 とな らない限りでrrの 利用に関連する総合的な問題 について責任を負っ

ている。具体的には、ブロー ドバ ンドの助成金、電気通信の規制、イ ンターネッ トの諸問題、

電子商取 引、電子署名、情報セキュリティに関連 した特定の問題を担当する。

(1)rr政 策 実施機 関

産 業雇用 通信省 の多 くの機 関がrr分 野の任務 を遂行する。

・ 国家郵便電 気通信庁(PTS:NationalPosta
ndTel㏄omAgency):電 気通信 の監 督当局。

・ 革 新 シ ス テ ム 局(VINNOVA:SwedishAgenCyf
of■movationSystems):効 果 的 な 革 新 シ ス

テム の開発 とニーズ主導 の研 究 開発 に資金 を提供 す ることによって、 ビジネス、社会 、職

業生活 にお ける持続 可能 な成 長の促進 を担 当す る。

・ 成長政策研 究所(rrPS:SwedishInstitutefb
rGrowthPolicyStudies):政 策情報 収集、評価 、

公 式統計 の諸分野 を担当 し、 政策 立案者が存 立可能 な成長政策 を策定す る のに役 立て る政

策情 報収集 を行 う。政府 か ら、ス ウェーデ ン情 報技術政策の包括 的評価 を委 託 され て いる。

・ ス ウェーデ ン産 業技術 開発 局(NUTEK:Swedi
shBusinessDevelopmentAgency):資 金提供、

情報 と指 導の提供 、 プログ ラム とプ ロセス の支援 によって、全国 的に持続 可能 な成長 を促

進 す る。

ただし、多 くのrr政 策問題は、保健医療、環境、教育、政府行政全般な ど、個別の部門と関

係 している。 こうした場合 には、所轄官庁やその外局が問題を担当する。
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(2)2003年 度お よび2004年 度 予算

2003年 度予算 では、産 業雇用通信省 に約960億 クローナ(約1兆3900億 円)が 配分 され た。

これは、 政府予算全体 の約13%に 相 当す る。政府 予算 は47の 政策分野 に分割 され るが 、産業

雇 用通信省 は、 「IT、電気通 信、郵便」(ll億8千 万 クローナ、約171億 円)、 「研究 開発」(ll

億5千 万 ク ロー ナ、約167億 円)な ど、10分 野 の全体 または一部 を担当 した。

2004年 度 予算 で は産 業雇用通信省 に前年度 よ りも40億 クロー ナ(約600億 円)多 い約1∞0

億 クローナ(約1兆4500億 円)が 配分 され た。 これ は、政府 予算全体 の約13.5%に あた る。

政策分野 は政府 全体で48あ り、 このうち産業 雇用通 信省 は10分 野 を受 け持つ。 同省 内の予算

配分は、前年度 同様、 「労働市 場」 と 「運 輸」の2つ の政策分野 で全体 の約9割 を 占めて いる。

「rr・電気 通信 ・郵便 」 には13億6千 万 クローナ(約197億 円)、 「研究 開発」 に は12億3千

万 クロー ナ(約178億 円)が 配分 され 、いずれ も前年度 よ りも増額 されてい る。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

AnInformationSocietyforAll:http:/fwww.sweden.gov.se/conteM/c6/01/84/48/99740a84.pdf

TheMinistryoflndustry,EmploymentandCommunications:

http://www.sweden.gov.se/content/1/c6/01/84/56/bledd976.pdf

Budget:http://naring.regeringen.se/sb/d/2067/a/20579

Makinge-governmenthappenmSweden:http:〃europa.eu.intiida/en/documenVl602/488

4.21T政 策 戦略 グル ープ

スウェーデン政府は2003年6月18日 、rr政 策戦略グループを任命 した。 このグループは、

政府の諮問機i関としての役割のほかに、「全国民のための情報社会」というrr政 策 目標達成へ

の取 り組みのなかで積極的役割を果たす。もう1つ の中心的課題は、IT発 展の最前線における

スウェーデンの主導的地位を維持するため、他国との協力を推 し進めることである。

戦略グループは特 に次のような課題に取 り組んでいる。

・ 協力を確保 し、競争やITを 活用した技術革新 を促進するための環境整備を行 う。

・ 自由市場の枠組みの中で、将来まで持続し、アクセス しや く、競争や技術の面で中立的な

統合的電気通信ネッ トワークを積極的に推進する。戦略グループは、これに関連 した問題

について議論するフォーラムの役割を果た し、必要に応 じて自発的に協力が行われるよう

にする。
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・ ブロー ドバン ドネ ッ トワークの拡大推進で政府が役割を果たすべき分野を特定する。

・rrへ の一般市民の信頼を高めるため、役割を果たすべき分野を特定する。

・ 生活の質、地域の連帯感、文化などに関連する情報社会内部のニーズというソフ トな問題

に対処 し、情報社会の社会的、文化的影響に関連 して発生するリスクと機会を評価する。

・ 将来、rr政 策や情報社会のコンセプ トをどのように発展させることができるか、について

提案を行 い、情報社会に向けて策定された目標を実現する。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

ITPolicyStrategyGroup:http://www.sweden.gov.se/sb/d/2156/a/22411

5.ク ラ ス タ ー

スウェーデンには、関連する企業や産業が地理的に集中した、国際的に競争力のある情報通

信技術 コンビテンスクラスターがある。主なクラスターセンター としては、モバィルバ レー、

テ レマティクスバ レー、テ レコムシティ、ホームコム、インターネットベイ、エー レス ンド

ITな どが挙げ られる。有名な大学や研究所が近接していること、また十分な数および規模の企

業があることが、これ らの共通項となっている。相互関連企業、専門サプライヤ、学術研究所、

工業研究所、サイエンスパーク、テクノロジーインキュベーター、ベ ンチャーキャピタル会社

などのネッ トワークによって、これ らのクラスターは技術革新を生み出すユニークな存在 とな

っている。

(D強 力な産業基盤

イ エー テボ リのテ レマテ ィクスバ レー は、車載 テ レマティクス(vehicletelematics)の 世界第

一級 の クラス ターセ ンター と して急速 に発展 した。その要因 として、世 界的な 自動 車 メー カー

(ボルボ カー ズ、サー ブ)や 世界最大 の トラ ックメーカー(ボ ルボ トラ ック)が ここに本部 を

置 き、各種産 業部門、公共研 究活動が統 合 され ている ことが挙 げ られ る。 同様 に、モバイル通

信 および無線技 術 を リー ドす るス トックホル ムのキスタ ・クラスターの発 展 には、エ リクソ ン

が大 きな役割 を果た した。

(2)ク ラスターの発展に対する支援

クラスターの発展は、スウェーデ ン政府と地方自治体にとっての優先事項である。たとえば、

スウェーデンの革新システムを支援 ・促進するために、国家資金によって産業雇用通信省の外

局 として革新システム局(VINNOVA)が 設立された。
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(3)モ ビリティーの重要視

モバイル ・アプリケーション/サー ビスの創出が全クラスターに共通する特徴となっている。

新しいテクノロジー、製品アプリケーション、サービスの開発 と早期の商品化のためのテス ト

ベッドが設置され、スウェーデ ン企業と国際企業が協調 して、専門性と提供内容の拡大を図っ

ている。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

1()T-information&communicationstechnologies,p.23:http://www.isa.seXupload/english/PublicationsASA」()T.pdf
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フィンラン ドVll





vnフ ィ ンラ ン ド

1.フ ィンラン ド政府 における情報技術政策

1.1経 緯

1994年 末 、 フィ ンラン ド政府 は、 同国最 初のIS戦 略 「情報社 会 に向か うフィ ンラン ドー国

家戦 略」 を発表 した。5つ の アク ション ・ライ ンを提示 した。

アクション ・ライン1:民 間及び公共部門の更新において、ツールとして機能する情報技術

及び情報ネ ットワーク

アクシ ョン ・ライン2:経 済活動の重要部門となるべき情報産業

アクション ・ライン3:情 報通信技術のプロフェッショナルな専門知識を全体的に高いレベ

ルで維持 し、特に抜きん出た分野をいくつかもつこと

アクション ・ライン4:全 国民が、情報社会のサービスを利用する機会を与え られ、サービ

スを利用す るための基本的なスキルを身につけること

アクション ・ライン5:競 争力を発揮 し、高品質のサービスを提供できるようになるための

情報インフラ

1996年5月 、情報社会問題国家委員会が設立された。民間、公共部門、研究部門の代表者で

構成されている。委員会の委員長はジョウニ ・パックマン行政大臣、事務局は大蔵省に設置 さ

れた。

委員会の業務は、以下の通 りである。

・ 情報社会の発展 と影響に関する情報と討議の促進

・ 情報社会に焦点を当てた国家 レベルの開発プロジェク トの推進

・ 新 しい構想を目指 した開発と活動

・ 国内及び国際的な協力の推進

1997年 の春、1994年 発表のIS戦 略が幅広 く見直された。当初の情報社会戦略は、国民では

な く技術や競争力に重点を置きすぎているとう批判を受け、また、地域や地方の局面を無視 し

ているだけでなく、さまざまな国民層 一高齢者、障害者、失業者のニーズも無視 しているとい

う批判を受けてのものである。
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1998年12月 、 フィ ンラン ド研究 開発 国家 財団(S情 報技術RA)は 、 「クオ リテ ィ ・オ ブ ・

ライ フ、知識 及び競 争カ ーフィ ンラン ドの情報社 会 の戦 略的発展 のための前提条件 と目的」

を発表 した。 この戦 略の基盤 は、以 下 の4つ のキ ー ワー ドで まとめ られ る。

・ 国民に照準:情 報社会の発展は、国民のニーズを基盤にしていることが明らかでなけれ

ばな らない。

・ 地方分権:情 報社会は地方分権の形で発展する。発展の調整を行 うことは不可能であ り、

調整する必要 もない。ただし、中央集権的な方法も一部、必要である。

・ 改修:発 展速度が早いため、戦略は常に改修する必要がある。

・ 協力:フ ィンランド国内及び国際的な状況における公共部門と民間部門間、個人間、企

業間、業界 と行政間の徹底的な協力が重要である。

1999年4月 、文部省 は、新 しい情 報戦略 プログ ラム 「2㎜ 年 一2004年 教育のた めの国家

戦略」 を発表 した。

・ 国民のための情報社会スキル

・ ティーチング ・スタッフのための訓練

・ 情報技術産業及びディジタル情報専門家のための訓練

・ バーチャル大学

・ バーチャル ・スクール

・ 情報ネッ トワーク及びコンテンツの作成に関する学習環境

1999年 に発表 された 「最先端プロジェク ト」の実現が、2㎜ 年の初めに実際に開始された。

最先端プロジェク トにはそれぞれ独 自の担当組織があ り、この組織が、関連する省庁、企業、

研究機関、その他の組織と協力してプロジェク トを推進する。

9つ の最先端 プ ロジェク ト

1.電 子翻訳 サー ビス/電子 政府

2.パ ー ソナ ル ・ナ ビゲ ー シ ョン ・サー ビス

3.電 子学習

4.地 方 の情報 社会

5.コ ンテ ンツ産業

6.知 識集約 型労働
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7.テ レワーキ ング

8。 環境 を損なわな い情 報社 会

9.ビ ジネス ・ネ ッ トワーキ ング

2000年6月 、情報社会諮 問委員会(ISAB:InformationSocietyAdvisoryBoard)は 「情報社 会

と しての フィンラン ド」(FinlandasanInformationSociety)を 発表 した。報告書 の 目的 は、 フィ

ンラン ドにお けるISの 発 展 の全体的 な展望 を示 し、開発及び アクシ ョンのた めの プロポーザ ル

を作 成す る ことで ある。提 案 された実現 するべ き一連 の対策が詳細 に述べ られ て いる。 これ ら

の対策 は、政府 プログ ラム のISプ ロジェク トを補佐 し、eEurope構 想 をサ ポー トす るものであ

る。

優先順位

1.教 育、知識、及び研究の強化

2.通 信インフラ

3.運 用及び規制環境

4.情 報社会か らの疎外 の防止

5.公 共部門のサー ビスとカスタマーとしての公共部門

2001年6月 、情報社会諮 問委員 会 は 「情 報社会諮 問委員会 によ る2001年 レポー ト」(ReportOf

theinformationSocietyAdvisoryBoard2001)を 発 表 した。 同レポー トで は、 「情報社会 として の

フィ ンラ ン ド」 にお ける提 言 の実 施状況 の評価 と新たな政策提案 を行 って いる。情報社会諮 問

委 員会 は2つ の政策分野(① 社会 にお ける情報 通信技術 の幅広 い活 用、② 全 国民が利用可能 な

情 報社会 のサ ー ビス と機 会の実現)に お いて新 た に提言 を行 った 。

2001年12月 、情報社会 諮 問委員 会 は、電子政府 計画 に関す る レポー ト、 「新 世紀 の公共サ ー

ビス ーオ ンライ ン政府推進 のための2002～2003年 ア クション・プ ログラム」(PublicServicesin

theNewM田emium-ProgrammeofActiontoPromoteONLIINIEGOVERNMENr,2002-2003)を 発表

した。同 レポー トでは、オ ンライ ン政府 の実現 を妨 げる4つ の問題領域(① オ ンライ ン ・サー

ビスの開発 、実 装 、配 信、② オ ンライ ン ・サー ビスへ の需要 とサ ー ビス 品質、③ ア クセ ス性、

有 用性 、利 用者のサー ビス活用 能 力、④ オ ンライ ン ・サー ビス 開発 の先導 と調整)と オ ンライ

ン政府推進 のため の行動 計画(2002年 ～2003年)に つ いて記 して いる。

2002年 末、情報社会諮問委員会は、2003年3月 の選挙後成立する次期政府において、一人
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の閣僚 の監督下 で情報 社会 プ ログ ラム を実施す る ことを提言 した。これ を受 けて、2003年9月

4日 、マ ッテ ィ ・ヴ ァンハ ネ ン新 内 閣は、首木臨 邸 にお ける情 報社 会評議 会(lnformationSociety

Council)の 設置 を決定 した。

2003年6月23日 に首相に就任 したMattiVANHANEN(マ ッティ ・ヴ ァンハネン)に よるフ

ィンランド政府は、政府プログラムを策定 し、省庁横断的に関連する最も重要な分野として4

つの政策プログラムを立ち上げた:

・ 情報社会政策プログラム(担 当機関:首 相)

・ 雇用政策プログラム(担 当機関:労 働大臣)

・ 起業政策プログラム(担 当機関:通 商産業大臣)

・ 市民参加政策プログラム(担 当機関:法 務大臣)

'表V皿一1に フィンランド政府 における主要情報技術政策の経緯を示す。

表W-1フ ィンランド政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要

1994年 末 「情報社会に向か うフィンランドー

国家戦略」

フィ ンラ ン ド最 初 のIS戦 略 。

5つ の アク シ ョン ・ライ ン

1.情 報 技 術 及 び 情 報 ネ ッ トワー ク,2.情報 産 業 β.情 報

通 信 技 術 の プ ロ フ ェ ッ シ ョナ ルな 専 門 知識4.全 国 民 の

情 報 社 会 の サ ー ビ ス を利 用 す る機 会,5.高品 質 の 情 報 イ

ンフ ラ

1996年5月 「情報社会問題国家委員会」 民間,公共部門,研究部門の代表者で構成。

情報社会に焦点を当てた国家レベルの開発プロジェク

トの推進,新しい構想をめざした開発と活動等。

1997年 春 1994年 発表 のIS戦 略 の見 直 し フィンランド研究開発国家財団(S情 報技術RA),1994

年に制定したフィンランド情報社会戦略の大々的な評

価と見直し。 ・

1998年12月 「ク オ リテ ィ ・オ ブ ・ライ フ、知 識 、

及 び 競 争 カ ー フ ィ ン ラ ン ドの情 報 社

会 の戦 略 的 発 展 の た め の 前提 条 件 と

目的」

4つ の キー ワー ド。

・国民 に照 準

・地 方 分権

・改 修

・協 力

1999年4月 「2000年 一2004年 教 育 の ため の 国

家 戦 略」

、

文部省、2㎜ 年から2004年 にかけての新しい情報戦略

プログラムを発表。
・国民のための情報社会スキル

・ティーチング ・スタッフのための訓練

・情報技術産業及びディジタル情報専門家のための訓

練
・バーチャル大学

・バーチャル ・スクール

・情報ネットワーク及びコンテンツの作成に関する学

習環境

2000年 初 め 最先端プロジェク ト ア ク シ ョ ン ・ライ ンを 具 体 化 す べ き9つ の プ ロ ジ ェ ク

ト。
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2000年6月 「情 報 社会 と して の フィ ンラ ン ド」 フィ ン ラン ドの 情 報社 会 の 利 点 、問 題 及び 課 題 を明記 。

優 先順 位 と して は 、 教 育 、 知識 、及 び 研 究 の強 化 等 。

eEurope構 想 をサ ポ ー トす る もの。

2001年6月 「情 報 社会 諮 問委 員 会 に よ る2001年

レポ ー ト」

「情報社会としてのフィンランド」の評価と2つ の政

策分野(① 社会における情報通信技術の幅広い活用②

全国民が利用可能な情報社会のサー ビスと機会の実

現)に おける新たな提言

2001年12月 「新 世 紀 の 公共 サ ー ビス ・オ ンライ ン

政府 推 進の た め の2002～2003年 ア ク

シ ョン ・プ ログ ラム 」

オンライン政府の実現を妨げる4つ の問題領域とオン

ライン政府推進のための行動計画(2002年 ～2003年)

2003年6月 「情報社会政策プログラム」

←

情報技術の効果的利用及び情報社会サービスの振興を

通 じて、以下の目標実現をめざす:
・ 産業界、行政、教育、医療保健及び日常生活にお

ける情報社会サービスの利用推進による一般市民

の福祉の向上
・ 一般市民による、基本的情報技術のスキル、メデ

ィア ・リテラシー、及び情報技術サービスの利用

に必要なスキルの取得
・2005年 末を目途とした、一般市民による広範囲に

わたる高速通信網への低料金でのアクセスの実現
・ 電子商取引/データ ・ネットワークの安全性、及び

市民の電子サービスへの信頼性確保
・ 公共/民間部門のサービス ・レベル、事業の生産性/

効率性、及び競争力の改善
・ 全労働者による情報社会に必要な高レベルのスキ

ルの取得、及び短期的に求められる訓練を受けた

労働力の供給確保
・ 行政機関相互及び関係機関との協力による、経費

削減、リアルタイムでの運営を目的とした、顧客

志向型公共サービスの提供
・ 研究及び製品開発への投資拡大、並びにその効果

的な利用による、最先端の情報社会発展国として

のフィンランドの地位の維持
・ 国際的に高い評価を得るフィンラン ドの地位確

保、及び国際社会発展のための独自の情報社会政

策の活用

Source:フ ィ ンラ ン ド政府 等発 表 資 料か ら作成

1.2行 政組 織

情報社会プログラムの重点分野のうち、ブロー ドバン ドの普及、デジタルテレビへの移行、

セキュリティなど、2003～2004年 に施策が活発に実施 され、法整備がなされた分野はいずれも

運輸通信省が担当している。

通信分野の規制は、ライセ ンスの付与 ・発行のみ運輸通信省が実施 し、その他はすべて1988

年設立された独立規制機関 「フィンラン ド通信規制局(FICORA)」 が担当している。FICORA

は運輸通信省と同じ組織区分に含まれる。
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連邦政府の電子サービスを担当するのは財務省である。

マ ッテ ィ ・バ ンハ ネ ン首 相

PrimeMinisterMattiVanhanen

外 務 省

MinistryforForeignAffairs
一

ー

一

一

ー

一一

司 法 省

MinistryofJustice

内 務 省

Mi㎡stryoftheInterior

国 防 省

MinistryofDefence

財 務 省

Mi㎡stryofFinance

教 育 省

MinistryofEducation

農 業 森 林 省

MinistryofAgricultureandForestry

運 輸 通 信 省

MinistryofTransportandCommunications

貿 易 産 業 省

MinistryofTradeandmdustry

社会問題保健省、
MinistryofSocialAffairsandHealth

労 働 省

MinistryofLabour

環 境 省

Mi㎡stryoftheEnv血o㎜ent

図VII-1フ ィンラ ン ドの行政機構

関連ウェブサイ ト

Government:http:11www.valtioneuvosto.fi/vn/1iston/base.lsp?r=1932&k=en

1.3情 報社会 関連 政策 の実 施体制

(1)首 相 および閣僚 グル ー プ(図VII-2右)

情報社会政策 プ ログ ラム の実 施 はバ ンハ ネ ン首相が主導 す る。運 輸通信大 臣、教育大 臣、財

務大 臣、国防大 臣な どか らなる 閣僚 グループが首相 を補佐 す る。各 閣僚は、そ れぞれの関連 プ

ロジェク トにつ いて責任 を負 う。

この首相お よび閣僚 グル ー プを補佐 するプ ログラムデ ィレクターは、諸 プ ログラムの運営 ・

管理 を担 当す る。

なお、 閣僚 と地方 自治体 の代表者 で構 成 され るプ ログ ラム運営委 員会 は、閣僚間 の担 当分 野

一154一



の調 整にあた る。

(2)情 報社会評議会(図VII-2左)

情報社会評議会 もバ ンハネン首相が主導し、情報社会政策プログラムの内容に対応する7部

門と事務局で構成 される。

情報社会評議会は、閣僚以外にも専門家や外部組織をメンバー として加え、情報社会政策 プ

ログラムの進捗状況の評価 を行なう。 この点で、プログラムの策定 ・実施にあたる首相および

閣僚グループとの役割分担がなされている。

1政 府
1「1

情 報 社 会 評 議 会

InformationSocietyCouncU
・閣 僚 グル ー プ ・常 任 専 門 家7名

・企 業 そ の 他36団 体

首相および閣僚グループ

lI
情報社会評議会の7部門

・外部利益団体
・各省代表

プ ロ グ ラム デ ィ レク タ ー(PD)
・6名

1
情 報 社 会 評 議 会 事 務 局

CouncilSecreatriat
・各 省 代 表 者12名

プ ロ グ ラム 運 営 委 員 会

SteeringCo㎜itteefortheProgra㎜e ,
・閣僚13名

・地 方 自治 体 代 表 者

図W-2情 報社会関連政策の実施体制

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Organization:http:/1www.tietoyhteiskUntaohjelma.fi/esittely/en _GB/organisation/

2.情 報社会政策プログラム

フィ ンラン ドでは 、情報技術 政策 に限 らず 、ほぼあ らゆる分野 の主要 政策が首相 主導 の 「政

府 プ ログ ラム(GovernmentProgramme)」 として実施 されてい る。現バ ンハ ネ ン政権 で は特 に

「政策 プ ログ ラム(PolicyPrograinme)」 の形で情 報社会 の実現 に取 り糸畳んで いる。
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バンハネン首相率いるフィンラン ド政府は、政策プログラムの担当大臣が統括 ・調整にあた

る次の4つ の政策プログラムに着手 している(括 弧内は担当大臣)。

・ 情報社会政策プログラム(首 相)

・ 雇用政策プログラム(労 働大臣)

・ 起業政策プログラム(貿 易産業大臣)

・ 市民参加政策プログラム(司 法大臣)

政策プログラムを担当する各大臣は、それぞれのプログラムディレクターによって補佐され

る。政策 プログラムの計画 と実施に参加する他の大臣は、プログラムの策定と監視にあたる行

政職員を任命する。プログラムの調整を担当する大臣とそのプログラムディレクターは、目標

達成に適切と考える方法で、政策プログラムの実施を計画するとともに、責任の分担について、

また、政策プログラムの策定、実施、監視の詳細な計画について決定を行なう。さらに、プロ

グラムの具体的項目を実施するため、プロジェク トグループを設置することができる。

(1)情 報社会評議会

フィ ンラ ン ド政府 は2003年9月4日 、情 報社会 の発展 を方 向付 け、省庁 間の協 力を調整す

るため の組織 として情報社会評議 会(lnformationSocietyCouncil)を 設置 した。

情報社会評議会も首相が主導 し、具体的には以下の任務を担当する。

・ 情報社会の発展に関する主要政策について議論する。

・ 情報社会の発展、および関連する影響、可能性、脅威を予想し、監視 し、評価するととも

に、省庁間協力を促進するイニシアチブを推進する。

・ 情報社会の発展に関連する省庁横断的なイニシアチブと法律を追跡 し、それ らについて議

論するとともに、その実施を監視する。

・ 国際的 情報社会の発展を追跡 し、フィンランドの各種政策 に関する提案を推進する。

・ 情報社会の発展に関する各種プロジェク トにおいて企業と行政機関の相互作用を生み出す。

・ 情報社会政策プログラムとその進捗を評価 し、フィンランドの情報社会の発展の状況にっ

いて政府に報告する。

情報社 会評議会の設置 は、政府 プ ログ ラムにお いて合意 された。,同 評 議会 は、従来 の情報社

会諮問委 員会(ConsultativeCommitteeontheInfbmlationSociety)に 代わ る もので ある。
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(2)情 報社会政策プログラム

フィンランド政府の包括的な情報社会政策プログラム(lnformationSocietyPolicyProgramme)

の内容は2003年9月25日 、戦略文書に関する政府決議の一部 として、政府の本会議で承認を

受けた。

情報社会政策プログラムは、情報社会の提供する機会の活用に焦点を当てている。その目的

は、①競争力と生産性の向上②社会的 ・地域的平等の促進③情報通信技術の効果的な利用を通

じた市民の幸福と生活の質の向上一であ り、もう1つ の目標は、情報通信技術の主要生産国で

あると同時 に利用国でもある地位を維持することである。

プログラムの実施は、バンハネン首相率いる閣僚グループが調整する。 このグループには、

運輸通信大臣、教育大臣、財務大臣、国防大臣が含まれている。このプログラムのなかで首相

および閣僚グループの補佐役を務めるのがプログラムディレクターである。

なお、前項で述べたように、プログラムの進捗状況は情報社会評議会が評価する。このため、

同評議会 にはプログラムの内容 に従って7部 門が置かれている。

以上見てきたように、フィンラン ドの情報社会政策の実施体制には、①首相 ・閣僚グループ ・

プログラムディ レクターな ど②首相が主導する情報社会評議会一一 という2つ の流れがあ り、

政策の実施 と評価の間でかな り明確な役割分担がなされていると理解できる。

(3)重 点分野

情報社会プログラムは、特に情報社会の実用的側面を重視 し、①電気通信イ ンフラとデジタ

ルテ レビ②一般市民の情報社会活用能力と情報社会サービスの利用方法③研修、職業生活、研

究開発④行政における電子サービス⑤社会福祉と保健⑥電子商取引とデジタル ・コンテンツ/

サービス⑦政府ITサ ービス⑧法制度一の8分 野で施策を実施する。ほとん どすべての省庁が こ

の情報社会プログラムに参加するが、各分野の個別の施策内容 に応 じて、それぞれ担当省庁が

決まっている。

これ らの施策は、情報社会政策 プログラムが初めて取 り上げるものではな く、従来か ら情報

社会諮問委員会の指揮のもと、関連省庁で実施されてきた内容の延長線上 に位置付けられる。

以下の各車では、上記の分野に関連して、ブロー ドバンドの普及(分 野①)、 デジタルテ レ
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ビへの移行(分 野①)、 セ キ ュ リティ(分 野⑧)、 電子 政府(電 子IDカ ー ドの利用 を含 む 、分

野④ 、⑤ 、⑦)を 取 り上 げる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

GovernmentStrategyDocument:http:1/www.valtioneuvosto.fVvn/liston/base.lsp?r=40231&k=en

GovernmentPolicyPrograrmnes:http:〃www.valtioneuvosto.fi/vnAiston/base.lsp?r-40232&k-en

InformationSocietyCounci1:http://wwvv.valtioneuvosto.fi/vn/liston/base.1sp?r=41389&k=en

informationSocietyProgramme:

http:〃www.tietoyhteiskUntaohjelma.f/esittely/en_GB/introduction/_files〃1149570364153359/defauMietoyhteis㎞ntaohle1

㎜ _eng1_030404.pdf

3.ブ ロー ドバ ン ド

(1)ブ ロー ドバ ン ドの現状

フィンラン ドでは2004年5月 の時 点で60万 世帯 、つ ま り、全世帯の4分 の1が イ ンター ネ

ッ トにブロー ドバ ン ド接続 して いる。運 輸通 信省 では、企業 を含めたブ ロー ドバ ン ド接続数 は

合 計で70万 ～75万 にな ると見 てい る。

この調査の直近3カ 月に家庭のブロー ドバン ドアクセス数は急速に増加 し、約8万5,㎜ 件

が新たに加わった。単身世帯での伸びが最も著 しく、当然ながら都市部の方が農村部よりも接

続数が多い。13万 世帯以上が半年以内にブロー ドバ ンドに加入する予定と回答 した。

(2)国 家ブロー ドバン ド戦略

情報社会プログラムの重点分野の1つ 、「電気通信インフラとデジタルテ レビ」のなかでは、

EUの 包括的情報社会政策eEurope2005に 従い、2003年 末までに技術的に中立なブロー ドバ ン

ド戦略を策定することが 目指 された(担 当は運輸通信省)。

これを受けてフィンランド政府は2004年1月29日 、国家ブロー ドバン ド戦略に関する決議

を採択 した。 この戦略は、政府の情報社会政策の重要な一要素である。

国家ブロー ドバン ド戦略は、2005年 末までにすべての国民が高速で安価なデータ転送接続を

行なえるようにな り、フィンランドのブロー ドバ ンド加入件数を100万 とすることを目標とし

ている。 これが実現すれば、フィンランドは高速電気通信分野で欧州のリーダーになる。
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(3)光 フ ァイバ ー

フィ ンラ ン ドでは448の 自治体の95%に 光 フ ァイバーケーブルが敷設 され てい る。事 業者の

調査 によれ ば、国民 の約98%が 光 ファイバ ーケー ブルか ら数キ ロメー トル以 内の距離 に住んで

いる。

(4)ブ ロー ドバ ン ド価 格 の低下

2002年 、高速 イ ンター ネ ッ トアクセ スの価 格 は低下 した。2003年1月1日 時点 で、256Kbps

とい う最 も遅 いADSLサ ー ビス の平均 月額は50ユ ー ロ(約6820円 、2004年11月6日 レー ト

は1ユ ー ロ=136.46円)で 、 前年の10分 の1に な った。

EU諸 国の内部あるいはEU諸 国間での価格の差はかな り大きい。ADSL価 格が最も低いのは

ベルギーで、主に高速ADSLが 提供 されている。また、英国も価格水準がかな り低 く、256kbp

sお よびIMbpsの 接続はEUで 最低である。調査対象15カ 国中フィンランドは8位 または9位

(接続速度による)に 位置している。

(5)通 信市 場法の修正

運輸通信 大 臣は2004年3月12日 、 ブロー ドバ ン ドの価 格設定 に関す る電 気通 信市場法

(CommunicationsMarketAct)の 修正案 についてパ ブ リックコメ ン トを求 めた。修 正案の 目的

は、ブ ロー ドバ ン ド接続 の普及 を加速 し、ブ ロー ドバ ン ド市場 における競争 を促進す る ことで

あった。

通信 市 場法 の修 正案 で は 、 フィ ン ラン ド通 信規 制局(FICORA:FinnishCommunication

RegulatoryAuthority、 運輸通信 省の所 管)に 対 し、 ブロー ドバ ン ド接 続の提供 に必要 なネ ッ ト

ワー ク要 素の リー ス に上限価 格 を設定す る権 限が与 え られ る。 これ は、 ブロー ドバ ン ド接続 の

価 格設定 に介入す る もので はない。

修正案では、固定回線か ら携帯電話への通話料金も引き下げ られる。これは、固定ネッ トワ

ークか ら携帯電話ネ ットワークへの通話における相互接続 トラフィックの規制 を変更するこ

とによって実現する。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

TheFinnishGiOvernmentpromotesthespreadofbroadbandconnections-aresoiutiononthenationalbroadband

strategy:h即://www.tietoyhteiskuntaohjelma.fVajankohtaista/news/en _GB/senaattorY?articleld=60430_en_1.0
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MobilecallandbroadbandsubscriptionpricesgonedowninFinland:h"p:〃www.mintc.fVscripts/cgiip.exet'WService

=lvm/cm/pub/showdoc .p?docid=1735&channeltypeid=&channelid=35&channelitemid=7519&tmplanguageid=3

BroadbandpricesarehighinFinland:h叩:〃ww.mintc.fVsc巾tslcgiip.exe/WService-lvrn/c巾b/showdoc.p?docid-1

735&charmeltypeid=&channelid=35&channelite血d=6609&tmplanguageid=3

Actamendmentstospeedupthespreadingofbroadbandconnections:http:〃www.mintc.fVscripts/cgiip.exe/WServic

e=1・ml・ 碑 ・b/・h・wC・c・P?d・ ・id=1735&・h㎜ ・10P・id=&chann・lid=35&chann・lit・ ㎡d=745&t・nplaiigu・g・id=3

4.デ ジタルテレビ

情報社会政策プログラムの 「電気通信インフラとデジタルテレビ」分野では・EUの 情報社

会政策eEurope2005に 従い、デジタルテレビへの移行の加速化、アナログテレビの終了、フィ

ンラン ド放送協会(FinnishBroadcastingCompanyYLE)の 地位 につ いて、運輸通信省が 主導

す る形で検 討 を行 い、報告書 を作成す るとい う施策が計画 された。

2004年5月 の統 計 によ ると、36万 世帯 以上が地上 デジタル テ レビネ ッ トワー ク番組 を視聴

で きる受信機 を所有 し(前 四 半期か ら10万 世帯増)、 全世帯 の15%が デ ジタル時 代を迎 えて い

る。

(1)ネ ットワークライセンス

新 しい通信市場法に従って、フィンラン ド政府は2002年 秋、Digita社にデジタルテ レビネ

ットワークのライセンスを付与 した。これは、3つ のマルチプレックス(多 重周波数帯)を 使

用 ・管理する権利を与えるものであ り、ライセンス保有者は、番組制作者のサービスについて

責任を負い、必要な機器 と番組を管理する。

また、 デジタル ラジオネ ッ トワー クの ライセ ンスは、Digita社 とTelemastNordic社 に与 え ら

れ た。2っ の企業 にネ ッ トワーク ライセ ンスを付与 した ことで、ウーシマー(Uusimaa)地 域 に

おける地 域デ ジタル ラジオネ ッ トワークでの競 争が促 進 され る と見 られて いる。

ネットワークライセンスは2010年8月31日 まで有効である。アナログ使用のための周波数

が利用可能になれば、新しいライセンスについて申請の募集 を行なう。

(2)携 帯電話 との統合

4つ 目のデジタルテレビネ ットワークは、携帯電話サー ビスに予定されている。 このサービ
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ス には、情報社会サービス、ビデオク リップやテレビ番組の配信などが含まれる見通 しである。

この携帯電話デジタルテ レビサービスは、デジタルモバイルネ ッ トワーク、テレビネ ットワ

ーク、イ ンターネッ ト、および、携帯電話基地経由の受信を統合するテクノロジーを利用する。

ネ ッ トワークは一方向とな り、1カ 所の配信ポイン トか ら複数の受信者へさまざまなコンテ ン

ツを流す。

(3)番 組 ライセ ンス

フィ ンラン ド政府 は2003年12月18日 、デ ジタル地上波テ レビ ・ラジオ放送の番組 ライセ

ンスを付 与 し、新 しく7局 の ロー カル テ レビチ ャンネルがデジタル ネ ッ トワークで配信 を開始

す る ことにな った。 ライセ ンス は2010年12月31日 まで有効 で ある。

2003年 末現在 、デジタル テ レビネ ッ トワー クは、人 口の72%を カバー してい る。 この分野

の 中心 的アクターたち は、2004年8月 まで に人 口カバ レー ジが94%と な るよ う、配信ネ ッ ト

ワー クの拡 大に合意 した。

(4)公 共機関のデジタルテ レビサー ビス開発

情報社会政策プログラムでは、eEurope2005に 従い、デジタルテレビを通 じた公共サービス

の提供に関する報告書の作成 と実施計画の策定が 目指された。

最近の調査によると、公共デジタルテレビサービスの初期段階においては積極的な官民協力

が必要とされる。試験プロジェク トは、新 しいテクノロジーの課題に対応 し、デジタルテ レビ

の強みを生かす応用例を開発することを目指 している。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

May2004:digitalreceiverinover360,000households,broadbandaccessin600
,000households:

http:〃www.mintc.fi/scripts/cgiip.exeハYService=lvm/cm/pub/showdoc.p?docid=1735&channeltypeid=&channelid=35&cha

nnelitemid=8453&tmplanguageid=3

5.セ キ ュ リティ

(1)電 子 署名法

フィ ンラン ド大統領 は2003年1月24日 、電子署名法 を承認 した。同法 は2003年2月 初 め
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か ら発効し、電子署名に手書きの署名 と同じ効 力をもたせ、電子商取引と公共部門の提供する

サービスの両方を促進すると期待されている。

電子署名法は、電子署名と電子証明書に関係する。電子署名は、商業的な トランザクション

と行政の トランザクションの両方で使用することができる。電子署名法はまた、証明書に関連

した ビジネスを支援することも目的としている。

電子署名法は、電子署名に関するEU指 令の規定を実施する。司法省が策定した 「電子公共

サー ビス法」 も同時に発効する。

(2)国 家情報セキュリティ戦略

国家情報セキュリティ戦略は、情報社会における市民と企業の信頼を向上させることを目的

としている。同戦略は、情報の安全とプライバシーの保護 を改善できるガイ ドラインと施策を

定めている。フィンランド政府は2003年9月4日 、国家情報セキュリティ戦略に関する決議

を提出した。

このセキュリティ戦略によると、情報の保護された社会は、国内および国際的な協力の改善

によって実現することができる。戦略は、① フィンランドの情報通信技術企業の運営環境と情

報セキュリティの リスクマネジメン トの改善②基本的権利と国家の知識資本の保護③1青報社

会に対する意識と情報社会におけるコンビテンスの向上一の3つ の目標を達成するための最 も

重要な施策を示している。

(3)デ ータ保護法

電気通信における秘密保持、プロバシーの保護、情報セキュリティを改善するこの法律は、

電気通信サービスの発展を促進 し、電気通信事業者とその他のサービスプロバイダの、通信の

秘密保持に関する責任を明確にする。

フィ ンラン ド共和 国大統領 は2004年6月16日 、 この法案 を承認 した。法案は同年9月1日

発効 した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

ElectronicsignatureboostSelectroniccommerceandpublicservices:http://www.mintc.fVscriptS/cgiip.exeWService-1

vm/cm/pub/showdoc.p?docid=1735&channeltypeid=&channehd=28&channelitemid=5189&tmp]anguageid=3
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Aresolutiononnationaいnformationsecuritystrategy:http:〃wwwmintc.fVscripts/cgiip.exeパVService=lvm/cm/pub/sh

owdoc.p?docid司735&channeltypeid-&channelid-28&channelite血d・5590&tmp1加guageid-3

AnewAc口oclearconfidentialityandresponsibilitiesinelectroniccommunications:

ht【p:〃www.mintc.fi/scripts/cgiip.exeバVService;1vm/cm/pub/showdoc.p?docid=1735&channeltypeid=&channelid=35&cha

nnelitemid=6176&tmplanguageid=3

Newmeanstoimprovedataprotectionandinf()rmationsecurity:

h叩:〃www.tietoyhteiskUntaohjelma.fifajankohtaista/news/en _GB/senaattod/?articleld=86388_en_LO

6.電 子政府

フィ ンラ ン ドで は136の 政府機関の うち83が 市 民、企業、公共機i関へ電 子サー ビス を提 供

してい る。連 邦 の電子 サー ビスは合計で259あ り、その うち22は 、公共 機関 のみ を対象 とし

た もので ある(2003年8月 時点)。

フィンランド財務省の最高情報責任者(CIO)に よると、政府の電子サービス開発の最 も重

要な課題の1つ は、利用者 とのインタラクションであ り、その他の課題として、民間部 門との

インターフェイス、登録コス トの分担などがある。

(1)連 邦 の電 子サ ー ビス の統 合

フィ ンラン ド政府 は2003年9月 、電子 政府サー ビス にワンス トップのアプ ロー チを採用 す

る ことを決定 した。財 務省が発表 した新 たな計画の も とでは、主要な電子 政府 サー ビスが単 一

のブ ラン ドに統 合 され る。対 象 となるサー ビス は、suomi.fi(政 府 の情報 ・電子 サー ビスポ 一夕

ル)、lomake.fi(セ キ ュア フォームサー ビス)、otakantaa.fi(市 民向 けデ ィスカ ッシ ョンフォー ラ

ム)、asiointiopas.fi(電 子 フォームやイ ンター ネ ラ トサー ビスを使 用す るための ガイ ド)が ある。

(2)電 子 フォーム の利 用

2003年3月 ～8月 には約2万5㎜ の フォームがイ ンターネ ッ ト上で送信 された。電 子サ ー

ビス用 に12の 電子 フォームが用意 され たオ ンライ ンサ ー ビス10皿ke.fiに は2003年3月 ～8月

の6カ 月間 に約28万 人の利用者が訪 問 した。 フィンラ ン ド政府は、今後5～10年 の間 に80～

90%の フォーム を電 子 的 フォーマ ッ トで提 供す る ことを 目標 として いる。

(3)犯 罪報告 、

低調な一般市民向けサrビ スのなかで例外的に成功を収めているのが犯罪報告である。2002
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年にフィンランド警察は約73万7,㎜ 件の犯罪報告を受理 し、約5件 に1件 が盗難または暴行

事件だった。2003年1月 から、これ らの事件を警察に通報するとき、インターネットで電子フ

ォームを利用できるようになった。

6.1電 子mカ ー ド

フィ ンラン ドで は1980年 代か ら非電子 的なDカ ー ドが利用 されて いたが、1999年 に、個 人

情報 を記載 した 「市 民証明書(citizencertificate)」 を保存す るマイ ク ロチ ップを備 えた電子 皿)

カー ド(FINEIDカ ー ド)が 導入 され た。 フィ ンラ ン ド政府は、すべて の市民 につ いて電子n)

を作成 し、市 民が電子ID付 きカー ドを購 入す る と、IDが アクテ ィベー ト(有 効 化)さ れ る仕

組み にな って いる。

この電 子IDカ ー ドは期待 された ペー スで は 国民 に普及 しなか った。 フ ィン ラン ド国民 約

520万 人 の うち、2002年11月 の時点で カー ドを入手 した のは、約1万3,㎜ 人 しか いない。

(1)地 方 自治体 サー ビス との統合

電子IDカ ー ドの技術 的側 面を担 当す る国民登 録セ ンター(PopulationRegistrationCentre、1969

年設立、内務省所管)は2004年4月 、地方 自治体 の電子サー ビスを国の電子 皿)カ ー ドシステ

ムに組み込む ための技術仕様 を発表 した。 これ は、将来 的 に電子IDカ ー ドを 自治体 のサー ビ

スで使用で きるよ うにす るもので ある。

(2)社 会保障データの組み込み

電子IDカ ー ドに社会保障データを記録するというアイデアは2002年11月 にフィラン ド政

府によって提案 された。プライバシー侵害が懸念されたことから、データ保護オンブズマンの

勧告に従って、社会保障データを電子IDカ ー ドた記録するかどうかを国民1人1人 が選択で

きるようになり、2004年6月 初めか らこの選択制が実施されている。

(3)オ ンラインパンキングIDの 利用

フィンランド政府は当初、電子 皿)カー ドを電子政府サービスの統一的な電子的識別方法と

して使用することを目論んでいたが、既に指摘 したように、その普及は予想よ りも遅れ、多 く

の政府機関では、完全な識別を必要としない一部のサービスにとって、電子IDカ ー ドは複雑

過ぎると考えていた。 このため、特別な契約を結んだ り、カー ドやカー ドリーダーを追加 しな

くても、オ ンライン上で公共サー ビスへのアクセスを可能にする新 しいシステムが求め られて
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いた。これを実現するために目をつけたのが、インターネッ トバ ンキングサービスにアクセス

するためにフィンランドの銀行各社 によって発行される電子識別コー ド(オ ンラインパ ンキン

グID)で ある。

ノ

フィ ンラ ン ド社 会保険 機構、労働 省、国家 税務委員会(NationalTaxBoard)の3者 で構 成 さ

れ るコ ンソー シアム は、 オ ンライ ンバ ンキ ング用の 正》を利 用す る共 同プ ロジェク トを開始 し

た。

国家税務委員会は、オ ンラインバ ンキングDを 利用 して、通知と申請、さらに、インタラ

クティブサー ビスの登録の機密保持を実現する。最初のサービスは2004年 春に利用可能にな

った。

これに関連 して、社会保険機構は、2004年4月 に初の電子サービスを導入した。このサー ビ

スでは、学生たちが自分 の学生手当にっいて情報を調べることができる。近い将来、学生たち

は社会保険事務所に対 して電子的フォーマッ トで各種の申請を行なえるようになる。さらにフ

ィンラン ド社会保険機構 は2004年 に3つ の新しい電子サー ビろを提供 し、出産給付金、一般

住宅手当、失業サー ビスがインターネ ット上で利用可能になった。

(4)携 帯電話との統合

テレコムグループSoneraと 国民登録センターは2003年2月 、個人を電子的に識別する携帯

電話サービスを開始するための協力協定に署名 した。両者は、国民登録センターが開発 した電

子識別 と、Soneraの 加入者のSIMカ ー ド上の電子識別署名を1つ のサー ビスに統合する。

これによ り、フィンラン ド国民は、電子 皿)カー ドと並ぶ新たな識別方法を手にす ることに

なる。将来、携帯端末で公的、私的ネ ットワークサー ビスをこれまでよりも高い信頼性で使 う

、.ことができるようになるとともに、同じIDコ ー ドがさまざまなサービスで使用できる。新 し

いシステムは、2003年 秋に試験利用が行なわれ、2004年 には消費者が一般的に使用できるよ

うになる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

eFinland:http:/1e.finland.fi/netcomm/news/category.asp?intNWSCatlD=394
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珊 ドイツ

1.ド イツ連邦政府 にお ける情報技術政策

1.1経 緯

1996年2月 、 ドイツ連邦 政府 は、 ドイ ツにお いて情報社 会 を実現 す るた めの最初 のア クシ ョ

ン ・プ ランを発表 した。 この アクシ ョン ・プランには 「イ ンフォ2000:情 報社会へ の ドイ ツの

道」 というタイ トル が付 け られた。

1999年11月 、連邦 経済技術 省(現 連邦経済労働省)が 、連邦 教育研究省 と共 同で 「21世

紀 の情報社 会 におけ るイ ノベー シ ョンと雇用(imovationandjobsintheInformationSocietyofthe

21stCentury)」 とい うア ク シ ョン ・プ ログラム を発表 した 。 これ は2005年 までの5か 年 計画で

あ り、30億 ドイ ツマル ク の予算が配 分 された。

1999年12月 、連邦 経済技 術省(現 連邦 経済労働 省)は 、 「情報社 会」 と題 する新 しい フォ

ー ラム を発足 させ た。 これ は、1996年 にスター トした 「フォー ラム ・イ ンフォ2㎜ 」 を引き

継 ぐもので ある。 フ ォー ラム は、6つ の作業 グルー プ(教 育、民主主 義/行 政 、女性 、文化 、

高齢 者、最新技術)の もとにその活動 を続 けて いる。

2000年3月 、 ドイツ政府 とrr業 界は、共同で緊急のアクション ・プログラムを設定 し、外

国人技術者が ドイツで臨時的に働 くことを許可した。この行動プログラムは 「グリーンカー ド」

イニシアティブと呼ばれ、その骨子はrr関 連の学位を持つ20,㎜ 人の外国人プログラマーや

エンジニアに3年 か ら5年 の労働許可を与えることにある。

2002年2月 、連邦経済技 術省(現 連邦 経済 労働省)と 連邦教 育研 究省 は 「11formationSociety

Germany」 を発表 した。 この報告書 で は 「21世紀の'1青報社会 にお けるイ ノベー シ ョンと雇用」

の7つ の中心的ア クシ ョン ・プ ログ ラム(① 新 しいメデ ィアへの アクセス、② 教育 におけ るマ

ル チメディ ア、③ 機密性 とセ キュ リティ、④ 革新的雇用 一 新 しいアプ リケー シ ョン、⑤ 技術

とイ ンフ ラス トラクチ ャにお ける先導 的地位 、⑥ 近代 的行政 に向 けた電子 政府、⑦ 欧州及 び国

際協 力)に おける進 捗状況 を評価 して いる。

2002年2月 に、連 邦教育研 究省 は、情報通信技術分野 の研究 助成 プ ログラム、rrResearch2006

(rrLForschung2006)を 発表 した。連邦教 育研究 省は、rrResearch2006プ ログ ラムの枠内 で、
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2002～2006年 の5年 間に、総額15億 ユー ロを研究 プロジェク トの助成 に投 じるほか、さ

らに15億 ユー ロを研究機関への支援 として投資す る予定である。

2003年3月14日 、シュレーダー首相は、 ドイツ連邦議会で 「Agenda2010」 を発表 した。 こ

れは、労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成長の推進をめざす包括的な政

府プログラムである。このプログラムは、以下の9つ の主要分野 に分けて具体的な政策 を実施

している:

・ 労働市場

・ 産業

・ 課税制度

・ 医療保健及び年金

・ 環境

・ 家庭及び児童

・ 統合及び移民

・ 教育及び研究

・ 官僚主義の削減

2003年12月 、連邦政府は、 「21世紀の情報社会における技術革新と雇用」を受け継 ぐ形で

新たなマスタープラン 「情報社会 ドイツ2006(11formationsgesellschaftDeutschland2006)」 を

発表 した。この計画は、①電子経済②テクノロジーの研究開発③教育と訓練④電子政府⑤eCA

RDイ ニシアチブ/デジタル署名⑥電子保健⑦皿セキュリティの各分野でそれぞれ具体的な達成

目標 と達成期限を設定 してお り、経済労働省 と教育研究省が共同でマスタープランの実施を主

導する。

表W-1に ドイツ連邦政府にお ける主要情報技術政策の経緯 を示す。
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表W-1ド イツ連邦政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1996年2月 「イ ンフ ォ2000:情 報 社 会へ の ド

イ ツ の道 」 ア クシ ョン ・プ ラ ン

情報社会を実現するための最初のアクション・プラン。テ

レコミュニケーション市場の開放、技術の研究開発が不可

欠、国境を越えたテレコミュニケーションと情報サービス

の発展等を強調。

1999年11月 「21世 紀 の 情 報社 会 にお ける イ ノ

ベ ー シ ョ ン と雇 用」 ア ク シ ョン ・

プ ログ ラ ム

連邦経済技術省(現 連邦経済労働省)が 教育科学研究技

術省と共同発表。2005年 までの5か 年計画であり、30億

ドイツマルクの予算が配分.7つ のアクションプラン.①

新しいメディアへのアクセス、②教育におけるマルチメデ

ィア、③機密性とセキュリティ、④革新的雇用 一 新しい

アプリケーション、⑤技術とインフラス トラクチャにおけ

る先導的地位、⑥近代的行政に向けた電子政府、⑦欧州及

び国際協力

1999年12月 情報社会フォーラム 連 邦経 済 技 術省(現 連 邦経 済労 働 省)、 「情 報 社 会」 と題

す る新 しい フォー ラム を発 足 。 これ は 、1996年 に ス ター

トした 「フ ォー ラム ・イ ン フォ2000」 を 引き 継 ぐも の

6つ の作 業 グル ー プ(教 育 、 民主 主義μテ政 、女 性 、 文 化 、

高 齢者 、 最 新技術)か ら構 成

2000年3月 グ リー ンカ ー ド・イ ニ シ アテ ィブ IT関 連の学位を持つ20,㎜ 人の外国人プログラマーやエ

ンジニアに3年 から5年 の労働許可を付与

2002年2月 ㎞輌onSocietyGe㎜y 「21世紀の情報社会におけるイノベーションと雇用」の7

つの中心的アクション・プログラムの進捗状況を評価

2002年2月 ITLResearch2006 2002年 か ら2006年 まで に 、総額15億 ユ ー ロを研 究 プ ロ

ジ ェ ク トの助 成 に投 じ、 さ らに15億 ユー ロ を研究 機 関 へ
、

の支援として投資

2003年3月 Agenda2010 労働市場の改革、長期的な社会保障制度の再構築、経済成

長の推進をめざす包括的な政府プログラム

2003年12月 情報社会 ドイツ2006 「21世紀の情報社会におけるイノベーションと雇用」を

継承する新マスタープラン

Source:ド イ ツ 連邦 政 府 等発 表 資 料 か ら作 成

'
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1.2行 政機構

ドイツのrr政 策は、主に経済労働省及び教育研究省で実施されている。これ らの省及び内閣

の組織は以下の通りである。

1.2.1内 閣

ゲ ル ハ ル ト ・ シ ュ レ ー ダ ー 首 相

BundeskanzlerGerhardSchr6der

外 務 省

AuswanigesAm

家 族 問 題 高 齢 者 女 性 青 少 年 省

BundesministeriumfUfFamUie,

Seniore叫FrauenundJugend

内 務 省

BundesministeriumdesImern

保 健 社 会 保 障 省

BundesministeriumfUIGes皿dheit

undSozialeSicherung

一

ー

ー一

財 務 省

BundesministeriumderFinanzen

環 境 自 然 保 護 原 発 安 全 省

、BundesministeriumfUIUmwelt,

Naturschutzu.Reaktorsicherheit

司 法 省

B皿desministeriumderJustiz

運 輸 建 設 住 宅 省

BundesministeriumfUrVerkehr,

Bau-undWohnungswesen

国 防 省

Bundesminister沁mderVerteidigung

'経 済 労 働 省

BundesministeriumfむrWirtschaftundArbeit

教 育 研 究 省

BundesminlsteriumfUrBildungundForschung

経 済 協 が 開 発 省

BundesministeriumfUrwirtschaftliche

ZusammenarbeitundEntwicklung

一

消 費 者 保 護 食 糧 農 業 省

、BundesministeriumfUIVerbraucherschutz,

ErnahrungundLandw加schaft

*締 労 働 省 の 所 管 の も と で 電 気 通 信 郵 便 規 制 庁(RegTP:Regulierungsbeh6rdefUrTelekommunikationundP

ost)が 電 気 通 信 市 場 を 監 督 し て い る 。

**内 務 省 の 所 管 の も と で 欝 阻 セ キ ュ リ テ ィ 庁(BSI:BundesamtfUrSicherheitinderJnformationstechnik)が

ITセ キ ュ リ テ ィ 関 連 サ ー ビ ス を 提 供 して い る 。

図W-1ド イツ政府の行政機構

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

BUNDESMINISTERIEN:http:〃www.bundesregierung.de/Bundesregierung/一,422/Bundesministerien.htm

OrganisationsifbersichtdesBSI:htq):〃www.bsi.de/bsilorganisation.htm
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1.2.2経 済 労働 省

経 済 労 働 大 臣

BundesministerfurWirtschaftundArbeit

(WolfgangClement)

事 務 次 官3名

Staatssekretar

(AlfredTacke,RudolfAnzinger,

Georg-WilhelmAdamowitsch)

議 会 担 当 政 務 次 官3名

ParlamentarischerStaatssekretar

(GerdAndres,DitmarStaffe】t

RezzoSchlauch)

Z

中 央 局

Zentralabteilung

V

対 外 経 済 政 策 局

AuBenw甘tschaftspolitik

L

管 理 ・計 画 局

Leitungs-undPlanungsabteilung

VI

技 術 革 新 政 策 新 州 局

Technologie-undInnovationspolitik,

NeueBundesltider

1

経 済 政 策 局

Wirtschaftspolitik

vn

電 気 通 信 郵 便 局

TelekommunikationundPost

n

労 働 市 場 政 策 ・外 国 人 雇 用 ・失 業 保 険 局

Arbeitsmarktpolitik,Ausltinderbeschaftigung,

Arbeitslosenversicherung

vm中 小 企 業 政 策 ・手 工 業 ・

サ ー ビ ス 業 ・自 由 業 ・文 教 政 策 局

Mittelstandspolitik,Handwerk,Dienstleistungen,

FreieBerufe,Bildungspolitik

m

労 働 法 ・労 働 保 護 局

ArbeitsrechtundArbeitsschutz

IV

エ ネ ル ギ ー 局

Energie

IV

産 業 経 済 ・工 業 ・環 境 保 護 局

GewerblicheWirtschaft,Industrie,Umweltschutz

X

欧 州 政 策 ・国 際 雇 用 社 会 政 策 局

Europapolitik,Internationale

Beschaftigungs-undSozialpolitil(

図V皿一2経 済労働省の組織図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

OrganisationsplandesBMWA,1.Oktober2004:

http://www.bmwi.de/Redaktion/lnhalte/Pdfrorganisationsplan-september-2004,property=pdf.pdf
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1.2.3教 育研究 省

教 育 研 究 大 臣

BundesministerinfUrBildungundForschung

EdelgardBulmahn

1
lIl

事 務 次 官

Staatssekretar

UlrichKasparick

事 務 次 官

Staatssekretar

WolfLDieterDudenhausen

議 会 担 当 政 務 次 官

ParlamentarischerStaatssekretar

UlrichKasparick

LS

管 理 ・戦 略 局

LeitungundStrategie

Z

中 央 局

Zentralabteilung

F

研 究 機 関 ・科 学 評 議 会 局

Forschungseinrichmngen,

Wissenschaftsrat

1

欧 州 ・国 際 協 力 局

Europaischeund

internationaleZusammemrbeit

2

職 業 訓 練 ・教 育 改 革 局

AusbildungundBildungsreform

3

高 等 ・生 涯 教 育 局

Hochschule;We"erbildung

㍉

4

研 究 ・運 輸 宇 宙 航 空 局

Forschung,VerkehrRaumfahrt

5

情 報 通 信 ・新 技 術 局

InformationundKommunikatio曙

NeueTechnologien

6

保 健 衛 生 ・生 命 科 学 ・持 続 可 能 性 局

Gesundheit,Biowlssenschaften,

Nachha1Ugkeit

図W-3教 育 研 究 省 の 組 織 図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

OrganisationsplandesBMBEAugust2004:h仕p:〃wwwbmbfde/pub/orgplanpdf

.

2.Agenda2010

一

ドイツ連邦政府(Bundesregierung)の 経済政策は、経済成長 と雇用拡大、失業の減少、2010

年末までの完全雇用を主たる課題 としている。それ らを実現する上で最も重要な政策は、シュ

レーダー首相が2003年3月14日 にドイツ連邦議会における施政方針演説で発表 した改革プロ

グラムAgenda2010で あり、その改革措置は、①労働市場②社会保障③保健医療④税⑤中小企

業⑥官僚主義の削減 一などを中心として、ほぼあらゆる政治分野にわたっている。。

シュレーダー首相 は2004年1月26日 、ベル リンで開催 された技術革新会議において、'

Agenda2010の 諸改革のなかで、社会保障制度の改革(負 担金の引き下げと将来への対応)と

技術革新を互いに補い合 う2つ の柱 として位置付けることを明言 した。2004年 は特に後者が重

視され、連邦政府は、 この年を 「技術革新の年」 とした。連邦政府の知識 教育、研究、テク

ノロジーへの支出は、1998年 度か ら約21%増 加 し、2004年 度は124億8,670万 ユー ロ(約1
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兆7100億 円)に 達 した。 ドイツの公共機関と企業を合わせると、GDPの 約2.5%を 研究開発に

投じている。この数字は、諸外国よ りも大きいが、連邦政府はこれを2010年 までに3%に まで

引き上げる考えである。

技術革 新 は、政府 の取 り組 みだけで実現す るわ けで はな く、社会 全体 の課 題で ある。 このた

め、首相 の提案で2004年1月15日 、企業 、労働組合、研 究機i関の代表が参 加 して第1回 ハイ

レベル協 議が 開かれ 、イニ シアチブ 「技術 革新 のため のパー トナ ー(PartnerfUr■movation)」

が決定 された。3月 末 の第2回 協議 では、そ の具体 的 目標 として、 あ らゆ る レベル で ドイツの

技 術革新 制度 を強化 し、障壁 を取 り除き、効 率性 を高 める ことで 合意 した 。連 邦政府側 か らは、

教育研究 省(BMBF:BundesministeriumflirBildungundForschung)と 経済 労働省(BMWA:

BundesministeriumfiirWirtschaftundArbeit)が イニシアチブに参加す る。 このイニ シアチブで

は、定期 的 に会合 を持 ち、そ の作業 を支援す るため、 ドイツ技術革新 局(imovationsbUroDeut

schland)を 設置 した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.bundesregierung.del

/

3.経 済労働省

ドイツ にお いて 「情報 社会」を 目指す最初 のマスター プランは 、1999年 に現 シュ レーダ ー政

権 に よ って 採 択 され た 「21世 紀 の情 報 社 会 にお け る技 術 革 新 と雇 用(Innovationund

ArbeitspltitzinderInformationsgesellscaftdes21.Jarhunderts)」 だった。 これ を受 け継 ぐ形 で連

邦 政 府 は2003年12月3日 、 新 た な マ ス タ ー プ ラ ン 「情 報 社 会 ドイ ツ2006

(lnformationsgesellschaftDeutschland2006)」 を発表 した。この計画 は、① 電子経済② テク ノロ

ジー の研 究 開発③教 育 と訓練④ 電子政府⑤eCARDイ ニシアチ ブ/デ ジタル署 名⑥電子保 健⑦rr

セキ ュ リテ ィの各分 野でそれぞ れ具体 的な達 成 目標 と達成期 限を設 定 して お り、経済 労働省 と

教育研究 省が共 同で マス ター プ ランの実施 を主導する。

3.1電 子 経済

ドイ ツの情 報通信市場 は2004年 、世界 市場 に占める割合が 約6%、 売上 は1,300億 ユ ー ロ(約

17兆8,000億 円)と 予測 され、 引き続 き欧州最大 の市 場 となる。
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電子商取 引の売上 は2003年 、1,381億 ユー ロ(約18兆9,000円)と 初 めて1,000億 ユー ロを

突破 し、欧州で は最大 となった(2位 の英国 は849億 ユー ロ 〔約ll兆6,㎜ 億 円〕)。国際的 に

は2004年 、西 ヨー ロ ッパ は世界市場 の約30%を 占め る と見込 まれ ている。

3.2デ ジタル コミュニケー シ ョン

(1)イ ンターネッ ト利用

企業や個人のインターネッ ト利用について ドイツは世界の先進国の1つ となっている。2003

年には国民の54%が 家庭か、または職場でイ ンターネ ットを利用 している。今後の目標 として

連邦政府はそのマスタープラン 「情報社会 ドイツ2006」 のなかで2005年 までに、ユーザー数

を人口比で75%と することを目標としている。

(2)モ バ イル通信

モバイル通 信 の成長 も著 しく、携 帯電話 の契約 件数 は、2001年 以 降、固定電 話 を上 回 り、

2003年 には暫定値で6,400万 を超 えた。今後 も増加傾 向は衰えず 、2005年 には7,000万 に達す

ると見 られて いる。普及 率で も2003年 は、人 口100人 に対 して契 約数77(前 年 は71)と 大 き

く増加 した。 これ らは、 「情 報社 会 ドイ ツ2006」 で設定 された2004年 末 まで にGSM/GPRS携

帯の加入件数6,500万 、人 口の8割 という目標 を簡 単 に実 現するペー スで ある。

また連邦政府の 「モバイルメディアイニシアチブ」では既に、全国の約140の 団体のなかか

ら、厳正な選考 を経て、モバイル電子政府、モバイルエ ンターテイメン ト、モバイル ビジネス

などをテーマとする6つ のマスタープロジェク トが選ばれている。このプロジェク ト活動を推

進するため、経済労働省は、2年 間にわたる支援計画のもと、1,500万 ユーロ(約20億5,㎜

万円)以 上の資金を提供してきた。

(3)ブ ロー ドバ ン ド

既 に2002年3月 か ら、DSL、 ケー ブル、衛星、UMTSな どの ブ ロー ドバ ン ドイ ンフ ラめ整備

を促進す る 「ブロー ドバ ン ドイ ニ シアチ ブ」が 実施 され てお り、ブロー ドバ ン ドイ ンターネ ッ

ト接続数は2003年 末 の時 点で500万 近 くに達 した。 「情 報社会 ドイツ2006」 で は、2004年 ま

で に700万 を 目指 し、EUのeEurope2∞5イ ニ シアチ ブに従 って2005年 までに ブロー ドバ ン ド

を主要な アクセ ス技術 とす る こと、 な らび に2010年 まで に ドイ ツの全世帯 の半数が ブロー ド

バ ン ドイ ンターネ ッ トに接 続する こ とを 目標 と している。
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(4)デ ジタル放送

1997年 以降、連 邦政 府 と州 が主 導す る 「デ ジタル放送 イニ シ アチ ブ(lnitiativeDigitaler

Rundfunk))」 で は、ケ ー ブル 、衛 星、地上波 の ラジオ、テ レビ放送 をアナ ログか らデジ タルへ

と移行 す る戦略 に取 り組 んで きた。

ベル リンニポ ツダム および周辺地域 で は、2002年11月1日 か ら移行 が 開始 され 、2003年8

月には、アナ ログ地上 ネ ッ トワー クが完全 に廃止 されてデ ジタル 地上 テ レビが導入 され た。 こ

れ に続 いて、ケル ン=ボ ン、ル ール、ハ ンブル ク、ハ ノーバー=ブ ラウ ンシュヴ ァイ ク、 ブ レー

メ ン、デ ュッセ ドル フの各地域で 移行が予定 され ている。なお、「情報 社会 ドイ ツ2006」 では、

デ ジタルへ完全移行す る期 限 をテ レビ放送 は2010年 、 ラジオ放 送 は2015年 と している。

3.3電 気通信法

(1)電 気 通信郵便規制庁

1996年7月 に制定 された電気 通観 去(TKG:Telekommunikationsgesetz)に 基づ き、1998年1

月1日 か ら ドイツの電気通信 市場 は 自由化 された。この とき、連邦 郵政通信 省の廃止 に伴 って、

経 済 労 働 省 の所 管 の も と に 新 た な 規 制 当 局 と して 電 気 通 信 郵 便 規 制 庁(RegTP:

Regulierungsbeh6rdeflirTelekommunkationundPost)力 演 置 された。 同庁 は、かつて 市場 を独

占す る立場 にあった ドイ ツテ レコム を監 督 し、新規参入企業へ の機会提供 を促進 して いる。

電気通信市場の自由化は、価格の低下と技術革新を生み、消費者 と企業に大きな便益をもた

らした。今後も連邦政府は、競争の促進 という目的を変更することなく、必要に応 じて規制を

続けていく方針である。具体的には、 これまでに次のような規制措置が実施 されている。

・ 地域通話のコールバイコール とプリセレクションが義務付けられた。 これ によ り、消費者

の選択の幅が広が り、地域通話の料金が大幅に下がった。

・ 付加価値サービスの番号の不正使用の可能性が大幅に制限された。

(2)電 気通信法の改正

電気通信法の改正案は2004年5月14日 、連邦参議院で承認され、同年6月26日 に施行 さ

れた。これは、欧州委員会で2002年 に採択された、5つ の欧州指令か ら成る電気通信規制枠組

みを国内法化したものだが、電気通信分野において、透明で市場中心の効率的な規制に基づ く

競争を促進す るという目的そのものに変更はない。新電気通信法の中心的要素は、顕著な市場

支配力を持つ企業(ド イツテ レコム)に 義務を課 して、新規参入を促す参入規制である。 この
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ほか、主な内容として以下が盛 り込 まれた。

・ 電気通信サービスを提供するためのライセンスを将来的には不要にする(市 場参入障壁の

緩和)。

・ 構造的な市場参入障壁が見 られ、顕著な市場支配力を持つ企業を縮小できず、一般的な競

争法の適用だけでは不十分 とされる市場にっいては、部門別の規制を行なう。規制当局は、

該当する市場の決定と分析を2年 ごとに行い、欧州委員会 と連携 しなければな らない(部

門別の規制)。'

・ 競争促進のため、支払いに関する規制が具体化される。不当な値引き、ダンピング、不正

なバ ンドリング販売は、法律によって禁止される。

・ 規制当局が不正行為を罰する権限が拡大される。

・ 規制当局は年1回 、市場動向、見通 しなどについて報告を行 う(規 制当局の業務の透明化)。

・ 法的手続きが簡素化 される。

3.4中 小企業

中小企業は、 ドイツの技術力のバ ックボーンとなっている。工業 ・サービス部門の約20万

社の中小企業が毎年、新 しい商品やプロセスを提供し、そのうち3万5,000社 が継続的な研究

開発に取 り組んでいる。 こうした研究開発活動は、 ドイツの国際的技術市場における成功に大

きく寄与してきた。しか しなが ら、諸外国でも技術革新が進み、技術革新の周期が短 くなるな

かで、 ドイツの中小企業は、新たな ビジネスを生み出すための取 り組みを求められるようにな

った。

このため、教育研 究省 と経済労働 省は2004年2月4日 、イニ シアチ ブ 「ハイ テクマスター

プラ ン:中 小企 業 の技 術 革新 と未 来 の技 術(lnnovationenundZukunftstechnologienim

Mittelstand-High-TechMasterplan)」 を発表 した。これ は、連邦 政府 の改革 プ ログ ラムAgenda

2010に おいて2004年 か ら着 手 され た包 括的な技術革新促進 政策 の枠組 み に一連の施策 を追加

す るもので、① 新 しいテク ノロジー企業設立の主要枠組 み条件 の改善② 研究 プログ ラムの再設

計 と拡張③ 公 的な研 究 と中小企業 の新 しい協 力モデル④ 教育 と資 格付与 の政策 一 を柱 と して

いる。

ハイ テクマスター プ ラン とは別 に経済 労働省 では2003年1月 か ら同省 独 自の 中小企業振 興

イニ シアチブ(「promittelstand」)を 実 施 して きたが、2004年2月4日 には、 このイニ シアチ

ブの一環 として、新 しいイ ンターネ ッ トポ一夕ル 「www.pro-mittelstand.org」 を立 ち上 げた。 こ
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のサイ トでは、中小企業に対する税制上の優遇措置などの最新情報を提供するほか、起業家向

けのコンサルティングサービスなども行なう。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:1/www.bmwa.bund.de/

4.教 育研究省

教育研 究省 は、 ソフ トウェア工学 、ナ ノエ レク トロニクス、e-Scienceな どを中心 にして 、積

極的 に資金援助 を行 い、技術 革新、研究 開発 を促進 している。す で に指摘 したよ うに連邦政府

は、2004年 度予算 で教育 、知識 、研 究 、技術 革新 に対 して優 先的な配分 を行な ったが、教育研

究省 の予算 も1998年 度か ら34%近 く増加 し、総額82億6,100万 ユー ロ(約1兆1,300億 円)

だ った。情 報通信 技術 に直接 関係す る予算項 目は、 「宇宙 、rr、 移動体 、運 輸 、バ イ オテク ノロ

ジー、環境 テ ク ノ ロジー、 フ ラウンホ ー フ ァー 協会」 の29億8 ,200万 ユー ロ(約4,080億 円、

35.51%)、 「基礎科 学研究 、マ ックス プ ランク協会 、 ドイツ研究共 同体」 の18億5 ,600万 ユー

ロ(約2,540億 円、22.08%)と なって いる。

4.1ソ フ トウェア工学

(1)VSEK

3年 前 に教 育研 究 省 の支援 で構 築 され た ポ ータ ル 「仮想 ソ フ トウェ ア工 学 ネ ッ トワー ク

(VSEK:VirtuellenSoftwareEngineeingKompetenznetwerkS)」 を禾ll用す るエ ンジニ アが増加 し

てお り、その利 用数 は現在 、月間2万8,000件 程度 であ る。VSEKは 、ソ フ トウェ アのいわゆ

るベス トプ ラクテ ィス を適 用する ことによ り、 ソフ トウェアを製作 す る ドイ ツ企業 に迅 速なサ

ポー トを提 供す る。 また、研究機 関向 けには、新 しいソフ トウェア作 成方法 の実際 の活 用 につ

いて参考情報 を掲載 して いる。 ポー タルの核 となる知識データベ ースに は現在 、 ソフ トウェ ア

開発 の最新 の トピック に関す る約2,400件 のエ ン トリが含 まれて いる。教育研 究省 は これ まで

にVSEKに1億600万 ユー ロ(約145億 円)を 投 じて いる。

(2)ソ フ トウェ ア工学2006

教育 研 究 省 は 、2002年 か ら中小企 業 の研 究 開発 促 進 プ ログ ラム 「IT2006(ま た はIT-

Forschung2006)」 を実施 して きた。2004年7月1日 には、このプ ログラムのなかで 過去最大規

模 とな る 中小 企 業 の ソフ トウェ アエ ンジ ニ ア リング研 究促 進 策 「ソ フ トウ ェ ア工 学2006
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(SoftwareEngineering2006)」 が発 表 され た。 教育研 究省 は総額4,850万 ユー ロ(約66億

3,㎜ 万 円)を 支援 し、36の 共 同プロジェ ク トに179の プ ロジェク トパー トナー(う ち 中小企

業 は69社)が 参加す る。

4.2ナ ノエ レク トロニ クス

経済的に立ち遅れた旧東独地域の工業都市 ドレスデンは近年、政府の積極的投資によ り、

欧州で最 も重要なマイクロ/ナノテクノロジーの拠点 となっている。2004年5月 には、エ レク

トロニクスグループAMDの 第2チ ップ工場が稼動を開始 した。 ここでは、専門家たちが、世

界で受け入れ られている300㎜ シリコンウェーバーの規格開発に取 り組み、教育研究省はそ

のための資金援助を行なっている。

さらに2004年8月30日 には、 フラウ ンフォー ファー協会 、半導体 メーカー のイ ンフィネオ

ン(lnfmeon)、AMDが 、 ドレスデ ンにナ ノエ レク トロニ クスセ ンター を共 同で設 立す る ことに

合意 した 。この施設 に対 し、ザ クセ ン州 と教 育研究 省は合わせて8,000万 ユー ロ(約109億 円)

の助成金 を拠 出 し、業界 のパー トナーは5年 間で約1億7,㎜ 万 ユー ロ(約233億 円)の 研 究

プ ロジェク トを実 施す ることを計画 して いる。

4.3e-Science

科学者 自身の手で運営 される 「ドイツ研究 ネ ッ ト(DFN:DeutschesForschungsnetz)」 は、高

等教育機 関や研 究機 関を結び、新 しい応 用例 の開発 とテ ス トを支援す る。

DFN創 設 か ら20年 を経て、教育研究 省は2004年3月 、e-Scienceイ ニ シアチ ブを発表 した。

DFN理 事 によ る と、e-・Scienceによって、科学 チーム は将 来一層簡単 にネ ッ トワー ク を構 築 し、

スーパ ー コン ピュータ上の 「グ リッ ド」 を経 由して 、デー タや、電波望遠鏡 や粒子加 速器な ど

の大 型設 備 にアクセスで きるよ うにな る。

e-Scienceイ ニ シアチブの一環 として、2004年6月15日 には、革新 的ネ ッ ト技術 の 開発 に向

けた新た なプ ロジェク ト 「VIOLA(VerticallyIntegratedOpticalTestbedforLargeApplications)」

が開始 され た。 これ は、科 学や経済へ のネ ッ ト技 術 の応 用 をテス トする ことを 目的 と し、専門

家 の共 同作業(「DGRID－ イニ シアチ ブ」)の な かで考え 出され た、未来 のイ ンターネ ッ トのた

めのテス トベ ッ ドとも言 うべ きもので ある。
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4.4教 育

教育労働省が2004年1月 発表した 「一般教養/職業訓練学校 のrr設 備」に関する調査結果 に

よると、2003年 は平均で生徒15人 に対 し1台 のコンピュータが設置され、前回調査の生徒18

人に1台 か ら改善された。 これは、欧州委員会が定めた目標を期限よ りも18カ 月も前に達成

した ことになる。

大学教育 にお ける教育 用 ソフ トウ ェアの分野 では、過去5年 間 に100以 上 の専 門プ ロジ ェク

トのなかか ら、ほぼすべて の専 門分野 を対象 と して質 の高い教 育 ソフ トウェ アが 生まれて いる。

こうした取 り組 み を継続す るべ く教 育研 究省 は2004年7月4 .日、電子学 習用 ソフ トウェア を

開発 す る 「学 問のための電子 学習サー ビス(eLearningl)iensteflirdieWissenschaft)」 プ ロジ ェ

ク トに3年 間 で4,㎜ 万ユ ー ロ(約54億7,㎜ 万 円)を 拠出す る と発 表 した。 この プロジェ ク

トで は、教授資格認 定、技術 ・教 授法 に関す るコ ンサルテ ィングな どに使用 される支援 メカニ

ズム の開発 が行なわ れる。。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.bmbf.de/

5.Bundonline

5.1電 子 政 府

(1)BundOnllme2005

情報通信 技術 の活 用は行政 の近代化 に貢献 し、市 民の利用 しやす いサー ビスを提供す る との

考 え か ら、 シュ レー ダー首相 は2㎜ 年9月 、電 子政府 イニ シアチブ 「BundOnline2005」 を政

治課題 に掲 げた。これ は、2005年 まで に連邦 のすべて の行 政サー ビス をオ ンライ ン化す る こと

を 目標 とし、 一般 市 民や企 業 に便益 を もた らす ことを通 じて、 ドイ ツ経済 の振興 に寄与す る。

オ ンライ ン化 が予定 されて いるサ ー ビスは451に 上 り、2004年7月 まで に270の サ ー ビスがイ

ンターネ ッ トで提 供 されて い る。

(2)ド イツオ ンライ ン

地方分権 化が進 んだ ドイ ツで は、行 政サー ビスの電 子化が連邦 、州 、市町村 の レベルで個 別

に進め られ てきた。これ らの レベル を統合す るべ く連邦、州、市町村 は2003年6月26日 、 「ド

イ ツオ ンライ ン(DeutchelandOnline)」 戦 略を取 り決め 、この戦略 にBundOnlineが 組み込 まれ
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た。 「情報社会 ドイ ツ2006」 で は、 ドイ ツオ ンライ ンのプ ロジェク トの50%を2005年 末 まで

に実現す る ことが 目標 とされて いる。

(3)官 僚主義削減イニシアチブ

企業による革新的活動 を可能にする政治的 ・法的枠組み条件は、経済の活性化と雇用拡大に

とって重要な要素である。 このため、連邦政府は、官僚主義が招 く各種の障害や負担を削減す

ることを課題 とし、包括的改革プログラムAgenda2010で も重点分野の1つ とした。

連 邦政府 は2003年7月9日 、 戦略 コ ンセ プ ト 「官 僚主 義削 減イ ニシアチ ブ(Initiative

BUrokratieabbau)」 を決定 した。 これ は2003年2月 に採択 された 「官僚 主義肖1」減マスター プ ラ

ン(MasterplanBiirokratieabbau)」 を引き継 ぐ総合的戦略 であ り、技術革新や投資 を活性化す る

ことを 目的 として いる。

(4)7項 目プ ログラム

連 邦内 閣は2003年12月10日 、公共調達 を効 率化 す る 「7項 目プログ ラム(7-Punkte-

Programme)」 を決定 した。 これ は、BundOnline2005と 互 いに連携 し、官僚蟻 の削減 、行 政

の近代化 と効 率化 に貢献す る。

このプログラムで連邦政府は、その行政の質と職務について厳密に定め、新 しい情報技術 を

活用する。7項 目のうち、特に、調達を合法的に確実に行なう電子システムや、規格に従った

製品やサービスを発注する購買サイ トに重点が置かれる。

(5)SAGA2.0

情 報 通 信 技 術 の 要 件 が 急 速 に 変 イヒす る な か 、 内 務 省(Bundesministeriumdeslmern)は2003

年12月15日 、 ドイ ツ の 電 子 政 府 の た め の 規 格 「SAGA(Standards皿dArchitekturenfUr

E-Government-Anwendungen)」 を バ ー ジ ョ ン2.0に ア ッ プ グ レ ー ドし た 。 新 バ ー ジ ョ ン で は 、 電

子 サ ー ビス を で き る だ け 統 一 的 に 複 製 し 、 拡 張 可 能 とす る た め に 、 関 連 す る 開 発 と 応 用 に つ い

て 規 定 して い る 。

関連 ウ ェ ブ サ イ ト

BundOnline2005:http://www.bund.de/nn-518/ContentfBundOnline-2005BundOnlineseite.html_nnn-true
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5.21Tセ キ ュ リテ ィ

ITと インターネットを集中的に使用する場合、セキュリティと信頼を確保する必要がある。

オープンソースソフトの推進、バイオメ トリクスの導入、イ ンターネッ トに関するセキュリテ

ィ上の危険性に対する一般市民の意識向上は、連邦政府のrrセ キュリティ戦略の重要な要素で

ある。

しか し、 ドイ ツのITセ キ ュ リティ にお いて 、それ ら以上 に重視 されて いるのは、rrに 依存

す る重要イ ンフラの保 護で ある。 このため、 「情報社会 ドイ ツ2006」 で は、重要イ ンフラ とそ

のrrへ の依 存につ いて分析 を行 い、重要イ ンフラの保護 に関す る国家計画 を2004年 中に草案

作 成する ことを予定 して いる。 優先課題 は、CERT'(ComputerEmergencyResponseTeam)制

度 の策 定 と拡張で ある。この作業 には、rrセ キ ュリテ ィ状況 の定 期的 な共 同評価(統 計 と報告)

の確 立、早期 ・事前警告 能力 の育 成が含 まれ る。

(1)連 邦rrセ キュ リテ ィ庁

1980年 代 初めか ら内務省 のイ ニ シアチブの もとで暗 号 を中心 と したセ キ ュ リティ措 置が取

ら れ る よ う に な り、1987年 に は 「ITセ キ ュ リテ ィ の た め の 省 庁 間 委 員 会(ISIT:

lnterministrielleAusschuBfUrdieSicherheitinderrr)」 が設立 され た。そ の後、情報技 術 の発

達 に伴 い、Isrrはrrセ キ ュ リティ に関す る連 邦政府 のサー ビス プ ロバイ ダで ある連邦rrセ キ

ュ リティ庁(BSI:BundesamtfiirSicherheitinderlnformationstechnil()へ と発 展 し、1991年

1月1日 、その業務が 開始 された 。BSIのrrセ キ ュ リティに関す る幅広 いノウハ ウは、欧州で

も特 に際立 ってお り、2003年2月 に設 置 されたEUの 欧州ネ ッ トワー ク情報セ キュ リテ ィ庁

(EMSA:EuropeanNetWorkandInformationSecurityAgency)の モデル にもなった 。'

ドイツでも迷惑メール(ス パム)は 近年、大きな問題となっている。 「情報社会 ドイツ2006」

で連邦政府は、スパムを効果的、永久的に遮断するさまざまな官民協力プロジェク トを2005

年末までに計画 している。BSIは 、スパムの量を減らすため、よ りよい保護措置を開発する官

民協力の取 り組みに参加 し、2004年 末 までに若年者向けのrrセ キュ リティ情報を作成する。

(2)電 子署名

2003年4月3日 に ドイ ツ連 邦政府 と経済界 の協 力によ り結成 され た署名連盟(BUndnisfiir

elektronischeSignatUren)は 、電子 政府 にお ける電子署名 の普及 と受容 の基 盤で あ り、公共 ・民

生分野 にお ける電子署名 、チ ップカー ドの保安イ ンフラの確 立 を 目指 す。署名連盟 の事 務所 は、
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BundOnlineプ ロジェク トグループに統合された。署名連盟が策定した規格を基にして連邦政府

は、 ドイツオンラインのなかで規格を策定 し、実装する。

ドイ ツの電子署名法 は 、1997年8月 に施行 され た 「マルチ メデ ィア法:情 報通信 サー ビス の

枠組 み とな る諸 条件 の規律 に 関す る法律(GesetzzurRegelungderRahmenbedingungenfUr

informations-undKommunikationsdienste)」 の一部(第3款)で あるが 、現代 の最新 技術 に適 用

させ るため、 「情報 社会 ドイ ツ2006」 の一環 として、2004年 末 までに改正法案が作 成 され る こ

とになって いる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Historie:http:〃www.bsi.dピbsi/historie.htm

5.3電 子保健

連邦政府は、電子署名付きカー ドの広範な普及 と行政手続な どの電子化を促進するため、

「eCardイニシアチブ」のなかで健康や雇用などの分野の多機能カー ドの導入を準備 している。

既 に氏名 、住所 、生年 月 日な どの個人デー タを載せ た 「健康 保険カー ド」が導入 されて いる

が、 これ に、電子 処 方 箋 、電 子 診 断書 、服用 薬 の記 録 な ど の機能 を追加 した 「健 康 カー ド

(Gesundheitskarte)」 が新 た に導 入 され る予定で あ る。2004年10月 まで に技術 的な条件 を整 え、

2005年 末 までに8,㎜ 万 枚 の発行 を 目標 としてい る。

このカー ドは、医療 システムにかかわるすべての機関を電子的に結び、情報通信技術によっ

て自動車に情報を提供する医療テ レマティクス(遠 隔車両診断な ど)イ ンフラの構築にあたっ

て主導的役割を果たす。さらに、2004年 内に医薬品の電子販売の実現、2006年 か らの電子処

方の導入なども目標 としている。

また、署名機能を備え、被雇用者の労働時間、報酬額、雇用契約の解除についてのデータが

記録された4,000万 枚の 「雇用カー ド(JobCard)」 の導入は2007年 に予定されている。これは、

労働局やジョブセンターでの管理を容易にし、失業手当などの給付認可を迅速に処理できるよ

うにすることを目指すものである。

このほか、税務、次世代身分証明書、電子署名機能付 きの銀行カー ドな どのプロジェク トが
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eCardイ ニ シアチ ブのなか で進んでお り、

減 と効率化 を 目標 として いる。

これ らは、インフラの共通化による開発コス トの削

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Informationsblatt"Arzneimitte】undInternet":

http://www.bund.deXnn _8692/Content/Aktuelles-ausder-Verwaltung/Meldungen/2004/040604-lnforrnationsblattrArzneimi

ttel-und-ln-news。html
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1Xフ ラ ンス

1.フ ランス政府における情報技術政策

1.1経 緯

フランス政府は、1994年9月 にミニテル1の発案者であるフランス ・テレコムの元総裁 ジェ

ラル ド・テリに情報技術政策 レポー トの作成を依頼 した。同 レポー ト 「フランスにおける情報

ハイウェイ ・サー ビス」では、光ファイバに開発に向けた野心的な計画を提唱し、サー ビスの

展開を国家がサポー トすべきであると述べている。

1997年8月 、リオネル ・ジョスパ ン(LionelJospin)首 相(当 時)が 「野心的なアクション ・

プラン」 を発表した。ジョスパン首相は 「政府は一連の提言を通 じて、行政機関やその他の社

会組織のために優先度を設定 し、具体策を実施し、基準を用意 して、国家の側から目的のはっ

きりした持続的な介入を実現する」と述べた。同首相はさらに 「技術的な レベルの問題に加え、

情報社会の出現は政治的にも大きな意味を持ってお り、政府にとっても重要な課題になる」と

指摘 した。 ・

1998年1月 、 最 初 の 情 報 社 会 の た め の 省 庁 間 委 員 会 が 開 か れ 、 「情 報 社 会 の た め の 政 府 ア ク

シ ョ ン ・プ ロ グ ラ ム(PAGSI:hogra㎜ed'ActionGouvernementalpourlaSoci6t6de1'lnformation)」

が 発 表 さ れ た 。 国 家 が 果 た す 役 割 と し て 、

・ 触媒としての役割。企業や国民に情報社会の重要性を伝える。・規制機関としての役割。

情報社会におけるルールを確立 し、実施する。

・ 主要なプレーヤー としての役割。公共サービスと国民の間の関係を一新 し、サー ビス提

供のや り方を最新のものにする。

を挙げている。また、6つ の分野を優先事項とした。① 教育、② 文化、③ 公共サービス、④

企業、⑤ 産業の現代化 と技術革新 ⑥規制の枠組み。

1ミ ニテル:イ ンターネット以前にフランスが世界に誇っていた情報通信端末、1983年 にフランスの国営企業

フランス ・テレコムが、紙製電話帳の代 りにフランス全土で約450万 台を無料で配布した。この端末機の名前

がミニテル、電話回線に接続 された小型ディスプレイ、キーボー ドで各種情報がオンラインで入手することが

できた。
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2000年7月 、フランス政 府は、情報格 差(デ ィジタル ・デバ イ ド)を 解 消す るため に、以下

の政策 を発表 した。 これ に関連 した 予算 と して、3年 間に6億1,300万 ユ ー ロを計上 した。

教育

国民全員のインターネット接続

新 しい雇用とICTト レーニング

ICTと 第三セクター

IPロ ーカルループのアンバ ンドリング

国際協力(南 北問題)

e-Europeに 向けた新 しい道をフランス政府が提案

ICTの 新しい用途に関す る研究開発

2002年6月 、シラク大統領 の直 系 と言われ る右派の ジャン ・ピエー ル ・ラフ ァラン(Jean-Pierre

Raffarin)氏 を首相 とす る第2次 ラフ ァラ ン内閣が発足 した(2002年5月 に発足 した第1次 内

閣は左派 の ジ ョスパ ン前首相 辞任 に伴 う暫定 内閣)。 この政権交代 によ り、 「情 報社会 のた めの

政府 アク ション ・プログラム(PAGSI)」 はそ の役割 を終 えた。

2002年11月 、ラフ ァラン首相 は、*"ElectronicBusinessGroup(EBG)"2に 向けた演 説の中

で、新 しい情報技術政策 、 「情報社 会 にお けるデ ィジタル共和 国構想:RE/SO2007」(Pourune

REpubliquenum6riquedanslaSOci6t6del'information)の 概要 を発表 した。 この構想 は、従来 の

PAGSIを 引き継 ぎなが らそ の問題点 を改 め、フランス社会 の情 報化 に新 たな活 力を与 える こと

で、 「フ ランス の情報化 の遅 れ に終 止符 を打つ」、 「全 国民のた めの1青報社 会 を実現す る」 こと

を二 大 目標 と している。特 に、2003年 の アクシ ョン ・プ ログラム と して は、RE/SO2007の 継

続実 施及び各 省庁 間サー ビス を前 提 と した電子行 政の大 改革 を掲 げ、新 しい機 関の設立 によ り

REISO2007の 充実化 をめ ざ して いる。

表D(-1に フランス政府における主要情報技術政策の経緯を示す。

2"ElectronicBusinessGroup":イ ン タ ー ネ ッ トを 事 業 に 活 用 して い る フ ラ ン ス 企 業 と 外 国 企 業

300社 以 上 か ら成 る 団 体 。
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表D(-1フ ランス政府 主要情報技術政策経緯

発表時期 政 策 概 要
1994年9月 「フ ラ ンス にお け る情 報 ハ イ ウ ェ イ ・サ ー ビ

ス」
噺

ジェ ラル ド・テ リにIT政 策 レポー トの 作 成 を

依 頼 、テ リは フ ラ ンス ・テ レ コム の元 総 裁 で

あ り、 「国民 すべ て に ミニテ ル を」の プ ロジ ェ

ク トの発案 者

光 フ ァイ バ に 開発 に向 け た野 心 的 な計 画 を提

唱 し、サ ー ビス の展 開 を 国家 がサ ポー トすべ

き

1997年8月 「政府 によ る野心 的 な ア クシ ョン ・プ ラ ン」 技術的なレベルの問題に加え、情報社会の出

現は政治的にも大きな意味を持っており、政

府にとっても重要な課題になる

1998年1月 「情報 社会 の た めの 政府 ア ク シ ョン ・プ ログ ラ

ム 」(PAGSI)

国家 が は たす 役割

・触 媒 と して の役 割 。企 業 や 国 民 に情 報 社会

の重 要 性 を伝 え る。

・規 制 機 関 と して の 役割 。 情 報社 会 に お け る

ルー ル を確 立 し、実 施す る。

・主 要 な プ レー ヤ ー と して の 役割 。 公 共 サー

ビス と国 民 の間 の 関 係 を一 新 し、サ ー ビス提

供 のや り方 を最新 の もの にす る。

6つ の分 野 を優先

1.教 育,2.文 化,3.公 共 サ ー ビス,4,企 業,5.

産業 の現 代 化 と技 術 革新,6.規 制 の枠 組 み

2㎜ 年7月 ISプ ログラムの今後の優先課題

了

デ ィジ タル ・デバ イ ド解 消 の 政策

一教育

一国民 全員 のイ ンター ネ ッ ト接 続

一新 しい雇 用 とICTト レー ニ ン グ

ーICTと 第 三セ クタ 一

-IPロ ー カル ル ー プの アンバ ン ドリング

ー国際 協 力(南 北 問題)

-e主uropeに 向 けた 新 しい道 を フ ランス 政 府

が提案 す る

－ICTの 新 しい用 途 に 関す る研 究 開 発

予算

3年 間 に6億1,300万 ユ ー ロ

2002年11月 「情 報 社 会 にお け るデ ィ ジ タ ル 共 和 国 構 想:

RE/SO2007」

二大目標。

「フランスの情報化の遅れに終止符を打つ」、

「全国民のための情報社会を実現する」

Source:フ ラ ンス 政府 発表 資料 か ら作 成

関連ウェブサイ ト

internet.gouv.fr:http:〃www.intemetgouv.丘/francais/index.htm1
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1.2行 政機構

1.2.1行 政機構全般

2004年 度のフランスの行政機構は、 「職業上の処遇平等担当省」の新設など、昨年度の体制

から若干の所掌の変更による組織改正があったものの、大部分は昨年度の体制を継承 している。

首 相lJeanPieπeRa飽rin
'

内 務 ・治 安 ・地 域 の 自 由 担 当省:

迦st6redel,Int6rieurＬdelaS6curit6

mt6】deureetdesIλbelt6slocales

環 境 ・持 続 的 開 発 担 当省:

Ministさredel'Ecologieetdu

D6veloppementdurable

一 雇 用 ・労 働 ・社 会 問 題 省:

Minist6redel'Emploi,

duT士availetdelaCoh6sionsociaie

公 衆 衛 生 ・福 祉 省:

MinisteredelaSant6etdela

Protectionsociale
.

公 務 ・国 家 改 革 省:

恥 ミt)eredelaFonctionpubhqueet

delaR6fbrmedel'Etat

外 務 省1

沌nisteredesAf£ 汕 ℃s6trangさres

農 業 ・食 糧 ・漁 業 ・地 方 問 題 省:

M血ist6redel,Agnculture,de1'Ahmentation,

delaP6cheetdesAfεah二esrurales

文 化 ・通 信 省:'

㎜isteredelaCulture

etdelaCommunication

、

国防 ・退役 軍 人省:

Mmis民redelaD6fbnse

法 務 省 二

皿nistさredelaJustice

経 済 ・財 政 ・産 業 省l

Mi皿istさredel'Economie,

desF血ancesetdel'Industrie

海 外 フ ラ ン ス 領 土 省:

MinisteredellOutre・Mer

青 年 ・ス ポ ー ツ 省:

皿nist途redelaJeunesse,desSportset

delaVieassociahve

運 輸 ・国 土 整 備 ・観 光 ・水 産 省:

Ministeredel'Equipement,desTransports,

derAm6nagementduterritohごe,

duTburismeetdelaMer

家 庭 ・児 童 省lMinistさredelaFamilleet

del,Enf加ce

国 家 教 育 ・高 等 学 問 ・研 究 省:

Ministeredel'EduCationnationale,de

llEnseignementsup6rieuretdelaRecherche
職 業 上 の 処 遇 平 等 担 当 省l

MinistさredelaParit6etde1'Egaht6

pro飴ssionneUe

Source:フ ランス 政府 の発 表 資料

'

図IX-1フ ランス政府の行政機構
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1.2.21T政 策 を担 当す る機 関

フランスのrr政 策は、cIsI、clREお よびcIADTの3つ の省庁間委員会が主導的役割を果た

している。これ らの省庁間委員会は、首相を議長 とし、大臣、大臣補佐、担当の高級官僚によ

り構成されている。各省庁 はこれ らの委員会に参加することによ り、政府全体で包括的にrr

政策を実施するという体制をとっている。さらに必要に応 じ、関係省庁内にはrr政 策関連の組

織(例:ADAE、MEN、DArARな ど)が 設置され、中央政府内および地方政府内にも 「情報

社会」ミッション担当顧問が配置 されている。

首 相:Jean-PierreRaffahn

CISI

(ComitesInterminist6nals

pourlaSoci6t6d'lnformation,

情 報 社 会 の た め の 省 庁 間 委

員 会):

議 長/ラ フ ァ ラ ン 首 相

包 括 的 な 情 報 社 会 の 問 題 に

取 り組 む

CIRE

(Comit6sInterminist6rials

pourlaR6formedeIBtat,

国家 改革 の ため の省 庁 間

委 員 会):

議 長/ラ フ ァラン首 相

政 府近 代化 政 策 の観 点か

ら情報 技術 お よび 通信 問

題 に取 り組 む

＼＼ ↑↓

CIADT

(Comit6sinteministerials

d'arn6nagementetde

d6veloppementdutenitoire,

国 土 の 整 備 ・発 展 の た め の

省 庁 間 委 員 会):

議 長/ラ フ ァ ラ ン 首 相

全 国 に お け る 情 報 社 会 へ の

ア ク セ ス お よ び ブ ロ ー ドバ

ン ドの 開 発 に 取 り 組 む

〃
電子 政 府:ADAE(1)

電子 商 取 引(デ ィジ タ ル経 済 のた め の ミ ッシ ョン):MEN(2)

情報 通 信技 術 の 開発lDIGmP(3)

渉 外:(外 務省 の)局 長 管 轄 に よる 情報 通信 技術 ミ ッシ ョン担 当

情 報社 会の た め の政 府 ア ク シ ョンの 実 施 に対す る支 援:DDM(4)

技 術 革新 お よ び研 究 開発lCSTI(5)

情 報 シス テ ム のセ キ ュ リテ ィ:SGDN(6)

イ ンター 不 ッ トへ の公 共 アクセ ス の拡 大1公 共 ア クセ スの ため の省庁 間 ミ ッ シ ョン(7)

国土 整 備 ・ブ ロー ドバ ン ドの推 進:DATAR(8)、DIGrM)

↑

中央政府内
内閣内相

一閣外相

「情報社会」ミッション担当顧問

・地方政府内

内県の情報通信技術ミッション担当者

図IX-21T政 策担当機関
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Source:フ ラ ン ス 政 府 の 発 表 資 料(http:〃wwwinternet.gouv.fr/rubrique.php3?id_rubrique=144、 資 料 か ら 、2004年 度

の 体 制 は2003年 度 と 同 じ と 推 測 さ れ る)

(1)ADAE:AgencePourleDeveloPPementdel'AdministrationElectronique、 電 子 行 政 推 進 庁)

(2)MEN:CommerceelectroniqueMissionpour1'economienum6rique、 デ ィ ジ タ ル 経 済 の た め の 電 子 商 取 引 ミ ッ シ

ョ ン

(3)DIGm):DirectionG6n6ralede1'industrie,destechnologiesde1'informationetdesPostes、 産 業 ・i青報 通 信 ・郵 便

電 信 総 局

(4)DDM:DirectiondeD6veloppementdesM6dias、 メ デ ィ ア 開 発 局

(5)CS":ConseilStrat6giquedesTechnologiesde1'lnformation、 情 報 技 術 戦 略 会 議

(6)SGDN:Secr6tariatGen6raldelaDefenseNationale、 国 防 事 務 総 局

(7)Missioninteministeriellepour1'accespublictilamicro→nformatique,b1'internetetaumultim6dia、 ミ ク ロ情 報 科

学 ・イ ンタ ー ネ ッ ト ・マ ル チ メ デ ィ ア へ の 公 共 ア ク セ ス の た め の 省 庁 間 ミ ッ シ ョ ン

(8)DArAR:Del6gationti1'amenagementdutenitoireeta1'actionr6gionale、 国 土 整 備 ・地 域 事 業 諮 問 委 員 会

2.]RE/SO2007

2002年11月12日 、ジャ ン ・ピエール ・ラファラ ン(Jean-PierreRaffarin)首 相 は、REISO2007

(pouruneREpubliquenum6riquedanslaSOci6t6del'information,情 報社 会 にお けるデ ィジタル 共

和国構想)を 発表 した。現在 は、これ が フランス のrr政 策 の柱 と して位置 付 け られ 、これ に沿

った様々な施策が実施 されて いる。 この施策 による実績お よび同構想 の現 在の状況 は以下の と

お りで ある。

2.1実 績

2003年12月 現在 におけ るE-Govemmentの 推進状況 は以下 の とお りで ある:

・ 行政機 関 とのイ ンタニ ネ ッ トによる契約締結:全 体 の20%以 上(2002年:13%)

・ イ ンターネ ッ トの利 用:1年 間で7%増

・ イ ンターネ ッ ト利用増 によ り、 これ までの手段[電 話(91%)、 郵便(88%)、 訪 問(82%)】

による行政手続 きが 減少

・ フランス市民 の20%がEGove㎜entサ ー ビス を利用 。2004年 には倍増 の見込み

・ イ ンターネ ッ トによ る行政職 員 との連絡 を経験 していな い市民 の19%が 、今後12ヶ 月内

に実行 に移す 予定

・ 情報源 としてのイ ンターネ ッ トに対 す る信頼感 がさ らに拡大
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・ 市民は、秘密保持の観点か ら、情報の入手には個人訪問が最 も確実で信頼性があると考え

る一方で、イ ンターネ ットの秘密保持性および信頼1生への信用度は5ポ イ ント上昇

・ イ ンターネ ット利用の主なイ ンセンティブ:曜 日、時間を問わず利用可能なこと

・ インターネ ット・ユーザの94%が 行政事務目的でのインターネッ ト利用に満足(2002年 か

ら7ポ イン ト上昇)bこ のうち、インターネットによる行政手続きの簡略化、処理時間の短

縮化、わかりやすい行政サー ビスへの改善の実績 については、ユーザの各々95%、87%、

84%が 評価

2.2現 在 の状況

2002年11月12日 の同構想発表以来、以下に示す3つ の基本戦略の下で、計画 された施策を

実施に移 している:

・ 技術革新 による付加価値の保証

・ 情報社会当事者のエネルギーの自由な発散

・ 全ての市民のための情報社会

同構想関連の施策の実施においては、CISI、CIREお よびCIADTが 中心的役割 を果た してい

る。 これ らの省庁間委員会における最近の活動か ら、同構想の進展の様子 を伺うことができる

(詳細内容 については、以下の 「3.rr政 策を担当する省庁間委員会の活動状況」を参照)。

ま た 、 同 構 想 に 関 わ る 新 し い 動 き と し て は 、 電 子 政 府 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト:ADministration

ELEctronique2004/2007-ADEIEpourvoussimplifierlavieが 挙 げ ら れ る 。 こ れ は 、2004年2月

9日 、 ラ フ ァ ラ ン 首 相 が 発 表 し たEGove㎜ent実 現 の た め の 包 括 的 プ ロ ジ ェ ク トで あ る[こ れ

に つ い て は 、 「4.ADministrationELEctronique2004/2007(ADELE)」 を 参 照 エ。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

GovernmentPortalsite:http://www.premier-ministre.gouv.fr/en/

ADAE:http:/lwww.adae.gouv.fr

3.IT政 策 を担当する省庁間委員会の活動状況

フランスのrr政 策は、3つ の省庁間委員会が主導的役割を演 じ、各省庁がこれ らの委員会に

参加することによ り、政府全体で包括的にrr政 策を実施している。この3つ の省庁間委員会 と
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は 、 以 下 の と お り で あ る:

CISI:Comit6slntermmist6rialspourlaSoci6t6d'Information,'1青 報 社 会 の た め の 省 庁 間 委 員 会

CIRE:Comit6sintermmist6rialspourlaR6formede10tat ,国 家 改 革 の た め の 省 庁 間 委 員 会

CIADT:Comit6sInterminist6rialsdうamenagementetded6veloppementduterritoire ,国 土 の 整 備 ・

発 展 の た め の 省 庁 間 委 員 会

これらの委員会における最近の活動状況は以下のとお りである。

3.1CISI

2003年7月10日 に開かれた情報社 会のた めの省庁間委員 会(CISI)で は、イ ンターネ ッ ト

諮問評議会(ConseilConsultatifde1[lnternet)の 設立 が決定 された。 この評 議会は 、2004年2月

11日 に設置 され、電子 的通信 に関す るあ らゆる問題 につ いて政府 に明確 に説 明す る ことを義務

として いる。同評議会 は、全国 を代表 して選 ばれ た メンバー と、規制機 関の代 表者 、10名 の学

識経験 者で構成 されて いる。

3.2CIRE

電子行政の発展に関する2003年9月12日 付け回状において、2003年 末までの間に、電子行

政のための戦略的計画を決定する目的でCIREを 開く予定であることが示されている。この委

員会では、2002年 秋に決定 された 「RE/SO2007、 情報社会におけるディジタル共和国構想」の

枠に含 まれる、以下の方針の実施が求め られている:

・ 各省の相互協力など、直ちに実現の可能性のあるプロジェク トおよび電子手続きを優先的

に実施する。

・ 省毎の1青報 システムの違いをな くし、複数の行政機関で共通サー ビスを創出する作業 を並

行 して開始する。

・ 行政サー ビス全体の革新および提供するサービス内容の高度化を目的として、2006年 か ら

情報 システムを共通基準の設定に向けて一本化する。

3.3CIADT

2004年9月14日 に開かれたCIADTの 概 要 は以 下の とお りで ある:

・ 首相 は、REISO2007の 以 下の原則 を再 確認;2007年 まで にフランスの全 市町村 にお いて ブ
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ロー ドバ ンドによるインターネッ ト・アクセスを実現。

・2004年6月15日 現在、2002年 末における2倍 以上の2万 の市町村では全域または一部地

域でインターネッ トへの常時接続が可§Eとなった(全 人口の83%に 相当する5,㎜ 万人が

利用)一 方で・地方の市町村および辺境地に対する電話回線の必要性、な らびに多数の消

費者および全企業の需要 に比較 してADSLの 供給不足を認識。

・CIADTで は、各市町村の特徴および規模をより考慮して、目標 を再度練 り直す こととした。

・ 政府は2005年 末までに以下を実施することを決定 した;

最低で も95%の 全市民および各県の70%の 市民に対 して、500キ ロbitisの ブロー ドバン

ド・アクセスの提供。

同市民の85%に 対 して、2メ ガbitisの インターネ ット・アクセスの提供。

・ 政府は2007年 末 までに以下 を実施することを決定 した;

主な商業地帯、特に競争の激 しい区域において、企業は、費用援助によ り100メ ガb/sの 通

信サービスの提供を受けることができる。

各市町村 は、80%の 住民に、2メ ガbitisの インターネット接続サー ビス、電話回線接続な

どの関連サー ビス、またはインターネ ットによるテレビジョン放送への接続サー ビスを提

供 しなければならない。 さらに、人口密度が高 い場合または経済活動上重要な場合は、ブ

ロー ドバ ン ド、 と りわけ5メ ガbitisで の全サー ビスのアクセス を提 供す る もの とす る。

辺境の小さな市町村では、市役所および市町村内のその他の拠点一学校、商業地一におい

て、住民がオンラインによる公共サービスを利用できるよう、最低1ヶ 所でのインターネ

ッ ト接続を可能とする。 』

・ 政府は、 目的達成のための以下の行動施策を示 した:

ADSLの 補助技術開発を目的としたプロジェク トの合理化;こ の特別プロジェク トに対 し、

すでに合意 した資金の他に、2005年 一2006年 に20億 ユーロ(約2,696億 円、同上)が 割

り当てられる。

インフラ状況のよ りよい把握;こ のためCIADTは 、電気通信事業者 、運輸およびエネ

ルギー企業に対 し、イ ンフラ網 の詳細な地図作成 に向けた協議の要請 を決定 した。

地方への支援;政 府は、地方 の整備事業の共同実施を目的 として、地方 自治体 内に、

地方 自治体相互 における評価 ・諮問 ミッションの設置を決定 し、国家サー ビスの分散

化 を図る。

CIADTは 、「フランス領土におけるブロー ドバ ンド開発支援国家基金」を設立 した。

CIADTは 、在宅勤務の拡大を奨励する。
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

httP:/!www.internet.gouv.fr,/

3.4そ の他:CSTI

CSTI(ConseilStrat6giquedesTechnologiesdel'information、'1青 報技術 戦略会議)は 、首相 を議

と し、イ ンター ネ ッ ト、電気 通信産業 な どの業界お よび研 究 開発事 業 に携わ る主 要な起業家 に

よって構成 され る組 織で ある。2000年7月 の設立 以来、情報技術 分野の諮 問および調査 を 目的

と して、以下 の4つ の作業部 会 に分か れてそ の事業活 動 を遂行 して いる:

A－ イ ンフラお よびネ ッ トワー ク

B－ ア プ リケー シ ョンお よびサー ビス

C－ 専 門技術者 の必要性

D－ 研究 開発

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://wwwcsti廿ance.net/ukXhome-k.html

/

4.ADministrationELEctronique2004/2007(ADELE)

4.1概 要

2004年2月9日 、ラフ ァラン首相 は、電子 政府推進 プロジ ェク ト:ADministrationELEctronique

2004/2007-ADEIEpourvoussimplifierlavieを 発表 した。 これ は、2002年11月 の発表以来 、情

報 社会の実現 に向けた 様 々な 政策 を実施 して いる 「情 報社 会 にお けるデ ィ ジタル共和 国構 想

(RE/SO2007:pouruneRepubliquenum6riquedanslaSOci6t6de1'information)」 の延長線上 に位 置

付 け られ 、国家 が広範か つ革新 的に情 報技術 を利 用す るとい う先駆的 役割 を果たす ことで フ ラ

ンス市 民の生活の簡素化 をめざすE-Govemment:現 のた めの長期 にわ たる統一白勺共通枠 組み

である。よ り具体的 には、全て のユーザが アクセス しやす い、透明性 の高い効率的 な事 務を遂

行する行 政機関へ の生 まれ変 わ り、即応性 を含 めた行政手 続き の改善 、従 来のセ クシ ョナ リズ

ムか ら開放 された ネ ッ トワークによ る行 政、国家 の近代 化な どをめざ して いる。

ADELEプ ロジェク トでは、大きく以下の2つ の目標が設定されている:

・ 信頼感を醸成す る環境を創出しっっ、全てのサー ビス享受者に対 して使いやす くアクセス

しやすい数多 くのサー ビスを常時提供する(サ ービスの充実)

一194一



・ 欧州パー トナー との相 互協 力の効果 による公 共サー ビス の近代化
、E-Governmentの 拡 大お

よび信嚥 の醸 成(公 共サー ビスの近代イヒ、E-Govemmentの 拡 大および信頼 感 の醸成)

このプ ロジェク トは、E-GovemmentVa略 プラ ン(PSAE)お よびE-Govemmentア クシ ョンプ

ラン(P2AE)か ら構成 され る。戦略 プランは、2004年 か ら2007年 の4年 間で様 々な省庁 で実

施 されるべきE-Govemmentに 関する事 業の枠 組み を定 めた もので ある。一方 、ア クションプ ラ

ンは、 この戦 略 プランの枠 内で省庁、地方 当局お よび医療保健 ・福祉 部門の機 関が決定 した事

項 に沿 った2007年 まで に終 了す る個々の具体的な プ ロジェ ク トを、参 加者、そ の終了期限 な

どを含 め明確 に した もので ある。

なお 、2004年9月7日 付 け記者 会見 で、ル ノー ・デ ュ トレイ ユ(RenaudDutreil)公 務 ・国家

改革大 臣は、ADEU三 プ ロジェ ク トについて言 及 し、電子行 政 を国家改 革 の重 要な手段 で あ り

政府の優先事項で ある と位 置付 けた。 さらに、2004年10月'か ら全国規模 での電話 による問 い

合わせのため の単一 窓 口"3939,AUo,servicepublic"の 開始、お よび2005年1月 か ら公共調達 の

手続きの電子 化 による公共調 達 の近代化が 開始 される ことを発表 した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.adae.gouv.fr

http://www.internet.gouv.fr/sommaire.php3

4.2E-GovernmentVa略 プ ラ ン(PSAE)

これは、上記のADELEプ ロジェク トの2つ の大きな 目標 に従 い、関係者全 て に対 して、短

期、中期 および長期 にわ た るE{}ovemment実 現 のため の具体 的な個別 目標 、また各々詳細 な項

目敏 その昧 を示す もの であ る。 ここで は、E-Governmentに 関わ る事業の質 的および量 的な

目標 のほか 、各 目標 に対 して配 分 され る予算額 について も定め られ ている。 さ らに、 これ は命

令 され た詳細 な施 策 によって補完 され、 アクシ ョンプラ ンとともにADELEプ ロジェ ク トを完

結 させ るもので ある。な お、ADAE(AgencepourleDeveloppementdel'AdministrationElectronique、

電子行政雌 庁)は 、E-Government事 業に関係す る鵬 向1ナにE-Govemmentchartを 作成 し、

また このプ ロジェク トの進 捗状況 について毎年 調査結果 を発表 す ること とした。

なお同プ ランで は、最終 的 にフ ランスのE-Governmentに 関わ る課題(デ ィ ジタル ・パ スポー

ト、電子投票 、公 的契約 の電子化 、電子署名な ど)へ の取 り組み に対 して欧州お よび世界 レベ
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ルでの立場を強化することを重要視 している。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.adae.gouv.fr/lMG/pdf刀Le _plan_strategique-GB.pdf

4.3E-Governmentア ク シ ョ ン プ ラ ン(P2AE)

このアクシ ョンプランでは、ADELEプ ロジェク トの2つ の目標に従 い、電子行政のための

戦略計画の枠内で採択されたそれぞれの決定に対 して、さらに詳細な項目ごとにその施策が明

確にされている。これを図式化すると以下のとおりとなる。'

E・Govemmentア ク シ ョ ンプ ラン(P2AE)

'

目標:サ ー ビス の充 実 目標1公 共サ ー ビス の近 代 化 、E-Govemmentの 拡 大

お よ び信 頼感 の醸 成

一般市民向けサービス

公 共サ ー ビス お よびE・Govemmentの 改 善

企業向けサービス

一

ー

一

データ ・システムのセキュリティの実現または強化

公共団体向けサービス
E・Govemmentガ イ ド ラ イ ン

地方自治体向けサ_ビ ス
一

一
情報伝達および評価のためのツール

図D(-3E-Governmentア クシ ョンプ ラン(P2AE)の 構 成

この プロジ ェク トでは各 々2つ の大 きな 目標 に沿 って合 計140の プ ランが策定 され、特 に14

の新サー ビスの実施 に注力 してい る。 その主な 内容 は以 下の とお りで あ る。
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4.3.1サ ー ビス の充実

アクションプランでは、以下に示すとお り

ごとに施策を区分している:

・ 一般市民向けサービス

・ 企業向けサー ビス

・ 公共団体向けサービス

・ 地方 自治体向けサー ビス

、この目標に沿ってそのサー ビスを享受する対象

各項 目の概要は以下の とおりである。

(1)一 般市 民向 けサ ー ビス

これ は、生涯教 育、雇用 、家庭 、医療保健、退職 、教 育、環 境 、観光 、ス ポーツ、選挙納税 、

行政サー ビス の申請 とい った分 野に分 かれて 、各々 関連 情報の入手 および手続 き申請 をよ り簡

便化す る具体的 な施策 を提示 している。その主 だった施策は以下 の とお りである:

・ 住所変更 手続 きの簡 素化(ADELE4):2004年 中 に市民サー ビスの通知 、銀行お よび 保険

会社な ど民間組織へ の住所変更手続 きの簡素化 をめざす

・Vitaleカ ー ドの開発(ADELE7):2004年 か ら2007年 の実用化 を 目途 に
、認 証、暗号化 、

電子署名 といった保存 上およびセキ ュ リテ ィ上の機能 を統 合 したVitaleカ ー ドの開発 をめ

ざす

・ 行 政サー ビス用IDカ ー ドの提供(CvQ)(ADELE8):2004年 か ら2007年 を 目途 に
、当

該IDカ ー ドを利 用す る ことでアクセス しやす い、地方 自治体 による一連 の公共 サー ビス の

提供 をめ ざす

・ 市 民デー タ登 録の電子 化(ADELE25):2004年 か ら2007年 を 目途 に、第一段 階 として 出

生、結婚 、死亡 な どの届 け出のオ ンライ ン化 を、第二段 階 として市 民 データ に関す る公文

書 の電 子伝送 をめ ざす

・"monservice-public"の 禾1」用拡 大およびサ ー ビスの拡充(ADELE34):service -public.frの ポ

一 夕ル サイ トか ら"monservicepublic"を 禾il用可能 とす る ことによ り
、ユ ーザが各 々の求め る

電子サ ー ビス に個 人的 にアクセスでき ることをめざす。なお、"monservicepublic"は 、今後、

納税 、福利厚 生 といった行政機 関の提 供す るサ ー ビスおよ び住 所変 更、住 民登録証 明書の

申請 といったADAEの 提供す るサ ー ビス を統合す る予定で ある。2004年 中の試験的実 施、

2006年 の実用化 をめ ざす

・ 国家身分証 明カー ドの電子化(CN肥)(ADELE35):2006年 を 目途 に国家 身分証明 カー ド
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(CNI)の 電子化 をめざす 。CNIの 基本サ ー ビス に加 え、CNIEで は、欧州パ スポ ー トな ど

そ の他 の書類 を入 手す る ことが 容易 にな り、 またカー ド保持者 の身分証 明お よび電子 署名

が可能 とな る

・ 電話 による 問い合 わせのための単 一窓 口"3939
,AUo,servicepublic"の 設 立(ADEU三37):行

政機 関 の情報 に関す る質 問への回答 および ガイダ ンスを得 るた めの電 話 による単一 窓 口の

設 立 をめ ざす。2003年11月 か らRh6ne-Alpes地 域で試験 的に実 施 してお り、2004年 中に

全 国規模 でサー ビス を拡大す る予 定であ る(2004年9月7日 付けの記事で 、同年10月 か

らの全国規模 でのサー ビス 開始 を発表)。

(2)企 業向けサービス

情報通信技術を活用することで従来の形式的手続きを削減し、行政当局と企業との間の関係

の活性化および近代化、生産性の向上をめざす。 これは、企業活動、行政上の形式的手続きお

よび経済発展、医療保健 ・福祉 ・環境分野、専門家向けサー ビスの4つ の分野に分かれ、各々

詳細な施策 を実施している。この主だった施策は以下のとお りである:

・ 公共調達手続の電子化:2005年1月1日 か ら、公共サービス部門における調達の電子申請

の受け入れ開始をめざす(こ れは、ADELE80と も関連)。

・ 企業による雇用サービスの充実(ADELE49):2004年 から2007年 を目途に、従業員10名

未満の中小企業を対象 とする、福利厚生サー ビス申請の近代化および簡素化をめざす。イ

ンターネッ トに接続できる企業に対 しては、共同申請のためのDUCS9の 利用、イ ンター

ネ ットに接続 していない企業に対 しては、書面による企業の雇用証明書の作成を計画 して

いる。

(3)公 共団体向けサービス

この分野では、最も頻度の高い手続きを改善するサー ビスを提供することで、公共団体部門

の活性化をめざす。具体的には、WAUDECプ ロジェク ト(1901法 に関する全国 レベルの登録

簿の作成)の 実施、インターネット上での単一窓口か らの補助金申請手続きの検討などが挙げ

られる。

(4)地 方自治体向けサー ビス

市民と行政機関との間のインターフェースとして地方自治体は、当局との情報交換の電子化、

手続きのスピー ドア ップ化、透明性の向上、サー ビスの最適化による公共サー ビスの高付加価

値化をめざす。主な施策は以下のとお りである:
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・ 地方の公共部門の電子化(ADELE71):こ れは、地方の公共部門における会計 ・財務評価

の電子化(Heliosプ ロジェク ト)お よび合法性の確認を求め られる地方当局の財務 ・会計

といった情報の伝送の電子化(ACTESプ ロジェク ト)か ら成る。双方 とも2004年 か ら2007

年を目途に実施の予定である。

その他、地域情報 システム(srr)に よる地域情報の共有化および交換、地方当局と中央省

庁との間の情報交換の電子化を実現す る信用基盤の確立(FASTプ ロジェク トの延長)な どが

挙げられる。

4.3.2公 共サ ー ビス の近代化 、E-Governmentの 拡大お よび信頼感 の醸成

アクシ ョンプランでは、以下 に示す とお り、 この第2の 目標 の実現 に向 けて以下 の4つ の項

目ごとに詳細 な施策 を区分 して いる:

・ 公共サー ビスおよびE -Govemmentの 改善

・ データ ・システムのセ キュ リテ ィの実現 また は強化

・E-Governmentガ イ ドライ ン

・ 情報 伝達お よび評価 のためのツール

各項目の概要は以下のとお りである。

(1)公 共サービスおよびE-Governmentの 改善

これは、公務員向けサー ビス、省庁毎のデータ ・システムの近代化、教育システム管理の近

代化、訓練およびプロジェク ト管理者の変更に関する取 り扱 いといった分野に分かれて具体的

な施策を提示している。その主だった施策は以下のとお りである:

・ 公共サー ビス ・カー ドの実用化(ADELE76):2006年 から2007年 を目途に
、公共サー ビ

ス・カー ドを作成する。これは、データへのアクセス、それ を利用する職員の身分証明およ

びその権限の確認、な らびにデータ利用者の署名文書を必要とするある種の手続きの電子

化 といった必要性 に対応することを目的としている

・ 公共調達手続きの電子化および近代化(ADELE80):2006年 か ら2007年 を目途 に、一貫

したシームレスな公共サービスの提供、資源の共有化および公共サービス情報システムの

近代化をめざす

・ 地理的1吉報システム(GIS)の 構築(ADELE87):2004年 から2005年 を目途に、専門的な

GISの 構築を提案 し、初期レベルのディジタル地図製作基盤の枠組みを決定する
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・ 訓練およびプロジェク ト管理者の変更に関する取 り扱 い:2004年 か ら2007年 を目途に、

EGove㎜ent訓 練計画の決定、各省庁での必要に応 じた訓練事業の策定、情報通信技術を

基盤 とした訓練による専門スキルの向上をめざす。

(2)デ ータ ・システムのセキュリティの実現または強化

ここでは、データ ・システムのセキュリティ強化計画支援、部門間におけるセキュリティ確

認政策、サー ビスのセキュリティ ・相互運用性 ・共通化の推進に必要な行政上の認証機関の設

置、ユーザのサー ビスへのアクセスおよびその許可に関する管理 といった4つ の分野 に分かれ

て各々詳細な施策を提示 している。

(3)EGovernmentガ イ ドライン

ここでは、E-Govemmentに 関する維 の整備、基準系の形成、'1青報 システム開発のノウハウ

の資本化およびフリー ・ソフ トウェア利用のためのソリューション共同開発の場の設定、職務

サービス提供前のイ ンフラの確立、輸送イ ンフラの改善、ユーザ支援 といった6つ の分野に分

かれて各々詳細な施策 を提示 している。その主だった施策は以下のとお りである:

・ 電子官報の正式な確立(ADELE123):2004年 を目途 に、官報の担当部門のウェブサイ ト

上における官報の特定スペースの正式な設置、およびエンド ・ユーザが利用できる情報の

改変不可を証明するシステムの実装をめざす。

(4)情 報伝達および評価 のためのツール

これは、情報伝達 プラン、調査および指標、ネッ トワーク管理といった3つ の分野に分かれ

て各々詳細な施策を提示 している。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト ・

http://www.adae.gouv.fr/lMG/pdf刀Le_planaction-GB.pdf
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Xシ ンガポール

1.シ ンガポールにおける情報技術政策

1.1経 緯

シンガポール政府のrr政 策は、1980年 代という世界的に見ても早い時期か ら実施されてい

る。これは、歴史的に通商が盛んで、長期的に国が繁栄するためには、製造業とサービス業を

軸とする知識集約型産業における世界のハブとしての地位 をいち早く確立することが不可欠

であるとの認識に基づ くと考えられる。

最初のrr政 策 と しては 、1980年 に 「国家 コンピュー タ化計画(NationalComputerizationPlan)」

が実施 され 、rrの 利用 によ る行 政の改善 とい う本来 の 目的の ほか に、rrへ の認識 の拡大 、rr

能 力の養成促進 、地方 にお けるrr産 業 の需要 につなが った。

こ の 後 、1986年 か ら 「国 家rr計 画(TheNationalITPlan)」 が 、1992年 か ら 「rr2000」 が 、

2000年 か ら 「infocomm21」 が 実 施 さ れ 、 現 在 は 「ConnectedSingapore」 と い う 名 称 で 実 施 さ れ

て い る 。

ま た 、 シ ン ガ ポ ー ル の お け るeGovemment政 策1ま 、 国 家rr計 画 と 同 時 期 に 開 始 さ れ 、 歩 調

を 合 わ せ て 数 々 の プ ロ グ ラ ム/イ ニ シ ア チ ブ を 実 施 し て しxる 。最 初 のeGovemment政 策 と し て

は 、 国 家 コ ン ピ ュ ー タ 化 計 画(NationalComputerizationPlan)の 一 環 と し て1980年 に 立 ち 上 げ

られ たCSCP(CivilServiceComputerisationProgramme)が 挙 げ られ る 。こ れ は 、2000年 、lnfocomm

21の 環 と し て 開 始 さ れ た 第1次eGovemmentActionPlanに よ っ て 置 き 換 え られ た 。 そ の 後 、

第1次eGove㎜entActionPlanカS成 功 裡 に 終 了 し た こ と か ら 、2003年 か ら 第2次eGovemment

ActionPlanが 実 施 され て い る 。

表Xr1に シンガポール政府の国家IT計 画を示す。
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表X-1シ ンガポール政府 国家IT計 画経緯

実施時期 国家1T計 画名

目的、主なプロジェク ト/イ ニシアチブ等

1980-1985 国家コンピュータ化計画

目的:rrの 効果的利用による行政の改善

1981 NCB(NationalComputerBoard)を 設立 。 これ はrr関 連 政 策 及 び 開発 を担 当 す る貿 易産 業

省 に属す る法 的 機 関

1986-1991 国 家IT計 画

(1)目的:行 政機 関 を ま たが る ワ ンス トップ ・サー ビス(単 一 窓 口 によ る行 政 サ ー ビス)の 提

供

(2)イニ シ アチ ブ:Tradenetな ど

1992-1999 IT2000

(1)目的1世 界 のrrハ ブ と して の シ ンガ ポー ルの地 位確 保

(2)イニ シ アチ ブ:SingaporeONEな ど

1999

劔.

MCIT(Mi加ryofCommunications&InformationWc㎞010gy)を 設 立 。 ま た 、NCBとTAS

(Teleco㎜unicationsAu血orityofSingapore)を 統 合 しJDA(輪 てo㎜unicatio鵬Development

Authority)を 新 設

2000-2003 1nf㏄o㎜21

(1)目 的 泄 界 的 なIn品co㎜Capiω(情 髄 信 拠 点)と して の シ ン ガ ポ ー ノレの 地 位 確 保

(2)プ ロ グ ラム:

●Com㏄tedHomes

●W丘edWithWirelessprogram

・Ul廿a-WidebandPro91aIImleな ど、

2001 MITA(Mm垣ryofInformationandTheArts)は 、ICr関 連 業 務 を 新 た に 任 務 と し 、 名 前 を

Ministryofhlformation,CommunicationsandTheArtsと 変 更 。 皿)AはMITA監 督 下 の 法 的 機

関 と な る 。

2003-2006 ConnectedSi㎎apore

(1)目的:世 界 的 な 愉co㎜Capit訓(情 報 通 信拠 点)と して の シ ンガ ポー ノレの 地位 確 保

(2)4つ の戦略:
・ 接 続性 ・創造 性 ・協 力体 制 向上 の た めの 情報通 信

・ デ ィ ジ タル 情報 交換

・ 成 長 の ため の起 動 力

・ 変化 を起 こす呼 び 水

(3)プ ロ グラム
・ 情 報 通信 イ ンフ ラ拡 大 プ ログ ラム

」

'CreativeConnecUonsプ ロ グ ラ ム

・FastTrack@SchoolProgram

・GottoBeConnectedプ ロ グ ラ ム

・"MadeinSingaporeandProudofrPプ ロ グ ラム

・"OverseasDevelopment"プ ロ グ ラ ム

・eく ∋ovemmentプ ロ グ ラ ム(eCiUzen、GeBIZを 含 む 。 詳 細 はeぺ3APHを 参 照)

・e弍ransfbrmationプ ロ ジ ェ ク トな ど

1.2行 政組織

シ ンガポールのrr政 策 は、主 に情報通信技術 省 において実施 されて いる。情報通信芸術省 の

管 轄 下 に、 シ ンガポー ル の情 報 技術 政策 全般 を主導す る法定 機 関 ・情 報 通信 開発庁(IDA:

TheInfocommDevelopmentAuthorityofSingapore)が 置 かれる。 また財務省 は、IDAと 共 同で電

子 政府関連 の計画 を監督 して いる。
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リー ・シ ェ ン ロ ン 首 相(2004年8月12日 就 任)

PrimeMinisterLeeHsienLoong

一

一

ー

ー

ー

一

一

社 会 開 発 青 年 ス ポ ー ツ 省

Mi㎡stryofCo㎜u㎡tyDevelopment,YouthandSports(MCYS)

情 報 通 信 芸 術 省

Mi㎡stryofl㎡ormatio凡Co㎜u㎡catiomandThe舟ts(MICA)

国 防 省

MinistryofDefence(MINDEF)

法 務 省

MinistryofLaw(MinLaw)

教 育 省

MinistryofEducation(MOE)

人 材 開 発 省

MinistryofManpower(MOM)

財 務 省

MinistryofFinance(MOF)

国 家 開 発 省

MinistryofNationalDevelopment(MND)

外 務 省

MinistryofForeignAffairs(MFA)

環 境 水 資 源 省

Mi㎡stryoftheEnviro㎜entandWaterResources(MEWR)

保 健 省

MinistryofHealth(MOH)

通 商 産 業 省

MinistryofTradeandIndustry(MTD

内 務 省

MinistryofHomeAffairs(MHA)

運 輸 省

MinistryofTransport(MOT)

図X-1行 政機関全体機構

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

h叩://www.gov.sg/govtlist _Minis.htm
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情報通信 開発庁(皿)A)は 、情報通信メディア開発部の監督下 に置かれて いる。 また公

共 コミ ュニケー シ ョン部国家マーケテ ィング課は、シ ンガポール政府の総合的ポ一夕ル

「SINGOV(http:〃www.gov.sg)」 の運営にあたっている。

事 務 次 官

PcrmanentSecretary

事務次官補l
D・p・・yS・晒 ・y「

1
情 報通 信 メデ ィ ア 開発 部

Info{ommunicalior悟ar泊

MediaDevelopmentDivision{ICMD)
.

.事務 次 官補

DeputySecretary－
MediaReLati .onsDivision(MRD)MsandHeritageDeveloprnentDivision{AHD)

!-1,。r,。,a,e,。=㎞,,,D)
■

メデ ィ ア開発 庁

MediaDevelopmemAuthority

1
国家緊急事態対策部

Natior胞lResiliεr丈eDivision(NRD)

創造産業部
CreativeIndus【riesSingapore(CI.sg}

公共コミュニケー ション部
PubhcCommunicationsDivision(PCD)

国㍍認磁 ζ謀1

PCネ ットワー ク課
PCNelworkDept

広報 アカデミー
PublicReb1i晒Academy

組織管理部
OrganisationManagementDivision(OMD)

情 報技 術 課

InfertnationTechrK)LogyDcpt

業務 課

CorporateServicesDetp

コ ミュ ニ ケ ー シ ョン課

CorporateCemmunicatiensDcpt

1ぷ 蕊 臨1

国家遺産委員会
Na加 胆田eriugeBo訂d

記念碑保護委員会`
P・e・・剛 …fM… ・m・B…di

国 家 図書 館 委 員会

NatiomlLibraryBoard

デ ザ イ ン シ ンガ ポ ー ル評 議 会

De》ignSingaporeCou[忙ill

図X-2、 情報通信芸術省の組織図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:11www.mica.gov.sg/aboutuS/abtus_orgchart.html

2.電 子政府政策

2.1実 施体制

シンガポール 政府 の最高情報責任 者や最 高技術責任者 とも言 うべき部 門は、情報 通信芸術省

(MICA:Mmistryoflnformation,Communicationsandthee"ts)カ ミ嚇 す る法定機 関(Statutory

Board、 政 府 機 関 の1っ で 、 省 の 内 外 局 よ り も 自 立 性 が 高 い)「 情 報 通 信 開 発 庁(IDA二The

infocommDevelopmentAuthorityofSingapore)」 で あ る 。IDA.は 、 ① 財 務 省 に 専 門 的 な 助 言 を
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与 える②ICT関 連の政策、規格、プロシージャを策定する③ICT関 連のマスタープランを実施

する④政府のICTイ ンフラを管理する⑤政府のICTイ ニシアチブのプロジェク トを管理する一

一 を主な任務としている
。

シンガ ポールの多岐 にわた る情報技 術政策の なかで、特 に電子 政府 に関す る政策 につ いて は、

電子 政府政策委 員会(eGPC:eGovemmentPolicyCommittee)が 目標の設 定 と進捗 の監 視 にあ

た って いる。eGPCは 、公 務員長(HeadofCivilService)が 委員長 を務 め、各 省の事務 次官

(permanentSecretary)で 構成 され る。

電 子政府政策に関与するeGPC以 外の委員会としては、電子政府諮問委員会(eGovemment

AdvisoryPane1)が ある。この委員会もまた、公務員長が委員長を務め、民間部門、公共部門の

代表者が参加 し、①電子政府の世界的な動向とシンガポールへの影響について政府に助言を与

える②電子政府において改善できる分野について政府にフィー ドバ ックと助言を与える一一

を任務とする。

財務省(MOF:MinistryofFinance)は 電子政府 関連 の計画 全般 を監督 し、公共サ ー ビス のす

べ ての情 報通信技術(ICT)イ ンフラ/サ ー ビス につ いて責任 を負 う。

個別の政府機関のインフラ/サービスは、各省の事務次官、各国家機関の長、法定機関の最高

経営責任者(CEO)が 担当する。各機関に置かれる最高情報責任者(CIo)は 、①各機関のrr

活用のビジョンを明示する②そのビジ ョンに従って、ICT関 連の政策、規格、プロジェク ト、

システム、インフラ、業務ニーズ/優先順位を調整する③ICTイ ニシアチブの計画策定と優先順

位決定において リーダーシップを発揮する④ICTイ ニシアチブの人材や財源を確保する一一を

任務 とする。,

関連ウェブサイ ト

Achievementsofthefirste{IOvernmentActionPlaninGovemmentToCitiZens(G2C):

http://www.egov.gov.sg/Goveman㏄andManagemenぴ

2.2電 子政府行動計画

第1次 電 子 政 府 行 動 計 画(eGAPI:e◇ove㎜entActlonPlanI、2000年 ～2003年)は 、15

億 シ ン ガ ポ ー ル ドル(約955億 円 、2004年11月8日 レー ト、1シ ン ガ ポ ー ル ドル=63 .66円)
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を投入 して2000年6月 に着 手 された 。eGAPIで は、電子 的提 供 に適 した1,600以 上の主要 な

公共サ ー ビス を2002年 まで に電子化 する ことに成 功 した 。

eGAPIに 続 いて2003年7月15日 、第2次 電子 政府行動 計画(eGAPll)が 発表 された。 こ

の計画 では、イ ンフ ラの アップグ レー ド、新機能 の 開発 、電子公共サ ー ビスの改善 を行 な うべ

く、3年 間で13億 シンガポール ドル(約828億 円)を 投入す る ことが予定 された。

eGAPHは 経済面で、サービスの統合を進め、企業経営者の利用 しやすい環境 を構築するこ

とによ り、シンガポールでの事業運営のコス ト効率を高めることを目指す。社会面では、市民、

民間部門の専門家、その他の関係者が参加し、市民と市民、市民 と政府 を結ぶICTツ ールを開

発する計画である。

こ の 段 階 の 開 発 は 、 特 に 、 統 合 さ れ た ワ ン ス ト ッ プ の ビ ジ ネ ス ア プ リ ケ ー シ ョ ン シ ス テ ム

OASIS(OnlineApPlicationSystemfbrIntegratedServices)と 「RemakingSingapore」 ウ ェ ブ サ

イ トに お い て 、 他 に 先 駆 け て 進 め ら れ た 。

eGAPIIで は 、 ① 利 用 者 の 満 足 度 向 上(DelightedCustomers)② 政 府 と 国 民 の 連 携 強 化

(ComectedCitizens)③ 政 府 の ネ ッ ト ワ ー ク 化(NetworkedGovernment)一 の3つ の 達 成 目 標

を 掲 げ て い る 。

(1)利 用者の満足度向上

シンガポール政府の2006年 までの目標は、①複数省庁 にまたがる統合電子サー ビスを12件

以上実装する②電子政府の利用者の90%が1年 に1回 以上利用す る③電子政府の利用者の90%

が電子政府の総合的品質について満足する一である。

またオンラインでシンガポール政府とや り取 りしたい国民はだれでも便利にアクセスでき

ることも目指されている。自分のコンピュータを所有 していない人は、公共図書館、スーパー

マーケッ ト、コミュニティセンターを使えるよう計画されている。

特 に、障害者 に対 して は、電子 サー ビスの重要 な部 分がW3C(WorldWideWebConsortium)

ウェブコンテ ンツ ・アクセ シ ビリテ ィガイ ドライ ン(WCAG)に 従 って拡張 され る。WCAGは 、

英 国、オ ース トラ リア、 カナ ダな ど世 界各 国で採用 されて いる国 際的な規格で ある。 この規格

で想定 しているユーザー は、特 定 の種 類の情報 を視 聴 ・移動 ・処 理で きな いユーザー(視 覚 ・
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聴覚障害者のほか、音声合成装置や点字ディスプレイの利用者など)、 テキス トの読解に問題

があるユーザー(認 知 ・学習障害者な ど)、キーボー ドやマウスを利用できないユーザー(身

体障害者など)、 テキス ト専用/小型ディスプレイや低速インターネッ、ト接続の利用者、表示言

語に不 自由なユーザーなどである。

(2)政 府 と国民の連携強化

2001年ll月 、「政府と国民、国民同士の連携を強化せよ」というゴー ・チ ョク トン首相(当

時)の 呼びかけで、シンガポール国民が国家の再構築と地域の統合に積極的に関与するよう促

す新たな方策 の模索が始 まった。

2003年4月 には諮 問ポ一 夕ル(ConsultationPortal〔www.feedback.gov.sg〕)が ス ター トした。

このポ一 夕ル は、今後 、電 子投票(epollmg)が 行 なえ るよ う拡張 され、公共 的な 問題 につ い

て よ りよ く理 解で きるよ う、政策 に関す る参考 文献 を提供す る。市 民は 、 「電子諮 問ペーパー

(e{=onsultationPaper)」 チ ャネル を通 じて省庁別 の政策 について コメ ン トした り、ディスカ ッ

シ ョンフォー ラムで 問題 を議論 した りで きる。

(3)政 府のネッ トワーク化

「ネッ トワーク化された政府」とは、協働 し、情報を共有 し、その集合的知識を一般市民の

ために組織の枠を超えて効果的に役立てる政府のことである。ICTは 、省庁間で高付加価値の

統合サービスを市民や企業に提供するための鍵を握っている。

「サー ビス ・ワイ ド ・テ クニカル ・アーキテ クチ ャ(SWTA:Service-WideTechnicalArchi

■ectUre)」 は、 「ネ ッ トワー ク化 された政府」 に とって鍵 とな る。 これ は、政府 省庁がICTシ ス

テム を設 計 ・導入 ・管理す るための規格 、ポ リシー 、ガイ ドライ ンで構 成 され るテ クニ カル フ

レーム ワークで あ り、省庁 間の相 互運用性 と情報共有 を促進す る。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

httP://www.egov.gov.sg/

3.電 子政府の現状

シ ンガポール 政府 のウェブサイ トは1995年 に初 めてオ ンライ ン化 され 、2001年 には ブラン

ド名 「SINGOV(SingaporeGovernmentOnlinePortal)」 が採 用 され た。 政府 ウ ェブサ イ ト
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SINGOVは 、 情 報 通 信 芸 術 省(MICA)の 公 共 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 部 国 家 マ ー ケ テ ィ ン グ 課

(PublicCommunicationsDivision、NationalMarketingDepartment)に よ り て 運 営 さ れ て い る 。

このウェブサイ ト(http://www.gov.sgt)は2(}O`1年10月28日 、① 政府(「Govemment」 、すべ

ての政府省庁 へ の リンク、最新 の経済予測 、各省 庁 のニ ュース リリース を掲載)② 市 民 ・在 留

者(「eCitizen」)③ 企 業(「Businesses」)④ 非在 留者(rNon-Resident」)一 の4つ のカテ ゴ リか ら

成るウェブポ一 夕ル(WWW.90V.sg)に 生 まれ変わ った。 このポ一 夕ルで は、電 子サ ー ビス への

利用者 中心 の アプローチが採 用 され、サイ トナ ビゲ ー シ ョンの複 雑 さを緩和 して いる。

シンガポール 政府 は この 日、そ の電 子サ ー ビス提供 に関す る新 コ ンセ プ ト 「3P統 合(3P

Integration)」 を発表 した 。3Pと は、民間(Private)、 公共(Pubhc)、 国 民(People)の 頭 文字 で

あり、政府サー ビスだ けに とどま らず、公共部 門 、民間部 門のサー ビス統合 の機会 を積 極的 に

追求 し、利用者 中心 のサー ビス を目指す。

3P統 合 コンセ プ トに基 づ くフロ ン トエ ン ドの官 民統合 の一環 と して 、情報 通信 芸術 大 臣は、

シンガポール 政府 が国家電子 支払(NationalElectricBillsPayments)ハ ブを開発 して いる と発

表 した。政府 は既 に、政府 関連取 引の共通 の支 払モ デル と してFlexiPayを 導 入 して い るが、財

務省 と 皿)Aが 共 同で推進 して いる新 しい電子 支払ハ ブで は、セキ ュアで高信頼 の電子支 払 と関

連サー ビスを提供 す る中心的 ハブの も とにすべ て の支 払機 関 を統合 し、利 用者 は、政 府部 門、

民間部 門を問わず 、た だ1つ のポ一 夕ル ですべ て の請 求 明細 を照会 で きるよ うにな る。現在 、

提案募集(RFP:RequestforProposal)が 行 なわ れてお り、予定で は2年 で導入 され る ことにな

って いる。

3.1市 民 向けポー タル

1999年 に開始 され たeCitizenポ 一 夕ル(www.ecitiZen.gov.sg)は 、財務省 の監 督下 に あ り、シ

ンガポール情報 通信 開発庁(IDA)が 運営す る。 このポ 一夕ル は、 シンガポールで初 めて導 入

されたWeb上 の行政 サー ビスで あ り、市 民や利 用者 のニー ズを念頭 に構成 されて いる。最 終的

な 目標 は、 シ ンガポール に居住す る全ての個人 に一層 の利 便性 と利益 をもた らす電 子政府 を構

築す ることである。

年 中無休 のeCitizenポ 一夕ル は、シンガポール市 民 にとって、政府 の情報や サー ビスへ の

単一の アクセ スポイ ン トとして利 用 されて いる。 このポ一 夕ル の ヒッ ト件数 は、2001年10月

一208一



の24万 件/月 か ら2003年6月 には1,440万 件/月 へ と急激 に増加 した。

eCitizionポ ー タ ル か ら リ ン ク さ れ て い る サ ー ビス に は 、 中 央 積 立 基 金(CPF)の 明 細 書 の 照

会 、 パ ス ポ ー ト 申 請 、 住 宅 開 発 委 員 会(HDB:HousingDevelopmentBoard)の 住 宅 販 売 情 報 、

内 国 歳 入 庁(IRAS:InternalRevenueAuthorityofSingapore)の 電 子 申 告 な ど が あ る 。

eCitizenポ ータルで は、提供 され るサ ー ビスが、① 文化 ・娯楽 ・スポー ツ② 防衛 ・安全③ 教

育 ・学習 ・雇用④ 家族 ・地 域⑤保健 ・環境⑥ 住宅⑦ 運輸 ・旅行 一の7つ の 「タウン」 に分類 さ

れて いる。

eCitizenの 成功 の背 景 には、電子サー ビスを迅 速かつ効率 的に提 供す る 「公共 サー ビスイ ン

フ ラ(PSi:PublicServiceinfrastructure)」 の活用が あった。多 くの 政府省 庁で は、 納入金の徴

収や、利用者 の認 証、セキ ュ リテ ィの確 保、データ の収集 と他 機関 との交 換な ど、非常 に良 く

似 た機能 を実行す るサー ビス を開発 し、 これ にかな り長 い期 間が費や され 、サー ビス ごとに同

じ作業 を繰 り返す傾 向が ある。PSiは 、 「ビルデ ィング ・ブ ロ ック」 を活 用す る方 法で、開発サ

イ クル を数カ月 間か ら数 日間へ と大幅 に短縮 す ることに成功 した。支 払、認証、デ ータ交 換な

どの コンポーネ ン トは、 「一 回作成 して再使 用す る(build℃nce,reuse.always)」 ことがで き、各

省庁 が 自前で 開発す る必要 はな い。

既 に述べたよ うに、2004年10月28日 よ り、eCitiZenは 、 シ ンガポー ル政府 のポータルサイ

トSINGOVの4つ の主要カ テゴ リの1っ とな った。

SINGOVで は、市民向 けペー ジを在留者用 のページ(eCitizen)と 、観 光客、国際会議参加 者、

留学 生な どシ ンガポール に住 む外 国人 を対象 に した非在留者用 のペー ジ(Non-ResidentS)の2

つ に分類 してい る。非在 留者用 のペー ジで提供 され る情報 には、学 生証 ・雇用 証明 ・労働許 可

証 の取 得、 ビザの取得や入 国 の要件、イ ンターナシ ョナルス クール の リス トな どが ある。

3.2企 業 向けポー タル

2004年10月28日 リニ ュー アル され たシ ンガポール政府の ポ一夕ルサイ トSINGOVの 企業

向 けペー ジ(「Businesses」 、http:∠/www.business.gov.sg/)で は、た とえば 政府 の発 行す る免許

をオ ンライ ンで申請 し、新 しく起業す る起業家向 けのガイ ドブ ックを入手 す る ことな どが可能

にな る。
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手続きの簡素化 と企業の準備期間を短縮するため、省庁間で電子サービスが統合されている

ケースもある。これによ り企業は、複数の省庁に連絡をとった り、それぞれ別個の書類を用意

したりする手間から解放される。

3.3SingPass

2003年3月1日 か ら導 入 され たSingPass(SingaporePersonalAccess)は 、eCitizen、GeBIZ、

CPFの ほか、後述 のBiZFile、 内国歳入 庁(IRAS)な どのウ ェブサ イ トとサー ビス にアクセス

す るための共通の 皿)/パス ワー ドで ある。 これ は、 財務省 とIDAの 協 力 を受 けた 中央積立基金

委 員会(CPFBoard)に よ って 開発 され た。

SingPassの 皿)/パス ワー ドを取得 で きるのは、15才 以上のすべ ての シンガポール国民 ・在留

者 、労働 許可証保持者、それ らの被 扶養者で ある。

2003年8月 時 点では16の 政府 機関 がセキ ュアなユーザー識 別 を必 要 とす る136の 電子 サー

ビス にア クセスす るた めにSingPassを 利用 した。同年3月3日 まで にSingPassに よって認証 さ

れた トランザ クシ ョンは約27万5,㎜ 件 だ ったが、7月3日 には約45万7,000件 に増加 した。

2004年 末 までにSingPassは 、比較 的単純な認 証で間に合 うすべて の電子行 政サー ビス に共通す

る認証方法 とな る。

3.4中 央積立基金

中央積立基金(CPF:CentralProvidentFund)は 、シンガ ポール国 民の老 後 を保 障す る総合 社

会保障貯蓄 プラ ンである。 これ はCPF委 員 会(CPFBoard)が 管理 し、老後 の生活 、医療、住

宅 、遺族扶助な どを保 障の対象 として いる。 シンガポール の労働 者 と事 業主が毎 月支 払う3種

類 の負担 金は① 普通 口座(OrdinaryAccount:住 宅購 入、CPF投 資 、教育 に利 用)② 特別 口座

(Sp㏄ialAccount:退 職 後、不 慮の事 態)③ 医療 口座(MedicaveAccount:入 院 費用、認定医療)

に貯蓄 され る。

(1)電 子 引き出 し(e-withdrawal)

中央積 立基 金(CPF)は 、高 齢 者 がイ ンタ ーネ ッ ト経 由でCPF貯 蓄 を引き 出す 電子 引 出

(e--Withdrawal)サ ー ビスを開始 して いる。CPFの ウェブペ ージ は、eCitizenか らリンク されて

お り、SingPassの パ ス ワー ドとイ ンターネ ッ ト接続 さえあれ ば、 サー ビスを利用で きる。 この
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ほか、見積 引出額や 基礎年 金の掛 け金(CPFMinimumSum)と いった個人情報 をオ ンライ ン

で照会で きる。

(2)電 子 ロ ビー

CPFで は2003年5月 か ら国内の5つ の事務所すべて に電子 ロビー(e-Lobby)を 設置 し、約

30の キ オス クが1日24時 間利 用 されて いる。

3.5電 子 申告

財務省所管 の法定 機関で ある内国歳入庁(IRAS)の ウェブペー ジ(www.iras.gov.sg)で は、

個 人所得税や 法人税 の所得 申告 を始め とす る電子 申告 サー ビスが 導入 され ている。

(1)個 人の所得 申告

個 人納税 者 にとって電 子 申告(E-Filing)は 、イ ンター ネ ッ トか電話 で所得 を申告す る簡 便な

方法 である。 このサ ー ビス は毎年2月22日 か ら4月18日 まで1日24時 間利 用できる。電子

申告 を行 な うには、電子 申告 用暗証番号(EF-PIN)か 、SingPassが 必要 であ る。

(2)企 業 の所得 申告

企業 は、毎会計年度末 まで に送 付 され る電子 申告識別番号(E-FileID)を 使 って課税所 得見

積額(ECI:EstimatedChargeableIncome)を 電子 申告で きるよ うにな った。 クライ ア ン ト企 業

の代理人 として、ECIを 申告す るためのE-FileIDが 送付 された税理 士(uxagent)も 、 このサ

ー ビスを利 用で きる。

(3)電 子サ ー ビス認証 システム と法人税 の確定 申告

企業や 団体 の従業員や職 員がた だ1つ のポータル上で政府 にア クセ スできる共通 プラ ッ トフ

ォーム 「電子サ ー ビス認証 システ ム(EASY:e-ServicesAuthorisationSystem)」 は2003年10月

半 ばにス ター トした。 この シス テム は、会計企 業規 制庁(ACRA:AccountingandCorporate

RegulatoryAuthority)に 登録 した企業 や、団体登記所(ROS:RegistryofSocieties)に 登記 した

団体 が利用す る ことがで き、従 業員 の個 人用SingPassID/パ ス ワー ドを使用 され る。

(4)所 得税 の 自動 計算

所 得税 計算へ の給与所 得 の 自動算入(auto→nclusion)は1998年 に開始 され、当初は政府省庁

のみ が参加 した。 この方 式 は1999年 に法定機 関 と民間機関へ と拡 張 された。2003年 の時点で
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参加している事業主の数は約2000人 だった。

参加事業主 は、従業員の報酬 をオンライ ンで提出す ることを求め られる。現在 は送信 に

「IRASLine」 と呼ばれるWebア プ リケーションのみが使用されている。この方法で、給与所

得と控除額が所得税計算に自動的に算入されるため、所得税の関連税務書類の入力が大幅に簡

素化される。

(5)所 在地証 明申請

企 業は、所在地証 明(cenificateofRes輌dence)を イ ンター ネッ トで 申請 でき るよ うにな った 。

これは、二重課税協 定(DoubleTaxationAgreement)の もとで補助 金 を申請 するた め に、企業

が シンガポール国内 に所在す る ことを証 明す る もので ある。 このサー ビス も税理士 が利用で き

る。認証にはSingPassとIRASIrisPinが 使用 され る。

(6)物 品サー ビス税 の申告

企業 は、電子サー ビス 「CPFIIRASLine」 を通 じて 、物 品サー ビス税(GST)の 納税 申告 を

電子的 に行な うことがで きる。

(7)電 子移転通知

電子移転通知(E-NoticeofTransfer)で は、弁護士が移 転通 知 を電子 的 に申告 で きる。

3.6会 社登記

2003年1月13日 以前 に、会社 を設立 して 登記する には、会 社登記所(RCB:Registryof

CompaniesandBusinesses)ま で足 を運 び、書類 に記入 し、申請書 を提 出 しなけれ ばな らなか っ

た。 だが、 こうした時間のかか る手続 きはもはや過去 の ものにな り、 自宅や 職場 、あ るいは国

際プ ラザ にある会 計企 業規制庁(ACRA)事 務所 のキオス クか ら登記す る ことが可能 にな った 。

RCBは2004年4月1日 付 けで 公共会 計士委 員会(PAB:PublicAccountantsBoard)と 合併 し、

ACRAに 改編 された 。ACRAは 、会社登 記や情 報取得な どの手 続 きを簡 素化す る ことによって

企 業を とりま く環 境の改善 を 目指す 、財務省所管 の新 しい法定機 関であ る。

(1)フ ロントラインか らオンライ ンへ

ACRAが 着手した主なイニ シアチブの1つ が、手作業 による会社登記か ら、ACRAの 電子 申
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告 ・情報取 得 シス テムBizFile(wwwbizfUe.gov.sg)を 使 った オ ンライ ン登記 への移行 で ある。

新 システ ム導入 で削 減 され るコス トは利用者 に還元 され る。

BiZFileで は、ID番号 とSingPassだ けで①企業/事業の登記②企業/事業の詳細(所 有者、住所、

事業内容な ど)の 変更③企業/事業の閉鎖④登記企業/事業の情報の購入一を行 うことができる。

(2)電 子登記の利点

ACRAで は、電子登記に次のような利点があるとして、ポスター、ちらし、市民集会な どで

宣伝 している。

・自宅や職場から申告ができる利便性

、・ユーザーフレンドリーで使いやすいウェブサイ ト

・年中無休でサービスを利用できる。

・変更、申告、情報更新が瞬時に行なえる。

・専門家などに頼 らなくて も自分で処理できるため
、コス トを削減できる。

(3)セ ル ラサー ビス

ACRAは 、そ のカ ウンターサー ビス を2003年6月 に閉鎖 した。利用 者 自身によ る電子 申告

を奨 励す るため、ACRAで は、英語 と中国語で ステ ップバイスチ ップの利 用 ガイ ドや常勤 スタ

ッフ によ るヘル プサー ビスな ども用意 してい る。ACRAに はセル フサー ビス式 のキオス ク10

台が設 置 されて いるが 、そ れぞれ にPC、 スキ ャナ 、プ リンタ、キ ャ ッシュカー ドリー ダー、

BiZFileヘ ル プデス クへ の直 通電話な どが備 え付 け られ ている。

また 自宅 でサ ポー トが必要な 人 につ いては、 午前7時 か ら深夜 まで(日 曜 ・休 日を含 む)

BizFUeの ヘル プデスクが対応す る。 このほか 、 このサ ー ビス を提供 して いる22のeCitizenセ

ンター で もサ ポー トを受 ける ことがで きる。

3.7不 動産登記

シ ン ガ ポ ー ル 不 動 産 庁(SLA:SingaporeLandAuthority)の 不 動 産 登 記 所(LandRegistry)

が 着 手 し た 新 し い 電 子 供 託 プ ロ ジ ェ ク トSTARSeLodgment(SingaporeTitlesAutomatedRegist

rationSystem〔www.stals.gov.sg〕)は 、JavaとXMLを 使 っ た ウ ェ ブ ベ ー ス の シ ス テ ム で 、 不 動

産 譲 渡 証 書 を 作 成 す る 弁 護 士 が 、 イ ン タ ー ネ ッ トで 不 動 産 の 所 有 権 証 書 な ど を 処 理 で き る よ う

に し 、 利 便 性 や 効 率 性 を 高 め る も の で あ る 。
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STARSeLodgmentで は、ユーザー フレン ドリーな電子 フォーム によって、不動産 を扱 う弁護

士が以下 を行 うことが できる。

・文書 の作成 、提 出、取消、改変

・文書 の状態 の追跡 と、 メール また は ファックスによ る文書登録 の 自動通知

・供託 口座(10dgmentaccount)に 関す る問い合わせ

・情報 の要求(失 効 した証明書な ど)

3.8電 子 通 関

電 子 デ ー タ 交 換(EDI:ElectronicDataInterchange)を 利 用 し た 電 子 通 関 シ ス テ ムTradeNet

(www.tradenet.gov.sg)は1989年1月1日 に ス タ ー ト し た 。 一 般 のEDIで は 、 ネ ッ ト ワ ー ク 加

入 者 間 で 構 造 化 さ れ た メ ッ セ ー ジ が 交 換 さ れ る が 、TradeNetの ネ ッ ト ワ ー ク の 場 合 は 、

CrimsonLogicPteLtd.(旧SNS:SingaporeNetworkServicesPteLtd.)の 運 営 す る 電 子 メ ッ セ

ー ジ サ ー ビ ス が 使 わ れ て い る
。

TradeNetシ ステムでは、政府機関(税 関や所管官庁)に 許可証申請を電子的に提出できる。

申請が認可 されると、許可メッセージが送信者に返信される。

情報通信芸術大臣は2004年6月15日 、貿易の中継地(ハ ブ)と して競争力を高めるため、

貿易関連情報の流れ を管理する統合rrプ ラットフォームの創設を発表 した。荷送人、運送業者、

金融機関などが これ を利用 し、商業文書、規制文書の作成と交換が自動化 される。

政府 は、 プロジェ ク ト開発 費、業 界で の導入 費用な どを含め、5年 間 で総額5,000万 シンガ

ポール ドル(約31億8,㎜ 万 円)を 投入 し、過去20年 間活用 して きたTradeNet、PortNet、Jurong

PortOnline、Marinet、CargoCommunityNetworkな どの既 存の プラ ッ トフォーム を新 た に創設 さ

れ るプラッ トフォー ムに統合す る。新 プ ラッ トフォーム は2006年 末 に立 ち上 げ られ、貿易 許

可 申請 を行 う新 しいTradeNetの 窓 口 となる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

hnp://www.gov.sg/about.htm

http:〃www.ida.gov.sg/idaweb/media/indexjsp

http://www.iras.gov.sg/

http:〃www.ecitizen.gov.sg/about_us.htm1
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XIマ レー シア

1.マ レーシアにおける情報技術政策

1.1経 緯

1991年2月 、マハテ ィー ル首相(1981年 、首相就任 、2003年10月 回退任)に よ って マ レー

シア政府 の長期経済 計画で あるVision2020が 発表 された。 これ は2020年 まで にマ レー シア を

先進工業 国 にす る ことを目的 とした経済社会 開発構想で ある。このVision2020の 具体策 のひ と

っ と して,1996年8月 、rr産 業育成 を 目的 とした国家 プロジェク ト、マルチ メデ ィア ・スーパ

ー ・コ リ ドー(MSC:MultimediaSuperCorridor)が 発表 された。MSC計 画 は、1996年 ～2003

年 のフェーズ1、2004年 ～2010年 の フェーズ2、2011年 ～2020年 のフェーズ3に 分 かれて いる。

2004年7月 、 フェー ズ2は 正式 に開始 された。バ ダウィ(AbduUahBadawi)首 相 は、2004

～2010年 に主 要分野で の優 位性 を拡大 し、新た な投資喚起 と革新的技術 の開発 を 目指す 中核 プ

ログラム 、NextLeap(新 た な飛躍)プ ロ グラム を発表 した。 同プログ ラムの具体 的な数値 目標

として、科 学 ・技術 ・革新大 臣は雇用約24万5,000件 の創出も明言 して いる。

表XI-1に マレーシア政府における主要情報技術政策の経緯 を示す。

表XI-1マ レーシア政府 主要情報技術政策経緯

開始時期 IT政 策名 目的

1991年

2月

Vision2020 2020年 までにマレーシアを先進工業国にする

1995年

8月

マ ル チ メ デ ィ ア ・ス ー パ ー ・コ リ ドー

(MSC)計 画

サイバージャヤを中央に配し、シティセンター、プ トラ

ジャや新行政都市、クアラルンプール新国際空港を結ぶ

東西に15㎞ 、南北50㎞ の地域で、マルチメディア技

術を活用した都市開発を行う

1999年

7月

サ イ バ ー ジ ャヤ ク アラル ンプール の 近郊 にハイ テ ク産 業 都 市 「サ イ バー

ジ ャヤ」(「 ジャヤ 」は マ レー語 で 「栄 光」 とい う意 味)

が オ ー プ ン

一215一



1.2行 政組織

22年 間にわた りマ レーシアを率いてきたマハティール首相の引退を受け、2003年10月 、ア

ブ ドゥラ副首相が第5代 の首相に就任 した。アブ ドゥラ首相は、マハティール路線の継承を表

明しており、政策の大筋では今後 も大きな変更はないと見 られる。

2003年3月21日 の 総 選 挙 後 に は 、 行 政 機 構 全 体 の 見 直 し も 行 な わ れ 、 そ れ ま で 情 報 技 術 政

策 の 実 施 に あ た り 中 心 的 役 割 を 担 っ て き た エ ネ ル ギ ー ・通 信 ・マ ル チ メ デ ィ ア 省(MECM:

MmistryofEnergy,CommunicationsandMultimedia)は エ わ レギ ー ・水 ・通 信 省(MEWC:Mmistry

ofEnergy,Water,andCommunications)に 、 科 学 ・技 術 ・環 境 省(MOSTE:MmistryofScience
,

Technology,andEnviroimient)は 科 学 ・技 術 ・革 新 省(MOSTI:MinistryofScience ,T㏄ ㎞ology翻

㎞ovation)に そ れ ぞ れ 名 称 が 変 更 さ れ た 。

この再編の一環として、情報通信技術 開発とマルチメディaア(コ ンテンツ)の 各分野につい

ては、エネルギー ・通信 ・マルチメディア省か ら科学 ・技術 ・革新省に移管された。

(1)国 家 情報技術評議 会

2004年3月 の省庁再編 後、国家情報技 術評議会(NrrC:NationallnformationTechnologyCouncil)

事務局 も科 学 ・技術 ・革 新省 に移 され た。同評議 会 は、 アブ ドゥラ首相(議 長)と 関連 政府 部

門の長 の合 計14名 で構成 され る。書 記(Secretary)は 科 学 ・技術 ・革新省 の事 務局長(Secretary

General)が 兼務す る。議員 は任期 を3年 とし、首相が任 命す るが 、必要 があれば、省庁 の代 表

が会合 に参 加する。

NITCは 、国家 レベルの情報通信技術政策の策定 ・調整において、マレ』シア政府の諮問機

関として、重要な役割を果たしている。新事務局設置後の初会合(2004年4月29日)で は、

事務局の構成 と委託事項を承認し、新議員の任命に合意 した。

Nrrc事 務局は現在、新議員の任命を進めており、都市部と農村部のデジタルデバイ ドを是

正する計画の策定が重要議題の一つ となっている。
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ア プ ドゥ ラ ・バ ダ ウ ィ 首 相

PrimeMinisterSeriAbdullahbinH司iAhmadBadawi

、

農 業 省

MinistryofAgriculture

一

一

ー

ー

ー

一

海外貿易 ・産業省－
MinistryoflntemationalTradeandIndustry

観 光 省

MinistryofTourism

天然資源 ・環境省－
Mims廿yofNaturalResourcesandEnWo㎜ent

国 防 省

MinistryofDefence

プ ラ ンテ ー シ ョ ン産 業 ・商 品 省－
MinistryofPlantationlndustriesandCommodities

国 内 取 引 ・消 費 者 問 題 省

MinistryofDomesticTradeandConsumerAffa丘s

地方開発省－
MinistryofPlantationlndustriesandCommodities

教 育 省

Minis甘yofEducation

科 学 ・技 術 ・革 新 省－
Mims的ofScience,TechnologyandI㎜vatio酪

エ ネ ル ギ ー ・水 ・通 信 省

MinisロyofEnergy,WaterandComm皿ication

運 輸 省

MinistryofTransport

起 業 ・協 力 開 発 省

MinistryofEntrepreneurialandCooperativeDevelopment

女 性 ・家 族 ・地 域 開 発 省

MinistryofWome叫FamilyandCommunityDevelopment

財 務 省

Minis仕yofFinance

公共事業省－
Minis仕yofWorks

外 務 省

MinistryofForeignAffairs

青 年 ・ス ポ ー ツ省－
MinistryofYouthandSports

保 健 省

MinistryofHealth

文 化 ・芸 術 ・遺 産 省 、

MinistryofCulture,ArtsandHeritage

内 政 省

MinistryofHomeAffairs

国内治安省、
MinistryoflnternalSecurity

住 宅 ・地 方 自 治 省

Mi㎡stryofHousingandLocalGover㎜ent

人 的 資 源 省

MinistryofHumanResource

情 報 省

Ministryoflnformation

図XI-1マ レーシア政府の行政機構

関連ウェブサイ ト

TheGovemmentofMalaysiaO缶cialPortal:h仕p:〃www.gov.my/MyGov/Home/ListOfMinisロy/

NITC:http://wwwmosU.gov.my/MostePortaレwebsite/index.jsp

エ ネ ル ギ ー ・水 ・通 信 大 臣 直 属 の マ ル チ メ デ ィ ア 通 信 委 員 会(MalaysianCommunications

andMultimediaCo㎜ission)は 、1998年 通 信 マ ル チ メ デ ィ ア 委 員 会 法(MalaysianCommunica

tionsandMultimediaAct)に 基 づ き 設 置 さ れ た 法 定 機 関(statutorybody)で あ り 、 通 信 マ ル チ

メ デ ィ ア 産 業 の 政 策 実 施 と 規 制 を 担 当 し て い る 。

マルチ メディア通信委員会の活動 に法的根拠 を与える1998年 通信マルチメディア法
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(CommunicationsandMultimediaAct)は 、統 合 の 進 む 通 信 マ ル チ メ デ ィ ア 業 界 の 新 し い 規 制 ・

免 許 付 与 枠 組 み を 定 め た 法 律 で 、1999年4月1日 施 行 さ れ た 。 こ れ に 伴 い 、1950年 電 気 通 信

法(TelecommunicationsAct)と1988年 放 送 法(BroadcastingAct)は 廃 止 さ れ た 。

マ ル チ メ デ ィ ア 通 信 委 員 会 は2001年11月1日 、1997年 電 子 署 名 法(DigitalSignatureAct)

に 基 づ き 、 認 証 局(CertifyingAgency)に も 指 定 さ れ た 。

大臣
Minister

1・
ll 1

通信マルチメディア委員会 副大臣 エネルギー委員会
MalaysianCo㎜umcation ViceMinister EnergyCommission

&MultimediaCommission

1
事務局長

SecretaryGenera1
.

副事務局長 副事務局長
ViceSecreatryGeneral ViceSecreatryGenera1

11 | |

通信局 エネルギー局 水局
CommunicationDivision EnergyDivision WaterDivision

一国際問題部 一4部 門 一2部 門

InternationalAffairsUnit
一電 子 アプ リケ ー シ ョン部

ElectronicApplicaitonsUnit
一イ ン フ ラス トラ ク チ ャ ・ア クセ ス部

1㎡rastructure&AccessUnit

一免 許 ・規 制 部

Licensing&RegulatoryUnit
一 コ ンテ ン ツ ・郵 便 部

Content&PostalUnlt
・

一法 務局

Lega1DMsion
一情報技術局

hlformationTechnologyDivision
一内部監査局

InternalAuditDivision
一そ の 他4部 門

図XI-2エ ネル ギー ・水 ・通 信省 の組織 図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.ktkm.gov.my/templateOl.asp?Content .ll)・18&Cat-D・1&CatType-ll)・14

http:/1www.mcmc.gov.my/mcmc/about _us/roles.asp
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2.マ ル チ メ デ ィ ア ・ス ー パ ー ・コ リ ドー

1991年2月28日 、マハ テ ィール 首相(当 時)は 、向 こう30年 間で年 平均経済成長 率7%、

GDPの9倍 増、所得 の4倍 増 を達成 し、2020年 まで にマ レー シアを先 進国 にす る とい う ビジ

ョン2020(Vision2020)構 想 を打ち出 した。

そ の具体策 の一つ として1996年8月 には、rr産 業育 成を 目的 とした国家 プロジェク ト、マ

ルチ メディア ・スー パー ・コ リ ドー(MSC:Mult輌mediaSuperCorridor)が 発表 された。

(1)MSC地 区

MSC計 画のもとで、首都 クアラルンプールにある世界一の高層ビル、ペ トロナス ・ツイ ンタ

ワーを起点とし、新クアラル ンプール国際空港を終点とする南北50キ ロ、東西15キ ロの地域

がMSC地 区に指定 され、ここに2.5GB(10GBま で拡張可能)の 大容量光デジタル通信網、高

速道路などが整備された。

Msc地 区は、rr・マル チ メデ ィア企業 にとって理想的な環境 を提供す るコ リ ドー(回 廊地帯)

の先進 的事例 とな った。そ のほぼ中央 には、1999年7月 、rr企 業 の事 業や研究 ・開発の拠 点 と

な るイ ンテ リジェ ン トシテ ィ(情 報都市)、 サイバー ジャヤ(Cyberjaya、jayaは マ レー語で 「栄

光」 の意 で、クア ラル ンプー ル周辺の多 くの新興都市が ～jayaと いう地 名を持つ)が オー プ ン

し、積極 的な企 業誘致 が行 なわれて きた。 また、 クアラル ンプール郊外 の新行政都市 、 プ トラ

ジャヤ(Putrajaya)もMSC地 区 内にあ り、2005年 まで に首都 機能 のほ とん どが移転 され る予

定で ある。

(2)3つ の フェー ズ

MSC計 画 は、1996年 ～2003年 の フェー ズ1、2004年 ～2010年 の フェーズ2、2011年 か ら2020

年 のフェー ズ3に 分かれ て いる。 フェーズ1で は単一 のコ リ ドー を完成 し、 フェー ズ2で は同

様のイ ンテ リジェ ン トシテ ィ(複 数の コ リドー)を 少な くとも4～5カ 所 整備 し、 フェー ズ3

で は、 マ レー シア国土全体 にマルチ メデ ィア ・スーパー ・コ リ ドーを拡 大 して い く。

フェー ズ2は2004年7月3日 に正式 に開始 された。 この 日、バ ダウ ィ(AbduUahBadawi)

首相は、2004～2010年 に主要 分野での優位性 を拡大 し、新た な投資喚起 と革新 的技術 の 開発 を

目指す 中核 プ ログ ラム、NextLeap(新 たな飛躍)プ ログラムを発表 した。
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フェー ズ2で は、まず 、イ ンテ リジ ェン トシテ ィを目指 して いるペ ナ ン(Penang)州 のバ ヤ

ン ・レパス(BayanLepas)工 業地 区 とケ ダ(Kedah)州 のク リム(Kulim)ハ イテ ク ・パー ク に

MSCサ イバー ンデ ィ ・ステー タスが 付与 され る。これ以外 の地 域 も今後 、ブ ロー ドバ ン ドイ ン

フ ラの整備状況な ど、他 の条件 を満足す れ ば、 このステー タスが付与 され る見通 しで ある。

(3)実 施体 制

MSC計 画 を実施す るのは、マ レー シ ア会社 法(CompaniesActofMalaysia)に 基 づき1996年

に設立 され 、現在 は科学 ・技術 ・革新 省 の管 轄下 に置かれ る国有企業 、マルチ メデ ィア開発 公

社(MDC:MultimediaDevelopmentCorporation)で ある。

マル チメデ ィア開発公社 は1997年 以来 、MSC計 画 につ いてマ レー シア政府 に助 言する国 際

諮 問委員 会(IAP:lnternationalAdvisoryPanel)の 会合 を これ まで に合 計8回 主催 して きた(最

近で は2004年9月 開催)。 同委員 会 は、業界 の実 力者、大学関係者 、世界 のシ ンクタ ンクの 専

門家 で構成 されて いる。

また、首相が設立 したMSCの 実 施機 関、実行評議会(ICM:㎞plementationCouncUMalaysia)

は、首相(議 長)、 副首相(副 議長)、MSCに 直接 関連す る政府機 関の長 で構成 され、マルチ メ

デ ィア 開発公社やそ の他 の関連機 関を指揮 する役割 を担 っている。

マル チ メ デ ィ ア開 発 公社 の子 会 社 、MSCベ ンチ ャー コー ポ レー シ ョン(MSCVenture

Corporation)は 、1999年 設立 のMSCベ ンチ ャー ワン(MSCVentureOne)を 前 身 とし、イ ンタ

ーネッ ト企業、ソフトウェア開発企業、コンテンツクリエーター、通信 ソリューションプロバ

イダな ど、情報通信技術業界の革新的企業への投資を専門とするベ ンチ ャーキャピタル機関で

ある。

マル チ メデ ィア開発公社 の子会 社 には このほか、 ビジネス動向 の調 査や諸機 関の評価 を行 な

うMSC技 術セ ンター(MSCTechnolgyCenter、1997年 設立)、 ビジネス コ ンサ ルテ ィングな ど

を行 な うMSCマ ネジメ ン トサー ビス(MSCManagementServicesSDnBhd、1999年 設立)、MSC

の電子 商取 引推進企業 に対 してセキ ュ リテ ィサー ビス を提供す るMSCTrustgate.com(1999年

設立)が ある。

(4)MSCス テータス

マレーシア政府は、マルチメディア開発公社を通 じて、MSC内 で情報通信技術事業を営む資
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格のある企業には、MSCス テータスを付与する。MSCス テータス認定企業は、次のような10

項目の保証章典(BillofGuarantees)に よって政府が保証する奨励金やその他の優遇措置を受け

ることができる。

・ 世界一流の設備、通信情報インフラの提供

・ 知的労働者雇用の無制限化

・ 会社所有権の自由を保証

・MSCイ ンフラに対する資本を世界中に求める資本調達の自由化

・ 法人所得税の最大10年 間の免除または100%の 新規投資税額控除
。マルチメディア関連機

器の輸入関税免除

・ 知的所有権やサイバー法などの分野における地域的リーダーになること。

・ インターネッ トでの検 閲を行なわないことの保証

・ 世界的にみて魅力的な水準の通信料金

・ 主要MSCイ ンフラへの入札機会

・ ワンス トップスーパーエージェンシー としてのマルチメディア開発公社のサービス

2004年12月28日 現 在、MSCス テー タス認定 を受 けたMSCテ クノ ロジー企業 は1109社 、

高等教育機 関 は41社 、イ ンキューベ一夕ー企業 は13社 ある。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

httP:〃www・msc.commy/index .asp

2.1フ ラッグシ ップアプ リケー シ ョン

MSC計 画の一環 として、フラッグシップアプリケーションと呼ばれる応用開発が進め られて

いる。これには、①電子政府②多 目的カー ド③スマー トスクール④遠隔医療⑤研究開発クラス

ター⑥電子 ビジネス⑦技術起業家育成、の7分 野がある。

(1)電 子 政 府(ElectronicGovemment)

政 府 業 務 の 効 率 化 と 行 政 サ ー ビ ス の 改 善 を 目 的 と し 、 次 の(a)～(g)の 試 験 プ ロ ジ ェ ク ト

が 実 施 さ れ て い る 。

(a)プ ロ ジ ェ ク トモ ニ タ リ ン グ シ ス テ ム(PMS:Pr()jectMonitoringSystem)

(b)人 事 管 理 情 報 シ ス テ ム(HRMIS:HumanResourceManagementInformation)
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(c)汎 用 オ フ ィ ス 環 境(GOE:GenericOfficeEnvironment)

(d)電 子 調 達(EP:ElectronicProcurement)

(e)電 子 サ ー ビ ス(E-Services)

(f)電 子 職 業 安 定 所(ELX:Elec加nicLaboreXchange)

(g)電 子 裁 判 所(E-Syariah)

(2)多 目 的 カ ー ド

以 下 、2つ の プ ロ ジ ェ ク トが 実 施 さ れ て い る 。

(a)政 府 多 目 的 カ ー ド(GovemmentMultipurposeCard)

(b)支 払 用 多 目 的 カ ー ド(PaymentMultipurposeCard)

(3)ス マ ー トス クール(SmartSchool)

学校で の教育 ・学校経営 に情報技術 を用い るアプ リケー シ ョン。 スマー トスクール は これ ま

で に87校 建設 され ているが、MSC計 画 の第2フ ェー ズ(NextLeap)で は、新 たな スマー トス

クールの建設 を中止 し、すべ ての学 校で情 報通信技 術施設 の整備 を進 める との決 定が2004年4

月 に内 閣 レベルでな された。

(4)遠 隔 医 療(Telehealth)

医 療 サ ー ビ ス の 向 上 を 目 的 と し 、 試 験 プ ロ ジ ェ ク ト に は ① 一 括 個 別 対 応 医 療 情 報 ・教 育

(MCIpHIE:MassCustomised/personaliZedHealthInformationandEducation)② 生 涯 健 康 プ ラ ン

(LHP:LifetimeHealthPlan)③ 持 続 的 医 療 教 育(CME:ContinousMedicalEducation)④ 遠 隔 診 断

(TC:Tel㏄onsultadon)が あ り、 い ず れ も 多 目 的 カ ー ドMyKadで 健 康 デ ー タ の 書 込/読 出 を 行 な

う。 保 健 省(MinistryofHealth)は 、 プ ト ラ ジ ャ や 病 院(PutrajayaClinic)で 試 験 を 行 な う こ と

を 決 定 し た 。

(5)研 究 開発 クラス ター(R&DCIuster)

企業 ・大学 ・研究機 関 にとって魅 力的な環境 を提供 し、研究 開発 ク ラス ター の形成 を 目指す。

マ レー シアテ レコム社が出資 し、マ レー シア初 の私 立大学 として1996年 設 立 され たマルチ メ

デ ィア大学(サ イバー ジャヤ ・キ ャ ンパ ス、マ ラ ッカ ・キ ャンパ ス)を 中核 とす る。

マ レ ー シ ア で は 、 産 業 研 究 開 発 制 度(IGS:IndustryResearchandDevelopmentGrantScheme)、

MSC研 究 開 発 助 成 金 制 度(MGS:MultimediaSuperCorridorResearchandDevelopmentGrant

Scheme、MSC計 画 の フ ラ ッ グ シ ッ プ ア プ リケ ー シ ョ ン の 一 環 、 前 出)、 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・デ
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モ ン ス ト レ 一 夕 助 成 金 制 度(DAGS:ApplicationsDemonstratorGrantScheme)を 通 じ て 民 間 部 門

に 助 成 金 と イ ン セ ン テ ィ ブ が 配 分 さ れ る 。

(6)電 子 ビジネス(E-Business)

国際競 争力 のある電子 ビジネス環 境 の構 築を 目指す。

(7)技 術起 業家育成(T㏄hnopreneurDevelopment)

戦 略的ハ イテ ク関連産 業 の新規事 業化 を主な 目的 として、2001年11月 か ら開始 され た。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

MagshipApplications-ProgressStatUs(asof5thMay,2004):http:〃www.msc.commy/flagship.asp

2.2シ ェ ア ドサ ー ビス ・アウ トソー シング(SSO)

関連す る複 数の会社 が共通 して持 って いる部 門(経 理 部門や総務部 門)を それぞ れ社 内か ら

切 り離 して 、共同セ ンター型 の新 会社 を設立 し、そ こで経理業務 な ど請 け負 う、新 しい形 の ア

ウ トソー シ ングを 「シェア ドサ ー ビス(SharedService)」 と呼ぶ。 マ レー シア のシェア ドサー

ビス ・ア ウ トソー シング(SSO:SharedServiceOutsourcing)部 門 は これ まで に約10億 リンギの

投資 を呼び込 み、7,㎜ 件 近 くの雇 用 を創出 して きた。

(1)政 府関連機関の協力

MSCシ ャエア ドサービス ・アウ トソーシング ・イニシアチブは、MSCのNextLeapプ ログラ

ムの中核 を成 し、次 の目標 を設定 している。

・ マ レーシアのシェア ドサービス・アウ トソーシング産業で2008年 までに6万 件以上の雇用

を創出

・ 国内企業で新規創出雇用の20%以 上

・ 製品開発部門で新規創出雇用の10%以 上

・ 国際市場でMSC/マ レーシアの技術ブランドの認知度を高める

(2)労 働力の国際性

マ レーシアは、マ レー系、中国系、インド系を中心 とした多民族国家であるため、約2,500

万人の国民のほとん どが英語 と公用語のマレー語の2カ 国語を話す。さらに、米国やカナダ、

英国、オース トラリア、ニュージーランド、日本などの大学 ・大学院へ留学する若者が多いの
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も特徴 である。

マ レー シアで は、大学や 大学院でrr、 工学、マル チメデ ィア を専攻 した学生が例年 約6万6 ,㎜

人が卒 業する(情 報通信技 術 に限定 す ると2003年 は1万1,619人)。2004年 は、 この数字が8

万3,000人 にな り、2005年 には9万3,㎜ 人 を超す と予想 されて いる。

また労働者1万 人に占める研究 ・工学 ・IT部門就業者数 も、現在の15人 か ら2010年 には75

人へと5倍 に膨れ上がると見 られる。

(3)優 れたイ ンフラ

マ レー シアのイ ンフ ラで特 に優 れて い るのは、以 下の よ うなサイ バー ンデ ィ(cybercity)と

最新 の通信イ ンフラであ る。

(a)サ イバージ ャや

前述 のように、サイバー ジャヤは、MSC計 画 の二 大情報都 市 の一 つである(も う一 つは、プ

トラジ ャヤ)。

高速光 フ ァイバー ネ ッ トワークが敷設 され、企 業、住宅 地、商業地 、公共施 設がバ ランスよ

く開発 されて いる。総面 積の40%は 非 開発 区域(greenlung)に 指定 され る とい った厳 密な区画

割 りと環境 ガイ ドライ ンを通 じて公害物 質無排 出都市(zero-emissioncity)を 目指す 。

2011年 までに、労働人 口約5万 人 、居住人 口約12万 人 を収容す る と予想 され る。

(b)テ クノロジーパー ク

テ クノ ロジーパ ー ク(T㏄hnologyParkMalaysia)は 、知 識産業 向けの研 究開発セ ンターで あ

る。第1フ ェーズで は、750エ ーカ ー(約303万 平 方 メー トル)の 敷地 に、機能 の異な る12の

ビルが立 ち並 ぶ。今後 、研究 開発 区画 を一般企業 に貸 し出 し、本社や研 究施設、試験地 な どに

利用す る計画 がある。

(c)MTDCイ ンキ ュベ ーシ ョンセ ンター

プ トラ大学(UniversitiPutraMalaysia)と マ レー シ ア技術 開発公 社(MTDC:MalaysiaT㏄hnology

DevelopmentCorporation)は 共 同で、大 学のキ ャ ンパス 内に複数 のMTDCイ ンキ ュベー シ ョン

セ ンターを設 立 し、大学や研 究機関 か らのベンチ ャー企 業誕 生を促進 して いる。
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(d)ク ア ラル ンプール ・シテ ィ ・セ ンター

100エ ー カー(約40万5,000平 方 メー トル)の クアラル ンプール ・シテ ィ ・セ ンター(KLCC:

KualaLumpurCityCentre)は 、世界最 大級の不動産 開発 プロジ ェク トで あ り、88階 建て のペ ト

ロナス ・ツイ ンタワー をシンボル とす る。プロジェク トは約10年 後 には完 了す る予定で あ る。

(e)最 新 の通信イ ンフ ラ

光 フ ァイバー の基幹 ネ ッ トワー クの送信帯域(OutgoingBandwidth)は 合計約26.68Gpbs(ア

ジア太平 洋10.23Gbps、 北 ・南米9.1Gpbs、 日本2.6Gbps、 欧州 ・中東 ・南 アジ ア245Gbps、 ア

フ リカ2.3Gbs)で 、国際 的 にシーム レスな接続 が可能 にな って いる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

Malaysia'sMSC:TheGlobalSharedServices&OutsourcingHub:http:11www.msc.com.my/sso/

2.3一 般市民への情報通信技術の普及

MSC計 画 の フェー ズ1(1996年 ～2003年)で は、大学生 を中心 と して、オ リジナル のア ニ

メー ション、短編映画 、 ドキ ュメンタ リーな どを作成す るよ う助 成金が与 え られ、研修 が実施

された。

2004年 にはMSC計 画が第2フ ェーズに入 り、中核プログラムNextLeapで は主要分野の優

位性拡大が 目指 されているが、一般市民への情報通信技術の普及 も例外ではなく、特に、研修

プログラムと地域(コ ミュニティ)へ の普及プログラムに重点が置かれている。

(1)MyMalaysia,MyMSCキ ャンペー ン

マルチ メデ ィア開発公社 は2004年6月28日 ～7月4日 、 「MyMalaysia ,MyMSC」 キ ャンペ

ー ンを開催 した
。 目的 は、 マ レーシアの経済成長 に情 報通信技術が果たす 役割 につ いて 国民の

意識 を高め 、デ ジタルデバイ ドを是 正する ことで あった。 ・

(2)デ ジタル ・ス トー リー テ リング ・プ ロジ ェク ト

「MyMalaysia ,MyMSC」 キ ャンペー ンの一環 として 、一般市 民へ の普 及活動 を行 な って い

るのが、デ ジタル ・ス トー リー テ リング ・プ ロジ ェク トである。 このプ ロジェ ク トは、若者 の

眼を通 してマ レー シアの物 語 を眺め る こと、具体 的 には、学校 の生徒にPC、 画 像 ・動画編集

ソフ トな どの ツール を使用 して物語 を制作 させ 、創造力 を高め るな どして、早 い時期 か ら情報
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'

通信技術 に親 しむことを目指す。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

PressRelease&Announcement,ArchiveS㏄tion,13."MyMalaysia,MyMSC"LaunchedsIntoMSC:NextLeap,

14."MyMalaysi隅MyMSC`':h仰://www.msc.co肌my/xtras/press/archive.asp

3.通 信インフラの全国的な整備状況

マ レー シアの通信 業界の規模 は2004年 、金額で345億 リンギ(約9,300億 円、前 年比8%増)

に達す る と予想 された(2004年2月 時点 の推計)。

(1)イ ンフラの整備状況

・1995年 か ら2001年 までiZ人 口1
,000人 あた りのパ ソコ ン台数 は37.3台 か ら126.1台 へ と大

幅 に増加 した。

・ 携 帯電話 の加入数 は2003年11月 に1 ,1∞ 万 に達 した。携帯電話 の普及率 は44%で 、 これ

に対 し、固定電話 は18%だ った。

2003年 のイ ンターネ ッ ト加入数 は290万 で 、2002年 か ら11.5%増 加 した。

ブロー ドバ ン ド加入数 は2003年1月 末 の1万8,㎜ か ら2004年1月 末 には12万 へ と5倍

以上 に増加 した。

(2)モ バイル プ ロー ドバ ン ド

モバ イル ブ ロー ドバ ン ドの周波数 は2003年4月 に2社 に害1∫り当て られた。その うちの1社 、

テ レコム ・マ レー シアは2004年1月 、3Gサ ー ビスを開始 した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

ICTataglance:http://www.msc.com.my/xtras/facLfigures/Facts&Figures2.pdf
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XII中 国

1.中 国政府における情報技術政策

1.1経 緯

中華 人民共 和国政府 のrr政 策 は 、1986年 の 「七五」(第7次5ヵ 年計 画)か ら開始す る。こ

の計画 にお いては、12の 全 国的情報 システムの構築が決定 され た。そ の後 、1991年 か ら 「八

五」(第8次5ヵ 年 計画)、1996年 か ら 「九五」(第9次5ヵ 年 計画)を 実施 し、現在 は、2001

年か ら開始された 「十五」(第10次5ヵ 年計画)を 実施中である。

表Xll-1に 中国政府 における主要情報技術政策を示す。

表XII-1中 国政府 主要情報技術政策経緯

発表時期
1986年

1991年

1993年

政 策

第7次5カ 年計画

第8次5カ 年計画

三金計画

概 要

(1)12の 全 国的 情報 システ ム の構築 を決 定
・ 国 家情 報 システ ム

・ 郵 電 部(郵 政省)通 信 シス テム

・・ 宇 宙 空 間測 定制御 シス テム

・ 電 力 ネ ッ トワー ク監 視 シス テム

・ 気 象情 報 システ ム

・ 科 学技 術 情 報検 索 シス テム

・ 公 安情 報 システ ム

・ 軍 事 用 シス テム

・ 財 政税 務 システ ム

・ 金 融情 報 システ ム

・ 鉄 道 部(鉄 道 省)業 務処 理 シス テム

・ 中国 民航 ・乗客サ ー ビス ・シス テム

(2)科 学技術部では、1986年3月 からハイテク分野の研究開発を推進する

863計 画を実施。この主な目標は以下の通りである:
・ 世界のハイテク産業レベルとの格差是正

・ 次世代における高レベルの科学技術分野の人材育成

・ ハイテク産業の科学技術開発推進

・21世 紀の経済/社会発展のための高度な技術基盤の構築、ハイテク技

術開発に好ましい環境の形成
・ これらの成果をその他の拡大//応 用プログラムに利用し、短期間に

おける生産力の向上、経済効果の拡大を導く

なお、2003年 の現在でも第2次863計 画の下で、8分 野20項 目にわたる

プログラムが実施されている。

(3)国 務院は電子工業生産発展専用基金を設け、IC、コンピュータ、電子

交換機、ソフトウェアの4品 目に限って資金を供給することを決定

科学技術部は以下のプロジェク トを策定及び実施
・EDI及 び関連する情報化取り組みプロジェクト

・CADの 応用プロジェクト技術開発及び応用モデル

・CIMS応 用モデルプロジェクト

・ 都市流通分野の電子商取引技術研究開発及びモデルプロジェクト

三金計画とは、中国近代化促進プロジェク トで、以下の3つ の計画から構
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1996年

1998年

2001年

第9次5カ 年計画

情報産業部の設置

第10次5カ 年計画

成 され る:

・ 金 橋 工 程(金 融 ネ ッ トワー ク 計画)

・ 金 関工 程(税 関 のネ ッ トワー ク計 画)

・ 金 カー ド工程(ク レジ ッ トカ ー ドに関す る計画)

(1)第8次5カ 年 計画 の科 学 技術 部 によ る プ ロジ ェ ク トの継続

(2)第9次5カ 年 計画 の 一一環 と して 、1995年12月 に国 家半 導体 プ ロジ ェ

ク ト 「909計 画」 を策 定

大規模な省庁再編。電子工業部と郵便・電気通信部が 「情報産業部」に統

合。電子情報産業、通信業、ソフトウェア産業の振興を図る

(1)情 報産業関連

【目標]
・ 情報化によって工業化を促す

・ 情報産業の市場規模:2倍

・ 固定電話及び移動電話網の容量:世 界第1位

・ 全体の電話契約数:5億 契約

・ 電子情報産業販売高115兆 元(約20兆 円)

・ インターネットの普及:利 用者;2億 入超、年平均成長率;76%
・ 電信、テレビジョン、インターネット網の融合、波長分割多重、第

三世代移動通信 ・IP技術の利用、高速 ・広帯域情報網の実現

[政策1
・ 情報産業の育成及び振興(特 に、IT、バイオテクノロジー、新素材

等のハイテク産業の発展;ソ フトウェア産業の発展;ITイ ンフラの

強化等)
・ 関連法規の制定/整備

・ 標準化及び規格化

(2)電 子政府関連

[プロジェク ト】
・ 電子政務モデルプロジェク ト

・12項 目の金字プロジェク ト(金 税プロジェクト、金関プロジェク ト

な ど)

(3)電 子商取引

【政策】
・ 電子商取引及び現代物流に関する、政府のマクロコントロールと市

場運用の有機的な結合の推進
・ ハイテク技術産業開発区を総合応用モデルの重要基地とする、電子

商取引の全面的な発展の推進
・ .区域性のある電子商取引及び現代物流の情報プラットフォームの構

築
・ 電子商取引に関する法律、法規、スタンダード及び規格の強化

・ 金関プロジェク トを重点とする、対外経済貿易電子政務の構築ペー

スを加速化
・ 対外経済貿易公共情報サービス体系の構築を強化

・ 国際電子商取引応用の宣伝と育成を強化

【プロジェクト】
・ 電子商取引及び現代物流技術の研究開発モデルプロジェクト

(4)IT教 育

[目標】
・ 天網地網(衛 星ネットワークと地上ネットワーク)の 全国的構築

・ 情報技術教育の普及、全国民の情報設備応用能力の向上などによる、

国の経済及び社会の発展
・ 健全かつ完全な教育情報化の管理体制及び運用メカニズムによる、

現代化国民生涯教育体系の構築
・ 教育情報化のレベル向上

【プロジェク ト]
・ 現代遠隔教育プロジェク ト
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・ 小中学校の 「枝枝通(=学 校間通信)」 プロジェクト

(5)rr運 輸

【目標】
・ 交通産業のグレー ドアップ

・ 交通情報資源の整合性向上及び開発を強化

・ 地方、市レベル以上の交通主管部門の主要な事務手続きの電子化、

ネットワーク化を実現
・ 五大情報システムの建設を完全化

・ インテリジェント型交通の発展の加速化

・ 交通企業の生産、管理、マーケティング方式の最適化
・ ソフト環境開発事業の発展

Source:中 国 政府 発 表資 料 か ら作 成

1.2行 政組織

中国の国家行 政機 関は 国務院で ある。国務院 は、総 理、副総理 、国務委員 、各 部部長、各委

員 会の主任 、密 計署署長 、秘書長 か らな り、国務院現任総理 は温家宝氏 が務 める。

・2001年8月 に設置 され た国家情報 化指導 グルー プ(StateInfomatiZationLeadingGroup)は 、

情報化推進 を担 当 して いる。 同グルー プ長 は現 在、温家宝首相が務 め る。

・ 国家発展改革委 員会(NationalDevelopmentandReformCommission)は 、ハイ テク産業 に関

す るマ ク ロ政策 を実施 して いる。

・ 科 学技木部(科 学技 術省
,MmistryofScienceandTechnology)の 高新 枝木笈 展及声 曲化 司(ハ

イテ ク発展 ・産 業化 司、DepartmentofHighandNewTechnologyandlndusnialisation)は 、国

家 ハイテ ク研究 開発計 画(863計 画)の 実施 を担 当 して いる。

・ 信 息声 上部(情 報産業 省
,MmistryofInformationildustry)は 、第11期5カ 年規画 と連動 し

た情報 技術産業 の発展 を構想 してい る。

【 国務院纏 ・温家宝l

l

唾 院副総理・鞠 購 曾培炎・回郵
1

1外 交省 ト」 公安省 目 労働社会保障省 」 麟 省1

1国 防省 ト

ト

」 国家安全省ll国 土資瀦 ト

ト

」 醗 省1

1国 家発展改革委員会 → 監察省ll建 設省 ]文 化省1卜

1教 育省 ト

ト

]民 政部省 目 鉄道省 ト」 衛生省1

1科 学技術省 ]司 法省 日 交通省 ト]国 家人口・計画生育委員会1

1国防科学技術工業委員会 ト」 財政省 ‖ 情報産業省 ト]中 国人民銀行1

1国 家民族事務委員会 ト]人 事省ll水 利省 ト」 劇 暑1

図Xll-1中 国の行政組織
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

国 家 機 構:http:〃wwwpeople.ne.jp/info/data-p/

指 導 者profle:httP:〃wwwpeople.nejp/info/data-pAeader,/home.htm

1.3国 家電子政府標準化総体 グループ

国家標準管理委員 会(StandardiZationAdministrationofChina)と 国務 院 ・情報化作業事 務室

(StateCouncilInformatiZationOffice)は2002年2月 、共 同で 「国家電子 政府酷 化 総体 グルー

プ(略 称:総 体 グル ープ、GeneralGroupofE-governmentStandards)」 を継 し、電子 政府 標準化

作業の全体 的バ ランス、電子 政府 に関連す る重 要な標 準研究 、,特定 プ ロジ ェク トの組織化 と推

進作業 を担 当す る。

総体グループは、国家標準化管理委員会 と国務院情報作業事務室が共同で指導する技術専門

家組織である。専門家を若干名招聰し、グループ長1名 、副グループ長2名 を設ける。総体グ

ループの組織管理作業は、グループ長、副 グループ長が担当する。総体グループの職責につい

ては以下の通 りである。

・ 総体グループの組織規定や規則制度の制定を行なう。

・ 電子政府標準化の全体的枠組みや標準化 システムについての研究 と提案を行ない、電子政

府に関する標準研究 プロジェク トを提起する。

・ 標準化研究プロジェク トの請負部門の評価 ・審査 を行ない、プロジェク トの執行状況につ

いて監督する。

・ 標準化プロジェク トの成果に対する技術的評価 ・審査を担当する。

・ 関連する主管部門、応用部門あるいは地方政府のために、標準化 についてのコンサルティ

ングや建議を行なう。

総体グループの下には、秘書グループとプロジェク ト作業小グループが設けられている。秘

書グループは、組織グループの事務機構であり、総体グループの日常事務および 「電子政府標

準化ホームページ」(www.egs.org.cn)の 日常的なサポー ト作i業を担当する。プロジェク ト作業

小グループは、臨時に組織されるプロジェク ト研究専門家の小グループであ り、プロモーター

1名 と成員若干名が置かれ、プロジェク トの研究 ・開発作業 を担当す る。
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国家電子政府標準化総体 グルー プ
グルー プ長1名

副 グループ長2名
専門家 若干名

秘書 グループ
秘書 若干名

図Xll-2国 家電子政府標準化総体グループの組織図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

電 子 政 府 標 準 化 信 息 網 〉 組 織 ・機 構:http:〃wwwegs.org.cn/subjectjsp?id=5

TrialE-governmentStandardsIssuedforEvaluation:http://www.china.org.cn/english/2003/Apr,/60805.htm

2.中 国

2.1ハ イテ ク産業

2004年 は、第10期5カ 年計画(「 十五」、2001～05年)が 施行 されて4年 目を迎 えた 。 「十

五」 計画が実 施 され て以来 、 中国 の2001～03年 にお ける国民総 生産(GDP)成 長率 は年平均

8.2%に 達 し、当初 の 目標 で ある7%を 大 幅に上回った。

(1)ハ イテ ク産業 の市場動 向

ハ イテク産業 のマ ク ロ政策 を担 当す る国家発展改革委員会(NationalDevelopmentandRefbml

Commission)は2004年2月 、国 内のハ イテ ク産 業が第10期5カ 年計画 に盛 り込 まれ た主な発

展 目標 を2年 前倒 しして実現 した と発 表 した。

2003年 のハ イテ ク産業 の生産 額は前年 か ら30.8%増 加 して2兆7,500億 元(約2,210億 円、

2004年12月24日 為替 レー ト1元=0.08049円)に 上 り、工業生産全 体 に占める割 合 は21.4%

に達 した。

ハイテク産業のなかでも特 に電子情報製品製造業の2003年 の売上は前年か ら34%増 加 して

1兆8,800億 元(約1,510億 円)だ った。その産業規模は国内の工業分野で最大 とな り、世界で

も第3位 に躍進した。
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(2)国 家ハイテク研究開発計画(863計 画)

「国家ハイテク研究開発計画」は1986年3月3日 、中国のベテラン科学者 らが 「世界の先

端技術か ら取 り残されないためにも、国内のハイテク技術を発展させていく必要がある」 とし

て、中国共産党に陳情書を提出したことか ら始まった。同計画では、7つ の重点分野の1つ と

して 「情報」分野が指定されている。

この計画の実施 を担 当す る科学技 木部(科 学技術省 、MmistryofScienceandTechnology)の 高

新技rk ,S展 及声曲化 司(ハ イテ ク発展 ・産業化部 、DepartmentofHighandNewTechnologyand

lndustrialisation)と 大唐電信科技 公 司は2004年9月23日 、同計画 の超 大規模集積 回路(VLSI)

設計 に関す る重点課題 「通信 向け総合情 報処理 システ ムオ ンチ ップ(SOC)プ ラ ッ トフ ォーム」

に関す る研究成果 と製 品の発表会 を 開いた 。

(3)「十五」か ら 「十一五」へ

第11期5カ 年規画(「 十一五」、06～10年)は 、経済成長や社会発展に対する政府の職能を

強化し、さらに中国各地の発展状況 を考慮 した計画を策定 ・実施していく方針のもと、制定 ・

施行に向けた準備が着々と進め られている。

信息剖 部(情 幸薩 業 省、MinistryofInformationindustry)は2004年2月 、 中国における情

報産業 につ いて、第11期5カ 年規 画(2006～2010年 、 「十一五」)と 連動 した産 業発展 を図 り、

さらに10～15年 後 には中国 を世界 の情報産業強 国にの し上 げる という構 想を打 ち出 した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

hmp:〃peOPle.nejp

h"p://news.searchina.ne.jp

2.2通 信 とイ ンター ネ ッ トの現 状

(1)農 村部で伸び悩む通信事業

中国の電話加入件数は、固定電話 ・携帯電話を合わせて5億 を突破 したが、農村部の大多数

では経済水準と消費能力の制約か ら地域格差が生 じてお り、中国の通信水準を楽観的に捉える

ことはできない。

農 村部における新規電話加 入件 数 は2001年 の1671.8万 か ら2002年 には1㎜ 万(前 年比40%
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減)へ と減少傾 向 にある。 また農村 の電話ユー ザーが全国の総数 に 占め る比率は 、2000年 で

22.5%、2001年 で21%、2003年 には18.1%と 年 々低下 してい る。

2003年 の行政村での電話普及率は87.9%で 、第10期5カ 年計画で掲げられた普及率95%

という目標達成 には程遠 い状況だった。

(2)パ ソコンの出荷台数

信息F上 部(情 報産業省)の 統計によると、2002年 下半期(7～12月)の 国内パソコン出荷

台数で中国が初めて 日本を抜き、米国に次ぐ世界第2位 に躍 り出た。

また2003年 の中国のパソコン出荷台数は前年比で18%前 後の成長が見込 まれており、教育

機関と政府機関の大口需要が中国のパソコン需要を支える二大柱となっているが、個人消費も

順調に伸びている。

(3)イ ンター ネ ッ トの普及

中国互聯網 絡信息 中心(中 国ネ ッ トワー クイ ンフォメー ションセ ンター、CNMC:China

IntemetNetworkInformationCenter)が2004年6月20醗 表 した 「第14回 中国イ ンターネ ッ ト

発展状 況統 計報告」 によ ると、2004年6月 末時 点での中国のイ ンターネ ッ ト人 口は前年か ら

27.9%増 加 して8,700万 人 とな った。

2004年5月 末時点での世界のインターネッ ト人 口は7億8,600万 人で、世界の総人口に占め

る割合は122%だ った。中国のインターネッ ト人 口は世界のインターネッ ト人口の約11%を 占

めることになる。しか し、中国の全人口に占めるイ ンターネット人口の割合は6.7%に まで拡

大した ものの、世界の平均と比べると、依然として普及率は低水準にある。

イ ンター ネ ッ ト接続パ ソコ ン台数 は2004年6月 末 時点で3,630万 台 となった。".cn"ド メイ ン

の登 録数 は38万 とな り、前年同期 比で52.5%増 加 した。Webサ イ ト数 は62 .7万 だ った。

(4)ブ ロー ドバ ン ドの普及

ブ ロー ドバ ン ドも急速 に普及 して い る。上記 のCNNICの 調査 によれば、2004年6月 末 の時

点で ブ ロー ドバ ン ド人 口は3,110万 人 に達 し、前年 同期 の980万 人か ら217%の 増加 と脅威的な

数字 を見 せた。 なお 、 この調査で 「ブ ロー ドバ ン ド利用者」 とは、DSL、 ケー ブル モデムな ど

の利用者 を指 して いる。
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

httP://news.searchina.ne.jp

http:/!www.cnnic.cn/download/2004/2004072003.pdf

2.3電 子 政府

中国共 産 党 中央 委 員 会 と国 務 院 は2001年8月 、 「国 家 情 報 化 指 導 グ ル ー プ(State

InilormatiZationLeadingGroup)」 を組織 し、 中国の情報 化 を推進 してい くことと、国家 の情 報セ
ノ

キュリティ確保に対する指導をさらに強化する ことを決定 した。

国家情 報化指 導 グルー プによる、国家の情 報化作業 にお ける5項 目の方針 と統 一標準 に関す

る具体的要求 を徹底 して実現 し、中国の電子 政府 の順 調 な発 展 をさらに推進す るた め、国家標

準化管理委員会(StandardiZationAdministrationofChina)と 国務 院情報化作 業事務室(信 息化弁

公室、StateCouncilInformatizationOffice)は2002年2月 、 「国家電子政府標準総体 グル ープ(略

称:総 体 グルー プ、GeneralGroupofE-govemmentStandards)」 を認可 ・設立 した。

中国の電子政府標準化作業は、国家標準化管理委員会 と国務院 ・情報化作業事務室の統一的

指導のもと、総体グループによって実施 される

総体グループの主な作業は、①国内外の電子政府に関連する標準的な発展動向を積極的に研

究し、作業における考え方や方向性を適宜調整すること②国内の各政府部門、技術専門家およ

び開発メーカーと一緒に中国の電子政府標準を研究 ・制定 し、中国の電子政府の健全かつ秩序

ある建設 を推進すること一の2点 である。

(1)資 金 の増額

中国の各行 政機 関 は、電子 政府の実 現 に向け て、投資 の増加、 システ ムの確 立、管 理強化 を

進めて いる。政府 は2003年10月 、向 こう数年で 、毎 年2,500億 元(約201億 円)を 投 入 して 、

計画 を加速 させ る ことを明 らかに した。

(2)2003年 末時点の状況

2003年12月18日 に開かれた 「2003中国国際電子政務技術 と応用大会」において、今年の

中国における電子政府が設計段階か ら実用段階に入ったという発表がなされた。
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2003年 末の時点で、中央 ・地方政府の50%が 独 自のウェブサイ トを開設 ・運営 してお り、

これには、中央機関26部 門が含 まれる。このほか、90%以 上の部門 ・委員会がウエブ上で情

報提供やデータベース検索サイ トな どを設置している。

(3)市 政府の電子化

中国都市電子政務発展研究課題グループは2004年9月 、全国336の 市政府のポータルサイ

トに対 して評価を行い、市政府 レベルでの電子政府化の実現状況をまとめた 「2003-2004中 国

と市政府ポータルサイ ト評価 レポー ト」を発表 した。電子政府化 に関 しては、北京市が 「最も

進んでいる」と評価 され、これ に上海市、大連市など大都市が続 いた。

サイ トを通じて提供される行政情報やサー ビスへの評価は総 じて高いものとなった。しかし、

その双方向性の実現状況への評価は低い。また各サイ トは 「安定 した更新状況」と評されてい

るが、ユーザーの満足度が高いサービスはニュース提供に限 られている。

このほか、個人情報の保護にも関わるセキュリティや、中国語のみでの開設 となっているこ

とによる閉鎖性が指摘されている。レポー トは特に、イ ンタラクティブ性を向上させ、なるべ

く早く双方向の事務処理を可能にするよう要求 したほか、更新率の上昇、ニーズの多様化への

対応、サー ビスの透明性の向上な ども課題として挙げられている。

(4)電 子政府国産 ソフ ト産業連盟

国家ソフ トウエア半導体公共サービスプラッ トフォームと、中国国内のソフ トベンダーが共

同で、電子政府国産ソフ ト産業連盟を2004年10月28日 に設立 した。

電子政府国産ソフ ト産業連盟の発起人には、OSソ フ ト、データベースソフ ト、中間ソフ ト、

応用 ソフ トな どを手がける国内ソフ トベンダーの共創開源、中科紅旗、中軟件(ニ ューソフ ト)、

東方通軟件などが名を連ねる。国家ソフ トウエア ・半導体公共サー ビスプラッ トフォームの技

術によって、製品の改良や各企業共通の技術的問題解決など、主に技術面の問題を解決するこ

とを目的としている。

(5)ネ ットワークの監視

国家ハイテク技術研究発展計画(863計 画)の 公開や見直しが進む中で、ネットワークセキ

ュ リティ分野の中国独自による開発が課題 となっている。
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中 国 で は 、2002年10月 か ら 「863917ネ ッ トワ ー ク セ キ ュ リ テ ィ 監 視 測 定 プ ラ ッ トフ ォ ー ム

(863-917networksecuritymonitoringplatform)」 を 開 発 し て い る 。 こ れ は 、 国 家 コ ン ピ ュ ー タ ネ

ッ ト ワ ー ク 応 急 処 理 技 術 調 整 セ ン タ ー(CNCERT/CC:NationalComputernetworkEmergency

ResponsetechnicalTeam/CoordinationCenterofChina、 信 息 声)llL部 所 管 、2㎜ 年 設 立)が 中 心 と な

っ て 進 め て い る プ ロ ジ ェ ク トで 、 そ の 核 と な る 技 術 は 中 国 が 独 自 に 開 発 し て い る 。

このプ ラッ トフォー ムは、バ ックボー ンネ ッ トワーク と主要 な ノー ドを対象 とした監視測定

を行 う。2003年 には、中国のホ ス トコン ピュー タを100万 回以上 に及ぶ ウイルス攻撃か ら守 り、

2004年 の 「Sasser」ワー ム被 害 もバ ックボー ンネ ッ トワー クに及 ぶ ことはなか った。

(6)電 子消印 の導入

電子 消印(EPM:ElectronicPostmark)を 利用す れば、電子 フ ァイル を暗号化 し、安全かっ確

実 に受信者 に配信す る ことがで きる とい うメ リッ トがあ る。万国郵便 連合(UPU:UniversalPost'

Union)は 、世界共通 のEPM標 準規格 を制定 している。中国で は これ まで、UPUの 定め るEPM

の国際標準化 を進 めて こなか ったが 、2004年 よ うや くEPMの 導 入 にこぎつけた。

中国政府 と中国科 学院(ChineseAcademyofSciences)の サポー トを受 けて、北京 中科久輝 信

息 自動化有 限公司 と米AuthentiDate社 は2004年9月 、戦略 的パー トナー シップを締結 した。こ

れ によ り、中国、香 港 襖門(マ カ オ)でEPMサ ー ビス を開始 した。

(7)電 子署名法案の制定へ.

市場経済の発展に伴い、中国においても、インターネ ットなどを利用した電子 ビジネスが増

加 し、電子署名のニーズが増加した。このため、2004年 には、「中華人民共和国電子署名法」

の制定へ向けた動きが注 目された。

温家宝 ・首相は2004年3月 の国務院常務会議で、電子署名法案 の内容について大筋で認可

した。その後、2004年8月 の第10期 全国人民代表大会(全 人代)常 務委員会第11次 会議で電

子署名法案は、立法審議の目玉の1つ となった。常務委員会では、電子 ビジネスのさらなる成

長を促せるような緻密な法律 に仕上げるべ く、多くの専門家を交えて、細部にわたって研究を

行った。法案は、多 くの修正を経て審議を通過 した。
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.egs.org.cn/subject.jsp?id=4

http://www.china.org.cn/english/2003/Apr/60805.htm

httP://news.searchina.ne.jp

3.香 港特別行政区政におけるIT政 策

3.1経 緯

香港特別行 政 区政府 のrr政 策 は、1998年11月 に公布 された1gg8Digital21rTStrategyか ら

開始 される。これは 、行 政長官 のrr発 展 に関す る ビジ ョン 「未来 の情報世 界 にお け る リー ダー

と して の香 港の地位確 立」を実現す る 目的で実施 された。その後 、このITStrategyは 各イニ シ

アチ ブの成 果 を基盤 として新 たな課題 に取 り組むべ く2001年5月 に更新 され、2001Digital211T

Strategyと して公布 された 。 この2つ のITStrategyに よ り、公 共部 門 ・民間部 門双方がrr及 び

e-businessを 活用す るための能 力を修 得 し、イ ンフラ、環境が整備 された 。

香港 特別行政 区政府 は、1998年 の初のデ ジタル21戦 略発表 以来 生 まれ た気運 を維持 し、rr

の利点 をさ らに活用す るため 、2001デ ジタル21戦 略の見直 しを進 めて きた。2003年10月10

日か ら同年12月10日 にか けて は、新 戦略 「2004デ ジタル21戦 略」 の草案 につ いて意見 を募

集 し、 これ に86件 の意 見が寄 せ られた 。同戦略 は2004年3月24日 に正式 に発表 された。 ま

た,2004年9月,情 報 技術な どに関す る主要諮 問機関 として 「デ ジタル21戦 略諮 問委員会

(D21SAC:Digital21StrategyAdvisoryCommittee)」 を新設す る ことを発表 した。 これは、工商

業 ・科学技術 局長が委 員長 を務 め、}デジタル21戦 略 に定める 目標 を達成 するた めの戦略、 プ

ログラム、施 策 に関 して、政府 に助 言す るた めの機 関で ある。

表Xll-2に 香港特別行政区政府における主要情報技術政策を示す。
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表XH-2香 港特別行政区政府 主要情報技術政策経緯

開始月日 IT政 策名 目的及び重要課題

1998年11月 1998Digita1211TS仕ategy (1)目 的:世 界をつなぐディジタル都市としての香港の確立

(2)重要課題:
・ 高機能を持つ通信システムの構築

・ 電子商取引のセキュリティ確保のための共通のソフトウェア・インタ

ーフェース開発

・ITを 有効に利用できる知識を有する市民の育成
.

・ 創造力を豊かにしn'利 用を促進する文化的環境の形成

2001年5月 2001Digita121rrStrategy (1)目的:イ ンター ネ ッ トで接 続 され た 世界 にお いて 、世 界有 数 のe上usiness

コミ ュニテ ィか つ デ ィ ジ タル都 市 と して の香 港 の地位 を確 立

(2)重要課 題:
・eセusiness環 境 の改 善

'e-Govemmentの 確 立

・rr労 働 力 の拡 充

・ デ ィジ タル 世界 を 有効 活 用す るコ ミ ュニテ ィ機 能 の強 化

・ 将 来 性 の ある技術 利用 の 強 化

2004年3月 2004Digital211TStrategy (1)目的:世 界の主要なデジタル都市としての地位の確保

(2)重要課題:
・ 政府のリーダーシップ

・ 持続可能な電子政府プログラム

・ インフラおよびビジネス環境

・ 組織の見直し

・ 技術開発

・ 活力溢れるrr産 業

・ 知識経済における人的資源

・ ディジタル ・デバイ ドの解消

3.2行 政組織

香 港 特 別 行 政 区 政 府 のrr政 策 は 、主 に 工 商 業 ・科 学 技 術 局(Co㎜erce,IndustryandTechnology

Bureau)が 担 当 し、 な か で 樋 信 技 術 部(CommunicationsandTechnologyBranch)と 政 府 最 高 情

報 責 任 者 事 務 局(OfficeoftheChiefInformationOfficer)が 中 心 と な っ て 実 施 さ れ て い る 。

通イ諜 界 を監督 する香港電 信管理局(OFrA:OfficeoftheTelecommunicationsAuthority)は 、

工商 業 ・科 学技術 局通信技術 部所管 の独 立行 政機 関で 、1993年1月 に設 立 された。

教 育 ・雇 用 局(EducationandManpowerBureau)は 、2004デ ジ タ ル21計 画 の も と 、 電 子 学 習

(e-Learning)を 促 進 す る い く つ か の プ ロ ジ ェ ク トを 支 援 し て い る 。

このほか、香港政府 には、情報技 術政策 に関する諮問機 関 として、 デジタル21戦 略諮 問委

員会(D21SAC:Digital21StrategyAdvisoryCommittee)が 設 置 されて いる。 、
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'

行 政長官:董 建 華(ト ウ ・ケ ンカ)

ChiefExecutiveTungCheeHwa

1

法 務 庁 長 官

梁 愛 詩(エ ル ジ ー ・リ ヨ ン)

SecretaryforJustice

ElsieLeungOi-sie

政 務 庁 長 官:

曾 藤 橋(ド ナ ル ド ・ツ ァ ン)

ChiefSecretaryforAdministration

DonaldTsangYam-kuen

財 政 庁 長 官:

唐 英 年(ヘ ン リー ・タ ン)

FinancialS㏄retaryHenryTang

Ying-yen

法 務 局

DepartmentofJustice

オ ンブ ズマ ン局

O伍ceof

汚 職対 策 独立 委 員会

IndependentCommission

会 計 監査 委員 会

AuditCommission

行 政委 員 会

PublicService

北京 事務 所

BeiilngO伍 ㏄

行 政部

AdminisロationWing

香 港 広 東 協 力

HongKongGuangdong

Coopemtion

CordinationUnit

効率 化 局

E缶cencvUnit

中央 政策 局

CentralPolicvUnit

)

人 事管 理 局

CivilServiceBureau

香港 金 融管 理貯

HongKong

MonetarvAuthoritv

政 制 事 務 局

ConstitUtionalAffairs

経 済 分 析 事 業 促 進 局

EconomicAnalysisand

BusinessFacilitationUnit

教 育 ・雇 用 局

Educationand「ManpowerBureau

環 境 ・運 輸 ・公 共 事 業 局

Environrnent、TransportandWorkS

衛 生 ・福 祉 ・食 糧 局

Health.WelfareandFoodBureau

民 政局

HomeAffairsBureau

住 宅 ・土地 計 画政 策 局

Housing.PlanningandLandSBureau

保 安 局

SecurityBureau

工 商業 ・科学技 術 局

Commerce,㎞dustryandT㏄hnology

経 済 発 展 ・労働 局

EconomicDevelopmentandLabour

財 経 事 務 ・国 庫 局

FinancialServicesandtheTreasury

図Xll-3香 港特別行政区政府の組織図

関連ウェブサイ ト

OrganizationChart,.July2004:http://www.inf().gov.hk/govcht_e.htm
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工 商 業 ・科 学 技 術 局 長

曾 俊 華(ジ ョ ン ・ツ ァ ン)

SecretaワforCo㎜ece,IndustryandTechnology

JohnCTsang,JP

|
1

1

工 商 業 担 当 事 務 次 官

PermanentSecretaryforCo㎜erceandIndust巧

通 信 ・技 術 担 当 事 務 次 官

PamanentSecreatryforCo㎜umcationsandTechnology

1
工 ・商 業 部

Co㎜erceandIndust巧Branch
一

一

通 信 技 術 部

Co㎜u㎡catiomandTechnologyBranch

政府 最 高情 報 責 任 者事 務 所

O缶ceoftheGover㎜entChiefInformaitonO缶cer

図Xll-4工 商業 ・科学技術局の組織図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

HongKong:Anevolvinge-Learningsociety:http:/1www.inf().gov.hk/gia/genera1/200406/28/0628143.htm

Cm,Telecommunications,Policyresponsibilities:http://www.citb.gov.hk/ct6/eng/telecom/index.htm

WhatisOFITA:http://www.ofta.gov.hk/framesetiaboutus _index_eng.html

4.2001デ ジ タル21戦 略 の成果

1998年11月 、「デジタル21情 報技術戦略」が発表された。 これは、世界をリー ドするデジ

タル都市としての香港の発展を促進することを目的としていた。このなかで特に焦点となった

のは、香港の1青報インフラの構築と、電子 ビジネスの発展のための環境構築であった。 この戦

略のもとで一連の計画から成る包括的プログラムが実施された。

技術 の絶 え ざる変化 と電子 ビジネ スの急速な発 展のな かで、2001年5月 には、電子革命

(etevolution)の 波 に乗 る ことを 目指 し、 「2001デ ジタル21戦 略(2001Digital21Strategy)」 が

発表 され た。 この政策 の 目的は、ITを 活 用す るため に既 に構築 され た強 固な基 盤 を拡張 し、主

要な電子 ビジネス都市 として 、ま た、 グローバル なデ ジタル都 市 と して、香港 を位置付 ける こ

とで あった。

(1)電 気通信の自由化

香港の電気通信業界は2003年1月1日 から完全に自由化された。 これに伴い、サービスの

選択肢が広が り、品質が向上し、価格が引き下げられ、その結果として、サー ビスの利用率が

高まった。主な電気通信イ ンフラの普及率は、次に示す通 りで、特にモバイルインターネッ ト
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や ブ ロー ドバ ン ドイ ンターネ ッ トの普及率 で は世界 の上位 に位置 して いる。

・2003年 の一般家庭 のPC普 及 率68%(2㎜ 年は50%)

・2003年 の一般家庭 のブ ロー ドバ ン ド普及率50%(2㎜ 年 は18%)

・ ブ ロー ドバ ン ドがすべ ての商業建築物 、ほぼすべて の居住用建 築物で利 用可能

・2003年 の電気通信容 量約900Gbps(2㎜ 年 の20倍)

・2003年 の携帯電話 の普及率104%

(2)電 子 ビジネス

香港政府はこれまでに、rr導入による企業の効率性 ・生産性改善支援、技術支援、財務支援、

研修計画を実施している。また、人材確保のため、学生向けにrr研 修を実施するほか、中国本

土や国外か らの技術者受け入れを進めている。2003年 までに50%以 上の企業が電子 ビジネス

を採用している。

2002年6月 には 「サイエ ンス ・パーク」計画の第1期 がスター トし、強力な情報産業クラス

ターの建設が進められている。「サイバーポー ト(Cyberport)」 計画では、第3期 が2002年4

月に終了 し、2003年2月 には、rr企 業の戦略クラスターを創設するため、最新のrr・ 電気通

信 ・デジタルメディア施設が提供された。

(3)電 子 政府

香港 の電子 政府は、成熟期 に さしかか って い る。 これ まで に電子サ ー ビス提 供(ESD:

ElectronicServiceDelivery)計 画の もとで 、50以 上の政府部門 ・公共機 関で約180の 公共 サー ビ

スが利 用可能 になった。

2003年6月 には多機能のスマー ト皿)カ ー ドが導入された。これは、公共図書館カー ドとし

て利用されるほか、2004年 末までに出入国管理、2006年 には運転免許にも利用されるように

なる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

FunCopyof200Digital21Strategy:

http://www.info.gov.hk/digital21/eng/strategy2004/2004DG21StrategyEng _Full.pdf

Digita121Strategy:htq)://www.ogcio.gov.hk/eng/digital/edigita1.htm
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4.12004デ ジタル21戦 略 の実施状況

2004年3月24日 に正式に発表 された2004デ ジタル21戦 略は、世界の主要なデジタル都市

としての香港の地位を維持するための総合的な青写真であり、香港政府は、①政府の リーダー

シップ②持続可能な電子政府プログラム③インフラおよび ビジネス環境④組織の見直し⑤技

術開発⑥活力溢れるrr産 業⑦知識経済における人的資源⑧デジタルデバイ ドの解消一の8つ の

主要分野に焦点を当てることによって、情報経済において香港を前進させることに取 り組んで

いる。

(1)政 府 最 高 情 報 責 任 者 事 務 所 の 設 立

工 商 業 ・科 学 技 術 局(Commerce,lndustryandTechnologyBureau)の 曾 健(ジ ョ ン ・ツ ァ ン 、

Jo㎞Tsang)局 長 は 、2004デ ジ タ ル21戦 略 を 発 表 し た2004年3月24日 、 同 局 内 部 に お い て 、

これ ま で 香 港 の 情 報 技 術 政 策 を 実 施 し て き た 情 報 技 術 サ ー ビ ス 部(rrSD:llformationTechnology

ServicesDepartment)と そ の 他 のrr関 連 部P『 を 統 合 し て 通 信 技 術 部(Communicationsand

TechnologyBranch)を 設 置 し 、新 た に 最 高 情 報 責 任 者(CIO:ChieflnformationOfficer)を 長 と す

る 政 府 最 高 情 績 任 辞 務 所(OGCIO:OfficeofGovernmentChiefInformationOfficer)を 設 置 す

る 考 え を 明 ら か に し た 。

この組織変更 は、2004年7月1日 に実施 され た。oGcloは 、政府 内でrr関 連サ ー ビス ・サ

ポー トを提供す るほか、 「2004デ ジタル21戦 略」の もとでICT関 連 の政策 、戦略、プ ログラム、

施策 につ いて責任 を負 う。OGCIoの 設置によ り、政府内、香 港内のrr関 連部 門がス リム化 さ

れ、政府はrr開 発 の促 進 にお いて一層積極的 ・主導 的役割 を担 うことがで きるよ うな った 。

(2)デ ジタル21戦 略諮 問委 員会 の設立

香港政府 は2004年9月17日 、情報技術 な どに関す る主要諮 問機関 として 「デ ジタル21戦

略諮 問委員会(D21SAC:Digital21StrategyAdvisoryCommittee)」 を新設す る ことを発表 した。

これ は、工 商業 ・科学技 術局長が委員長 を務め 、デジタル21戦 略 に定 める目標 を達 成す るた

めの戦略 、プ ログラム、施策 に関 して、政府 に助言 す るための機関で ある。
人

D21SACは 、それ までrr問 題 に関する最高 レベルの政府諮 問機 関だった情報 イ ンフラ諮 問委

員会(】IAC:InflormationinfrastmctUreAdvisoryCommittee)}こ 代 えて設置 された』ACは 香港 の

情報 イ ンフラ整備 を主眼 と して1988年 に設置 された機 関で ある。
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D21SACの メ ンバー には、政府 関係者4名 、民間人18名 が任命 された。任期 は2∞4年10

月1日 ～2006年9月30日 。

(3)電 子 政府 プログ ラム

電子政府 プ ログラムで は、将来、利 用者 に も政府 にも、 よ り大 きな価値 をもた らす よ う、利

用者 を公共 サー ビスの 中心 に据 える ことが焦点 とされ ている。 この考 え方は、工商 業 ・科学技

術局が2004年6月 に発行 した電子政府 に関す る新 しいブ ック レッ トで 明確 にされ ている。 こ

れ によると、電子政 府は今後 、次 の 「CARING」 のテー マに沿 って発展す る という。

・C(顧 客志 向CostumerOrientation)顧 客 のニーズ に従 った電子サ ー ビスの開発

・C(顧 客 の移行CustomerMigration)顧 客の価値 の創 造 とチ ャネル の合理化 を通 じた利用促

進

・A(ア クセ シ ビリテ ィAccessibility)政 府情報 ・サー ビスの提供範 囲拡大 と利用者の利便性

・A(認 証Authentication) 、電子サ ー ビス の使 いやす さとリス ク レベル、セキ ュ リティのバ ラ

ンス

・R(リ エ ンジニ ア リング とサー ビス の変革Re-engineering/ServiceTransformation)ワ ンス トッ

プで効率 的なサー ビス を提供 す るた め、省庁 間で統合す る

・1(イ ンフ ラス トラクチ予In廿astructure)顧 客 と省庁 のニーズ に応 え るよ うイ ンフラをア ッ

プデー トす る。

・N(政 府 のネ ッ トワー ク化NetworkingGovernment)政 府鵬 の間で電 子文イヒ(e℃ulture)を

奨励す る。

・G(政 府 の リーダー シ ップGovemmentheadership)醗 全般 の舵 を取 る強力な手旨勒 を発揮

す る。

(4)電 子印紙

電子 印紙 を認 めた2003年 印紙税 法(TheStampDutyOrdinance2003)は 、2003年6月 に立法

会(LegislativeCouncil)で 可決 され、2004年8月2日 に施行 された。 これ を受 け、財経事務 ・

国庫 局(FinancialServicesandtheTreasury)所 管の税務 局(IRD:InlandRevenueDepartment)

は同 日、不動 産賃借 ・売 買 ・譲渡契約 に利 用す る電子 印紙サー ビス を開始 した。 これ によ り、

電子 サー ビス提供(ESD)の ウェブサイ ト(www.esd.gov.hk)に おいて、イ ンター ネ ッ ト経 由

で印紙 申請 の提出、 印紙税 の支払 、印紙 証 明書 の取得 が可能 にな る。

(5)デ ジタル放送

'董 建華
・行 政長官(ChiefExecutiveTungCheeHwa)は これ まで にデ ジ タル地 上テ レビ(DTr:
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Digita1TerrestrialTelevision)の 導入方 針 を承 認 して いる。方針の骨子 は次の通 り。

・ 現存 の2つ の地上 テ レビ会社 、ArV(AsiaTelevisionLimited)とTVB(TelevisionBroadcasts

Limited)が 遅 くとも2007年 まで にアナ ログ とデ ジタル の同時放送 を開始す る。

・ アナ ログ ・デ ジタル同時放送 開始 か ら5年 以 内 にアナ ログ放送 の廃止 を 目指す
。

・2006年 末 まで に中国 が国家規 格 を策定 しな い場 合 には、技 術規 格の選択 を市場 に任せ る。

これ についてArvとTVBは 、DTrサ ー ビス開始 を これ 以上 遅 らせ る ことを回避す るた め、

欧州 のDVB--T規 格 を採用す る考 えを表明 して いる。

・ 香 港で利用で きる5つ のマルチ プ レックス(多 重放送)の うち、ArvとTVBは1つ をデ

ジタル ・アナ ログ同時放 送用 として共 有 し、HDTV(高 品位テ レビ)放 送サー ビス 用には、

それぞれ新 たなマルチ プ レックスを1つ ず つ採用す る。ArvとTVBが 単一周波 数ネ ッ ト

ワー ク(SingleFrequencyNetwork)が 技術的 に可能 で あることを確 認 した後 、残 りの2つ

のマルチ プ レックス の割 当てが行 なわれ る。

・'ATVとTVBは 、遅 くとも2007年 まで にデ ジタル ・アナ ログ同時放 送 を開始 した後、デジ

タル ネ ッ トワー クのカバーす る地域 の割 合 を75%に まで広 げる。

(6)電 気通信修正法
・

、

2003年 電気通信修 正法(Telecommunications(Amendment)Ordinace2003)法 は、電気通信業

界 の合併再 編 につ いて明確で包括 的 な規 制体制 を確 立す るべ く、2003年7月 、立法会によ って

可決 された。法案 の可決後 、香港 電信管 理局(OFIrA:OfficeoftheTelecommunicationsAuthority)

は、同法の実施 に関す るガイ ドライ ンの作成 に取 り組んだ。広範 にわた る公 的諮 問を2回 実 施

した後 、ガイ ドライ ンは2004年5月3日 に発表 され た。そ の後 、2003年 電 気通信修正法 は2004

年7月9日 に施行 された。

(7)ビ ジネスポ一 夕ル

香港で ビジネスを開始 または拡大 す る方 法につ いて必須 の情報 を香港 内、中国本土、海外の

投資家 に提供す る新 しい ビジネスポ ー タル(business.gov.hk)が2004年2月4日 開設 された。

このポ一夕ルか らは、政府 省庁、公 共機 関、貿易団体 な ど、100を 超 え る情報 源にア クセスで

きる。

(8)電 子証明書

香港郵政の電子証明書は、2003年6月 から導入されたスマー トIDカ ー ドに埋め込まれて

いる。電子証明書による本人確認は、イ ンターネ ットを通じて送信されるパスワー ドなどの代

わ りに、利用者のデジタル署名を用いて行なわれる。
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スマー ト皿)カー ドを一斉に交換する措置により、電子証明書の加入者は21万 人に達 してい

る。 これは、安全な電子商取引、電子バンキング、オンライン証券取引、オ ンラインショッピ

ング、オンライン賭博などに適 した環境を構築するのに貢献している。

(9)電 子 学 習

教 育 ・雇 用 局(EMB:EducationandManpowerBureau)は2004年7月29日 、2004-2005学 校

年 度 か ら実 施 さ れ るrrを 活 用 し た 新 た な 教 育 戦 略 を 発 表 し 、政 策 文 書 「情 報 技 術 を 活 用 し た 学

習 ・教 授 の 改 善(EmpoweringLearningandTeachingwithInformationTechnology)」 を 発 行 し た 。

教育 ・'雇用局の広報官 によると、新戦略は、学習 ・教授過程と情報技術の統合を主眼とし、

教育分野における情報技術の持続的発展を地域全体で支援する取 り組みを促進するね らいが

・ある。

この戦略 には2004-2005会 計年度 に1億7,150万 香港 ドル(約22億7,300万 円)の 資本支 出

と4,020万 香港 ドル(約5億3,268万 円)の 臨時経 費が配分 され 、2004年7月2日 、財務委員

会(FinanceCommittee)の 承認 を受けた。

(10)無 線技術 開発

無線 ア プ リケー シ ョン/ソ リュー シ ョン/サー ビス を開発す る プラ ッ トフォーム を提 供す るた

め、香 港無線 技術産 業協会(HongKongWirelessTechnologyIndustryAssociation)が2003年12

月、サイバーポー トに香港 無線 開発セ ンター(HongKongWirelessCenter)を 設立 した。設立 に

あた っては、革新技術基 金(rrF)か ら資金が援助 され た。

同セ ンターは、携帯電話事業者、無線機器製造業者 と共同で、開発者に無線ソリューション

を用意 し、革新的なアプ リケーションやサービスを開発 ・試験 ・マーケティングする場を提供

する。開発者は、技術規格や市場情報などにアクセスできるようになる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.info.gov.hk/

http:〃www.ogcio.gov.hk/
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台湾X111





X皿 台湾

1.台 湾における情報技術政策

1.1経 緯

台 湾政府 は、2002年5月,行 政 院によ って承認 され,「 チ ャ レンジ2∞8計 画」の なかの重要

な計画 の1つ となった 「e－台湾 計画(e-TaiwanProgram)」 のほか に も、様 々なrr政 策 を実 施 し

て いる。特 にrr技 術 の開発 に伴 って 、1999年 前後 か らrr政 策 を積極 的 に開始 した。 これ らの

1999年 以 降のrr政 策 の概要 を以下 に示す。

表X皿 一1台 湾政府 主要情報技術政策経緯

開始時期 rr政 策名 目的

1999年 ITAP(InformationTechnology

ApPlicationsPromotion:情 報 技 術 ア プ

リ ケ ー シ ョ ン 推 進)プ ロ ジ ェ ク ト

・ 国内産業界の情報技術及びアプリケーション

の開発推進
・ 国内産業の競争力強化

1999年 プ ロジェ ク トA及 びB(rrAPの 特 別推 進

プロ ジェ ク ト)

台湾産業界におけるe<o㎜er㏄ の推進

1999年 台 北 サ イ バ ー ・シ テ ィ(TaipeiCyberCity)

イ ニ シ ア チ ブ'

情報 イ ン フラ 、イ ン ター ネ ッ ト教 育 、e-govemment

及び 行 政サ ー ビス 自動化 の 改善

1999年

後 半

e-ManufacnlringProject eＬndusmesの 推 進

2㎜ 年 iAeB(hldustrialAutomationand

ElectronicBusiness:産 業 自動 化 及 び 電 子

化 計 画)プ ロ グ ラ ム

世界規模のロジスティクス ・センターの設立

2001年 国 家 情 報 通 信 イ ニ シ ア チ ブ(NICI:

Nation泣 輪 ㎜don㎝dCo㎜unication

Initiative)

電子政府、eゼ ジネス及びe－ソサエティ基盤の構築

2001年

7月

プ ロジ ェ ク トC、D及 びE(ITAPの 特別 推

進 プ ロ ジェ ク ト)

・ 産 業 間 にお け るe田usinessの 効 率 性 の 向上

・ 高 付加 価 値 の世 界 ロジス テ ィ ック ス ・セ ンター

と しての 台 湾の 地位 確 立

2001年

10月

NationalIPv6Deploymentand

PromotionProject(国 家IPv6開 発 推 進

プ ロ ジ ェ ク ト)

IPv6利 用のための産業界、政府、学校及び研

究機 関の資源統合

2001年

12月

SCMIPr(りect(Semi-℃onductor

ManufacturingInitiativelセ ミ コ ン ダ ク

タ 製 造 イ ニ シ ア チ ブ)プ ロ ジ ェ ク ト

(ITAPの 一 環)

・ セミコンダクタ業界における情報技術の開発

及び応用を奨励
・ 競争力を強化 し他の産業界のモデル としての

役割を果たす

2002年

11月

ス タ ー ・プ ロ ジ ェ ク ト(STARPr(りect) ・ 主 要なrr製 造企 業 と世界 の 取 引パ ー トナ ー と

の接 続

・ 上流 及 び下 流 のサ プ ライ ・チ ェー ン間 の リンク

・B2B(企 業一 企 業 間)のeBusinessに お け る情

報 フ ロー/キ ャ ッ シュ フ ロー/ロ ジ ス テ ィ ク

ス ・セ ンタ ー相 互 の効 果 的 な統 合

2003年
"BuildingaDigi凶City

,aMobUeTaipei"計 画
・ 情 報 イ ン フ ラ が 整 備 さ れ

、eぺ 拓vemment、

e-Business、eＬL洗 が 実 現 し た デ ィ ジ タ ル 都 市 の

建 設
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1.2行 政組 織

2001年 行 政 院 に 設 置 さ れ た 「国 家 情 報 通 信 推 進 委 員 会(NICI:NationalInfbrmationand

CommunicationsInitiativeCommittee)」 が 「e－台 湾 計 画 」 を 提 案 し 、 関 連 部 と 連 携 し て い る 。

「面一台 湾 計 画 」 は 、MCI、 内 政 部(Mmistryofthelnterior)、 経 済 部(MmistryofEconomicAffairs)

が 提 案 し た 。

経 済 部 で は 、 そ の 下 部 組 織 で あ る 産 業 技 術 部(DOrr:IndustrialTechnologyDepartment)を 中

心 に し 、 工 業 局(lndusnialDevelopmentBureau)、 醗 部(CommerceDepartment)な と が 電 子 ビ

ジ ネ ス の 利 用 促 進 に 向 け て 政 策 調 査 ・実 施 を 行 な っ て い る 。

交 通 部(MinistryofTransportationandCommunications)の 電 通 総 局(DGT:DirectorateGeneralof

Telecommunications)は 、 固 定 ・移 動 体 通 信 の 監 督 当 局 で あ る 。

行 政 院 長(首 相)

Presindem(Premier)

YUShyi+un

1
lll

行 政 院 会 議

ExecutiveYuanCounc皿

行政機関 下部部局

内 政 部

Mi㎡sryohheIn〔erior
一

ー

ー

ー

一一

法 務 部

Minis甘yofJusdce

外 交 部

MhUstryofForeignAffairs

経 済 部

M泊stryofEconomicAma辻s

国 防部

MinistryofNationa1Defense

交 通 部

MinisryofTransportationandCommunications

財 政部

MinistryofFiname

家 蔵 委 員 会

MongoHanandTlbetanAffai∬Commission

教 育 部

MimstryofEducation

僑 務 委 員 会

OverseasChi㏄seAffa廿sCo㎜ission

図X皿 一1行 政 院 の 組 織 図

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.gio.gov.tw/taiwan-website/5-gp/yearl)ook乃)045.htm#2
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経 済 大 臣

MinisterHOMei・Yueh

管 理 部 門

StaffUnits

鉱 山 部

MinesDepartment

商 務 部'

CommerceDepartment

総 務 部

GeneralAfirairsDepartment

国 際 協 力 部

InternationalCooperationDepartment

産 業 開 発 投 資 セ ン タ ー

Industria]DevelopmentandInvestmentCenter

産 業 技 術 部(DOIT)

IndustrialTechnolog}・Department

人 事 部

PersonnelDepartment

会 計 部'

AccountingDepartment

統 計 部

StatisticsDepartment

政 治 倫 理 部

DepartmeptofGovernmentEthics

経 済 研 究 ・開 発 委 員 会

CommitteeofEconomicResearchand .

Development

法 ・規 制 委 員 会

CommitteeofLawsandRegulations

行 政 控 訴 委 員 会

CommitteeofAdministrativeAppeal

事 務 局

Secretariat

情 報 シ ス テ ム セ ン タ ー

InformationSystemCenter

中 央 台 湾 部

CentralTaiwanDivision

行 政 機 関

AdministrativeAgencies

工 業 局

Industrial.DevelopmentBureau

外 国 貿 易 委 員 会

BoardofForeignTrade

知 的 財 産 局

IntenectualPropertyOf五ce

規 格 局

BureauofStandards

度 量 衡 ・検 査 局

MetrologyandInspection

鉱 山 局

BureauofMines

中 小 企 業 局

SmaUandMediumBusinessAdministration

輸 出 加 工 局

ExportPr㏄essingZoneAdministration

国 有 企 業 委 員 会

CommissionofNationalCorPoration

投 資 委 員 会

InvestmentCommission

エ ネ ル ギ ー 委 員 会

EnergyCommission

国 際 貿 易 委 員 会

InternationalTradeCommission

水 資 源 庁

WaterResourcesAgency

中 央 地 質 調 査 局

CentralGeologicalSu「vey

専 門 研 修 セ ン タ ー

ProfessionalTramingCenter

海 外 拠点

OverseasOfi丘ces

64カ 所

国 営企 業

NationalCorporations

台 湾砂 糖公 社

TaiwanSugarCorp.

台 湾電 力公 社

TaiwanPowerCorp.

・中国石 油公 社

ChinesePetroleumCorP.

中国造 船公 社

ChinaShipbuildingCbrp.

航 空宇 宙事 業 開発 公 団

AerospaceIndustrialDevelopmentCorp.

台 湾水道 整 備公 団

TaiwanWaterSupPlyCorp.

唐 栄製 鉄会社

TangEngIronWbrksCo.,Ltd.

図XM-2経 済部の組織図
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2.e－ 台湾計画 の実績

1996年7月 、行政 院(ExecutiveYUan)は 、台湾の さまざ まな領域 にお ける情報 技術 の開発

と応 用 の 加 速 を め ざ す 、 国 家 情 報 イ ン フ ラ ス ト ラ ク チ ャ ー(Nn二NationalInformation

infrastructure)4カ 年 計画 を実施 す るた め、国家 情報イ ンフ ラス トラクチ ャー室(NIIOffice)の

設 立を承認 した。

NH計 画 の 当 初 目 的 が 達 成 さ れ 、 時 代 の 進 展 に 伴 う情 報 通 信 技 術 の 急 速 な 発 展 に 対 応 す る た

め に 、 行 政 院 は2001年4月 、NII室 、 情 報 開 発 室(lnformationDevelopmentOffice)、iAeB計 画

室(lndustrialAutomationandElectronicBusinessProgramOffice)を 「国 家 情 報 通 信 推 進 委 員 会

(NICI:NationalInformationandCommunicationsInitiativeCommittee)」 に 統 合 し た 。

行 政 院 の 「チ ャ レ ン ジ2008:国 家 開 発6カ 年 計 画(Challenge2008:theSiX-yearNational

DevelopmentProgram)」 に 沿 っ て 、NICI議 長 を 兼 務 す る 国 務 大 臣 ツ ァ イ ・チ ン イ ェ ン(Tsay

Ching-yen)は 関 連 部 と 連 携 し て 、 「e－台 湾 計 画(e-TaiwanProgram)」 を 提 案 し た 。 こ の 計 画 は

2002年5月 、 行 政 院 に よ っ て 承 認 さ れ 、 「チ ャ レ ン ジ2008計 画 」 の な か の 重 要 な 計 画 の1つ と

な っ た 。

「e－台 湾 計 画 」 は 、 以 下 に 述 べ る よ う に 、 電 子 イ ン フ ラ(e-lnfrastructure) 、 電 子 政 府

(e-Govemment)、 電 子 ビ ジ ネ ス(eBusiness)な ど の 各 重 点 分 野 で 着 実 な 成 果 を 上 げ て い る 。

データの多 くは ・行政 院の経済部(MOEA:MmistryofEconomicAffairs)と 複数 の民間企業 が共

同 で 設 立 し た 資 訊 工 業 策 進 会(m:】:nstitutefbrllformationIndustry)の 高 等 電 子 商 取 引 研 究 所

(ACI)㎜(FocusonlnternetNews&Data)チ ー ム の 調 査 に 基 づ く も の で あ る 。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

2003-12eTaiwanUpdatee-TaiwanDecember2003:

http:1/www.etaiwan.nat.gov.tw/doctemp/㎜1/etaiwan.166320040211183627.pdf

2.1電 子イ ンフラ

(1)基 幹ネ ッ トワーク

2003年 第2四 半期 の統 計 による と、国 内の南 北の基幹 ネ ッ トワー クの帯域 は1,080Gbpsに 達

し、一方、国際基幹 ネ ッ トワー クは520Gbpsだ った。

一250一



国際基幹ネ ッ トワー ク にも、イ ンターネ ッ ト接続用 の容 量が含 まれ て いる。mな どの調査 に

よれば、.2003年9月 末 には、台湾が イ ンター ネ ッ トの国外接続 に用 いる帯域 が24.803Gbpsを

超 えた。台湾 は15の 国お よび地域 と接続 してお り、そ の うち米国 とは最 高 の12.162Gbpsが 使

用 されて いる。 これ に 日本 、香港 、中国本土、韓国、 シ ンガポール 、英 国 と続 く。

(2)ブ ロー ドバ ン ドの普及

2004年 第1四 半期 のブ ロー ドバ ン ド加入数 は308万 で、前四半期 か ら6%上 昇 した。 ブ ロー

ドバ ン ドのなかで最 もよ く利 用 され ているDSLは270万 加入 、ケー ブル モデム は38万 加 入だ

った。かつて主流 だ った512Kブ ロー ドバ ン ドのマ ーケ ッ トシェアが66%か ら59%に 減少す る

一方で 、L5M以 上 は、30%か ら38%に 増加 した。 これ は、一般市 民のブ ロー ドバ ン ド需 要が

高 まって いる ことを示す と考 え られ る。

(3)ブ ロ ー ドバ ン ド価 格 の 低 下

中 蝿1言 は 、交 通 部(MOTC:MinistryofTransportationandCommunications)の 電 通 総 局(DGT:

DirectorateGeneralofTelecommtinications)の 認 可 を 受1ナ て2004年6月1日 、ADSLサ ー ビ ス の

回 線 使 用 料 と 接 続 料 を 引 き 下 げ た 。 た と え ば 、2MB/128K(上 り/下 り通 信 速 度)の コ ー ス の 月

額 料 金 は1,198新 台 湾 ドル(約3,843円 、2004年12月8日 為 替 レ ー ト1新 台 湾 ドル=3.208円)

か ら880新 台 湾 ドル(約2,823円)へ と18%安 く な っ た 。

さらに政府は、第2の ブロー ドバ ンドネットワークの構築に5年 間で350億 新台湾 ドル(約

1,122億 円)を 投 じることを提案 した。 これは、中華電信以外の事業者がラス トマイル接続 を

提供するよう後押 しするものである。

(4)光 ファイバー

中華電 信は2004年7月 、高速光 ファイバーネ ッ トワー クサー ビス を拡大 し、10Mpbs、20Mpbs、

100MbpsのFITB何TH(FibertotheBuilding/Home)を 提供す る と発表 した。現 在 ブロー ドバ

ン ドで主流 とな って いるDSLを 光 ファ.イバーに置 き換 える 計画で ある。

(5)デ ジタル放送

2002年8月 に放送業界のデジタル化に関する関連原則が公布 され、2003年'3月 には、NICI

が管轄する、 ビデオ統合に関する指導グループが設置された。今後、国際規格 「デジタル ビデ

オ放送マルチメディア ・ホーム ・プラッ トフォーム(DVB-MHP)」 に基づく双方向技術の規制、

デジタルテ レビの双方向運用とサー ビスプラッ トフォームの開発な どが予定されている。
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(6)イ ンターネ ッ ト利用者 数

2004年6月 のイ ンターネ ッ ト利 用者数 は前年 同期比で16万 人(2%)増 加 し、892万 人 と

推 定 され、イ ンターネ ッ ト普及率 は39%と な った。接続形態別 では、モバ イルイ ンターネ ッ ト

が37%、 ダイアル アップが32%、 ブ ロー ドバ ン ドが31%と な り、初めて モバイルイ ンターネ

ッ トが ダイ アルア ップを上回 った。

(7)イ ンターネ ッ トホス ト

イ ンターネ ッ トソフ トウェアコ ンソー シアム(ISC:lnternetSoftwareConsonium)に よる と、

2003年1月 現在 、台湾では392万 台 のホス ト/コン ピュー タがイ ンター ネ ッ トに接続 されてお

り、前年同期 に比べ14%増 加 して いる1こ れはイ ンターネ ッ ト人 口の伸 び率8%を 上 回ってお

り、イ ンター ネッ ト接続機 器への投 資実績 が満足 い くものである ことを明確 に示 して いる。

(8)IPア ドレス

台湾 のIPア ドレスは、台湾ネ ッ トワー クイ ンフォメーシ ョンセ ンター(TWNIC)に よ って

管理 されて いる。2003年6月 まで に1,295万3,856のIPv4ア ドレスが発行 され た。将来 、IPv4

の ア ドレスが不足す ると予想 され る ことか ら、 台湾のイ ンターネ ッ ト関連組織 は、積極的 に

IPv6の 推進 に取 り組んで いる。

(9)デ ジタル アクセス指標

電子 イ ンフラを総合 的に評価 す る指標 と'して、rruは2003年11月 にデ ジタル アクセ ス指 標

(DAI:DigitalAccessindex)を 初めて 発表、DAIの ランキ ングで台湾 は世 界で第9位 、アジア

では第3位 に位置づ け られ た。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.etaiwan、nat.gov.tw/content/application/etaiwan/engnews/guest-cnt-browse.php?cnt_id=299

http:f/mit.find.org.tw/

http:〃www,find.org.tw/eng/news.asp?msgid=79&subjectid=1&pos=0

2.2電 子 政府

行 政院管轄ID研 究発展考核 委員会(RDEC:Research,Development,andEvaluationCommission)

による と、イ ンター ネ ッ トに接続 して いる政府組織 の割合 が100%に 達 した。 これ は、高速道

路 サー ビス の時代 に代 わるイ ンターネ ッ トサー ビス の時代 の到来 に向 けて台湾政府 の準備が
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すでに整っていることを示している。

電子 政府 に関す る台 湾の実績 は国際 的に も認知 され ている。例 えば、 ブ ラウ ン大学(Brown

University)の トー ブマ ン公共政策セ ンター(TaubmanCenterforPublicPolicy)は2004年9月 、

電子 政府のた めの電子情 報(e-information)の 整備状況 において、台湾 を198カ 国 中第1位 に ラ

ンク付 け した。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:1/www.find.org.tw/eng/news.asp?msgid-127&subjectid-2&pOs-O

2.3電 子 ビジネスの推進プロジェク ト

個 々の企 業 の能 力 を強化 し、企業 間の協力 と統合 を促進 し、台湾 の産 業全体 の競 争力 を高 め

るべ く、 行 政 院 の経 済 部 はそ の下 部組 織 で あ る産 業 技術部(DOIT二IndustrialTechnology

Department)に 一連 の技 術 開発 プログ ラム(TDP:TechnologyDevelopmentProgram)の 実施 を監

督 し、台湾 の情報技術 の発展 を支援 す る業務 を任せ て いる。

また経済部 で は、工業局(lndustrialDevelopmentBureau)、 商務部(CommerceDepartment)、

中小企業局(SmallandMediummBusinessAdministration)な ど多 くの部局 で電子 ビジネス の利 用

促 進 にも取 り組んで いる。Dorrは 、それ らの取 り組 み を効果 的に調整す るべ く、 「電子 ビジネ

ス利 用推進計 画(E-BusinessAdoptionPromotionPlan)」 を策定 し、計画 の実 施 を監督す る 「電子

ビジネス利用 推進計画事 務所」を設 置 した。同事 務所で は、推進 戦略や 関連 措置 を策 定 し、MCI

の 「e－台湾計画」 に関連す る省庁 間調整 ・統合 に取 り組 んで いる。

Dorrと 関連政府機関は、政府が策定 した戦略枠組みに従 って体系的に台湾の産業界の電子

ビジネス推進に取 り組んでいる。この枠組みは、①政策策定 ・計画 ・調整(政 策調査、指標調

査)② 利用調査および適切な環境整備③モデル利用開発④推進および普及、の4要 素で構成さ

れる。各要素について、最終段階は、互いに協力するさまざまな政府省庁によって実施 されて

いるが、多 くの場合、政策 ・環境 ・利用の各側面で支援 と指導を提供する責任はDorrに ある。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:〃www.find.org.tw/
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2.4電 子 ビジネスの利用状況

政策 の実 施 と並行 してDOITで は 、 「電子 ビジネス指標調査 計画(E-BusinesshldicatorResearch

Plan」 のも と、m・ACIに 委託す る形 で電子 ビジネ スの利 用調査 を実施 して いる。 この計画の

成果の1つ が、ACIのFINDチ ームが運営 す るrr利 用指標 ポー タル(ww、N.fmd.org.tw)で ある。

このポータルで は、電子 ビジネスの利 用調 査結果 に限 らず 、広 くrr全 般 の利用状況 につ いて調

査 結果 を公表 して いる。

(1)企 業におけるインターネット接続率

Dorrの 委託を受けてmが 実施した調査によると、台湾企業のインターネッ ト接続率は2002

年の62%か ら2003年 には79%に 増加 した。

(2)企 業 にお けるイ ンター ネ ッ ト接 続方法

イ ンター ネ ッ トに接続 した台湾の企業 の うち83%がDSLを 使用 し、 これ にナ ローバ ン ドの

ダイアル ア ップ18%、 リー ス回線15%が 続 いて い る。 ブ ロー ドバ ン ド接 続(DSL、 ケー ブル、

リース回線)に よ るオ ンライ ンビジネ スの割 合 は、2001年 の60%か ら2002年 に80%、2003年

には90%ま で増加 した。

(3)基 本 的な電子 アプ リケー ション(e-application)

企業 の93%が 電子 メール アプ リケー シ ョンを使用 し、34%が 自社の ウェブサイ トを設置 して
ヤ

いる。大企業の方が電子メールや自社ウェブサイ トを利用 している割合が高い。

(4)電 子 販売 と電子調達

イ ンター ネ ッ トに接続 した企業 の うち8.5%が 電子販 売(e-selling)を 利用 して いる。 一方、

電子調達(e-procurement)を 利用 して いる企業 は135%で ある。平均のオ ン ライ ン売上 は、売

上全体 の19%を 占め、オ ンライ ン調 達 は調達 全体 の12%を 占める。

(5)電 子 活 動

企 業 で も 最 も よ く利 用 さ れ て い る 電 子 活 動(e-activity)と して は 、 電 子 学 習(e-Leaming)が

9%と 最 も 多 く 、以 下 、CRM(CustomerRelationshipManagement)7%、ERP(EnterpriseResource

Management)6%、KM(KnowledgeManagement)3%、ASP(Applicat▲onServiceProvider)3%、

SCM(SupplyChainManagement)2%と 続 い て い る 。
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:〃www.find.org.tw/

2.5電 子 ライ フ
、

(1)家 庭 にお けるイ ンターネ ッ ト応 用

Dorrの 委 託 を受 け、mが 実施 した調査 によ ると、2003年 には、台湾 の家庭 の71%が コ ンピ

ュータを所有 し、57%が イ ンターネ ッ トに接続 して いる。これ は前 年 に対 して4%の 伸 びであ る。

(2)家 庭におけるインターネッ ト接続方法

イ ンターネ ットにブロー ドバン ド接続 している台湾の世帯数は2003年 に急激な伸びを見せ、

その割合はインターネッ ト接続 している世帯全体の73%に まで達 した。家庭向けイ ンターネッ

ト接続の主な方法は全体の66%をDSLが 占めてお り、前年か ら15%増 加 した。続 くダイアル

アップ接続は前年よ り19%減 の26%と 急激に減少した。ケーブルモデム接続は全体の7%で あ

る。

(3)家 庭向 けイ ンターネ ッ トショッ ピングの普及度

mの 調査 によ ると、台湾 のB2C市 場の規模 は2003年 、220億9,㎜ 万新台湾 ドル(約708

億6,500万 円)に 達 し、2002年 の157億5,㎜ 万新台 湾 ドル か ら40%増 加 した。2003年 には電

子店舗(eshop)の28%が 黒字 だ った。 オ ンライ ンで販売 され る商品で最 も人気が高 いのは旅

行商 品で、B2C市 場全体 の48%を 占めてい る。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.find.org.tw/eng/news.asp?msgid=92&subjectid=4&pos=O

3.m－ 台湾 計画

3.1モ バ イル通信 の動向

以下の市場データの多 くは、交通部の管轄下にある電信総局の統計に基づいている。

(1)携 帯電話 の生産量

台湾は携帯電話 の主要設 計 ・生産 国で ある。皿 の市場情報セ ンター(MIC:Marketlntelligence

Center)の 調 査 による と、台湾 は2003年 第4四 半期 に1,403万 台 の携帯 電話 を生産 し、 生産 台
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数 は前年 同期 か ら26.9%増 加 した。 これは、世界 の携帯 電話 生産台数 の9.4%に 相 当す る。

(2)携 帯電 話の普及率

携帯電話 の普及率 は2002年12月 、106%に 達 し、世界 第1位 となった。2003年 第3四 半期

に普及率 は113%と 最 高 に達 したが、2003年 第4四 半期か ら減少が始 まった。

(3)携 帯電話の売上

携帯電話の売上は、電気通信事業者の主な収益源とな り、2002年 の売上1,794億 新台湾 ドル

(約5,753億 円)は 、電気通信産業全体の売上の54%を 占めた。`

(4)SMSバVAP/GPRS

SMS(ShortMessagingService)は 、低料 金、携帯電話 で利用可能 、事 業者間 の互換性 、同時

に複数ユーザー に同 じメッセ ー ジを送 信で きる機能 な どを要 因 として 目立 って送信 量が増加

した。2002年 には20億 メ ッセー ジが 送信 され た。2003年 上 半期 には約12億4,000万 メ ッセー'

ジが送信 され 、前年 同期比 で29.56%増 加 した。

2004年6月 末 には、WAP(WirelessApplicationProtocol)とGPRS(GeneralPacketRadioService

の加入数が合 わせて373万 に達 し、2004年 第1四 半期か ら27万 増加 した。GPRSの 加入数 は

361万 とな り、前 四半期か ら27万(8.31%)増 加 したの に対 し、WAPの 加入数 は12万 で、 前

四半期か ら1㎜(1.05%)減 少 した 。ただ し、'GPRSの 成長 は鈍化 しつつ あ り、増加 率は前 年

の74%か ら8%へ と減少 した。

(5)MMS

マルチメディア ・メッセージング ・サービス(MMS)は2002年6月 にスター トした。当時、

各事業者が使用するシステムには互換性がなく、消費者は契約事業者以外にMMSを 送信でき

なかった。また、MMSを サポー トする携帯電話の種類は限 られ、電話機本体は一般の機種よ

りも高価だった。その上、サー ビスの申請手続きも複雑だった。 このため、MMSは 、期待さ

れたほどは普及 しなかった。こうした事情を考慮 し、DGTは 、すべての事業者と取 り決めを行

い、MMSの 送信者が支払いを行なうことで合意した。また事業者は、システムの相互接続を

行なうことが奨励された。

(6)3G

交通部は2002年 、第3世 代携帯電話サービス(3G)の 事業免許5件 の公開入札を実施 し、
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合計落札金額489億 新台湾 ドル(約1,567億 円)が 国庫にもたらされた。落札した5つ の企業

は、3Gネ ットワークの積極的な構築と関連する準備を開始 し、運用開始を待ち望む地域住民の

関心を呼び起 こした。

亜太行 動寛頻(APBW:AsiaPacificBroadbandWireiesscommunications)は2003年7月 に5社

の トップ を切 って操業を 開始 し、台湾 を 日本、韓国に続 き、 アジアで3番 目に商用3Gサ ー ビ

ス を開始 した国 と した。

(7)PWLAN

伝統的 なイ ンターネ ッ ト接続 に比較 して公衆 無線LAN(PWLAN:PublicWirelessLocalArea

Network)は 、設置費用 の安 さ、転送速度 の速 さ、設置 の迅 速 さと簡 易 さ、帯域使 用コス トが

不要で ある こと、な どの利点 がある。 このため、PWLANは 、3G以 外 の高速無線接続 のソ リュ

ー シ ョン とみな されて きた
。

台湾のPWLAN市 場は 、 この2年 間に拡大 して きた。PWLANを 提供す る主 な4つ の事業者

は耀 正電子(YawJenqTechnology)、 轄 藤(Yam)、 中覇 信 、東信電訊(MobitaiCommunications)

であ る。前 の2つ がISP、 後 の2つ は携 帯電話事業者で ある。現 在PWLANの ホ ッ トスポ ッ ト

は主 として 空港 、国際会議場 、ホ テル 、チェー ンレス トラン、 ビジネスマ ンがよ く足 を運 ぶ場

所 に設置 されて いる。':

(8)モ バイルインターネ ットの将来性

2003年 末時点の台湾のモバイルインターネ ット加入数約279万 は、同時期の携帯電話加入数

2,500万 の約11%に あたる。

2003年6月 には 「オー プ ン ・モバイル ・イ ンターネ ッ ト・アライ ア ンス(OMIA:OpenMobile

InternetAlliance)」 が設置 された。 アライア ンス は、イ ンターネ ッ トの コンテ ンツ、アプ リケー

シ ョンな どを手始め に、政府 省庁 、研 究機関、携帯電話業界 の リソース統 合 に取 り組 む。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト:

http://mit.find.org.tw/
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3.2m－ 台湾 計画 の施策

上述のよ うなモバイ ルイ ンター ネ ッ トの可能 性 を認識 し、そ の競争 力を高めるべ く、行 政院

のNICI、 内政部(MinistryoftheInterior)、 経済部 は、台湾政府 の公共事業 計画 「新十大建設 計

画」 のなかで 「m－台 湾計画(m-TaiwanProgram)」 を提案 し、2004～2008年 の5年 間で370億

新台湾 ドル(約1,187億 円)の 特別予 算が配分 された。 この計画 では、次 の具体 的施策 を通 じ

て 、台湾 の 「e－国家(e-Nation)」 か ら 「m－国 家(m-Nation)」 へ の移行 や、 「モバイ ル台湾」'な

どの ビジ ョン実現 が 目指 され る

・ 無線イ ンターネ ッ トアクセ ス環 境 を構 築 し、モバ イル イ ンター ネ ッ トの普及率 で世界20位

か ら5位 以 内へ躍 進す る。

・ オ ンライ ンアクセス料金 を引 き下 げ、世界10位 以内の低料金 を実現す る。

・ 世 界初 のGSM-WLAN統 合 を実 現す る(「IB3G両 ネ ッ トワー ク統合」)。

・6
,000キ ロメー トル のブ ロー ドバ ン ドネ ッ トワークの建設 を促進 し、携 帯電話製造 業者、コ

ンテ ンツプ ロバイ ダ、電 気通信事 業者 か ら1,㎜ 億新 台湾 ドル(約3,208億 円)の 投資 を呼

び込む。

・ 僻地の ブロー ドバ ン ドイ ンフ ラの改善 と政府 サー ビス の推進 。遠 隔医療サ ー ビス、遠 隔ケ

アサー ビス を実現 し、地 域格差 の是正 に取 り組む(デ ジタル デバイ ドの縮 小)。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.nici.nat.gov.tw/content/application/nici/m_intro/index.php?sel=m_intro
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XIV韓 国

1.韓 国における情報技術政策

1.1経 緯

1994年12月 、そ れ まで分散 していたrr関 連 の部 門を統一 し、韓 国の経済 成長 の原動 力 と し

て 畦 業 を戦略 的に振興す るべ く、通信部(MOC:MinistryofCommunications)酬 報通信 部

(MIC:MinistryoflnformationandCommunication)に 再編 された。 これ に伴 い、それ まで大 統領

直属 で運 営 され た情報化施 策の審議 ・議 決機能が情報通信部 に移 管 された 。

1995年 にス タ ー トした韓 国情 報基盤 イ ニ シアチ ブ(KII:KoreaInformationInfrastructure

Initiative)に 基づ き、同年7月 に情報 化促進基本法(BasicActonInformatiZationPromotion)が

制定 ・公布 され 、翌1996年 には同基本法 に基 づ く汎国家的情報化促進 のた めのマス ター プ ラ

ンで ある第 一次情報 化促進基 本計画(FirstBasicPlanforInformationSocietyPromotion)が 策定 さ

れ た。 これ によ り、基本計画 に従 って関係 中央行 政機 関別に施 行計画 を策定 し、情 報化推進 委

員会(KorealnformatiZationPromotionCommittee)の 審 議 を受 けて確定 した情報化事 業 を推進 す

る体 制が出来 上が った。'

1998年2月 、大統領 に就 任 した金大 中(キ ム ・デ ジュン)は 、国際通 貨基金(IMF:Intemational

MonetaryFund)や 世界銀行 の緊急融資 で外貨不足 を補 うことを余儀な くされ るとい う未曾有 の

経 済 危機 の なかで、大胆 な構造改革 、財閥解 体な ど経済 再建 を進 め、 この一環 として、全国 民

がイ ンター ネ ッ トを使 うことを 目指す な ど、 目に見 える形で 「情 報戦略」 を打 ち出 した。

さらに1999年3月 、本格的な国家rr戦 略 「サイバーコリア21(CyberKorea21、 第二次情

報化促進基本計画)」 を発表 し、21世 紀が知識基盤経済へ移行するという認識のもと、次の4

年間で注力する3つ のテーマとして、①知識基盤社会のための情報基盤の強化②1青報基盤を活

用した国の生産性の向上③1青報基盤上の新規事業の育成、を掲げた。このIT戦 略のもと、2002

年 までブロー ドバ ンド普及計画が実施され、目標よりも2年 早い2㎜ 年12月 には全国普及 を

実現し、ブロー ドバ ンド普及率で世界1位 に立った。

このようにIMF経 済危機の克服、インターネット普及によるデジタル経済の確立、本格的な

知識情報強国の実現という目標を早期達成した韓国政府は、政策 を修正 し、政府 ・企業 ・個人

の1青報力を強化す るべ く、2002年4月 、 「eKoreaVision2006(第 三次情報化促進基本計画)」
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を発表 し、電子政府、デジタルデバイ ドの是正、スパムメールや ウイルスの撲滅、個人情報保

護の問題などに取 り組んだ。

2003年2月 、盧武鉱(ノ ・ム ヒ ョン)政 権が 発足後、 同年12月 に発表 され た 「Broadbandrr

Korea2007」 では、開かれた電子 政府 、国 際競争 力、グ ローバル な情報 社会 、北東 アジアITハ

ブ国構想 、デ ジタル福祉 社会な どが謳 われ た。2004年7月 発表 の 「rr839」戦 略で は、ユ ビキ

タス化 と経済発展 方案 として 、8大 サー ビス、3大 イ ンフ ラ、9大 成長 動力 に全 力 を注 いで いる。

表XIV-1に 韓国政府における主要情報技術政策の経緯を示す。

表XIV-1韓 国政府 主要情報技術政策経緯

年月 政策等 概要

1994年4月 韓国情報基盤イニ 韓 国 政府 情 報基 盤(KII.G)と 韓 国公 共 情報 基 盤(KII-P)を2010年

シアチブ までに完成

1994年12月, 情報通信部設置 ・ 分散していたrr関 連の部門を統一

・ 韓国の経済成長の原動力としてrr産 業を戦略的に振興

1995年3月 超高速情報通信網 2015年 までに超高速情報通信網を構築

整備計画

1995年7月 情報化促進基本法 ・ 国家社会の各分野の情報化施策を効率的に推進

公布 ・ 情報通信産業の戦略的育成と部門間で散在した政府の関連機能

を体系化

1996年6月 第一次情報化促進 対象時期

基本計画 ・ 第1フ ェ ー ズ(1996～2㎜ 年)情 報化 促 進 基盤 造 成 段 階

・ 第2フ ェ ー ズ(2001～2005年)情 報 活用 拡 散 段 階

・ 第3フ ェ ー ズ(2006～2010年)情 報活 用 高 度化 段階

10大 課題
・ 小さく効率的な電子政府の実現

・ 情報社会のための人材育成のための教育情報化基盤の構築

・ 知識基盤高度化のための学術研究情報利用環境の構築

,

・ 産業情報化促進を通じた企業の競争力強化

・ 情報化を通じた社会間接資本施設の活用度アップ

・ 地域均等発展のための地域情報化支援

・ 情報技術を活用した医療サービスの高度化

・ 快適な生活のための環境管理の情報化

・ 災難災害に備えた国家安全管理情報システムの構築

・ 外交 ・国防情報体系の確立

1997年7月 情報通信網高度化 超高速情報通信網整備計画の目標達成期限を2015年 から2010年 に

計画 前倒 し

1998年11月 情報化促進施行計 規制緩和などの法制度を整備し、国民向けのサービス増進、物流費

画 用の節減など、国家全体の競争力の引き上げに直接寄与する事業か

ら優先的に推進

1999年3月 サ イ バー コ リア21 (1)目 標

(第二次情報化促 ・ 創造性溢れる知識基盤国家の構築

進基本計画) ・ 中核産業としての知識基盤産業の確立

・2002年 まで に情報 化 先進 国 世界10位 内

・ 政府の書類作成の50% 、政府が補完を必要とする市民の書類作

成の50%を 削減
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(2)実 行計 画

・ 通 信 ネ ッ トワー ク の整備

・ グ ローバ ル スタ ンダー ドとな る技術 の開 発

・rr人 材 育成

・ 法 制度 の 整備

・ セ キ ュ リテ ィ強 化

1999年2月 電子署名法公布 電子文書の安全と信頼性を確保し、その利用を活性化するため、電

子署名の法的効力および公認認証機関の管理などに関する事項を定

める

1999年2月 電子去来(商 取引)

基本法

電子商取引の信頼性確保、消費者保護、電子商取引の促進のための

施策の推進など、電子商取引に関する基本事項を定める

2㎜ 年2月 総合電子商取引推

進政策

5大 重点分野
・ 法制度整備

・ インフラ構築

・ 公共部門における電子調達の推進

・ 産業部門へのB2B拡 大

・ サイバー貿易の基盤構築

2㎜ 年3月 新世紀に向けた情

報通信政策

サイ バ ー コ リア21を 改訂

2001年7月 電子政府法 ・ 電子政府事業の促進

・ 政府の生産性と透明性 ・民主制の向上

・ 知識情報時代の国民生活の質の向上

2002年4月 e→くoreaVision2006

(第三 次 情 報化 促

進 基本 計 画)

(1)目 的:政 府 ・企 業 ・個人 の情 報 力 を 強化

(2)実 行 計画

・ 電子 政 府

・ デ ジタ ルデ バイ ドの是 正

・ スパ ム メー ル ・ウイル スの 撲滅

・ 個 人 情報 保 護問 題

2003年12月 BroadbandrrKorea

2007

・ 開かれた電子政府

・ 国際競争力

・ グローバルな情報社会

・ 北東アジアrrハ ブ国構想

・ デジタル福祉社会

2004年7月 rr839戦 略 ・8大 サ ー ビス

・3大 イ ン フラ

・9大 成 長 動 力

1.2行 政組織

1994年12月 、それ まで分 散 して いたIT関 連部 門を統一 し、韓国 の経済成長 の原動 力 として

rr産 業 を戦略的 に振興す るべ く樋 信部(MOC:MmistryofCommunications)が 情髄 信部(MC:

MmistryoflnformationandCornmunications)に 再編 され た。

そ の 後 、 電 子 政 府 の 推 進 に つ い て は 、 情 報 通 信 部(MIC:MinistryofInformationand

Communication)か ら 行 政 自 治 部(MOGAHA:MinistryofGovernmentAdministrationand

HomeAffairs)に 移 管 さ れ た 。
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現在は、経済発展のためのrr政 策(rr836計 画な ど)は 情報通信部、電子政府関連の政策(電

子政府ロー ドマップなど)は 行政自治部がそれぞれ中心になって実施 し、両部の間の役割分担

が明確になっている。

大 統 領

President

1
国 務 総 理(首 相)

PrimeMinister

財 政 経 済 部

MinistryofFinance&Economy

一

一

ー

ー

ー

ー

ー

ー

ー一

農 林 部

MinistryofAgriculture&Forestry
・

教 育 人 的 資 源 部

MinistryofEducation&HumanResourcesDevelopment

産 業 資 源 部

MinistryofCommerce,Industry&Energy

統 一 部

MinistryofUnification.

情 報 通 信 部

Mi㎡stryofI㎡ormation&Co㎜umcation

外 交 通 商 部

MinistryofForeignAffa仕es&Trade

保 健 福 祉 部

MinistryofHealth&Welfare

法 務 部

Minis甘yofJustice

環 境 部

Minis廿yofEnviro㎜ent

国 防 部

MinistryofNatiomlDefense

労 働 部

MinistryofLabor

行 政 自 治 部

Mi血tryofGover㎜entAdmi㎡stration&HomeAffa廿s

女 性 部

MinistryofGenderEquality

科 学 技 術 部

MinistryofScience&Technology

建 設 交 通 部

Minis仕yofConstruction&Transportation

文 化 観 光 部

MinistryofCulture&Tourism

海 洋 水 産 部

MinistryofMaritimeAffairs&Fisheries

図X】V-1韓 国政府の行政機構
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.

情 報 通 信 大 臣

Minister

政 策 顧 問

PohcyAdvisor

広 報 官

PublicInformationOfficer

一

情 報 通 信 副 大 臣

ViceMinister

.

監 査 官

InspectorGeneral

IT戦 略 計 画 官

ITStrategyPlanningOmcer

一

計 画 管 理 局

Plaming&ManagementOffice

一

ラ ジ オ 放 送 局

Radio&BroadcastingBureau
-

.

情 報 通 信 政 策 局

Infbrmation&CommunicationsPolicyBureau

情 報 通 信 技 術 協 力 局

ICTCooperationBureau一

、

通 信 政 策 局

TelecommunicationsPolicyBureau

総 務 局

GeneralServiceDivision
一

「

外 局

UmbrellaAgencies

中 央 電 波 監 視 局

CentralRadioMonitoringOr6ce

電 波 研 究 所

RadioResearchLaborat(}ry

韓 国 通 信 委 員 会

KoreaComm皿icationsCommission

郵 便 局

O伍ceofPostadService

.

関 連 機 関

RelevantlnstitUtion

エ レ ク ト ロ ニ ク ス 電 気 通 信 研 究 所

ElectronicsandTelecomm皿icationsReseaich

lnstitUte

韓 国 情 報 社 会 開 発 協 会

KorealnformnationSocietyDevelopment

institUte

韓 国 電 算 院(「 情 報 化 白 書 」 発 行 機 関)

NationalComputerizationAgency

韓 国 情 報 文 化 セ ン タ ー

lnformationCultureCenterofKorea

韓 国 情 報 セ キ ュ リテ ィ 庁

KoreaInfarmationSecurityAgency

電 気 通 信 技 術 協 会

TelecommunicationsTochnologyAssociation

韓 国 ソ フ トウ ェ ア 産 業 協 会

KoreaSoftware】ndustryAssociation

韓 国 ソ フ トウ ェ ア 協 同 組 合

KoreaSoftwareFinancialC∞perative

図XIV-2情 報通信部の組織図
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関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:!lenglish.president.go.kr/warp/en/tou:/branch/

http:/1www.korea.net/korea/korＬoca.asp?code=CO102

http:〃www.mic.go.kr!

1.3情 報化推進体 制

1995年 に情報化促進 基本法(BasicActonInformatizationPromotion)が 制定され、そ れ まで国

家基幹電算網計画 と超高速事 業 に二元化 されて いた情報化推進 体制が 、国務総理室が 主管す る

情報化推進委員会(ilformationPromotionCommittee)に 一元化 され 、そ の他 の委員 会は廃止 さ

れた。

情報化推進委員会は、情報化政策全般の監督 ・調整を担当する最高意思決定機関であり、首

相(委 員長)、 財務経済大臣'(副 委員長)、 その他の閣僚で構成される。

情報化執行委員会は、韓国情報化推進委員会の作成した議題について検討することを主な役

割 とし、主席首相補佐官(委 員長)と 各副大臣で構成される。

情報化小委員会は、部門別の情報化政策を検討することを主な役割 とする。各小委員会は、

当該部門の所管官庁副大臣が委員長を務め、官僚と当該部門の専門家で構成される。

情報化推進諮問委員会は、上記の委員会に対 し、情報化政策全般 についてコンサルティング

を行なうことを主な役割とし、大学、企業、研究機関など、民間部門の専門家26名 で構成さ

れる。

ノ
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、

情 報 通 信 部

Ministryoflnformation&

Communication

韓 国電 算 院

National

ComputerizationAgency

韓国情報推進委員会
Koreah1R)matizationPromotion

Commin㏄

委員長 首相
Cha㎞an:PnmeMinister

委員 大臣24名
Membe【s:24Ministe岱

司

情報化執行委員会
㎞飴㎜ 吻donEx㏄utive

Commin㏄

委員長:主 席首相補佐官

ChahTnan:ChiefAssist加ttothe

レ PrimeMinister

委員:副 大臣24名

Membe岱:24DeputyMinisters

(

情報化小委員会
㎞品㎜ti蹴ionSub℃o㎜in㏄

1

↑

情 報推 進諮 問 委員 会

InformatizationAdVisory

国 家 情 報 評 価 委 員 会

NationallnformationEva]uation

Cornmittee

立 法 部 ・司 法 部 ・行 政 部

1£gislative,Judiciary&

AdministrativeBranchesofthe

Government

図XIV-3韓 国政府の情報化推進体制

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:l/www.ipc.go.kr/

1.4電 子政府の推進体制

電 子 政 府 関 連 の 政 策(電 子 政 府 ロ ー ドマ ッ プ)は 、 行 政 の 改 革 ・分 散 化 に 関 す る 大 統 領 委 員

会(PresidentialCommitteeonGovernmnetInnovationandDecentralization)お よ び 電 子 政 府 作 業

委員 会(e-GovernmentWorkmgCommitteC)で 決定 され、各分野 の担当省庁や 自治体で実施 さ

れて いる。 政策策定 ご実施 の 中心 とな って いるのは、行政 自治部 である。
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大 統 領

President

情 報 社 会 推 進 委 員 会

lnformationSociety

DrivingCommittee

(評 価/最 終 決 定)

内閣

Cabinet

(報告藩 議)

技術/プ ロジ

ェクト支援

韓 国 電 算 院

NationalComputerization

Agency

支 援

民間部門

システム導入

行 政 改 革 ・分 散 化 に 関 す る 大 統 領 委 員 会

PresidentialCommitteeonGovernment

InnovationandDecentraliZation

(電 子 政 府 作 業 委 員 会

e{}overnmentWorkingCorrmiittee)

行 政 自治 部

MOGAHA:Ministryof

GovernmentAdministration

電 子 政 府 の 担 当 部 門

部 門

Department

実 施

部 門

1)epartment

実 施

部 門

Department

実 施

図XIV-4電 子政府の推進体制

2.情 報化 政策

2.1BroadbandITKorea2007

2003年1月25日 のサ イバー攻撃 や、後述す る2003年2月 の 「参加 型政府(Participatory

Govemment、 後述)」 の発足 、電子 政府計画 の第1段 階の完 了な ど、rr環 境が急 速な変化 を遂

げるなかで、2002年 策定 の 「eKoreaVision2006」 の見直 しが 必要 とな った。 このた め、変化

に対応 し、経済 回復 の原動 力 としてrrを 活 用す るべ く、2003年12月 、情報通信部(MIC:Ministry

ofinformationandCommunication)は 情報化促 進計画 「BroadbandITKorea2007」 を発 表 した 。

同計画の 目標は、①行政サービスの変革と効率性 ・透明性の向上②全業界の情報化促進のも
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と、国際的競争 力の強化③新 しいIT部 門 を開拓す る基 盤 として広帯域統合 網(BcN:Broadband

convergenceNetwork)の 構 築④ だれ もが知識基盤情報 社会の恩恵 を享受 でき る 「デ ジタル 福祉

社会」 の建 設⑤ グ ローバル なrr社 会 へ向 けた国 際協 力の強化 、で ある。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:1/www.nca.or.kr/

http://www.ipc.go.kr/

2.21T839戦 略

韓国では1998年 のIMF経 済危機を克服するため急速な情報化を進めたが、経済成長に及ぼ

す効果はまだ十分 とは言えない。不景気にもかかわらず、不動産バブルやインフレが収まる気

配のない異常な状況 を乗 り越えるべく、rr強 国としてのステップアップと、1人 当た りの国民

所得を2万 ドル(約206万 円)に 押し上げる(1995年 に1万 ドルを達成後、停滞 している)と

いう二大 目標が打ち出され、これを実現する戦略として情報通信部は2004年7月 、rr839戦 略

を発表 した。「839」とは、8大 サー ビス、それ らを支える3大 インフラ、および、9'大成長動

力を指 し、それぞれについて2004年 の計画と中 ・長期的目標が定められた。

表XIV-2n'839戦 略 の2004年 の計画お よび中 ・長期 目標

2004年 の計 画 中長期目標

サ

ー
ビ

ス

Wibro*1 免許付与枠組みの策定 サービス開始(06年)

DMB*2 放送局への免許付与、サービス開始 双方向サービス(06年)

ホー ム ネ ッ トワー ク 50万 世帯にサービス提供 1,㎜ 万 世帯 にサ ー ビス提 供(07年)

テレマティクス 情報センターの設立、試験プロジェク ト

開始

利用 者1,000万 人(07年)

RFn)*3 周波数割当、コア技術の開発 最も小型で廉価なRFID(07年)

W-CDMA*4 助成金の提供、技術開発支援 全 国 ネ ッ トワー ク(06年)

地上デジタルTV 規格問題の解決、サービス提供地域の拡

大

全 国ネ ッ トワー ク(05年)

イ ン タ ー ネ ッ ト電 話

(VblP)

サ ー ビス フ レー ム ワー ク の確 立 、番 号割

当て

利用者400万 人(06年)

イ
ン

フ

ラ

BcN*5

、

技術開発、研究開発用ネットワークの構

築

利用 者2,000万 人(10年)

USN*6 フ レー ム ワー クの確 立 、試 験 プ ロジ ェ ク

ト開 始

u－ライ フの実 現(10年)*7

次 世 代 イ ン ター ネ ッ ト

プ ロ トコルqPv6)

試験プロジェクトの支援、機器の開発 IPv6へ の完 全 移行(10年)

成
長
動
力

次世代モバイル通信 ポ ー タ ブル ・イ ンタ ーネ ッ ト・プ ロ トタ

イ プ の開 発

4Gモ バイル通信プロトタイプの開発

(07年)

デジタルTV 地上DMB発 信 ・受信機の開発 通 信 ・放 送 統 合サ ー ビス サ ー バー/機

器(07年)
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ホ ーム ネ ッ トワー ク 有 線 ・無 線 統合 ホ ー ムサ ー バ ー 通 信 ・放 送 ・ゲ ー ム統 合 ホー ム サ ー

バ ー(07年)

rrSoC*8 携帯電話用マルチメディア・チップセッ

トの開発

世界の三大生産国(07年)

次世代PC 腕時計型PCの 導入 ウ ェ ア ラブルPC(07年)

組込ソフト 100種 類の製品に組込ソフ トを導入 世界第2位 の生産国(07年)

デジタルコンテンツ マルチプラットフォームに対応したゲ
ームエンジンの開発

最 大 オ ー プ ン ソー ス ソ フ ト生 産 国

(07年)

テ レマ テ ィ クス 技術検証用テストベッドを構築 車載モバイルオフィス(07年)

イ ンテ リジ ェ ンスサ ー

ビス ロボ ッ ト

主人を認識するヒューマノイ ドの開発 世界的なプレゼンス(07年)

*1Wibro(WirelessBroadband):高 速 無 線 ア ク セ ス サ ー ビス 〔携 帯 イ ン タ ー ネ ッ ト〕

*2DMB(DigitalMultimediaBroadcasting):デ ジ タ ル マ ル チ メ デ ィ ア 放 送

*3RF皿)(RadioFrequencyIdentification)

謬;㌢[雲 離 ℃odeDivisbnMultipleAccess):.IMT-2000規 格 に準拠 し・2GH・1・'`tvで音 声'ビ デ オ ◆高
*5BcN(BroadbandconvergenceNetwork):広 帯 域 統 合 網

*6USN(UbiquitousSensorNetwork):ユ ビ キ タ ス ・セ ン サ ー ・ネ ッ ト ワ ー ク

*7u－ ラ イ フ:ユ ビ キ タ ス ・ライ フ

*81TSoC(Systemon-Chip):非 メ モ リIC(non -memoryintegratedcircuit)

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.ipc.go.kr/

3.電 子政府

1995年 の情報化促進基本法、1996年 の情報化促進基本計画は、政府省庁の情報化を促進 し、

2000年 までに、調達、知的財産、税 ・関税 に関連する主要な手続 き、パスポー ト発行がオンラ

インで利用できるようになった。2001年 ～2002年 には、11の 電子政府プロジェク トで、市民

向けサービス、統合調達、国家財政情報における政府規模での情報化を完 了した。

しか しなが ら電子 政府 が行政改 革 に与えた影響 は決 して大 きい とは言 えな い。作業手続 きの

改善 に力点がおかれず 、オ フライ ン環境 を基盤 とす る従来 の法律や規則 、慣行 が変更 され なか

ったか らである。 このため、行政 の改革 ・分散化 に関す る大統領委員会(PresidentialCommittee

onGoverrllmiet■movationandDecentraliZation)は 、電子政府 の さらな る発展 を、行政サー ビス を

改革す る上 で鍵 とな る国家戦 略的課題 として位置 付 けた。2003年5月 には電子 政府作業委員 会

(eGovernmentWorkingCommittee)が 、電子 政府 と参加型政府(ParticipatoryGovemment)に

関す る ビジ ョンと原則 を発表 し、同年8月 には、4分 野 、10施 策、31優 先課題 か ら成 る電子 政

府 ロー ドマ ップを最終決定 した。 この ロー ドマ ップは、手続 き、行政サー ビス、情報 リソース

の管理 によ り、効 率的で透 明な参加型 の行政 を通 じ 「世界 で最 も優れた電子 政府」の実現 を 目
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指すものである。

以下では、このロー ドマ ップに沿って2004年 に発表された施策を中心に紹介 している。

表XIV-3電 子政府 ロー ドマップ

分野 施策 優先課題
手続きの変革

、

オンラインプロセスの確立 文書のオンライン処理

中央 ・地方政府の財務情報の統合

電子 地 方 政府(e壬 ρcalGovemment)

オンライン監査

電子 会 議(e-Assembly)

統合刑事裁判システム

人事管理統合

外交 ・貿易情報システム

国家的課題のリアルタイム管理

行政情報の共有強化 行政情報の共有強化

サービス中心の手続き変革 ビ ジ ネ ス 参 照 モ デ ル(BRM:BusinessRe允renceModel)開

発

市民向けサ ー ビ

スの改革

市民向けサービスの発展 イ ンター ネ ッ ト市 民 サー ビス の強 化

国家安全管理サービス

建設、土地、登記の統合と強化

総合的税サービスの強化

国家福祉サービス

食 品 ・薬 品情報 サ ー ビス

雇用情報サービス

行政裁判サービス

企業向けサービスの発展 企業支援サービスの統一窓口

国家ロジスティクス情報サービスの強化

電 子 貿 易(e-Trade)サ ー ビ ス

外国人支援サービス

電子 政府 ソ リュー シ ョ ンの輸 出サ ポ ー ト

市民のオンライン参加の強化 市民のオンライン参加の強化

情報 リソー ス管

理の改革

情報リソースの統合と標準化 政府規模の統合情報環境

電子政府ネットワークの強化

政 府 規 模 の 情 搬 術 ア ー キ テ ク チ ャ(πA:㎞ 品㎜tion

TechnologyArchitecture)の 利 用

情報セキュリティシステムの

拡張

情報セキュリティシステムの構築

IT要 員 ・部門の専門家 IT要 員 ・部 門の 強化

法改革 電子政府関連の法改革 電子政府とセキュリティに関連する改革

(1)rr投 資 の効率化

電 子政府 ロー ドマ ップの 「情報 リソー ス管理の改革」分野 で は2004年 、 「情報 リソースの統

合 と標準化 」施策が積 極的 に実施 された。その一環 と して、行 政 自治部(MoGAHA:Minis廿yof

GovernmentAdminjstrationandHomeAffaires)は2004年9月15日 、政府 のrr投 資 の効率性 を高
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め、緊急時における重要情報 の安全 を強化するため、2007年 をめ どにrrシ ステムの統合を進

めていると発表 した。統合は、①すべてのITリ ソースの集中②ハー ドウェアの統合③ ソフトウ

ェアの統合④サー ビスの統合、の4段 階に分けて行なわれる。

(2)デ ジタル予算財務情報システム

電子政府 ロー ドマップの 「手続きの変革」分野では2004年 、「オンラインプロセスの確立」

施策が柱 となった。

その優 先課題 の一つ 、 「中央 ・地方 政府 の財 務情報 の統合」 に関連 して、 国務 総理(首 相)

室 が主管す る計画予算局(MmistryofPlanningandBudget)は2004年10月 、デ ジタル予算 財務

情 報システム基 本計画 を策定 し、2005年 までにそ のイ ンフ ラを構 築す る予定 である と発表 した。

2006年 に試験 を実 施 した後 、2007年 には正 式 に運 用開始す る。

基 本 計 画 は 、 財 政 経 済 部(MinistryofFinanceandEconomy)、 行 政 自 治 部 、 計 画 予 算 局 、 監 査

委 員 会(BoardofAuditandilspection)な ど の 財 務 関 連 部 門 で 構 成 さ れ る デ ジ タ ル 予 算 財 務 シ ス

テ ム 計 画 委 員 会(DigitalBudgetandFinancialSystemPlanningCommittee)に よ っ て 実 施 さ れ る 。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.ipc.go.kr/servlet/download?pt=/ipceng/public&fh=IT+e-Newsletter+Vbl.4%2C+No.7.pdf

http://www.ipc.go.kr/serv]et/download?pt=/ipceng/public&fh=IT+e-Newsletter+Vol.4902C+No.8pdf

3.1市 民向け電子政府

現在、韓国の電子政府では、400種 類以上の行政フォームをイ ンターネッ トを通じて入手す

ることができ、電子行政サービスを利用する市民の数はますます増加 している。

行政自治部では今後、イ ンターネッ トによる市民サービスを約400種 類から約500種 類に増

やし、イ ンターネットサー ビスの開発 を継続するとともに、2004年 末までにインターネット経

由で発行する公式文書を8種 類か ら15文 書に増やす。また、省庁間の行政情報の共同利用を

2007年 までに現在の27種 類か ら39種 類に増やし、市民サービス用の申請書類を削減する方針

である。
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(1)地 方 政府情報 ネ ッ トワー ク(LGIN)

2002年 には、すべて の政府省庁 を1つ の電子 ネ ッ トワー クで結ぶ電子 政府が11月 に発足 し

たの に続 いて、‡也方政府 情報 ネ ッ トワー ク(LGIN:LocalGovemmentinformationNetwork)プ ロ

ジェク トが完 了し、232の 地方政府 を結ぶネ ッ トワークが構築 された。 これ によ り、 中央 政府

と同 じ規格 ・方法で地 方政府 が公共サー ビスを迅 速かつ正確 に処 理でき るよ うにな った 。

行政自治部は、2003年2月 か ら、地方政府に対 して電子公共サービスを提供 している。これ

は、市民の生活を向上 させ、全国すべての地域の住民の基本的な生活の質を確保することを目

指すもので・住民登録や戸籍謄本・土地(森 林)登 記・生活保障・医療保険な ど38以 上の証

明書 が、公共サー ビス事 務所(publicserviceoffices)や 、百貨店、銀行 な どに設置 された キオス

クで入手 でき るよ うにな った。さ らに不動産登記 、自動 車登録、医療 補助証 明、生活保 護証 明、

漁業報告 な ど178以 上 の文書 の申請 、受理 、審 査 につ いては、イ ンター ネ ッ ト経 由で行な うこ

とがで きるよ うにな った。

(2)個 人所 得税の 申告

国税庁(NationalTaxService)は 、付加価値税 、法 人税 に続 き、2004年5月10日 か ら個 人所

得税 の 申告 に も電子 レポー トシステム を導入 した。利 用で きるフ ォーマ ッ トには、所 得税 申告

書 、課 税基準 、税 額 計算書 な ど11種 類 がある。

(3)市 民参加のためのポータル設置へ

行政 自治部は、2004年6月 、政策策定過程に市民の意見を反映 し、市民の政策情報へのアク

セスと意思決定プロセスの透明性を向上させるため、 「市民参加のためのオン;イ ンポータル

サイ ト」を設置する計画を発表 した。

その後、行 政 自治部 は2∞4年9月21日 、オ ン ライ ン上 の市 民が参加で きるポー タル を設置

す るため に、 ビジネス ・プ ロセ ス ・リエ ンジニ ア リング'(BPR)と イ ンター ネ ッ ト ・サー ビス ・

プ ロバ イダ(ISP)を 決定 した。今後、2005年5月 まで に関連 システム を構 築 し、2007年 をめ

どにシステム を拡 張す る計画 がある。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:/lwww.mogaha.go.kr/

Ihttp://www.ipc.go」(r/
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3.2企 業向け電子政府

公共 調達庁(PubHcPr㏄urementService、 財政 経済部が 主管)が 運営 す る韓 国電子 調達 システ

ム(NationalElectronicProcurementSystem)は 、す べて の政府調達手 続 きをオ ンライ ン化 し、2002

年以来 、 ワ ンス トップの調達サ ー ビス を提 供 して い る。 この システ ムは、 すべて の 中央 省庁、

地方政府 、国有企業で使 用 され、政府調 達 の透 明性 、効 率性 、サー ビス レベル は飛躍 的 に高 ま

った。

2003年 の 中央 ・地方 政府のオ ンライ ンG4B(GovemmentforBusinesses)取 引は2003年 、21

兆6,340億 ウォン(約2兆1,400億 円)で 、前年 か ら30.1%増 加 した。この年 、公共調達 全体 の

92.6%が 電子入札 を通 じて実施 され た。

(1)輸 出税請求書

財政経済部 が主管 す る韓国 関税庁(KCS:KoreaCustomsService)は2004年7月1日 、イ ンタ

ーネ ッ トで 「輸 入税請 求書 」 の発 行 を 開始 した 。 「輸入 付加価 値 税請 求書(VATimporttax

invoices)」 は、税関が年 間400万 枚近 く発 行す る証明書で ある。韓 国関税庁 による と、新 シス

テム によって、税関 を訪 問す る手間 を省き、約41億7,000万 ウォン(約4億1,200万 円)が 削

減 され る という。

(2)オ ンライ ン輸 出 レポー トシステム

韓 国の税 関(CustomsOffice)は 、従 来の電子 デー タ交換(EDI:ElectronicDataInterexchange)

による オ ンライ ン輸出 レポー トシステ ム と併用す る形で2004年7月 、イ ンターネ ッ トによる

輸出 レポー トが可能な システ ムの運用 を開始 した。新 システムは、全国で1日24時 間利 用で

きる。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http:11www.ipc.go.kr/servlet/download?pt=/ipceng!public&fh=1091717884554_rr+e-Newsletter+VbL4%2CNo.4.pdf

http://www.ipc.go.kr/servleぴdownload?pt=/ipceng/public&fh=IT+e_Newsletter%2C+Vol.4902C+No.5.pdf
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XVOECD

1.設 立 経緯

1946年6月 、マー シャル米 国務長官(当 時)は 、米 国 によ る欧州 経済の再建 を 目的 とした援

助 プ ログラム 「マー シャル ・プラ ン」 を発表 した。 これ を受 けて、被援 助国で ある欧州 諸国側

に十分な協 力体 制 を整え る ことが必 要 とな り、1948年4月 、OECD(OrganisationforEconomic

Co℃perationandDevelopment:経 済 協 力開発 機構)の 前 身 に あた るOEEC(Organisationfor

EuropeanEconomicCo-operation:欧 州 経済協 力機構)が 発足 した。

OEECは1950年 代後半までに所期の目的をほぼ達成するにいた り、これを大西洋両岸にまた

がる先進諸国の経済協力機構に組み替えようとする動きが現れた。この結果、1960年12月 、

OEEC加 盟18カ 国に米国 とカナダを加えた20カ 国がOECD条 約 に署名し、翌年、1961年9

月、世界的視野に立って国際経済全般について協議することを目的とした新機構、OECDが 正

式に設立された。2005年2月 現在、OECDに は、30カ 国が加盟 している。)

表XV-10ECD加 盟国

1961年 設立時の原加盟国 オ ー ス ト リ ア 、ベ ル ギ ー 、カ ナ ダ 、デ ン マ ー ク 、 フ ラ ン ス 、 ドイ ツ 、 ギ リ シ ャ 、

(20カ 国) ア イス ラン ド、アイ ル ラ ン ド、イ タ リア、ル クセ ンブル グ、オ ラ ンダ 、ノル ウ

エ ー、 ポ ル トガル 、 スペイ ン、 ス ウェ ーデ ン、 スイ ス、 トル コ、英 国 、米 国

その後の加盟国 日本('64年)、 フ ィ ン ラ ン ド('69年)、 オ ー ス ト ラ リ ア(71年)、 ニ ュ ー ジ ー

(10カ 国) ラ ン ド(73年)、 メ キ シ コ(`94年)、 チ ェ コ('95年)、 ハ ン ガ リー 、 ポ ー ラ ン

ド、韓 国(以 上96年)、 ス ロバキ ア(2㎜ 年)

Source:OECD発 表資 料 か ら作 成

2.組 織

OECDの 組織 は大 き く分 けて 、理事 会(Council)・ 委員会(Committee)と 事 務局(Secretariat)

とい う2つ の流れで構 成 されて いる。 これ ら2つ を結 びつけて いるのが、理事会 の議長 を務 め

る事務総長(GeneralSecretariat)で ある。

理事会は機構の最高機関であ り、すべての加盟国(30カ 国)が 参加する閣僚理事会(年1回

春開催)と 常任代表による通常理事会(頻 繁に開催)を 招集する。

執行委員会は加盟各国の常駐代表によって構成され、毎週開催される。その役割は、理事会
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を補佐 し、理事会の決定事項を執行す ることである。これ に対 し、執行委員会特別会合は、各

国政策責任者(次 官クラス)の 出席 を得て年2回 開催 され、主要問題につき大局的観点か ら議

論する。

各種委員会は加盟国の代表によって構成され、年次作業計画を作成するとともに、作業部会

や専門家グループの補佐を受け、広範な分野にわたる研究調査を行なう.(委員会、作業部会な

どの数は約200、 各国からの年間延べ参加者は約4万 人に上る)。

事 務総長や委員 会 は、 ビジネ ス界 の代表 か ら成 る経済産業 諮問委 員会(BIAC:Businessand

IndustryAdvisoryCommittee)や 労働 組合 の代 表 か ら成 る労働 組 合諮 問委 員会(TUAC;Trade

UnionAdvisoryCommittee)の 助言 にも耳 を傾 ける。

事務 総 長

SecretaryGeneral

1
1

1

理事会CouncU(OECDの 最高機関)
・閣僚理事会

・通常理事会

事 務 局

Secreatriat

1
委 員 会Co㎜inees

・執 行 委員 会ExecutiveCommittee

・執 行委 員 会特 別 会 合ExecutiveCommltteeinSpecialSession

図XV-10ECDの 組織

2.1委 員会

各種委 員会 のなかで 、 「デ ジタル 経済」 に起 因す る諸 問題 グ ローバ ル な情 報イ ンフ ラの発

展、 グ ローバルな情報社会 への進化 に取 り組んで いるのが、情報 ・コン ピュータ ・通信 政策委

員会(ICCP:Co㎜mitteeforinformation,ComputerandCommunicationPolicy)で 、1983年 に科学技

術 政策 委員会か ら独立 して設立 され た。

情報通信 ・コンピュータ ・通信政策委員会は、年2回 の本会合のほか、テーマ別の作業部会

等を通 じた活動を行ない、通信および1青報技術 に関する各アウ トル ックをそれぞれほぼ隔年で

発行する。
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教 育 研 究 革 新 セ ン タ ー(CERI)

CcntreforEducationalResearchandInnovation

農 業(AGR)

CommitteeforAgriculttire(AGR)

情 報 ・コ ン ピ ュ ー タ ・通 信 政 策(ICCP)

Committeeforlnformation,ComputerandCommunications

Policy

科 学 技 術 政 策(CSTP)

CommitteeforScientificandTechnologicalPolicy

消 費 者 政 策(CCP)

CommitteeonConsumerPolicy

金 融 ・資 本 市 場(CFM)

CommitteeonFinancialMarkets(2)

租 税(C臥)

CommittoeonFiscalAffairs(23)

産 業 ・企 業 環 境(CIBE)

CommitteeonIndustryandBusinessEnvironment

統 計

CommitteeonStatistics

競 争(COMP)

CompetitionCommittee

開 発 援 助(DAC)

DevelopmentAssistanceCommittee

経 済 開 発 検 討(DERC)

EconomicandDevelopmentReviewCommittee

経 済 政 策(EPC)

EconomicPolicyCommittee

教 育(EDC)

EducationCommittee

雇 用 労 働 社 会 問 題(ELSAC)

Employment,LabourandSocialAffairsCommittee(3)

環 境 政 策(EP㏄)

EnvironmentPolicyCommittee

水 産(H)

FisheriesCommittee

開 発 セ ン タ ー(DC)

GoverningBoardoftheDevelopmentCentre

保 険(AS)

InsuranceCommittee

投 資

investmentCommittee

海 運(MT℃)

MaritimeTransportCommittee

鉄 鋼(SC)

SteelCommitt㏄

地 域 開 発 政 策(TDPC)

Territoria!DevelopmentPo}icyCommittee

パ プ リ ッ ク ガ バ ナ ン ス

PublicGovernanceCommittee

観 光(rDU)

Tc)urismCommittee

貿 易(TC)

TradeCommitt㏄

そ の 他 各 種 委 員 会 等

図XV-20ECDの 委員会

2.2事 務局

OECD事 務局は、1,900人 のスタ ッフで構成 され(う ち約700人 は経済 法律、社会科学等の

専門家や行政官)、事務総長が統括する。理事会の決定に従って、各種実務を分担 し、委員会等

の作業を補佐する。

¶ 季

事務局の なかで、情報 ・コ ンピュー タ ・通信 政策委員 会(ICCP)を 補佐 す るのは、科学 ・技

術 ・産 業局(DirectorateforScience,Technology,andIndustry)で ある。 同局は 、加盟 各 国の政 府

に対 して、科学 、技 術、産 業 の環境 と、その成長、雇 用、福 祉、幸福 との関 係につ いて、 政策

立案 の分 析的基盤 と助言 を与え る ことを ミッシ ョンと している。
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OECD事 務 局

OECDSecretariat

・経 済 部

EconomicsDepa㎜ent

・統 計 局

StatisticsDiroctcrrate

・環 境 局

EnvironmentDirectorate

・開 発 協 力 局

DevelopmentCo<)perationDirectorate

・パ ブ リ ッ ク ガ バ ナ ン ス ・地 域 開 発 局

PublicGovernanceandTetTitorialDevelopmentDirectoiate

・貿 易 局

TradeDirectorate

・金 融 ・企 業 問 題 局

DirectorateforFinancialandEnterpriseAffairs

・税 務 政 策 ・管 理 セ ン タ ー

CentreforTaxPolicyandAdministration

・科 学 ・技 術 ・産 業 局

DiiectorateforScience,Technologyandlndustry

・雇 用 ・労 働 ・社 会 問 題 局

DirectorateforEmployrnenしLabourandSocialAffairs

・教 育 局

DiiectoratefbrEducation

・食 糧 ・農 業 ・漁 業 局

DirectoratefbrFood,AgricultureandFisheries

図XV-30ECD事 務局の構成

3.2004年 版OECD情 報技術 ア ウ トル ック

国 際 経 済 協 力 機 構(OECD:OrganiZationforEconomicCo-operationandDevelopment)は 、経 済 ・

社 会 の あ ら ゆ る 分 野 の 問 題 に つ い て 国 際 的 な 研 究 ・分 析 、 政 策 提 言 を 行 な っ て い る 。 情 報 技 術

(rr:InformationTechnology)に つ いて も例外で はな く、その対象範 囲はデ ジタル 経済、セキ ュ

リティとプライバシー、電気通信、インターネッ トなど、多岐にわた り、2004年 もそれぞれの

分野で多数の報告書が発表された。

そ のなか で、近年の情報技術(rr)関 連製 品 ・サー ビスの国際的動向 と加 盟国 の情報技 術政

策 をま とめた包括的な報告書 と言 えるのが 『OECD情 報技術 アウ トル ック:2004年 版(OEσ)

InformationTechnologyOutlook2004)』 で、2004年12月 初め に発 行 され た。 これ は1997年 版、

2000年 版、2002年 版に続 く最新版 で、それ 以前 を含 める と8冊 目とな る。
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以下で は、『ア ウ トル ック 』要約版 に即 して、ICTの 世界 的な動向、政策 に関す るOECDの

指摘 をまとめて いる。

(1)世 界経済へのインパク ト

ICTは 引き続き世界経済において重要な役割を果た してお り、当初の見通 しよりゆっくりと

した速度ではあるが改善傾向にある。

米 国 とカナ ダで は、2002年 か らICT関 連商品 の出荷量が伸び始 めた。半導 体分野 で も、2002

年以来 の中国 と韓 国 での 目覚 しい実績 によ り、かな り回復が進 んで いる。 これ まで の上 向き傾

向は、コン ピュー タ と部 品 に集 中 して いたが、現 在は高速 ブロー ドバ ン ド、WiFi(WirelessFidelity、

無線LANの 標準規 格 「IEEE802.11a/IEEE802.11b」 に業界 団体 が付 けた ブラ ン ド名)、 イ ンタ

ー ネ ッ ト電 話な どへ の投資 によって
、通信機器 の勢 いが強 ま りつつあ る。

ICT製 品 の世界 的な生産 地 は、中国 を始 め とす るアジア諸国 に移 った。1990年 には世界 のICT

製品 の5分 の4以 上 を生産 して いたEU、 日本 、米 国の生産 高が 、2003年 には3分 の2を 切 っ

た。

2004年 の世界の貿易高はGDPの2倍 のペースで増加 しているが、ICT製 品とサー ビスの貿

易高の伸びは、それを上回る10%と なる見通しである。その要因は、世界の更なる好景気、中

国の貿易、および、国際的アウ トソー シングである。

中国のICT製 品 の貿易高 の伸び は 目覚 しく、1996年 以 降の年 間増加率 は、OECD平 均 の4%

に対 して中国 はその7倍 の28%に 達 している。2002年 の 中国のICT製 品 のOECD全 体 の12 .3%

を占めたが、 これ は、米 国 の25%よ りは小 さいものの、 日本のll.8%よ りも大 きい。

ソフ トウェ ア とICTサ ー ビス貿易の分野で優位 を占めているのは、アイル ラン ドと米 国で あ

る。2002年 のアイル ラン ドの輸出額 は104億 米 ドル(約1兆900億 円、2005年1月11日 為 替

レー ト1米 ドル=104.77円)、 米 国は69億 米 ドル(約7,230億 円)で あった 。

(2)進 むICT分 野のグローバル化

ICT分 野はます ますグローバル化が進んでお り、貿易は消費や生産を上回るス ピー ドで拡大

している。
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ICT分 野での国際的なM&Aは 現在、1990年 代半ばより盛んであり、2003年 か ら2004年 上

半期にかけて景気循環が加速するなかで増加 した。

ITお よびICT関 連業務サービスの国際的アウ トソーシング(オ フショアリング)は 、デジタ

ル配信、技能者不足、効率上のニーズ、企業のコス ト削減な どを理由に急速に成長 している。

イ ンドとアイル ランドではrrお よびICT関 連業務サービスの大幅に輸出が増加 し、それまで

低水準だったいくつかの発展途上国でも急速な拡大が見 られる。

(3)電 子ビジネス

OECD諸 国では、コンピュータとイ ンターネッ トが広 く普及し、企業のネッ ト接続率はブロ

ー ドバ ン ドを含めて高い。だが多 くの企業はいまだにイ ンターネッ トを情報収集 とオンライ ン

バ ンキングだけに利用している。

(4)個 人や家庭でのアクセス拡大と 「利用」格差

パーソナルコンピュータ(PC)は 徐々に普及 してきたが、そのPCを 基盤にしてインターネ

ットとブロー ドバン ドの利用も急速に広がっている。インターネ ットの主要なアクセス手段は

PCだ が、モバイルアクセスも拡大 しつつある。

1998～1999年 以来、家庭でのインターネ ットアクセスは職場でのアクセスを上回っている。

特定の事柄に焦点を絞った情報検索、ニュース、パーソナルバ ンキングの利用が増えているが、

中心的な利用内容は現在でも電子メールであ り、オフラインショッピングのための情報検索も

増加 している。

(5)デ ジタル配信の増加

インターネットで最もアクセス頻度の多い分野は、アダル ト、ニュースとメディア、エ ンタ

ーテイメン ト、ショッピングである。娯楽以外では、健康、医療、政府関連が多い。市場占有

率は、ビジネス金融(安 定企業の場合)、 ショッピング、案内広告、雇用関係(新 興企業の場

合)に かなり集 中している。以上のようなイ ンターネットアクセスの多様性は、急速に増加 し

ているデジタル配信の潜在性 を示 している。

(6)ICTス キルの利用増加

専門家 レベルと一般ユーザー レベルでICTス キルを持つ人材の雇用が徐々に拡大 している。

ICT専 門家(コ ンピュータ技術者や電子工学技術者)が 高い割合を占める分野がいくつかある
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(オ フィス機器 ・コ ンピュー タ、精 密機器 、電子 機器、ユーテ ィ リテ ィ、 コ ンピュー タサー ビ

ス)一 方 、一 部 の製 造業 のほか、 コ ンピュータ 、金 融、保健 、卸売サ ー ビスな どの分野 では、

高 いスキル を持つ 人材(技 能職 、事 務職な ど)が 雇用者 に占め る割 合が高 い。

(7)経 済成長 ・雇用に寄与する新 しい応用技術

ナノテクノロジーは主要なICT応 用技術で、広範囲な利用を通 じてIcrパ フォーマンスを向

上させ、経済的利益を生むと期待されるが、健康や環境面などの リスクについてさらに研究開

発を行なう必要がある。

グリッ ドコンピューティングは、複数のコンピュータを相互接続 して集積的な処理能力を引

き出そうとするもので、ルールの確立、グリッ ドのリソース、グ リッド内のデータ保護が求め

られる。

無線ICタ グ(RHD:RadioFrequencyIDentification)は 、1960年 代 に開発 されたが、よ うや く、

サ プライ チ ェー ン ・マネ ジメ ン ト、交通、 セキュ リテ ィ、消 費者 向 け製 品 ・サー ビスの分野 で

実 用化 され つ つある。RFIDに はデ ータの安全性 と傍 受な どの課題 がある ほか 、プ ライバ シー

や 認証 の問題が 生 じる。

WiFiは 、ブロー ドバ ンドアクセスの柔軟性を高め、「場所を問わず使用できる」無線LAN規

格だが、不正利用の懸念と、転送データの暗号化 と保護の問題がある。

(8)加 盟国のICT政 策

近年、各国政府のICT戦 略は、ICT政 策を経済発展 と一層密接に結び付けている。現在、各

国のICT政 策で中心となっているのは、研究開発支援とICT技 術革新、ICTス キルの開発 と利

用、電子政府、イ ンフラ(ブ ロー ドバン ド、認証、デジタル署名)、 信頼性の促進(シ ステム、

情報セキュ リティ)で ある。

なお、政策評価は、各国政府が意思決定に用いる情報を提供 し、ICT政 策の効果を高める方

法 として重要であるとの認識 も高まっている。

関 連 ウ ェ ブ サ イ ト

http://www.oecd.org/
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注1:本 資料 は、関連諸国政府、経 済協力開発機構及び欧州連合等が、発表 した情報等 に基

づいて作成 した ものである。

注2:本 資料 は、財 団法人 日本情報処理 開発協会 調査部が、日本語訳 と編集 を行い作成 し

たものである。日本語訳や編集 に伴 う責任は当協会にあるが、当協会及び調査部 は、本資料

を無保証で提供 し、利用に伴 う不利益は利 用者 の責に帰す るもの とす る。

財団法人 日本情報処理 開発協会

東京都港 区芝公 園3丁 目5番8号

機械振興会館 内

Tel:(03)3432-9381

株 式会 社 三菱電 機 ドキ ュ メ ンテ クス

東 京都 中央 区湊3丁 目5番10号

Tel:(03)5566-0681
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